


平成30年度年次経済財政報告公表に当たって








年次経済財政報告は、昭和22年に前身となる「経済実相報告書」が公表されてから72回目、昭和26年に「年次経済報告」いわゆる「経済白書」と名前を変えてから68回目にあたります。

その間、「もはや戦後ではない」（昭和31年）と、戦後復興を成し遂げた日本経済の姿と課題を描き、また「先進国への道」（昭和38年）、「バブルの教訓と新たな発展への課題」（平成5年）、「改革なくして成長なし」（平成13年）といった副題とともに、時代を切り取り、シャッターに収める「白書」の役割を追求してきました。

現在、景気回復は戦後最長が視野に入り、また、AIやIoT、ビックデータといった第4次産業革命がもたらす技術革新によって、私たちの生活や経済社会が画期的に変わる、そうした時代に入っています。名目GDPも過去最大の550兆円に拡大し、企業収益は過去最高の75兆円を記録しました。就業者数は、この5年間で251万人増加し、直近の有効求人倍率は1.60倍と1970年代前半以来、実に44年ぶりの高水準となっています。

一方で、需給ギャップは縮小を続け、ここにきて逆転、プラスとなっています。つまり、実際のGDPが大きく増加しているのに対し、そのベースとなる経済の基礎体力、潜在成長率の伸びが十分追いついていない。今、日本経済の最大の課題は、少子高齢化という壁を乗り越え、サプライサイドの改革を通じて潜在成長率を引き上げることです。このため、安倍政権では、一人ひとりの人材の質を高める「人づくり革命」と成長戦略の核となる「生産性革命」に最優先で取り組んでいます。

今年の白書では、こうした日本経済の現状について、あらゆる角度から多様な分析を行い、これらの政策を推し進めることが、人類未到の人生100年時代を見据えた経済社会、そして圧倒的スピードで進む第4次産業革命が拓く「Society 5.0」を実現し、日本経済を新たな成長経路に乗せるための鍵となるというメッセージを示しています。白書の副題は「「白書」：今、Society 5.0の経済へ」としました。

第1章は、「景気回復の現状と課題」です。今回の景気回復期間は戦後最長に迫っていますが、需給ギャップがプラスとなる中で、回復のベクトルと持続性を高めるためには、企業の労働生産性を高め、人手不足に対応するとともに、賃上げの動きをさらに続けていくことが重要です。

第2章は、「人生100年時代の人材と働き方」です。人生100年時代を見据え、学び直しを促進することが、技術革新に対応した多様な人材を育て、年齢にかかわらず全ての人が元気に活躍できる社会を実現するためにも重要です。また、時間や場所によらず、女性や高齢者も働きやすい多様な働き方を実現していくことが、今、求められています。

第3章は、「『Society 5.0』に向けた行動変化」です。第4次産業革命が進む中で日本経済の競争力を高め、新技術・システムの社会実装を進めていくためには、知識・技術面を強化するだけでなく、時代の変化に適応した組織、制度面の対応や起業の活発化などの取組が重要です。また、イノベーションや生産性向上の成果を、賃金や教育訓練等の形で人材への投資に還元することも重要な課題です。

今年の白書は、3人の「読者」を意識して作成しました。1人目は、経済学や経営学を勉強し、経済分析やマーケットリサーチを専門とされている方。こうした方にとっては、新しいデータ、基礎資料として価値があり、今後の分析や政策議論にも資する多くの素材を提供できるように心掛けました。

2人目は、企業を経営されたり、会社勤めや個人で事業をされたり、経済の現場で様々な活動に従事されている方。こうした方には、それぞれの方々の日々の仕事が日本経済全体とどのように関係しているのか、どういう接点や共通した課題があるのか、といったことが理解してもらえるように心掛けました。業務の傍ら分厚い本書を手に取る時間も限られていると思いますので、関心のあるテーマだけでも拾い読みができるよう、各節や個別のテーマごとに話が完結するように工夫してみました。

3人目は、自分が暮らす日本経済に今何が起きているのか、これからどう変わっていくのか知りたいと思っておられる方。それぞれの目標や大いなる好奇心を持って、これから社会に出ていく若者。今回の白書では、専門家でなくてもわかりやすいようなグラフや分析を心掛け、また、章ごとに主要な分析の要点をまとめた「白書の注目点」というコーナーも新たに設けましたので、「入門書」もしくはネット検索のように気軽にご覧頂きたいと思います。

昭和22年当時、日本で最初となる「白書」が刊行された目的は、集め得る限りの資料や統計を基礎として、終戦直後の苦しい我が国経済の現状を国民に伝え、国民と一緒に問題を考え、かつ解決していくためであったと記されています。それから70年余が過ぎましたが、現在でも「白書」の役割は当時と変わりません。そんな思いを込めて、副題を「「白書」：今、Society 5.0の経済へ」とした本書が、日本経済の現状や日本が直面する課題への対応に関する議論に資することになれば幸いです。
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はじめに








我が国経済は、アベノミクスの取組の下、2012年末から緩やかな回復を続けており、景気回復期間は戦後2番目の長さとなっている可能性が高く、戦後最長に迫っている。名目GDPは過去最大を記録し、雇用所得環境が着実に改善、地方や中小企業にも好循環が波及する中で、消費や投資といった需要面が堅調である。その一方、潜在成長率が実際のGDPの伸びに追いつかずGDPギャップがプラスとなっており、生産性の向上が喫緊の課題となっている。こうした中で、潜在成長率を引上げ、持続的な経済成長を達成する鍵を握るのは、第4次産業革命とも呼ばれるイノベーションの波をしっかり捉え、生産性の上昇や国民生活の豊かさにつなげることである。「Society 5.0」の実現、人生100年時代に向けた人づくりや多様な働き方の実現が大きな課題となっている。

本報告では、こうした日本経済の課題に焦点を当てて、日本経済の現状と課題について分析を行うとともに、技術革新や人生100年時代を見据えた人づくりや多様な働き方の実現、第4次産業革命が進む中で日本経済が競争力を強化するための課題について論じる。

第1章「景気回復の現状と課題」では、戦後最長に迫る今回の景気回復の背景や特徴を整理した上で、家計部門、企業部門に分けて今後の景気回復の持続性や課題を確認するとともに、デフレ脱却・経済再生に向けた物価動向や金融政策の取組と効果を分析し、さらに財政再建の取組について概観する。

第2章「人生100年時代の人材と働き方」では、技術革新や人生100年時代に対応し、人づくりや多様な働き方をいかに進めていくかを論じる。具体的には、技術革新・人生100年時代に対応した人材育成や労働市場のあり方について、大学、企業内訓練、社会人の学び直し（リカレント教育等）に焦点を当てて課題を検討するほか、技術革新によって時間や場所にとらわれない働き方が可能となる中で、女性や高齢者の就業にもつながる多様な働き方実現への課題について考察する。

第3章「『Society 5.0』に向けた行動変化」では、第4次産業革命が進む中で日本経済が競争力を保つための課題について論じる。具体的には、人材や研究開発力など「イノベーションの基礎力」、組織や制度面等を含む「イノベーションへの適合力」を国際的に比較し、第4次産業革命に向けた日本の強みと弱み、今後の課題を確認・検討するとともに、イノベーションの進展が労働分配率や企業の生産性をどのように変化させるかについても検証する。

最後の「おわりに」では、本報告の主な分析の内容を整理しつつ、それらが示唆する経済財政政策運営上のメッセージを述べる。
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第1章　景気回復の現状と課題








我が国経済は、2012年11月を底に緩やかな景気回復が続いている。今回の景気回復は、「いざなぎ景気」（1965年11月－1970年7月の57か月）を抜き、第14循環（2002年2月－2008年2月の73か月）に次ぐ戦後2番目の長さとなった可能性がある1。

アベノミクス三本の矢、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、「民間投資を喚起する成長戦略」により、企業の稼ぐ力が高まり、企業収益が過去最高となる中で、雇用・所得環境が改善し、所得の増加が消費や投資の拡大につながるという「経済の好循環」が着実に回りつつある。

労働市場では2018年5月時点で有効求人倍率が1.60倍と1974年1月以来の高さとなり、完全失業率も2.2％と1992年10月以来の水準まで低下しており、企業の人手不足感は四半世紀ぶりの高水準となっている。こうした中で、企業は人材の確保や省力化に向けた取組を迫られている。人手不足感の高まりを反映してパートタイム労働者を中心に賃金が上昇し、正社員を含めた一般労働者の賃金の伸びについても、労働需給のひっ迫に比べると緩やかではあるが、徐々に高まりつつある。個人消費も、雇用・所得環境の改善度合いに比べてやや力強さに欠けている面はあるが、持ち直しを続けている。

物価については、デフレ脱却に向け着実に局面変化は見られるものの、デフレを脱却し、安定的な物価上昇が見込まれるところまでには至っていない。こうした中、2％の物価安定目標の実現に向けて緩和的な金融政策が継続するとともに、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略の推進など、デフレ脱却・経済再生に向けた取組が進められている。

本章では、まず、今回の景気回復局面の特徴を概観し、長期化する景気回復の持続性を検証する。第1節では、今回の景気回復の特徴やリスク要因等について分析する。第2節では、家計部門や企業部門の動向を詳しくみるとともに、四半世紀ぶりの人手不足感となる中、デフレ脱却・経済再生に向けた進捗について賃金や物価の動向を確認する。第3節では、個人消費について、電子商取引、シェアリング・エコノミーの拡大や個人消費の新しい潮流について確認する。最後に、第4節では、財政・金融政策について、国際比較を行いながらこれまでの取組の状況を概観する。その上で、「潜在成長率の向上」が日本経済の大きな課題であるというのが、本章のまとめとなる。



（1）景気基準日付（山・谷）の設定について、データの蓄積を行った上で、専門家からなる景気動向指数研究会（座長：吉川洋教授）での議論を踏まえて、内閣府経済社会総合研究所において設定することから、その事後的検証を待つ必要がある。



















第1章　景気回復の現状と課題　第1節








第1節　景気回復のモメンタムの持続性

本節では、今回の景気回復局面の特徴と最近の経済動向について概観する。我が国経済は2012年11月を底に緩やかな景気回復が続いており、2016年後半からは、世界経済の回復や世界的な設備投資や情報関連財2需要の高まり、雇用・所得環境の一層の改善と消費の持ち直し、技術革新等を取り入れる設備投資の堅調さに支えられて、改善が進んでいる。戦後最長の回復である第14循環と比べると、今回の景気回復の特徴は、デフレではない状況となる中で、雇用・所得環境の改善や企業収益の改善が消費や投資を支え、輸出も持ち直しを続けるなどバランスのとれたものとなっている。加えて、今回は経済の好循環が地方にも広がりつつあり、全国各地で景気回復が進んでいる。以下では、こうした各分野の好循環の進展状況と展望について考察する。

1　戦後最長に迫る景気回復の背景と持続性

我が国経済は緩やかに回復しており、2017年度は実質GDP成長率が1.6％増と2013年度以来の高い伸びとなるなど、内外需がともに回復するバランスのとれた成長を続けている。2018年初めには、冬の天候不順等の影響もあってやや成長率が鈍化したが、海外経済の回復、情報化をはじめとする技術革新の進展、雇用・所得環境の改善に支えられた回復の基調は継続している。こうした中、今回の景気回復は戦後2番目の長さとなった可能性が高い。

以下では、2012年末からの今回の景気回復局面の動向を概観した上で、特に2016年半ば以降の景気回復の堅調さの背景にある要因について分析するとともに、今後の景気回復のリスクについて考察する。また戦後最長の回復であった第14循環（2002年2月から2008年2月まで73か月間）と比較することによって、今回の景気回復の特徴を整理する。

●内需を中心に緩やかな回復が続く

我が国経済は、2012年11月を底に緩やかな景気回復が続いている。今回の回復局面における実質GDPの動きをみると（第1-1-1図）、2013年度は政府の経済対策による公需の下支えに加え、消費税率引上げ前の駆け込み需要もあって個人消費など民需が大きく増加したことで2.6％増と大きく増加したが、2014年4月の消費税率引上げ後は、駆け込み需要の反動減等によって4－6月期に消費が大幅に減少したこともあり、実質GDP成長率は2014年度0.3％減とマイナス成長となった。2015年以降は個人消費や民間企業設備投資が持ち直しに向かったが、2015年半ば以降は中国経済をはじめとする新興国経済の減速や2016年6月の英国のEU離脱の国民投票結果もあって世界経済の不透明感が高まる中で、実質GDP成長率は2015年度1.4％増から2016年度には1.2％増へと伸びがやや鈍化した。2016年後半以降は、先進国経済の堅調さが続き、新興国経済も勢いを増す中で、設備投資や情報関連財需要が世界的に好調であったこともあり、我が国の輸出や生産は持ち直した。内需についても、雇用・所得環境の改善による消費の持ち直し、技術革新や人手不足等に対応した設備投資の伸びがみられたことから、実質GDP成長率は2017年度1.6％増と伸びが高まった。

2018年に入ってからは、冬場の天候不順や世界的なスマートフォン需要の一服もあって1－3月期の実質GDP成長率は前期比年率マイナス0.6％となったものの、世界的な景気回復の継続に加え、国内の雇用・所得環境の一層の改善、技術革新や人手不足に対応した企業の投資意欲の高まり等により、内外需ともに底堅さがみられ、緩やかな景気回復の基調は続いている。ただし、アメリカの通商政策やそれに対応した各国の反応、アメリカの金融政策の正常化の影響、英国のEU離脱交渉の動向、中国の過剰債務問題等の構造問題への対応など世界経済の動向や金融資本市場の動きには留意する必要がある。

●世界経済同時回復や情報関連財需要の増加により輸出や生産が回復

2016年半ば以降にみられる景気回復の堅調さの背景には、<1>世界経済の同時回復や資本財や情報関連財の好調さ、<2>国内における雇用・所得環境の改善と個人消費の持ち直し、<3>技術革新、人手不足への対応や急増するインバウンド需要を背景にした民間企業設備投資の堅調さがある。以下では、景気回復を支える3つの要因に焦点を当てて、その動向をみてみよう。

世界経済の動向について、先進国と新興国に分けて企業の景況感をみると（第1-1-2図（1））、世界金融危機後は先進国が金融危機の後遺症やギリシャ等の欧州政府債務危機で回復が緩やかだったのに対し、新興国経済は中国の大型の景気対策などの対応もあって世界経済の回復をけん引した。2013年半ば以降は、先進国の景気回復が軌道に乗る中で、アメリカの金融緩和縮小観測から進んだ資本流出の影響等による新興国経済の伸び悩みや、2015年以降の中国経済の減速などもあり、先進国と新興国が同時に回復する局面がなかった。しかし、2016年半ば以降は、中国経済の持ち直しの動きや、貿易拡大の流れを受けて、先進国、新興国ともに企業の景況感が回復し、世界全体で同時回復がみられる。こうした中、日本の輸出もアジア向けを中心に持ち直しを続け、日本の生産活動の回復に寄与している。

世界経済の回復というマクロ経済の動向のみならず、世界的に進行する第4次産業革命によりIoTデバイスが様々な用途向けで増加を続けるとともに、データセンターのニーズも高まるなど、半導体や各種電子機器などの情報関連財の需要が高まっている。加えて、各国の設備投資の回復を背景に資本財需要も世界的に増加していることなども、我が国の輸出や生産に大きく好影響をもたらしている。これらの動きを受け、日本のアジア向け情報関連財輸出は2016年後半以降大きく増加し、我が国の生産活動をけん引している（第1-1-2図（2））。2018年初には、スマートフォン向けの電子部品・デバイスの需要が一服したことから、情報関連財輸出の伸びもやや鈍化したが、こうしたIoTデバイスやデータセンターのニーズは今後も続くことが見込まれ、情報関連財の需要は堅調に推移してくものと考えられる（第1-1-2図（3）（4））。

●雇用・所得環境の大幅な改善により民間消費支出は大きく回復

次に、GDPの6割程度を占める民間消費の動向をみると、2014年度は消費税率引上げの影響もあり2.5％減と前年度比で大きく減少した後、2015年度は0.8％増とやや持ち直した。その後、2016年度は熊本地震等の一時的な下押し要因もあって0.3％増とやや減速したが3、2017年度は0.9％増と伸びを高めている。（第1-1-3図（1））。

この間、消費活動の重要な要素である雇用・所得環境は、生産活動の回復に加え、内需の持ち直しやインバウンド需要などもあり非製造業でも企業業績が改善する中、雇用者数が大幅に増加するとともに賃金が緩やかながら上昇することで大きく改善を続けている。実質ベースでみた雇用者報酬をみると、2014年度は前年度比で1.2％低下したが、その後は2015年度1.4％増、2016年度2.7％増、2017年度1.7％増と堅調な増加が続いており、個人消費の伸びをけん引していると考えられる（第1-1-3図（2））。

●技術革新、人手不足等を背景に民間企業設備投資が増加

最後に、民間企業設備投資の動向をみると、暦年ベースでは2011年から2017年まで7年連続の増加となっており、最近の状況では2016年0.6％増から2017年には2.9％増へと伸びが高まっている（第1-1-4図）。民間企業設備投資は、機械投資（48％：2016年の設備投資における構成比、以下同じ。）、建設投資（22％）、R＆D投資（19％）、ソフトウェア投資（11％）等から構成されるが、各項目ともに堅調に増えている。このうち、機械投資、R＆D投資、ソフトウェア投資の増加については、第4次産業革命とも呼ばれる技術革新が進む中、新製品開発や情報化投資が進んでいることに加え、人手不足感の高まりによる省力化への対応も背景にあると考えられる。建設投資については、都市部の再開発に伴うオフィスビルの建て替え、インバウンド需要の増加に対応するためのホテルの建設、電子商取引の拡大に伴う物流施設の建設などの動きを反映して、このところ大きく増加している。

こうした技術革新、省力化、建設需要に関しては、各種調査結果からも企業の投資意欲が引き続き強いことから、民間企業設備投資は今後も堅調に推移することが見込まれる4。

●海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響には留意が必要

以上みたように、現在の景気回復の勢いを支える3つの要因である海外経済の回復と情報関連財の好調さ、雇用・所得環境の改善と消費の持ち直し、技術革新等に向けた民間企業設備投資の堅調さについては、大きな負のショックが顕在化しない限り今後も継続すると見込まれる。こうした中で、我が国経済は、内外需ともに堅調に推移し、緩やかな回復を続けていくと期待される。

他方で、景気回復のリスク要因としては、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動が挙げられ、引き続き留意が必要である。そうしたリスクの中でも、特に以下の4点には留意が必要である。

第一に、アメリカの通商政策やそれに対応した各国の反応である。アメリカ政府は、2018年3月に鉄鋼とアルミニウムに関する輸入制限措置を決定した。これに対し、EUや中国、メキシコ、カナダ等はアメリカに対して対抗措置を表明しており、影響が拡大する恐れがある。加えて5月、米国は通商拡大法第232条に基づき、他国からの自動車及び同部品の輸入がアメリカの安全保障を阻害するか否かの調査を開始した。また、米中間において、アメリカは2018年3月に中国に対して、知的財産権の侵害を理由として通商法第301条に基づいた追加関税賦課等を実施するとの方針を表明した。これを受けて中国政府も大豆や小麦、自動車などを対象として追加関税を課すといった対抗措置を表明した。6月にはアメリカ政府が中国による知的財産侵害に対し、通商法第301条に基づく制裁措置として追加関税を課すと発表したのに対し、中国も対抗措置として追加関税を課すことを発表した。こうした対抗措置が実際に発効され、その動きが過熱化することは世界経済にとって好ましくなく、各国の措置がWTO協定と整合的な運用となることが望まれるが、仮にこのような措置が進むと、グローバル・バリュー・チェーンを通じて我が国にも影響が及ぶことが懸念されるため、こうした動きは注意深くみていく必要がある。

第二に、アメリカの金融引締めが過度になった場合の金融資本市場への影響である。2018年2月に、アメリカの雇用統計において賃金上昇率が市場予想以上に改善したことから、FEDによる利上げスピードの加速が見込まれたためアメリカの10年債利回りが大きく上昇した。また、VIX指数も上昇し、リスクオフの動きから、為替は一時円高方向に進んだ（第1-1-5図）。こうした動きもあり、日経平均株価も一時的に下落するなど、金融資本市場は大きく変動した。今後もアメリカでは堅調な景気回復を背景に金融政策の正常化に向けた動きが継続されることが見込まれているが、その際、引締めのペースが景気回復の持続性と整合的なペースであるのか、あるいはアメリカにおける拡張的な財政政策による財政赤字の拡大などにより長期金利の上昇テンポが急激なものにならないかといった点や、アメリカでの金利上昇による新興国からの資本の流出など新興国経済への影響については注視する必要がある。

第三に、英国のEU離脱交渉の動向である。英国とEUの間の新たな経済協定がどのようなものになるのか、あるいは協定が合意に至らなかった場合にどうなるのかといった点は、欧州経済の変動による貿易や金融などを通じて我が国経済に影響を及ぼすのみならず、欧州に進出している日系企業の動向にも影響を与えるものであることから注意が必要である。

第四に、中国における過剰債務問題や不動産価格の高止まりなどの構造問題である。こうした構造問題のリスクが現在大きく高まっている訳ではないが、リスクが顕在化した場合には中国経済全体にも大きな影響を及ぼす可能性があることから、引き続き注視が必要である。

また、これら4点に加え、OPEC等による協調減産の進展により上昇してきた原油価格が、2018年春にはアメリカによるイランに対する経済制裁への警戒感もあり、さらに上昇した局面もみられ、原油価格の動向についても注視する必要がある。

●今回の回復の特徴：ほぼ全ての需要項目がプラスに寄与

ここからは、今回の景気回復局面と戦後最長の景気回復局面であった第14循環（2002年2月から2008年2月まで73か月間）を比較する。まずGDPの動きをみると、年率に換算した実質GDPの伸びはほとんど同じ1％台半ばである（第1-1-6図（1））。需要項目別の実質GDP成長率への寄与度についてみると、第14循環の際は、純輸出と消費の寄与がともに0.6％ポイントと最も高く、次いで設備投資が0.5％ポイントの寄与となっており、やや外需に依存した経済成長であった姿がわかる。そのため、2008年の世界金融危機時には、震源地であった欧米以上に我が国のGDP減少率が大きかった。また、公需の寄与については、公共投資が削減されたこともあり、0.2％ポイントのマイナス寄与となっており、政策的な下支え効果は限定的であった。

一方、今回の景気回復局面では、設備投資が0.5％ポイントと最も高い寄与となっているが、その寄与自体は第14循環の0.5％ポイントと変わらない。他方で、消費が0.2％ポイント、純輸出、公需がそれぞれ0.3％ポイントずつ寄与するなど、民間在庫変動を除く全ての項目がプラスに寄与するというバランスのとれた成長になっている。このうち、消費の寄与が前回と比べて低いことには課題があるが、その背景には、若年層の消費性向の低下や2014年の消費税率引上げの影響もあったことには留意する必要がある。この点を除けば、今回の景気回復時における実質GDPの成長は、特定の項目に依存するものではないため、景気回復の頑健性（多少のショックがあっても持続するという意味での頑健性をいう。以下同じ。）は高い可能性がある。

次に、名目GDPについても前回と今回を比較すると、今回の回復局面においては年率換算で2.1％の伸びとなっているのに対して、第14循環時は0.4％にとどまっている（第1-1-6図（2））。この間におけるGDPデフレーターの動向をみると、今回は0.7％上昇しているのに対し、第14循環時は1.2％低下していることから、今回の景気回復局面では、デフレではない状況となったことが、名目成長率の回復につながっている5。

さらに、国内で生産された付加価値であるGDPに加え、海外からの所得の受け取りと交易条件（輸出価格を輸入価格で除したもの）の変化による国内所得への影響を含めた実質GNI（国民総所得）について、今回と第14循環を比較すると、0.3％ポイント高い1.6％増となっている（第1-1-6図（3））。今回の景気回復局面において実質GNIの伸びが実質GDPの伸びを上回っている背景については、これまでの海外投資の蓄積もあり海外からの所得の受け取りが増加したこと、原油価格の低下等もあり交易条件が改善し交易利得が発生したことが挙げられる。このように、海外からの所得の増加も今回の景気回復を下支えしていることがうかがわれる。

●今回の景気回復局面では原油価格低下により交易条件は改善

以上のように、GDPの動向により今回の景気回復局面と2000年代の第14循環と比較すると、第14循環では外需依存が高く、デフレ下での回復であったのに対し、今回はほぼ全ての需要項目がプラスとなり、デフレではない状況となっているという違いがみられる。こうした両景気循環の背景の違いについて、まず、世界経済・貿易・原油価格等の対外的な要因について確認してみよう。

世界経済の動向については、第14循環の際は世界のGDPは3％台半ば程度の伸びであったのに対し、今回の景気回復局面では3％弱程度であり、今回の回復局面の方が若干低くなっている（第1-1-7図（1））。また、世界貿易については、今回の回復局面では3％弱程度であるのに対し、第14循環の際は7％程度と前回の方が今回よりも大幅に伸びが高い。こうしたことを背景に、第14循環時においては外需への依存が高かった可能性がある。ただし、今回の景気回復期においても、外需の寄与は徐々に高まりつつある。具体的には、2008年の世界金融危機時の落ち込みとその反動増が一段落した後、世界の貿易量の伸びが世界のGDP成長率を下回る、いわゆる「スロー・トレード」がみられた。これは2000年代以降の世界的なバリューチェーンの構築が一段落したことや新興国経済の減速が背景にあるとされたが、2017年になると、新興国経済も含めて世界経済が持ち直しに向かう中で、世界の貿易量はGDPの伸びを超える成長を見せており、それに伴い我が国の輸出も持ち直している。したがって、今後については、こうした「スロー・トレード」の解消に向けた動きによって我が国の輸出も増加傾向をたどることが期待されるが、アメリカの通商政策の動向には注視が必要である。

次に、原油価格と交易条件の動向について、第14循環時と今回を比較すると、2000年代初めにはドバイ原油価格が1バレル＝30ドル程度であったものの、ピーク時の2008年初めには117ドルまで大きく上昇しており、この間に交易条件は悪化し、2002年から2008年にかけて交易利得は18兆円程度減少した（第1-1-7図（2））。これに対し、今回の景気回復局面においては、2014年後半から2016年前半にかけてドバイ原油価格が1バレル＝106ドルから31ドルまで低下したこともあり、この間の交易条件は大きく改善し、2012年から2017年にかけて交易利得は7兆円増加した。こうした交易条件の改善を加味した海外からの稼ぎの増加も国民所得の増加につながり景気の下支えとなることが期待される。ただし、アメリカによる対イラン経済制裁が再開することへの警戒感などもあり、原油価格が2018年3月下旬以降大きく上昇している点には注視が必要である。

●雇用・所得環境の改善と企業収益の回復

次に、国内の状況、とりわけ景気動向と関連が深い、雇用・所得環境と企業の収益動向について、今回の景気回復と第14循環を比較してみよう。

雇用・所得環境については、第14循環時と比較すると、名目賃金がマイナスからプラスに転じるとともに、雇用者数が大きく増加することで、名目総雇用者所得は大幅に増加している（第1-1-8図（1））。名目賃金がマイナスからプラスに転じていることは、今回の景気回復局面において、デフレではない状況となっていることの大きな要因の一つであると考えられる。また、就業者数の変化をみても、高齢者や女性の活躍が進展した結果、第14循環時に比べて大幅に増加しており、雇用・所得環境の改善は戦後最長の2000年代の景気回復局面以上に進展している姿がみてとれる（第1-1-8図（２））

企業の収益の増加額をみると、第14循環では23兆円であったのに対し、今回の景気回復局面では、2017年度は2012年度に比べて31兆円増加しており、大幅に収益が改善している（第1-1-8図（3））。加えて、業種別・企業規模別の収益動向をみても、第14循環に比べ、全ての規模、両業種で増加しており、特に非製造業で大きく改善している。また、人件費等の費用をカバーするのに必要な売上高の比率を示す損益分岐点比率についても、第14循環では80％程度であったのに対して、今回の景気回復局面の方が低く、2017年末では70％程度にまで低下している（第1-1-8図（4））。このように企業の体質改善は今回の景気回復局面で更に進み、外部環境の変化などに対して頑健性が増しているといえよう。

2　地域経済における回復の進展

これまで我が国経済全体の動向について確認してきたが、ここでは、地域別の経済動向をみることで、景気回復が地域ごとにどのように広がっているかを確認する。具体的には、消費や公共投資、生産といった主要な指標の動向をみることで、地域経済の状況や地域間のばらつき等についてみていく。

●景気回復は全ての地域に広がり

景気回復は、地域別にみても広がりがみられる。今回の景気回復局面では、全国の景気が2012年11月に谷となったことに合わせて、2013年初頭にはほとんどの地域で景気は下げ止まり、持ち直しに転じた。直近の2018年3月には、いくつかの地域で依然として弱さは残るものの、基調としては、全ての地域で緩やかな回復がみられている。

こうした地域経済の動向について、企業の業況判断をみると、世界金融危機の影響を受けた2008年後半から2009年前半にかけてや東日本大震災のあった2011年に落ち込みがみられ、一時はすべての地域で現状判断DIがマイナスとなったが、足下の2018年1－3月期にはすべての地域でプラスとなっている（第1-1-9図（1））。また、地域間のばらつきも戦後最長となった2002年から2008年にかけての景気拡張期間に比べて縮小している。

地域別にみた有効求人倍率についても、世界金融危機の影響を受けた2009年に大きく落ち込み、それ以降は改善が続いている（第1-1-9図（2））。地域別の改善状況だけでなく、地域間のばらつきをみると、2002年から2008年には、1倍を超える地域と超えない地域が存在していたのに対し、今回の景気回復局面においては、統計開始以降一度も実現していなかった全ての地域での1倍超えを2016年以降実現している。また、相対的なばらつきを表す変動係数（標準偏差を算術平均で除したもの）も小さくなっており、ばらつきが縮小している。

最後に景気ウォッチャー調査6をみても、全国の改善とあわせて全ての地域で改善がみられており、各地域で景気が良くなっていると認識している人が増加しているとみられる（第1-1-9図（3））。

●インバウンドが各地域で大幅に増加

次に、地域ごとの経済動向やばらつきについて、消費、公共投資、生産の観点から確認する。まず、インバウンドを含む消費7の動向について、2002年を100とした指数でみると、世界金融危機や東日本大震災、消費税率引上げの影響等もみられたものの、各地域で緩やかに増加している（第1-1-10図（1））。特に、沖縄においては、インバウンド消費の増加が寄与していることもあって、2017年は2002年対比で1.3倍程度まで増加している。

今回の景気回復局面で急増している外国人観光客の動向を地域別の外国人延べ宿泊数でみると、各地域とも2017年は2012年に比べて増加しているが、特に北海道や南関東、近畿、九州、沖縄で大きく伸びている（第1-1-10図（2））。沖縄では2012年に約80万人泊だったのが、2017年には約460万人泊と大幅に増加しており、経済全体に大きな影響を及ぼしている。

なお、消費のばらつきについて、2002年から2008年の景気拡張期間と今回の景気回復局面を比較すると、沖縄の大きな伸びもあって今回の変動係数は、2002年から2008年の景気拡張期間よりも大きくなっているが、沖縄を除いて両者を比較すると、そのばらつきは小さくなっている（第1-1-10図（3））。

●公共投資は地域経済を下支え

公共投資については、全ての地域で長期的に減少傾向となっていたが、2013年度以降の政府の機動的な財政政策の効果もあってその傾向に歯止めがかかり、今回の景気回復局面では、手持ち工事高も高くなる中、高水準でおおむね横ばいで推移している（第1-1-11図）。なお、2011年の東日本大震災からの復興により東北で公共投資が大きく増加するとともに、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「2020年東京大会」という。）に向けた建設投資の増加もあって南関東においても増加している。

2002年から2008年の景気回復局面では公共投資は低下傾向にあり、全ての地域の経済を押し下げる方向に寄与したが、今回は、一部の地域を除き多くの地域の経済を押し上げるもしくは下支えする効果をもたらしている（全国の公共投資の動向は第2節で扱う）。

●生産は電子部品・デバイスが好調な中部や九州などで大きく増加

生産については、2008年の世界金融危機後に大きく落ち込んだが、今回の景気回復局面では多くの地域で増加ないし横ばいの動きとなっている（第1-1-12図（1））。特に、海外経済が緩やかに回復するなかで、自動車や電子部品・デバイスの需要の増加に伴い、これらの生産の占める割合が比較的高い中部、中国、九州などの地域では生産の伸びがみられる。

変動係数でみても、2002年から2008年の景気拡張期間と比べ今回の景気回復局面のばらつきが小さくなっている（第1-1-12図（2））。

●全ての地域で雇用環境、業況が改善

これまで地域別にみた経済活動の動向についてみてきたが、ばらつきの小さくなっている有効求人倍率や企業の業況判断について、その背景を確認すると、消費や公共投資、生産といったそれぞれの地域を支える経済活動の改善が、各地域の景気回復に寄与している。

まず、有効求人倍率の上昇の背景にある新規求人数の動向について、2013年から2017年までの地域別上昇幅の産業別寄与度をみると、生産の盛んな東海、北陸、中国、九州などで一定程度の製造業の寄与がみられ、訪日外国人旅行者数の多い南関東や九州、沖縄では、宿泊・飲食サービス業や卸売・小売業、サービス業などの寄与が大きくなっている（第1-1-13図（1））。また、全ての地域で、高齢化が進む中、医療・福祉の求人数が増加していることも確認できる。

同様に、企業の業況判断について、現状判断DIを2012年12月から2018年3月の伸びで確認しても、東海、北陸、中国などの地域では、好調な生産もあって、製造業が特に大きな寄与となっている。一方で、北海道や九州・沖縄ではインバウンドの増加もあって、非製造業が大きな寄与となっている（第1-1-13図（2））。


コラム1-1　インバウンド消費の変化

近年、訪日外国人数は堅調に増加し、2017年は5年連続で過去最高を更新する2,869万人となりました。地域別の動向をみると、中国、韓国、台湾などアジア地域からの訪日客を中心に増加しています（図（1））。しかし、訪日外国人の一人当たりの旅行消費額はおおむね横ばいの動きをしており（図（2））、一人当たりの消費額の拡大よりも訪日外国人数の増加がインバウンド消費の拡大を支えています。

訪日外国人の消費を宿泊料金、飲食費、交通費、娯楽サービス費、買物代に分けて確認すると、この5年間で最大の消費シェアは宿泊料金から買物代に変化しています（図（3））。この買物代は中国などの旅行者の行動として話題となった「爆買い」がみられた2015年に大幅増加しましたが、2017年ではその傾向も一服しています。他方、宿泊料金の増加率は他と比べ弱くなっていますが、これは民泊などの安価で新しい宿泊施設の増加などが背景にあると考えられます。

この5年間でもっとも増加率が高かったのは娯楽サービス費で、「ゴルフ場・テーマパーク」、「美術館・博物館・動物園・水族館」を中心に増加傾向です8。また、訪日外国人の日本滞在中における満足度9は、「日本の日常生活体験」「日本食を食べること」「テーマパーク」「スキー・スノーボード」「その他スポーツ」の順で高く、体験型の娯楽に訪日外国人の期待が高いことがうかがえます。娯楽サービス費のシェアは2017年で3.3％ですが、今後も伸びが期待されます。



3　需給ギャップの縮小と潜在成長率向上への課題

以上で、景気回復の持続性について確認したが、ここではデフレ脱却・経済再生及び中長期的な成長力という観点から、GDPギャップと潜在成長率の動向について概観した上で、潜在成長率引上げに向けた課題について述べる。

●GDPギャップは、プラスに転じる

GDPギャップは、一国全体の財・サービス市場において、総需要（＝実際のGDP）と、景気循環の影響を均してみた平均的な供給力（＝潜在GDP）の乖離率として計算され、需給ギャップとも呼ばれている10。経済全体の需要と供給の過不足を示す指標であることから、その動向は、景気判断の参考指標として用いられると同時に、後述するように、物価の先行きを予測するための指標としても用いられており、デフレ脱却・経済再生の観点からも重要な指標である。

GDPギャップの長期的な推移をみると、おおむね景気拡張期にプラス方向、景気後退期にマイナス方向へと推移している（第1-1-14図）。今回の景気回復局面においても、消費税率引上げ時や、2015年半ば以降の新興国経済の減速時等に変動したものの、総じてGDPギャップは縮小しており、2017年以降においては、プラス傾向が続いている。

●潜在成長率の低下傾向は最近改善

このようにGDPギャップがプラスに転じる中、中長期的な成長という観点からは、潜在成長率を高めていくことが重要な課題となっている。

内閣府で推計している潜在成長率について、データの入手可能な第10循環（1983年3月－1985年6月）以降の動向をみると、バブル期にあたる1990年頃までは、4％台で推移していたが、バブル崩壊以降、1％台に大きく低下した（第1-1-15図）。この背景には、<1>バブル期の大幅な投資によって積み上がった資本ストックの過剰が意識されるようになり、資本投入の伸びの寄与が低下したこと、<2>労働時間の短縮や生産年齢人口の伸びの低下もあり、労働投入の伸びの寄与が大きく低下したこと、<3>ICT資本の利活用の遅れや設備の老朽化等により、全要素生産性の伸びが低下したこと11がある。こうした潜在成長率の低下傾向は、2000年代においても、デフレ・マインドが定着し設備投資が伸び悩むなど資本投入の伸びが鈍化することや、生産年齢人口が減少を続け労働投入が減少する中で継続した。他方、2012年末から始まる今回の景気回復局面においては、潜在成長率が上昇に転じている。この背景には、保育の受け皿拡大や高齢者雇用の促進などの各種政策の効果もあって、女性や高齢者の労働参加が増加したこと等により、少子高齢化に伴う人口減少の中で就業者数が増加し、長期的に潜在成長率を下押ししていた労働投入要因がプラス寄与に転じたことが挙げられる。今後は、全要素生産性を高めるためにも、一人ひとりの人材の質を高める「人づくり革命」や成長戦略の核となる「生産性革命」などの推進により、潜在成長率をさらに引き上げていくことが重要な課題である。

●潜在成長率向上に向けた課題

少子高齢化が進む中で、人手不足に対処しつつ、持続的な成長を実現するためにはサプライサイドを抜本的に強化し、潜在成長率を引き上げていくことが必要である。人生100年時代を見据え、一人ひとりの人材の質を高める人づくりを進めるとともに、AI、IoT、ロボットなど第4次産業革命の社会実装を進め、人口減少・高齢化、エネルギー・環境制約など、様々な社会課題を解決できる「Society 5.0」の実現を進めていくことが重要である。

人づくりについては、学び直しを促進することで、技術革新に対応した人材を増やすとともに、年齢にかかわらず全ての人が元気に活躍し続けることができる社会を実現することが必要である。また、新技術を活用して、時間や場所によらず、女性や高齢者を含めあらゆる人々が働きやすい多様な働き方を実現していくことが重要である。

「Society 5.0」の実現に向けては、第4次産業革命が進む中で日本経済の競争力を高め、新技術の社会実装を進めるため、知識・技術面を強化するだけでなく、新技術に適応した組織面の対応や起業の活性化などの課題解決も不可欠である（「人づくり」や「Society 5.0」については、第2章、第3章でみていく）。



（2）本章での情報関連財は、<1>半導体等の電子部品、<2>半導体等製造装置、<3>コンピュータ類、<4>液晶デバイス、<5>その他（デジカメ、テレビ、その部分品等）。

（3）内閣府政策統括官（2017）では、こうした一時的な下押し要因の他に、エコカー補助金や家電エコポイント制度の利用による購入、消費税率引上げ前の駆け込み需要など、耐久財をはじめとする需要の先食いによる影響等を指摘している。

（4）日銀短観（2018年6月調査）では、2018年度の設備投資計画（ソフトウェア・研究開発を含む設備投資額（除く土地投資額））は全規模全産業で9.1％増と今年度も堅調に伸びることが見込まれる。

（5）今回の景気回復局面においては、消費税率引上げの影響を含む。

（6）景気ウォッチャー調査は、地域の景気動向を敏感に反映する現象を観察できる業種に従事する2千人あまりの人を調査客体とするもので、景気の現状及び先行きについて調査している。回答は、「良い」、「やや良い」、「変わらない」、「やや悪い」、「悪い」の5段階評価で示され、それぞれの回答に1、0.75、0.5、0.25、0の点数を与え、それらに各回答区分の構成比を乗じてDIを算出している。

（7）インバウンドは、国民経済計算上では輸出となるが、ここでは消費として扱う。

（8）訪日外国人が支出した割合である「購入率」でみると、2012年から2017年で「ゴルフ場・テーマパーク」は2.4倍、「美術館・博物館・動物園・水族館」は1.8倍増加している。

（9）観光庁「訪日外国人消費動向調査2017年」による。

（10）吉田（2017）、川本他（2017）。

（11）内閣府（2015）



















第1章　景気回復の現状と課題　第2節








第2節　景気回復の進展と経済再生に向けた進捗

我が国経済は長期にわたる景気回復を続けており、企業収益は過去最高を更新し、就業者数も大幅に増加するなど雇用・所得環境は改善を続け、消費も持ち直しが続いている。ただし、家計部門では、所得の伸びと比べると消費はやや力強さに欠ける面があり、年齢別でも若年層で消費性向が低下する傾向がみられている。また、企業部門では、収益が大幅に改善し、設備投資にも前向きな動きがみられるが、人手不足への対応が大きな課題となっている。

本節では、家計部門、企業部門ごとにそれぞれの回復状況の特徴を詳しく考察し、その特徴及び持続性について検証する。またデフレ脱却・経済再生に向けた動きは着実に進展しているが、物価動向を見るといまだデフレ脱却には至っていない。こうした物価動向の背景を詳しく分析することで、今後の課題について検証していく。

1　家計部門の動向

ここでは、個人消費の動向について、最近の持ち直しの背景にある雇用・所得環境の変化や財・サービス別の動向を詳しく分析し消費回復の持続性について検証するとともに、やや中期的な観点から、高齢化の進展や共働き世帯の増加などが消費構造にどのような影響を与えているかについて確認する。

（1）雇用・所得環境の改善と消費の動向

●生産年齢人口が減少する中、女性や高齢者の就業者が大きく増加

個人消費の持ち直しの背景には、雇用・所得環境が一段と改善していることが挙げられる。少子高齢化によって我が国では生産年齢人口が長期にわたり減少を続けており、こうした中で、我が国の就業者数も2002年から2012年にかけて48万人減少した。しかしながら、今回の回復局面では就業者数は大幅な増加に転じており、2012年には6271万人だった就業者数は2017年には6522万人と251万人も増加し、2000年代の景気回復局面の就業者数を超える水準となっている（第1-2-1図（1））。

年齢別、性別に2012年以降の就業者数の変化の寄与を見ると、生産年齢人口の減少もあり男性の15～64歳の就業者数は緩やかに減少しているが、政府による子育て支援など女性活躍に向けた政策の後押しもあり女性の就業者数が大きく増加している（第1-2-1図（2））。加えて、65歳以上の高齢者の就業者数も大きく伸びており、景気回復の長期化や人手不足感の高まりのみならず、健康寿命が延び元気な高齢者が増えたことも就業者の増加に寄与していると考えられる。

今後、就業者数の伸びがどの程度継続するかを見込むことは難しいものの、一つの目安として、就業を希望する非労働力人口の数をみると、2017年において65歳以上で43万人、15～64歳で256万人存在しており、このうち、15～64歳の女性が211万人と最も多くなっている（第1-2-1図（3））。こうしたことから、特に、15～64歳の女性の就業者数については、働き方改革などにより女性が働きやすい職場環境の整備が進むとともに、待機児童解消などの子育て支援がより一層進めば、さらに女性の就業者が増えていくことが期待される。また、65歳以上の就業者数についても、健康寿命の延びなどから緩やかに増加することが期待される。

●雇用・所得環境の改善や消費者マインドの回復を背景に消費は持ち直しが続く

消費の動向について実質民間最終消費支出の動向を確認すると、2014年4月の消費税率引上げの影響により消費支出は大きく減少したが、その後は持ち直しを続け、消費税率引上げ前の2013年後半の水準にまで戻りつつある（第1-2-2図（1））。その背景としては、所得の増加及び消費者マインドの改善が挙げられる。

名目可処分所得の動向をみると、社会負担の増加など負担増があるものの、雇用者報酬が大幅に伸びていることから名目可処分所得も増加が続いている（第1-2-2図（2））。また、財産所得は2016年度にマイナスとなったものの、2013年以降を均してみれば株式市場が活況であることを背景におおむねプラスに寄与している。

消費者マインドについても消費税率引上げ後は、振れはあるものの、良好な雇用・所得環境に支えられ、改善傾向にある（第1-2-2図（3））。

●雇用者報酬の増加や資産効果が消費の押上げに寄与

最近の個人消費の動向について、長期的な消費と各要因の関係を示す消費関数を推計することにより所得面と資産面それぞれの寄与を確認すると、2013年度以降の株価の上昇を背景とした資産価格の増加が個人消費を安定的に押し上げる中、2015年度以降は所得の増加も個人消費の押上げに寄与している（第1-2-3図（1））。ただし、所得や資産の伸びに比べると、個人消費の伸びは緩やかにとどまっている。この一因としては、消費税率引上げ前の消費の駆け込み需要とその後の反動減の影響や、消費税率引上げに伴う価格上昇による実質所得の減少が挙げられる。

また、家計の貯蓄率の推移をみると、高齢化の進展により貯蓄率は長期的に低下傾向にあるが、2014年の消費税率引上げ前には、消費の駆け込み需要によりトレンド線を割り込んで急低下し、一時マイナスとなった（第1-2-3図（2））。2015年から16年にかけては、貯蓄率は一時的に上昇したが、2017年以降については、貯蓄率はトレンド線近傍で推移しており、貯蓄率がトレンド線からかい離する動きはすでに一巡したとみられる。今後は雇用・所得環境の改善が続く中で、所得や資産の動きに見合った消費の伸びが期待される。

（2）財別、世帯属性別にみた消費の特徴

●耐久財は買い替えサイクルにより押上げも期待される

最近の個人消費の持ち直しの動向を財・サービス別にみると、財の消費が2014年の消費税率引上げ以降弱含んでいたが、2017年度には耐久財を中心に財の消費が持ち直しに転じているほか、サービス消費については継続的に消費にプラス寄与している（第1-2-4図（1））。そこで、以下では、財とサービスに分けて、詳細に動向を確認する。

耐久財の動向について、まずは家電販売をみると、2014年の消費税率引上げ前後に駆け込み需要と反動減が生じ、その後低迷が続いたものの、2017年以降は持ち直しの動きがみられる（第1-2-4図（2））。消費税率引上げ後に低迷が長期化した一因としては、世界金融危機後の家電エコポイント制度等の政策効果による家電需要の先食いが指摘されている。主要な家電について買い替え年数の分布をみると、テレビは5～8年程度、冷蔵庫やエアコンは10年程度にそれぞれ買い替え需要の大きな山がある（付図1-1）。2018年現在、家電エコポイント制度から7～8年が経過しており、家電の買い替え需要が高まっている可能性がある。これを検証するため、家電販売額をテレビや携帯電話等が含まれる2～9年程度の短期のサイクルと、エアコンや冷蔵庫等が含まれる9～14年程度の長期のサイクル要因に分解すると、短期サイクルが2017年頃から押上げに寄与していることに加え、9～14年の長期サイクルも底を打っている（前掲第1-2-4図（2））。また、こうした買い替え需要に加え、最近の共働き世帯の増加により、家事の省力化につながる高付加価値な家電製品の需要が増える可能性があるなど、構造的な面からも家電需要の下支えが期待される。

自動車の新車販売についても、消費税率引上げによる駆け込み需要の反動減やエコカー補助金による需要の先食いの反動もあって2014年4月から2016年半ばにかけて弱い動きとなっていたが、2016年後半から2017年春頃は新型車効果もあり好調で推移した（第1-2-4図（3））。自動車の買い替え需要の観点からは、7年目車検を前に買い替える層が多く、新車販売との相関が高くなっている（付図1-1）。7年前の2011年は、東日本大震災による供給制約等の影響で新車販売が大きく落ち込んだため、2017年後半から2018年前半にかけては買い替え需要が高まりにくく、新車販売は伸びにくい状況下にあると考えられる（前掲第1-2-4図（3））。ただし、2011年の夏頃から新車販売は回復へ向かったため、2018年半ば以降は買い替え需要の持ち直しが期待される。なお、今後の自動車販売の動向については、買い替え需要の持ち直しを受けて底堅く推移すると見込まれるが、若者の自動車離れやカーシェアリングの利用が普及しつつあるといった構造的な下押し要因があることには留意する必要がある。

●単身世帯や共働き世帯の増加で外食が堅調に推移

サービス消費は先ほどみたように、今回の回復局面を通して財よりも伸びており、特に通信費や外食、旅行などの伸びが大きい（第1-2-5図（1））。

通信費については、一人当たり通信関係費が年々増加しており、スマートフォンやタブレットなどの高機能なモバイル端末の普及により多くの層で様々なサービスが利用されている（第1-2-5図（2））。地図・交通情報の提供サービスの利用率は全ての年齢層で大幅に伸びていることに加え、eラーニングの利用率も若年層を中心に非常に伸びており、スマートフォンなどを活用するという生活・学習スタイルの変化も消費行動に影響を及ぼしている姿がみてとれる12。

外食の売上高についても緩やかに増加している（第1-2-5図（3））。形態別にみると、居酒屋では売上が減少傾向であるものの、ファミリーレストランやファーストフード店では客数の増加に加え、客単価の上昇もあり、高い伸びとなっている13。これらの要因として雇用・所得環境が改善を続けていることに加え、単身世帯や共働き世帯の数が増加していることも一因としてあげられる。単身世帯や共働き世帯は、外食に使う金額の割合が高く、特に単身世帯では食料費の約3割を外食に使っている（第1-2-5図（4））。また、SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の流行等もあってこのところ食べ歩きへの関心が高まっており、こうした意識や流行の変化も外食需要を押し上げる要因となっているとみられる。

●年齢階層別にみると若年層で消費性向が低下傾向

ここまで雇用・所得環境の改善を背景に消費が持ち直していることを確認したが、消費の回復が今後一段と力強さを増すためには、所得の伸びがさらに高まることに加え、所得のうち消費に回す割合を示す消費性向も安定することが重要である。そこで、長期的な消費性向の動きについて世帯主の年齢階級別の推移をみると、50歳代の消費性向はほとんど変化していないのに対し、40代以下、特に39歳以下の若年層では低下傾向にある（第1-2-6図（1））。

この要因を、消費性向の分母にあたる可処分所得要因と分子にあたる消費支出要因に分けてみると、40歳代ではバブル崩壊後の1990年代末から賃金が伸び悩んだことなどもあり可処分所得が一貫して下落し消費性向を押し上げる方向に寄与している一方で、消費支出がそれ以上に減少したため、消費性向は緩やかに低下している（第1-2-6図（3））。ただし、2013年以降についてみれば所得も消費も安定しつつある。他方、39歳以下では2012年までは可処分所得が減少し、消費支出も減少という動きは40歳代と大きく変わらなかったものの、今回の景気回復局面では可処分所得が増加する中でも消費支出の減少が続いており、消費性向の一層の低下につながっている（第1-2-6図（2））。

こうした若年層における消費性向の低下の背景については、賃金カーブのフラット化による生涯所得の低下、モノの保有を減らすミニマリスト志向、未婚化・非婚化の動きなど様々な要因が挙げられている（内閣府（2017））。また、39歳以下や40代で持ち家比率が高まるとともに所得・債務比率がこのところ高まっていることから、住宅ローンを抱える世帯が増えて借入金の返済に充てているという面もある（第1-2-6図（5）、付図1-2）。

こうした様々な仮説の中でも、若者の消費性向の低下の要因として将来不安を指摘する声も多い。そこで、金融広報中央委員会のアンケートをみると、老後の生活について不安と思う者の割合はこの20年近くほとんど変化がない。しかし、老後の生活資金として準備しておきたい金融資産と現在の金融資産残高との差額の推移をみてみると（第1-2-6図（6））、特に39歳以下の若年層で差額が大きくなっており14、将来必要と思われる資産を蓄えるために、可処分所得が増加している中でも消費支出を抑制している可能性がある。

こうした老後への不安はすぐに解決できるものではないが、持続可能な社会保障制度を構築するとともに、例えば人づくり革命を通じて、年齢にかかわらず、全ての人が元気に活躍し続けられる社会をつくることなども重要である。

●高齢化は消費の下押し圧力となるものの、高齢者世帯の消費そのものは堅調

我が国では65歳以上の高齢者世帯の増加が続いており（第1-2-7図（1））、長期的な消費の動向をみる上では、高齢化の影響についても考慮する必要がある。家計調査をみると、高齢者世帯は現役世帯に比べ所得が少ないことや子どもの教育費などの支出が一段落するなど必要な消費額そのものが少なくなることなどから消費額そのものが現役世帯と比べ低いため、高齢者世帯の割合が高まることは日本全体の消費には押下げに働く。こうした影響を分析するため、家計調査を使い、まずは世帯当たりの消費額の変化を、等価消費額の変動（世帯の人数を調整した消費の変動）、世帯人員の変動（単身世帯の増加など世帯の人数が変動したことの影響）、年齢分布の変化（消費額が相対的に少ない高齢者世帯の割合が増加したことなどの影響）に分けて動きをみると、単身世帯の増加などもあり世帯人員の減少は消費の下押しに寄与している（第1-2-7図（2））。一方、高齢者の増加による年齢分布の変化も消費の下押しに寄与しているが、押下げの幅は世帯人員の変動に比べると少ない。また、世帯当たりの消費ではなくマクロの消費に与える影響をみても、年齢分布の変化は毎年マクロの消費を0.1％ポイント程度押し下げており、高齢化の進展は我が国全体の消費を一定程度押し下げている（第1-2-7図（3））。

世帯主の属性別に等価消費額の推移をみると、現役世帯は若干低下しているものの、高齢者世帯は底堅く推移している（第1-2-7図（4））。この要因の一つとして、元気な高齢者、いわゆる「アクティブシニア」による消費の増加が考えられる。家計調査を使い宿泊料やスポーツクラブへの支出をみると60歳代ではどちらの支出も大きく伸びており、70歳代でもスポーツクラブへの支出は大きく増えており15、元気な高齢者が旅行に出かけたり健康を維持するためにスポーツクラブを利用したりと、アクティブシニアが消費を下支えしている姿がうかがえる（付図1-3）。

（3）住宅建設の動向

●貸家や分譲の弱さにより、住宅建設は弱含み

住宅着工は、2016年初頭の借入金利低下や貸家の増加もあって大きく増加し、2016年には年率換算で100万戸を若干下回る水準で推移した（第1-2-8図（1））。貸家の着工の増加の背景としては、金利低下による貸家建設の採算改善に加え、2015年の相続税に係る税制改正の影響もあったと考えられる（内閣府（2017））。また、住宅ローン金利の低下（第1-2-8図（2））は家計の住宅購入も後押しし、2016年の持家や戸建分譲は増加したが、その結果、2016年以降は家計の住宅ローン残高の伸びも高くなり、可処分所得に占める住宅ローン残高も4割程度にまで上昇している（付図1-4）。こうした住宅ローン残高の高まりもあり、前項でみたように若年層で所得・債務比率が高くなっている（前掲第1-2-6図（5）参照）。

しかし、2017年に入り金融機関の個人による貸家業への新規貸出額が前年比で減少に転じる中で、2017年後半以降貸家が緩やかに減少し、住宅着工全体も弱含んでいる。また、分譲住宅についても、地価の上昇や建設資材の価格上昇、人件費の上昇もあってマンション価格が上昇し、共同分譲は弱い動きが続いている（第1-2-8図（3）、（4））。ただし、相対的に割安感のある戸建分譲は共同分譲に比べると堅調に推移している。

2　企業部門の動向

世界経済の緩やかな回復や情報関連財需要等が堅調であることを背景に輸出や生産活動は回復するとともに、消費や投資など内需が堅調であり、インバウンド需要が急増していることなどから非製造業も総じて好調で、企業収益は過去最高を更新している。一方、景気回復の長期化もあり人手不足感が四半世紀ぶりの高水準となっており、人手不足への対応が差し迫った課題となっている。本項ではこうした企業部門の動向について、生産や設備投資、収益の動向を詳しく確認するとともに、人手不足がどの程度企業活動に影響を及ぼしているかについても検証することにより、企業部門の改善の持続性について分析する。

（1）生産の動向

●世界貿易の回復とともに、我が国の輸出も持ち直し

前節でもみたように、2000年代以降の世界的なバリューチェーンの構築が一段落したことや新興国経済の減速により、2016年頃まで世界貿易の動向は「スロー・トレード」の状態にあり、我が国の輸出も伸び悩んでいたが、2017年以降は、世界の貿易量の回復とともに、我が国の輸出もアジア向けを中心に持ち直している（第1-2-9図（1）（2））。

品目別には、自動車16の輸出は2015年後半以降堅調に推移していることに加え、世界的な半導体需要の高まりから情報関連財が2016年以降大きく増えている（第1-2-9図（3））。また世界経済の緩やかな回復とともに設備投資需要が高まる中で、資本財輸出も2016年以降持ち直している。アメリカやEUの設備投資の動向と我が国からアメリカやEU向けの資本財の輸出の関係をみると両者の相関は強く、我が国の資本財は競争力が高いことがうかがえる（第1-2-9図（4））。

2018年に入ってからは、中国等におけるスマートフォン関連部材の需要が一服したことから、アジア向けの情報関連財の輸出の伸びが鈍化したものの、今後も半導体は、スマートフォンのみならずIoT化の進展により幅広い用途に使われること等が見込まれていることから世界的に需要が伸びていくと見込まれる（詳細は、後述の第1-2-10図を参照）。また、世界経済の緩やかな回復が続くことで設備投資需要も底堅く推移すると考えられるため資本財輸出も増勢が期待できることから、我が国の輸出も持ち直しが続くと考えられる。

●生産は緩やかな増加が続く

我が国の生産の動向をみると、2016年半ばまでは弱めの動きで推移した。その背景としては、これまでみてきたように世界的に貿易量が伸び悩む「スロー・トレード」にあったことに加え、スマートフォンの新型機種販売後の販売数量の伸び悩みもあり電子部品・デバイスの生産が2016年半ばまで大きく減少したことや熊本地震の影響などにより輸送用機械の生産が一時減少したことなどが挙げられる。ただし、その後は、海外需要の回復に加え、第4次産業革命によりIoT化が進展することで車載用や家電など幅広い分野で電子部品が使われていることやデータセンターにおける需要も高まっていることから、電子部品・デバイスの生産が増加17しているほか、国内外の設備投資の回復によりはん用・生産用・業務用機械などの生産が大きく伸びることで、生産全体も緩やかな増加が続いている（第1-2-10図（1））。鉱工業製品の輸出向け出荷の動向をみると、資本財が大きく伸び生産全体を押し上げており、外需の堅調さも生産活動に大きく貢献していることがわかる（第1-2-10図（2））。

世界経済は今後も緩やかな回復が続くことが見込まれ、世界の設備投資需要は底堅く推移すると見込まれる。また、半導体需要をみても、上述の通り幅広い分野での需要拡大が続いており、この傾向は今後も続くとみられる（第1-2-10図（3））。加えて、国内だけでなく中国など海外においても、労働需給の引き締まりや賃金の上昇によって省力化の動きがみられることから、資本財についても堅調な推移が見込まれる。こうしたことから、我が国の生産も引き続き緩やかな増加が続くことが期待される。

●為替の収益への影響は輸送機械工業を中心にあるが、全産業への影響は過去と同程度

ここまでみたように、海外需要の回復等を背景にした製造業の生産の緩やかな増加、消費の持ち直しやインバウンド需要の好調さなどを背景にした非製造業の好調さ、損益分岐点の低下など企業の財務体質の改善等を背景に、企業収益は過去最高の水準に達しており、今後も企業部門は堅調に推移すると見込まれる。ただし、外的なリスク要因の一つとして為替レートの大幅な変動が考えられる。そこで為替レートの変動が企業収益に与える影響をみるために、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（以下「日銀短観」という。）の経常利益修正率と想定為替レートを利用し、想定為替レートの変化が経常利益修正率に与える影響を試算した。これによると、素材産業では為替レートの変化による有意な影響はみられなかったものの、輸送機械を中心に加工産業では円安（円高）方向の動きが、企業収益を押し上げる（押し下げる）関係がみられる（第1-2-11図）。これは為替の変動が貿易を通じて企業収益に影響を及ぼす18ことに加えて、これまでの海外直接投資に伴う海外からの所得受取に為替が影響を及ぼすことも要因19と考えられる。

こうしたことから、為替レートの急激な変動が企業収益に与える影響には注意する必要があるが、全産業でみても想定為替レート1円の円高が経常利益を下押しする影響は1％弱程度にとどまっており、2000年代を中心とした期間とおおむね同程度となっている（内閣府　2013）。なお、企業の規模別に同じ試算を全産業で行うと大企業では有意な結果となるものの、中小企業では有意な結果がみられなかった。これは、中小企業に比べ大企業の方が貿易取引に関わることが多いことも要因と考えられる。

（2）設備投資と公共投資の動向

●各産業の成長期待の高まりや省力化投資等を背景に設備投資は緩やかに増加

設備投資は、今回の景気回復局面で最も成長率を押し上げている項目（前掲第1-1-6図）であり、2009年度を底に2010年度以降緩やかな増加が続いている（第1-2-12図（1））。設備投資の好調さの背景には、後に詳しくみるように、建設投資が都市部の再開発やインバウンド対応などで好調なこともあるが、技術革新が進む中で各産業の市場の成長期待が高まっていることや省力化投資などへの対応が影響していると考えられる。

省力化投資について、省力化に関連が深い、産業用ロボット、工作機械、運搬機械が今回の回復局面で大きく伸びており、企業が省力化関連投資を進めることで人手不足に対応し、効率化を進めている姿がうかがえる（第1-2-12図（2））。また、技術革新が進む中で、新製品の開発のための投資など前向きな動きもみられている。日本政策投資銀行が実施した「平成29年度全国設備投資計画調査」をみると、IoT、AIの活用進展を背景に、自動運転、ファクトリーオートメーション、次世代電池開発等、幅広い研究開発への取組が確認できる。

企業行動に関するアンケート調査によると、今後3年間の全産業の需要成長の見通しは、上場企業でみると、2016年度調査の1.0％から2017年度には1.3％に高まっている。そこで、今後3年間の需要成長の見通しと今後3年間の設備投資増減率を産業別にみると、今後の需要の伸びが高いと見込まれる産業ほど設備投資を伸ばす関係がみられることから、設備投資の回復には各産業における市場の成長期待の高まりが背景にあることが考えられる（第1-2-12図（3））。

なお、資本ストック循環をみると、2017年度は設備投資の伸びが高まっており、2017年度末の資本ストックは前年度に比べ増えている（付図1-5）。こうした資本ストックの伸びから推計される企業の予想成長率20は1％台半ば程度となっており、実質GDPの伸びとほぼ整合的であり、ストック面から調整圧力が高いとはいえない。今後も、省力化投資への対応など設備投資需要は根強いため、減価償却を上回る設備投資が実現され、資本ストックが高まっていくと考えられる。

●都市部の再開発の進展により建設投資は堅調に推移

民間及び公的部門を含む建設投資は堅調に推移している。これは、インバウンド急増に対応したホテル建設や都市部の再開発の進展に加え、公共投資については、2020年東京大会に向けた準備もけん引している。建設投資については、住宅や商業施設の建て替え等を背景に20年程度の長期の循環があるといわれていることから、ここでは建設投資の長期の動向を長期循環とそれ以外にわけてみると、長期循環は今回の回復局面ではプラスに寄与しており、建物の建て替え循環も建設投資押上げに寄与していることがうかがえる（第1-2-13図）。

建設投資を項目別にみると、都市再開発やホテル建設などの民間非住宅が今回の回復局面では継続的に増加している（付図1-6）。主な再開発事業をみても都心を中心に事業所、商業、宿泊施設など幅広い用途で開発事業が進んでいる。また、2020年東京大会後も大型の都市開発が続く見込みで、こうした堅調な都市開発需要も建設投資を下支えしていくと考えられる。

●公共投資は複数年度工事の割合が高まっている

公共投資は、前節でも確認したとおり、2013年以降は2012年までの水準よりも高く推移しており、民間部門の経済活動を下支えする役割を果たしている。このところの公共投資の動向をみると、「未来への投資を実現する経済対策」（2016年8月2日閣議決定）を踏まえた平成28年度第2次補正予算の効果21もあり、2017年春頃から出来高・手持ち工事高ともに更に大きく増加し、その後も高水準で底堅く推移している（第1-2-14図）。今後も手持ち工事高が高水準にあることや平成29年度補正予算の効果が発現していくと考えられることから、公共投資は底堅く推移すると見込まれる。

なお、公共投資の底堅さには、2020年の東京大会に向けた建設投資も寄与している（付表1-7）。2020年東京大会に関する会場関係の整備費は、組織委員会、国、東京都あわせて8100億円程度にのぼり、そのうち新国立競技場などの恒久施設で3500億円程度となっている。

近年の公共投資の特徴として、10億円以上の大型工事の割合や工期が複数年にまたがる工事の請負金額が増加している。これは、北海道・北陸・九州の新幹線や、高速道路、また港湾整備といった国際競争力の強化や地域の活性化など中長期的な成長につながるインフラへの重点的な投資が行われていることが背景にあると考えられる。このようなインフラへの投資は今後の日本経済の成長力の押上げにつながることが期待される。

（3）人手不足への対応

●人手不足感は四半世紀ぶりの高水準、ミスマッチも発生

日銀短観の雇用人員判断DIで企業の人手不足の状況を長期的にみると、世界金融危機後に過剰感が高まったが、その後は過剰感が解消に向かった。今回の景気回復局面では2013年3月から不足超となり、2018年6月時点の調査では、人手不足感の高さが2000年代の景気回復局面時を超え、1990年代前半以来四半世紀ぶりの高水準となっている（第1-2-15図（1））。企業規模別では特に中小企業で人手不足感が高く、製造業・非製造業別では非製造業で特に高い水準となっている。

厚生労働省「労働経済動向調査」において、産業別、職業別に常用労働者の不足感をより詳細にみると、運輸・郵便業、医療・福祉、宿泊・飲食などのサービス業、建設業などの非製造業で不足感の高まりが大きくなっている（第1-2-15図（2））。職業別では、事務職や管理職で不足感が低く、専門・技術職など幅広い職で不足感が高い水準にあり、ミスマッチがみられる22。常用労働者に占める未充足求人数の割合を示す欠員率もおおむね同様の傾向にあり、宿泊・飲食サービス業、運輸・郵便業などで欠員率が高くなっている一方で、金融・保険業の欠員率は極端に低い（付図1-8（1））。また、企業規模別で欠員率をみると、規模が小さい企業ほど欠員率が高くなっているなど規模別でもミスマッチがみられる。

●正社員の中途採用や生産性向上などで人手不足に対応

人手不足感が四半世紀ぶりの高水準となっている中、企業はどのように人手不足に対応しているだろうか。ここでは内閣府の「働き方・教育訓練等に関する企業の意識調査」23（以下「企業意識調査」という。）の結果をもとに、企業の取組を確認する。

まず、人手不足感の違いによって回答企業を「非常に不足」、「やや不足」、「適正」の3つに分類し、その分類された企業ごとに人材活用方針を示す特定の雇用制度を採用している企業の割合についてみると、人手が不足している企業ほど「正社員の中途採用に力を入れている」、「非正社員・派遣を積極的に活用している」、「外国人労働者を積極的に活用している」企業の割合が高い傾向がみられる（第1-2-16図（1））。特に、「正社員の中途採用に力を入れている」企業では、人手不足感が高い企業において当てはまると答えた企業の割合が大幅に高く、企業は正社員の中途採用を中心に人材確保に取り組んでいる姿がうかがえる。なお、「女性の正社員を積極的に活用している」企業の割合は人手不足感にかかわらず高い水準にあり、企業が女性の正社員化を積極的に進めていることがわかる。

また、人手不足が解消されない要因をみると、「応募が少ない」が最も多く、次いで「求めるスキル・能力に満たない」、「短期間で退職」が多くなっている（第1-2-16図（2））。このうち、「応募が少ない」、「短期間で退職」との回答が多いことについては、背景として、労働需給全般が引き締まる方向にあることや企業側の労働条件等が労働者の求める水準に達していないという可能性が示唆される一方、「求めるスキル・能力に満たない」という回答が多い点は、技術・技能面でのミスマッチが生じている可能性が示唆される。「応募が少ない」、「短期間で退職」の回答割合を産業別にみると、飲食・宿泊サービス業や運輸・郵便業などで高くなっており、「求めるスキル・能力に満たない」は専門・技術サービス業24や情報通信業で高く、産業によって人手不足が解消されない要因が異なっている（付図1-9（1））。前者については賃金の引上げや長時間労働の是正を始めとした働き方改革などを通じてより一層働きやすい職場をつくること、後者についてはリカレント教育の抜本的拡充などにより技術・技能のミスマッチ等を解消することが重要である。

人手不足への対応策をみると、「採用手段多様化」が5割弱、「人材育成による生産性向上」で対応する企業が4割程度と高くなっている（第1-2-16図（3））。人材育成による生産性向上を行った企業の割合を産業別にみると飲食・宿泊サービス業で高くなっている（付図1-9（2））。また、「省力化投資」の対応は2割程度にとどまっており、人手不足に対応して省力化投資を行う動きはまだ一部にとどまる。ただし、産業別にみると、製造業で高くなっている。非製造業に比べると製造業では人手不足感が低いが、省力化投資が既に進んでいることも人手不足の解消に一部寄与している可能性もある。

一方で、「賃金等の待遇改善による繋ぎとめ」も2割程度にとどまっており、人手不足感の高まりにもかかわらず、ベースアップ（以下「ベア」という。）等による従業員の待遇改善はまだ限定的である。「賃金等の待遇改善による繋ぎとめ」を行う企業の割合を産業別にみると、人手不足感の高い飲食・宿泊サービス業や建設業、運輸・郵便業で特に高くなっている（付図1-9（2））。飲食・宿泊サービス業での割合が特に高くなっているのは、パートタイム労働者の比率が高いため、パートタイム労働者の時給を引き上げることで対応している企業が多いことが要因として考えられる。

なお、「業務量の抑制、受注調整」の回答は1割程度であり、人手不足が企業の収益に与える影響は限定的とみられる（人手不足と企業の収益の関係は次で詳細にみる）。産業別にみると、専門・技術サービス業に加え、昨年人手不足から一部で受注調整を行った運輸・郵便業の割合が高くなっており、産業によって影響が異なる25（付図1-9（2））。

●人手不足の収益や業種による影響

次に、同じ内閣府の企業意識調査を利用し、人手不足感と企業業績の関係を確認する。まず、人手不足感の違いによって回答企業を「非常に不足」、「やや不足」、「適正」、「過剰」の4つに分類し、その分類されたグルーブごとに2012年度から2016年度の売上高上昇率を見ると、人手が不足している企業ほど売上高上昇率が高くなっており、人手不足により売上高に悪影響を及ぼしているというよりは、売上高の増加により人手不足感が高まっていることがうかがえる（第1-2-17図（1））。人手不足感と経常利益上昇率の関係をみても、売上高と同じように人手不足感が高い企業ほど経常利益上昇率が高くなっており、総じてみれば現時点では人手不足感の高まりが企業収益に与える悪影響は限定的であると考えられる（第1-2-17図（2））。ただし、産業別に人手不足感と経常利益の関係を詳しくみると、製造業では人手不足感の高い企業の収益の伸びがそうでない企業と比べ高い傾向にあるが、運輸・郵便業や建設業では人手が非常に不足している企業が必ずしも経常利益上昇率が最も高いわけではない（第1-2-17図（3））。実際に、運輸・郵便業や建設業については、人手不足への対応策として「業務量の抑制、受注調整を行った」割合が相対的に高い（前掲付図1-9）ことから、産業によっては人手不足感の高まりが企業収益に悪影響をもたらしている可能性があり、一部の企業では人手不足による企業収益への負の影響がでているとみられる。

なお、人手不足感と労働生産性の水準をみると、人手不足感が高い企業では労働生産性の水準が低い傾向がみられる（第1-2-17図（4））。これは、労働集約的な産業で人手不足感が高いことを反映している面もあるが、今後労働生産性を引き上げることで人手不足に対応する余地が大きいことも示唆される。限られた労働者を有効に活用し人手不足を解消するためにも、省力化投資などを通じた生産性向上の実現が重要である。

●景気回復の長期化により完全失業率は大幅に低下

人手不足感の高まりとともに完全失業率（以下「失業率」という。）も大きく低下し、2012年12月の4.3％から2018年5月で2.2％となり、25年7か月ぶりの低水準となっている。失業率は、完全失業者数を労働力人口で除したストックの概念であるが、その変動は、就業や非労働力の状態から失業への流入と、失業から就業や非労働力の状態への流出といったフローの動きに依存する。そこで、失業率の低下の要因をフローの動向で見るため、「就業」、「失業」、「非労働力」の3つの状態間の推移確率が失業率に与える影響を計算した。まず、「失業」からの流出についてみると、世界金融危機直後の2009年には「失業」から「就業」への推移確率が大きく低下したが、その後は徐々に上昇し、2018年初の時点では世界金融危機前の水準まで戻っている（第1-2-18図（1））。また、「失業」から「非労働力」への推移確率は2012年にかけて上昇したが、その後はやや低下している。他方、「失業」への流入をみると、「就業」から「失業」への流入、「非労働力」から「失業」への流入ともに2010年以降は低下傾向にあるが、特に「就業」から「失業」への流入は近年の低下が著しく、推移確率の水準も2000年代を比べても極めて低い水準に達している。このように、近年の失業率の低下には「失業」への流入と流出の双方が寄与しているが、どちらの寄与が大きいかを更に詳細に分析すると、「就業」から「失業」、「非労働力」から「失業」という流入の確率が低下したことが失業率の低下に相対的に大きく寄与している（第1-2-18図（2））。したがって、失業率低下の要因としては、景気回復の長期化により就業者であった者が失業しにくくなっていることが大きい要因であると考えられる。一方、「失業」の状態から「就業」になる確率の上昇も失業率を押し下げているが、その寄与は「就業」から「失業」の寄与に比べると小さい。就業者と完全失業者の絶対数が異なるため寄与度が変わる点は考慮する必要があるが、「失業」から「就業」の確率そのものをみても改善してはいるものの世界金融危機前と同程度の水準にとどまっていることからすると、労働市場のマッチング機能がかつてと比べてほとんど変わっていないと考えられる。

先ほど見たとおり人手不足感の高まりが企業収益に与える影響は現時点では一部の企業にとどまっていると言えるが、この状態が長期化すると企業収益にも悪影響を及ぼすおそれがある。我が国経済の持続的な成長のためにも労働市場のマッチング機能を高めることは最重要テーマであり、そのためにも人づくり革命等を通じて人的資本の向上をさらに進めることが重要である。

3　デフレ脱却・経済再生に向けた進捗と展望

消費者物価は、振れの大きい生鮮食品及びエネルギーの影響を除くと、2016年後半以降横ばいが続いてきたが、2018年に入り緩やかに上昇している。こうした物価動向の背景としては、長期にわたる景気回復によりGDPギャップがプラスに転じる中で、人件費が一部で緩やかながら上昇してきたことや、世界経済の回復もあり原材料価格が上昇基調で推移していること等がある。物価を取り巻く環境をみると、まず、企業収益は2013年度以降過去最高を更新し続けており、人手不足感は1992年以来四半世紀ぶりの高水準となっている。こうした中で、賃金の緩やかな上昇が継続し、企業の価格転嫁の動きも一部にみられるなど、デフレ脱却に向けた局面変化がみられている。以下では、このような局面変化がみられる物価動向について、デフレ脱却への進展と今後の課題について検討する。

（1）物価の現状

●消費者物価は緩やかに上昇している

消費者物価の動向について生鮮食品を除く総合（以下「コア」という。）でみると、2016年に入り円高方向への動きやエネルギー価格の下落等により前年比マイナスで推移したが、2016年後半からのエネルギー価格の上昇などにより2017年に入りプラスに転じた後、前年比のプラス幅は拡大傾向で推移し、2018年5月時点では0％台後半となっている（第1-2-19図（1））。ただし、コアに対するエネルギーのプラス寄与は、2017年10月をピークに縮小傾向にある。

他方、物価の基調について、生鮮食品及びエネルギーを除く総合（以下「コアコア」という。）でみると、2016年後半以降、前月比でおおむね横ばいの動きが続いたが、この要因としては、個人サービス26や食料などがプラスに寄与する一方で、2016年央にかけての為替の円高方向への動きなどから耐久消費財がマイナスに寄与したことなどがある（第1-2-19図（2））。2017年7月以降は前年比でプラスの動きが続くとともに同年後半からは前月比でも小幅なプラスが続いており、2018年に入りコアコアは緩やかに上昇している。

個別の項目別にコアコアへの寄与の大きいものをみると、携帯電話通信料や家賃が一貫してマイナスに寄与する一方で、プラスに寄与しているものとしては、需要の増加（いわゆる肉食ブーム）を背景とした生鮮肉、原材料価格の上昇を背景とした乾物・加工品類27や塩干魚介（しらす干し価格の上昇）などの食料、インバウンド需要の高まりや海外旅行が好調なことから宿泊料や外国パック旅行費などの個人サービス、米、肉類、魚介類などの原材料費高騰や人件費の上昇を背景とした外食などがある。加えて、2016年における為替の円高方向への動きによる耐久消費財の押下げ効果が2017年央以降は徐々に剥落するなど、幅広い品目で消費者物価を押し上げる動きがみられる。

ただし、足下の前年比プラスの動きには、2017年6月に改正酒税法等が施行28されたことによるビール等酒類価格の上昇、同年8月に高額療養費（70歳以上）の自己負担限度額が引上げ29となったことなどによる診療代の上昇、飼料用米政策により主食用米から飼料用米への転換が進み主食用米が減少したことによるうるち米価格の上昇といった制度的な要因による押上げ効果もある点に留意する必要がある。

物価動向の背景にあるマクロ経済的な要因をみるために、物価変動に影響を与えると考えられる様々な要因とコアコア上昇率との時差相関をとると、GDPギャップの拡大や名目実効為替レートの下落（円の減価）は3四半期程度のラグを伴ってコアコアを押し上げ、消費者の1年後の予想物価上昇率は1四半期程度のラグを伴ってコアコアを押し上げる。これを基にコアコア上昇率を要因分解すると、2015年10－12月期以降に為替が円高方向に推移したことにより2016年7－9月期以降コアコアが押し下がっていたが、2017年4－6月期をピークにその効果が剥落し、コアコアの押下げ要因がなくなってきている（第1-2-19図（3））。また、予想物価上昇率の上昇によるコアコアの押上げは2011年4－6月期以降続いているものの、プラス寄与は2016年後半以降0％台前半となっている。なお、GDPギャップは2017年1－3月期にプラスに転じており、同年10－12月期以降コアコアの上昇に寄与しているものの、GDPギャップの変動に対するコアコアの弾性値は0.2程度となっている30。

●輸入物価が上昇すると一時的にGDPデフレーターは低下

物価動向を判断するには、消費者物価だけではなく、幅広い指標をみる必要がある。そこで、まずは、消費だけでなく投資や輸出などの企業活動も含めた国内の付加価値の価格動向を表すGDPデフレーターの動向をみてみよう。

GDPデフレーターは、国内で生み出された付加価値の価格であり、原油などの輸入は差し引いて計算されるため、輸入物価が上昇した時に国内の価格に転嫁されなければGDPデフレーターは低下する。実際の動きをみると、2014年以降前年比プラスで推移したが、2016年後半以降は原油価格の上昇等による輸入物価の上昇もあり一時的にマイナスとなり、その後、国内需要デフレーターのプラス幅の拡大とともに、2017年第7－9月期にはわずかながら前年比プラスに転じた（第1-2-20図（1））。

このように、GDPデフレーターは、輸入物価の動きの影響を受けるが、輸入物価が上昇しても、同じ期に同じ分だけ国内の価格が上昇すればGDPデフレーターには影響を及ぼさない。つまり、実際には、輸入物価が上昇した際にGDPデフレーターが低下するのは、国内の価格への転嫁に時間がかかっているためということになる。輸入デフレーターの変動が国内需要デフレーターにどの程度の期間で転嫁されるのかをみると、輸入デフレーターの上昇から3四半期程度のラグを伴って国内需要デフレーターを押し上げることがわかる。また、輸入デフレーターが変化する際の3四半期後の国内需要デフレーターの弾性値は0.06程度となっている（第1-2-20図（2））。

これらを踏まえると、GDPデフレーターで物価の動向をみる際は、価格転嫁までのラグを考慮し、一定の期間で均してみるとともに、国内需要デフレーターも併せてみることが適切といえよう。

●企業物価や企業向けサービス価格も緩やかに上昇

企業間の取引価格の動向を示す指標には、企業物価や企業向けサービス価格がある。このうち、企業物価についてみると、原油や非鉄金属、建設需要を背景とした鋼材などの価格上昇により、2017年以降、国内企業物価、輸入物価ともに前年比プラスで推移している（第1-2-21図（1））。また、需要段階別にみると素原材料価格が2017年に入り前年比でプラスとなり、その動きが中間財、最終財にも徐々に波及しつつある（第1-2-21図（2））。

企業物価の最終財のうち、最終的に消費者が購入することとなる消費財と消費者物価（生鮮食品を除く財）は相関が高いが、企業物価の消費財が上昇しても消費者物価に全て転嫁されるとは限らない（第1-2-21図（3））。企業物価の消費財が変化する際の消費者物価（生鮮食品を除く財）の弾性値をみると、デフレ期に入る以前（ここでは1990年～1998年の期間で分析。以下、本章において同じ。）は1を超えていたものの、2013年以降は0.5程度となっている（第1-2-21図（4））。このことから、デフレ期に入る以前と比べると転嫁されにくい状況であるものの、関係性は維持されており、企業物価の消費財の上昇が消費者物価を一定程度押し上げていると考えられる。ただし、小売業の販売価格判断DIと仕入価格判断DIとの差をみると、デフレ期に入る以前に比べデフレ期以降はその差が大きく、2010年代半ば以降は差が縮まっているものの、依然として小売段階で転嫁されにくい状況が続いている（第1-2-21図（5））。デフレ脱却に向けては企業段階で消費財まで転嫁される動きのみならず、こうした消費者が直面する小売段階での価格転嫁がスムーズに行われるかどうかも重要な要素である。価格転嫁がスムーズに行われるためには、消費者の所得が高まることが重要であり、持続的な物価上昇の実現のためには、雇用・所得環境のさらなる改善など経済の好循環の強化が不可欠である。

また、企業向けサービス価格の動向について国際運輸を除くベースでみると、2013年後半以降、前年比プラスで推移している（付図1-10）。こうした背景には、人件費の上昇により、労働者派遣サービス、宿泊サービス等の諸サービスや道路貨物輸送等の運輸・郵便、事務所賃貸等の不動産がプラスに寄与していることが関係している。引き続き人手不足感は高まっており、今後も人件費の上昇により企業向けサービス価格の押上げが続くと見込まれる。


コラム1-2　ボリューム減による実質値上げ

人件費や原材料費、運送料などの上昇により製品価格の上昇圧力が高まる中、内容量を減らして価格を据え置く、いわゆる「実質値上げ」の動きが広まっています。

これは、未だ消費者のデフレマインドが払拭できず、小売業において販売価格への転嫁に慎重な動きが続く中で、コスト上昇について単位当たりの価格を上げることで対応するという客離れを防ぐためのメーカー側の対策ともいえます。また、単身世帯数や高齢者数が増加する中で、より少量サイズのニーズが高まっていることも、このような動きにつながっている可能性があります。

実際にPOSデータを使って少量化の影響をみると、商品価格を商品容量で割った単位当たり価格を示す購買単価指数31とそうした容量による調整を行わず単に商品単価を示した購買価格指数の前年同月比を比較すると、商品単価でみた購買価格指数の伸びよりも単位当たり価格でみた購買単価指数の伸びの方が大きい傾向がみられることから、企業は商品単価を大きく変えずに容量を少なくすることによって実質的な値上げを行っていることが示唆されます。時系列でみると、価格指数と単価指数の乖離は2008年頃から継続してみられることから、実質値上げの動きは10年程度続いていることが確認できます（図（1））。

また、消費者物価指数を算出する際の基となる小売物価統計調査の銘柄32について、これまでに内容量が大きく変化したものをみると、例えば「チョコレート」は、カカオ豆価格の高騰等により各メーカーが板チョコレート1枚当たりの内容量を減らしてきています（図（2））。また、このところ米価格の高騰や運送料の上昇を受けて米菓で内容量を減らし価格を据え置く動きがみられるなど、消費者が直面する物価は、見かけの価格は横ばいでも商品容量でみれば値上げとなっている品目があり、今後の物価動向を見る際にはこういった動きにも注視していく必要があります。なお、消費者物価指数においては、内容量が減少したことによる実質的な価格上昇について、品質が同じであれば内容量の減少分を実質的な価格の上昇分として評価することで、随時反映しています。



（2）物価動向の展望

物価が今後も緩やかな上昇を続けていくかどうかについて展望するため、以下では、物価動向の背景にある各種要因の動向、具体的には、経済全体の需給動向を示すGDPギャップの動向、賃金面での物価上昇圧力を示すユニット・レーバー・コスト（以下「ULC」という。）の動向、人々の予想物価上昇率の動向の3つについて確認する。さらに、物価上昇率が前年比2％近傍まで上昇しているアメリカの状況と日本の状況を比較し、物価上昇に向けた課題を探る。

●コアコア：財は需給変化の影響、サービスは賃金の変化の影響を受けやすい

GDPギャップは経済全体の需給状況を示したものであり、第1-2-19図で見たように物価の動きに先行する。GDPギャップの動きをみると、バブル崩壊以降マイナスで推移することが多かったが、今回の景気回復局面では2014年の消費税率引上げ直後を除けば0％近傍ないし小幅プラスで推移しており、最近では2017年1－3月期以降プラスが継続している（第1-2-22図（1））。また、ULCは生産一単位当たりの労働コストであり、賃金面からの物価上昇圧力33を表す。ULCの変化を生産性要因と賃金要因に分解すると、2015年10－12月期以降、賃金要因が生産性要因を上回り、前年比プラス傾向で推移している（第1-2-22図（2））。特に2018年1－3月期には賃金が大きく上昇し、ULCの前年比は2016年1－3月期以来の伸びとなっている。

景気回復に伴って物価が上昇するプロセスを理論的に考えれば、企業レベルでは、需要の増加に対して自社製品を増産するために労働投入を増やす過程で人件費が上昇し、企業がそれを消費者に転嫁する形で物価が上昇する。これをマクロ経済全体で考えれば、需要の増加によって経済全体の需給を示すGDPギャップのマイナス幅が縮小ないしプラスに転じ、物価が上昇するということになる。このため、消費者物価（コアコア）と、GDPギャップ及びULCとの間には正の相関が想定され、実際に両者の関係を図にプロットして時系列の相関をみると、どちらも正の相関関係がみられる（第1-2-22図（3））。コアコアを財・サービスに分けると、財はULCよりもGDPギャップとの正の相関関係が強いため、より経済全体の需給変化の影響を受けやすく、サービスはGDPギャップよりもULCとの正の相関関係が強いため、より賃金変化の影響を受けやすいことが示唆される。ただし、財の価格については、後述するように、グローバル化の進展により新興国から安価な財が輸入できるために先進国全体として価格が上昇しにくい環境にあることを考えると、今後、物価を安定的に上げていくためにはサービス価格の動向が特に重要となり、そのためには力強い賃上げが必要である。

●日本はアメリカと比べサービス品目の価格上昇の広がりが弱い

消費者物価の動向には局面変化がみられるものの、未だコアコアの上昇率は前年比0％台半ばにとどまっており、米国型コア34の上昇率が2％に迫っているアメリカの状況と比べると上昇幅が低い。そこで、以下では、日米の物価の品目別価格上昇率の分布について比較することで、デフレ脱却を目指す上での課題を探る。

日本のコアコアの品目別価格上昇率の分布状況を2012年と2017年とで比較すると、どちらも前年比0％近傍（▲0.5～＋0.5％）の品目割合が最も高いが、その割合は56％から53％へと若干低下している。また、長期にわたる景気回復により、下落した品目の割合が小さくなり、上昇した品目の割合が増えていることが確認でき、特に前年比＋0.5～＋1.5％の品目割合が9％から15％へと大きく伸びている（第1-2-23図（1））。一方、アメリカの2017年の消費者物価（米国型コア）の品目別価格上昇率と比較すると、アメリカでは＋2.5～＋3.5％の品目割合が3割程度と最も高く、日本との差がみられる（第1-2-23図（2））。

次に、財とサービスに分けて比較すると、日本の財は2012年、2017年ともに前年比0％近傍（▲0.5～＋0.5％）の品目割合が3割程度と最も高いものの、前年比プラスの品目割合が増えていることが確認できる。また、アメリカの財をみると0％近傍（▲0.5～＋0.5％）の品目割合が3割程度と最も高く、財の分布は日米ともに低位にあり、大きな差異はみられない。他方、サービスについて比較すると、日本は前年比プラスの品目割合が増えているものの、未だ7割程度の品目が前年比0％近傍（▲0.5～＋0.5％）となっている。一方、アメリカのサービスは前年比＋2.5～＋3.5％の品目割合が4割程度を占めている。

こうした物価の最頻値の上昇率は人々の予想物価上昇率を一定程度反映したものと考えられるが、日米の予想物価上昇率の推移をみても、アメリカが最頻値である2％台半ばで予想物価がアンカーされているのに対し、日本では予想物価上昇率がまだ安定的でない可能性がある（第1-2-23図（3））。

なお、日本の品目別価格上昇率の頻度分布を時系列でみると、2014年半ばから2015年末にかけて、財において5％以上価格が上昇する品目の割合が大きく上昇した時期があったが、これは食料や耐久消費財など、為替の影響もあり一部の品目における価格上昇を反映したものであり、一過性のものであった（付図1-11）。物価の持続的な上昇には、特定の品目による押上げではなく、上昇品目の広がりが不可欠であり、今後、物価の持続性をみる際にはこうした上昇品目の分布も考慮していくことが重要である。

●予想物価上昇率は現実の物価上昇率や原油価格・為替レート等の影響を受ける

物価が安定的に上昇していくためには、人々の予想物価上昇率もある程度高まっていくことが重要である。予想物価上昇率を示す指標には様々なものがあるが、以下では比較的動向の分析がしやすい家計の予想物価上昇率に焦点を当てて分析する。家計の予想物価上昇率は、エコノミストや市場参加者と比べて高めに出る傾向にある点は留意が必要であるが、2012年末から2013年にかけて上昇し3％程度となった後、低下傾向で推移したが、2017年に入ってからは若干上昇に転じ、2018年初の時点で2％程度で推移している（第1-2-24図（1））。家計の予想物価上昇率と消費者物価の時差相関をみると、消費者物価の総合及びコアについては、予想物価上昇率がほぼ同時かむしろやや遅行しているが、コアコアについては、予想物価上昇率がやや先行している（第1-2-24図（2））。これは、家計の予想物価上昇率は、生活実感に近い物価である足下の総合やコアの動きに影響を受けやすいためである。

次に日米の家計の予想物価上昇率について、当期の予想形成がどの程度過去の予想に依存しているかという点を予想形成の「粘着性」と捉えて分析する。日米の予想物価上昇率について、自己回帰式を推計して係数の大きさを比較すると、日本がデフレ期に入る以前はアメリカの方が粘着性が高かったものの、デフレ期に入り日本の粘着性が高まっている（第1-2-24図（3））。また、デフレではなくなった2013年以降も依然として日本の粘着性は高い状態であり、一旦物価は大きく動かないものであるという予想が定着するとその考えを払拭することが難しくなることが示唆される。

さらに、日米の予想物価上昇率が経済変数の変化に対してどのように反応するかについて、日本がデフレに入る前の1998年までと、それ以降の2つの時期に分けてVARを推計した上で各変数に固有のショックを与えることで分析する（第1-2-25図）。まず、日本については、1998年までは、現実の物価上昇率、GDPギャップ、原油価格、為替レートに対して予想物価上昇率が反応しており、現実の物価やGDPギャップ、原油価格の上昇が予想物価上昇率を押し上げる一方、為替の円高方向への動きが予想物価上昇率を押し下げている。1999年以降は、為替の影響は1998年までと大きく変わらないものの、GDPギャップや原油価格に対する予想物価上昇率の反応が小さくなり、また現実の物価に対する反応はほとんどなく、物価の下落が長期化した結果、予想物価は低水準で硬直的になっていると考えられる。

他方、アメリカについては、いずれの4つの変数とも予想物価上昇率に与える影響は小さく、また期間によっても大きくは変わらないことから、予想物価上昇率が日本と比べて安定している状況がうかがわれる。

●物価動向の展望と留意点

以上の分析を踏まえると、今後、物価が持続的に上昇を続けていくためには、景気回復による賃金上昇によって消費者の購買力が高まると同時にサービス価格を中心に上昇率が一段と高まり、さらに予想物価上昇率もある程度の高い水準で安定することが望ましい。また、為替レートの急激な変動も、財の価格や予想物価上昇率に影響を及ぼすことから注意が必要である。中でも、賃金がしっかりと上昇していくことは、物価上昇圧力を高めるとともに、消費を喚起することによって需要面からも物価上昇を下支えする効果があり、最重要課題である。そこで、次項では、賃上げの状況について詳しく分析する。


コラム1-3　ネット消費と物価

近年、日本国内におけるインターネット通信販売の利用割合が高まっていますが、消費者物価指数は、小売物価統計調査による店頭販売価格から算出されているものが多くなっています。ここでは、インターネット通信販売の利用割合の高まりが店頭販売価格にどのような影響を与えている可能性があるかについてみてみましょう。

図（1）は、消費者物価指数の算出にあたり小売物価統計調査による店頭販売価格を把握している品目のうち、家計支出に占める割合及びインターネット購入割合が比較的高い品目35について、インターネット購入割合と消費者物価変化率36の関係を表しています。

これをみると、インターネット購入割合が高い品目は、消費者がインターネット上で容易に販売価格を比較して購入できることなどから、店頭販売価格の上昇を抑制している可能性が示唆されます。

なお、図（2）は、飲料、家具・家事用品別に、類似する商品を数種類取り上げて、インターネット購入割合の高いものと低いものの価格動向の違いをみたものです。これによると、例えば、インターネット購入割合が相対的に高い商品（ミネラルウォーター、電気掃除機）の価格は、同じ商品分類に属し、かつインターネット購入割合が相対的に低い商品（炭酸飲料やスポーツドリンク、電気炊飯器やルームエアコン）の価格と比べて価格の下落幅が大きい傾向にあることが確認できます。

インターネットでの購入割合は年々高まっており、今後も消費者物価の下押しに寄与する可能性に留意する必要があります。



4　賃上げの状況

物価の持続的な上昇には賃金の安定的な上昇が不可欠であることを確認した。前述のとおり、景気回復の長期化もあり企業の人手不足感は四半世紀ぶりの高水準であり、企業収益も過去最高を更新していることを踏まえると、今後、賃上げが進展していくことが期待される。ここでは、賃上げの状況を、ベアの実施状況も含めて詳細に考察する。

●パートタイム労働者は賃金上昇が高く、一般労働者も緩やかに増加

厚生労働省「毎月勤労統計調査」で一般労働者の所定内給与の伸びとパートタイム労働者の時給の伸びを比較すると、パートタイム労働者の時給は人手不足感の高まりとともに伸びが高くなっており、2017年には2％台半ばまで増加幅が上がっている（第1-2-26図（1））。一方、一般労働者の所定内給与は2014年後半からプラスに転じ、2018年1－3月期は1％程度の上昇となっている。厚生労働省「労働経済動向調査」により正社員とパートタイム労働者の不足感を比較すると、2015年以降はパートタイム労働者の不足感を正社員の不足感が上回っているにもかかわらず、パートタイム労働者の時給の伸び率と比較すると、一般労働者の所定内給与の伸び率は大きく高まるところまでは至っていない。

春季労使交渉の動向について、賃上げ率は2000年代以降2％を下回る水準であったものの、今回の景気回復局面ではおおむね2％を超える賃上げを実現しており、賃上げ率は確実に高まっている（第1-2-26図（2））。また、多くの企業で5年連続となるベアが行われており、2018年の春季労使交渉では、月例賃金や一時金のほかに諸手当も含めて積極的に3％以上の賃上げを実施する企業があるなど、賃上げに前向きな動きもみられている。

●ベアの実現には業績の改善や労働生産性の向上が重要

ベアを実施する上での企業の対応やその背景について、内閣府の企業意識調査で確認する。

まず、調査の回答企業のうち、ベア37を過去3年程度で実施した企業の割合は6割弱で、実施していない企業は3割強であった（第1-2-27図（1））。ベアを実施または検討する理由としては、会社業績が66％と最も高い回答で、次いで人材の確保が55％となっており、ベアの実施に関して人材の確保も重要な要素であることは間違いないが、それ以上に会社の業績に左右されることがわかる（第1-2-27図（2））。

また、ベアを実施しない理由をみてみると、「ベアではなく賞与や一時金で対応」が65％と最も高い回答となっており、次いで「会社業績」が51％、「将来の業績悪化時に賃下げが困難になる」が23％となっている（第1-2-27図（3））。企業業績が悪いためにベアを実施していない企業があるほかに、企業業績が好調であったとしても、将来の業績悪化時に賃下げが困難になる等の理由から、ベアではなく賞与や一時金で対応する企業も多いことがうかがえる。

ベアの実施状況と企業業績・人手不足感との相関をみるために、経常利益もしくは労働生産性上昇率と人手不足38がベアの実施確率に与える影響をプロビット分析してみると、人手不足に加え、経常利益の上昇や労働生産性の上昇もベアの実施確率を押し上げることがわかる（第1-2-27図（4））。

内需主導の持続的な成長や物価の安定的な上昇のためには、力強い賃上げ、とりわけベアの実現が重要であるが、ベア実現のためには企業の稼ぐ力をさらに改善し、労働生産性を高めていくことが重要である。

●賃上げ水準は若年労働者を中心に大きく上昇

これまでの分析では、各労働者の賃金を平均した指標の動向を対象としてきたが、平均賃金の上昇は労働者の参入・退出の影響や構成比の影響も受けるため、必ずしも同一労働者の賃金上昇率を表しているわけではない。そこで、同一の労働者の賃金水準がどのように変化しているかを確認するため、上野・神林（2017）の手法を参考に、厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」を用いて疑似パネルデータを作成し、所定内給与の動向の分析を行う。疑似パネルデータとは、性別、年齢、勤続年数、最終学歴の4要素を使い同一事業所で同一人物だと推測される労働者のみを抽出して分析するものであり、こうした手法を用いることにより、同一人物の賃金上昇率を近似的に推計することが可能となる39。

この疑似パネルデータを利用し、年齢別に2015年から2017年の1年当たりの所定内給与の変化率をみると、若年労働者ほど上昇率が高く、20代では4％台半ば、30代でも3％台半ばの賃金上昇が実現できていることがわかる（第1-2-28図（1））。「賃金構造基本統計調査」の賃上げの公表値と比較すると、どの年齢層でも疑似パネルデータでの上昇率が高くなっているが、これは、公表されている平均賃金の場合、新しく入ってきた労働者と退出した労働者が含まれるが、定期昇給の影響もあり、前者の賃金水準は後者の賃金水準よりも低い傾向があることなどが考えられる。さらに、疑似パネルデータでは勤続年数の比較的短い女性が少なくなるなど全体のデータと比べてサンプルの属性が異なるため、結果はある程度幅を持ってみる必要があるものの、特に若年の同一労働者の賃金の変化については、年功賃金に沿った定期昇給もあってしっかりと上昇していることがわかる。

次に、同じ疑似パネルデータを用いて、企業規模別、性別、学歴別、年齢別等の属性が時間当たりの所定内給与変化率に与える影響について、2006年～07年と2015年～17年（年率）で比較すると、小企業に比べ大企業の方が所定内給与の上昇率の伸びは高いものの、2000年代に比べその差は縮まっている（第1-2-28図（2））。また、高学歴の労働者の方が上昇率は依然として高いものの、その差は縮まっている。さらに、年齢別では先ほど見たとおり若年労働者ほど伸びが高いが、2000年代と比較して、50代と比べた若年労働者の賃金の上昇率が20代を中心に高くなっている。男女別にみると、女性の所定内給与の伸びは男性の伸びと比べ依然として低いものの、2000年代と比較してその差が小さくなっている。


白書の注目点<1>：GDPギャップ、潜在成長率に注目する理由
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●戦後最長に迫る景気回復

◇日本経済は、5年半にわたって緩やかな景気回復を続けていて、これまで戦後最長の景気回復であった2000年代の回復期（2002年2月から2008年2月の73か月）に迫っています。

◇今回の景気回復の特徴として、少子高齢化、人口減少が進んでいるにもかかわらず、就業者数は2012年から2017年まで251万人も増加している点があげられます（図1）。また、各地域の景況感も改善していて、すべての地域で景況感が良くなっているとともに、2000年代の景気回復期と比べても、地域によるばらつきが小さくなっている点も特徴です。

●GDPギャップの縮小と企業の人手不足の状況

◇こうした中、経済状況を把握する上で重要なポイントはGDPギャップと潜在成長率の動向です。潜在成長率とは、労働や資本の平均的な稼働率で実現できる供給能力、いわば経済の基礎体力を示しますが、現状は、潜在成長率が実際のGDPに追い付かず、両者の差を示すGDPギャップがプラスになっています（図2）。

◇これは1つの企業でいうと、顧客から注文がたくさん来ているのに、現在保有する設備や従業員数ではそれに見合った商品の供給が追い付かないという状況です。このため、各企業は設備や従業員を増やしており、企業の設備投資はリーマン・ショック（2008年）前を超える水準となるとともに、有効求人倍率は2018年5月時点で1.60倍と、1970年代前半以来、44年ぶりの高さになっています。

◇人手不足への対応としては、現在は仕事に就いていないものの、働く意志のある人が299万人もいるので、こうした人々が働きやすいよう、多様な働き方が可能な環境を作ることが重要です。また、人手不足感の高い企業ほど生産性が低いという関係がみられており（図3）、処遇改善等による従業員の確保と同時に、人材育成や省力化投資等の取組が重要な課題です。

●潜在成長率の引上げに向けて

◇このように日本経済は戦後最長に迫る景気回復の一方で、GDPギャップが縮小する中、企業の人手不足という課題に直面しており、今後は企業の生産性や日本経済全体の潜在成長率を高めていくことが特に重要になります。

◇そして、この潜在成長率の引上げの鍵となるのが、人生100年時代を見据え、一人ひとりの人材の質を高める人づくりを進めるとともに、AI、IoT、ロボットなど第4次産業革命の社会実装を進め、人口減少・高齢化、エネルギー・環境制約など様々な社会問題を解決できる「Society 5.0」の実現を進めることです。これらの点は、それぞれ第2章、第3章で詳しく分析しています。





（12）藤田他（2018）

（13）藤田他（2018）

（14）この要因として、寿命が延びていることで老後に必要と思われる費用が増加していることなどが考えられる。

（15）旅行については、体力的な問題もあり70代半ばから需要が落ち込むと言われており、70代後半の割合が相対的に増えている中、消費額が落ちていないことは堅調に推移していると考えられる。

（16）自動車の部分品を含む。

（17）例えば、産業機器や自動車の駆動制御に用いるMCU（Micro Controller Unit、マイコンの主要品目）や、それら機器内の高電圧に耐えられる電力変換に係る半導体（パワー半導体）の生産において、我が国の企業の世界シェアは一定程度あるため、世界の半導体需要が増加するとともに我が国の半導体生産も増えていくことが期待される。

（18）貿易を通じた影響は、数量の変化を通じたものだけとは限らない。例えば円安となった場合、数量が増加しなくても、現地での販売価格を変えずに円換算での価格が上昇することで収益が改善する。また輸出のみならず原材料の輸入など輸入を通じた影響も含まれる。

（19）海外の現地法人から日本側出資者へ所得が移転する際、仮に現地通貨建ての移転額が同じ場合、為替が円安局面では円ベースでの額は大きくなる。なお、今回の景気回復局面における海外現地法人から日本側出資者への所得移転額をみると、円安局面で円換算額が多くなる傾向がみられた。

（20）予想成長率については、（設備投資前年度比）×（前年度末のI／K比率）＝予想成長率＋資本係数平均変化率＋除却・減耗率、という関係性から推計。

（21）同補正予算の総額は約4.5兆円。そのうち公共事業関係費は約1.5兆円。

（22）ハローワークにおける求人と求職のミスマッチの状況や民間職業紹介状況を通じた転職市場のミスマッチの状況をみても、一般事務職やオフィスワーク事務職では求職超過になる一方で、介護サービス、飲食物調理、インターネット専門職、システムエンジニアなどでは求人超過となっている（付図1-8（2））。

（23）概要は付注1-2参照。

（24）建設設計、広告業、経営コンサルタント業など。

（25）飲食・宿泊サービス業で「業務量の抑制、受注調整」の割合は小さくなっているが、「営業時間の短縮」の割合でみると、最も割合の大きい産業となっている。

（26）個人サービスは、「他のサービス」から「携帯電話通信料」を除いたもの。

（27）天候不順の影響によりウメが不作となり梅干しの価格が上昇した。

（28）改正酒税法等に基づき策定された「酒類の公正な取引に関する基準」（国税庁長官告示）において、酒類業者は、正当な理由なく、酒類を総販売原価を下回る価格で継続して販売する取引であって、かつ、自己又は他の酒類業者の酒類事業に相当程度の影響を及ぼすおそれがある取引を行ってはならないこととされた。

（29）高額療養費制度は、家計に対する医療費の自己負担が過重なものとならないよう、医療費の自己負担額に一定の上限を設ける制度。2017年8月の改正では、70歳以上の一部の者について、自己負担限度額が引き上げられた。

（30）CPI（コアコア）の前年比に対し、GDPギャップの水準の係数は0.2程度であるため（推計式のα／（1－δ）に相当）、例えばGDPギャップがプラス1％の水準になってもコアコアの押上げは0.2％にとどまる。

（31）全国4000店舗のPOSデータに基づく食料品や日用品の販売価格について、商品容量で割った容量単価を容量×数量ウェイトで加重平均したもの。ここでは継続商品のみの購買価格指数の動きと比較するため、購買単価指数のうち継続商品の価格変化によるもののみを取り出したもの。

（32）内容量が変化した新製品の出回りに応じて小売物価統計調査の銘柄を変更し、各品目についてその時々の代表的なものを調査する仕組みとなっている。

（33）物価の持続的な上昇のためには既述の通り、物価上昇を消費者が受け入れられるよう、雇用・所得環境の更なる改善等を通じた経済の好循環の強化が不可欠であり、賃金上昇はその観点からも重要である。

（34）米国型コアは、食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合である。

（35）家計支出に占める割合（家計調査）が0.05％以上かつ通信販売（インターネット）を利用した購入割合（平成26年全国消費実態調査）が1.5％以上の品目。

（36）2014年から2017年までの変化率。

（37）賃金表の改定による賃金水準の引上げを指しており、賃金表がない場合には、ベアに近いものを実施したと企業が回答した場合にベアを実施したと仮定している。

（38）人手不足は、「非常に不足している」又は「やや不足している」と回答している企業を1、それ以外の企業を0とした変数を利用。

（39）パートタイム労働者には学歴情報が含まれていないため、接続対象は一般労働者に限定されている。



















第1章　景気回復の現状と課題　第3節








第3節　消費行動分析の新たな視点

第4次産業革命とも呼ばれる技術革新が進展する中で、電子商取引が年々拡大し、消費者の行動に変化がみられるとともに、消費や物価動向に関するオンライン情報等のビッグデータが景気分析等に用いられるようになってきている。本節では、こうした技術革新をキーワードにした消費分析を2つの観点から行う。1つ目は、ネットショッピングを利用した消費の状況について、利用者の属性等も踏まえて詳しく分析を行う。2つ目は、小売のPOSデータ及び新聞記事のテキストデータといったビッグデータや機械学習を活用した景気動向の分析について、内閣府における最近の取組と分析結果を紹介する。

1　インターネットを利用した消費（eコマース）やシェアリング

技術革新によりインターネットへの接続が容易になったことを背景に、ネットを利用した消費は年々増加傾向にある。ここでは、ネットを利用した消費活動を行っている世帯・個人の特徴を整理するとともに、ネット利用世帯と非利用世帯の間で支出金額に違いがみられるのか、ネット利用世帯に限った場合の特徴は何か、シェアリングエコノミーは消費にどのような変化をもたらすかといった点について分析を行う。

●増加するeコマースの概観

まず、企業と消費者間の電子商取引（EC）市場の動向について確認しよう。技術革新やインターネットの普及に伴い、近年eコマースは拡大を続けており、2017年におけるEC市場規模40は16.5兆円となっている（第1-3-1図（1））。2010～17年の年平均成長率は約11％となるなど、10％を超える急成長を見せている。

2017年の16.5兆円の市場規模の内訳をみると、約52％が衣類・食料・家電等の物販系分野、約35％が旅行等のサービス系分野、約12％がオンラインゲーム等のデジタル系分野となっており、EC市場の半分以上は物販系分野が占めている。この物販系分野におけるEC化率（販売総額のうちインターネット経由で販売された割合）は2017年で5.8％と報告されている。その内容を詳細にみると（第1-3-1図（2））、事務用品・文房具や生活家電・AV機器等でEC化率が30％を超えている。また、書籍、家具、衣服等でのEC化率も、物販系分野全体のEC化率を上回っており、これらの商品ではオンラインで商品を購入する機会が多くなっていることがうかがえる。

こうしたEC市場の拡大の背景には、スマートフォン等の情報通信機器の保有率が急上昇していることが指摘できる。スマートフォンを保有している世帯の割合は2010年では10％を下回っていたが、2016年では72％まで上昇しており、パソコンの保有割合（73％）とほぼ同程度の水準となっている41。

●ネットショッピングの利用には、年齢、収入、時間的制約等が関係

では、EC市場に参加している人、ネットショッピングを利用している人には、どのような特徴があるのだろうか。財・サービスや支出金額に関わらず、オンラインで消費活動を行った者の特徴について整理していきたい。

まず、総務省「家計消費状況調査」の個票データを用いて、世帯が持つ属性のうち、どのような属性がよりネットショッピングの利用の有無に大きく影響しているのか確認する。ここでは、ネットショッピングを利用した世帯の割合が高く（低く）なるような属性でサンプルを分割していく、ツリー構造の「決定木（decision tree）」と呼ばれるグラフの作成を行った42。

分析結果をみると（第1-3-2図（1））、2017年においてネットショッピング利用を大きく左右した要素は「世帯主の年齢」であることがわかる。分析対象のサンプルにおいて、ネットショッピングを利用した二人以上世帯の割合は約33％となっているが、世帯主が64歳以上の世帯に限定すると、利用割合が約19％と非常に少なくなる。逆に、世帯主が64歳未満の世帯では、利用割合が約47％とその割合が高くなる。また、年齢の次には「世帯収入」が重要な変数となっている。世帯主の年齢が64歳以上の世帯では400万円、64歳未満の世帯では500万円以上が分岐点であり、分岐点より収入が多い世帯では利用割合が高まる一方、分岐点を下回ると利用割合が低下している。

年齢や収入の分岐点の値はあくまでも対象サンプルのものであるが、傾向として世帯主の年齢がネットショッピングの利用割合を大きく左右する要因である可能性が高い。また、高齢者の世帯でもある程度の収入があればネットショッピングの利用率が高くなるが、若年世帯でも収入が低ければ利用率が低くなることがわかった。

このようにネットショッピングの利用の有無には、年齢と収入の要因が大きいと考えられるが、その他にも個々人の時間的な制約も影響している可能性が考えられる。ネットショッピングを利用している人は、その理由として実店舗に出向かなくてもよいことや、24時間いつでも買物できることを挙げる割合が高いことから43、利便性をメリットに感じている人が多いことが指摘できる。

そこで、世帯単位ではなく、15歳以上の個人（在学者を除く）を対象にネットショッピングを利用した者の特徴について、プロビットモデルを用いた分析を行った44。第1-3-2図（2）は推計結果であり、ベースライン（非就業者、大卒未満、配偶者・子どもなし、男性、大都市在住、平日利用）と比較した場合に、どの程度ネットショッピングを利用する確率が変化するかの差分をプロットしたものである。まず、就業状態についてみると、フルタイム（始業時間が選択不可）、フレックス（始業時間等が選択可）、短時間労働、自営業・役員等の4つに分類しているが45、どの就業状態もプラス方向に効いており、非就業者と比較して就業者のネットショッピングの利用確率が高いことを示している。また、大卒以上の人、10歳未満の子どもがいる人、配偶者がいる人もネットショッピングの利用確率が高くなっている。逆に、より人口規模が小さい都市に在住している場合や、週末の場合は、ネットショッピングの利用確率が低くなる傾向がある。

就業者の人についてさらに詳しくみるために、ネットショッピングを日中（9～18時）に利用する確率と、夕方以降（18～24時）に利用する確率に分けて推計を行った（第1-3-2図（3））。グラフはネットショッピングを利用する確率について、非就業者との差をプロットしたものだが、フレックス・自営業以外の者では日中にネットショッピングを利用する確率は有意にマイナスとなっており、特にフルタイムで働いている人が低くなっている。一方、夕方以降においてはどの就業形態でも有意にプラスとなっており、フレックスやフルタイムの就業状態にある者では、短時間労働者と比較して、より夕方にネットショッピングを利用する確率が高いことがわかる。

以上を総括すると、ネットショッピングの利用には、年齢、収入以外に時間的な制約があるかどうかも関係しており、就業者等の日中に実店舗に買物に行くことが困難な人が、平日の仕事が終わった夕方以降にネットショッピングを利用している様子が見て取れる。より時間的ゆとりがあると考えられる週末ではネットショッピングの利用が低くなることも踏まえると、ネットショッピングは時間的制約のある人等にとって消費機会の拡大に寄与していることが示唆されている。今後、夫婦ともにフルタイムで働く世帯が増加すれば、ネットショッピングの利用率はさらに上昇していく可能性が考えられる。

●消費支出金額は旅行で多く、衣類・家具・家電で少ない傾向

ネットショッピングを利用している人は、上記で論じた利便性に加え、実店舗よりも安く買えることや品揃えが豊富であることをメリットと感じている人もいることから46、ネットと実店舗における消費活動には何らかの差が生じる可能性が考えられる。

この点を確認するために、年齢や収入等の属性をコントロールした上で、ネットを利用して商品・サービスを購入した世帯とネットを利用しなかった世帯を比較し、特定の商品・サービスの支出金額に差が生じているのかを検証した。対象とした商品・サービスは、衣類、家具、家電、旅行の4点である。試算方法としては、まず、ネット消費の利用の有無にかかわらず、例えば、冷蔵庫・エアコン・テレビ等の家電品目を購入した世帯を対象とする。次に、対象世帯のなかで、インターネットを利用して家電を購入した世帯と、その世帯と同じ世帯属性をもつがインターネットを利用しなかった世帯とをマッチングさせ、両世帯の家電品目の支出金額に差が生じているかを計算する47。

推計結果をみると（第1-3-3図（1））、衣類、家具、家電の財ではマイナスとなっており、ネットを利用している世帯では、ネットを利用していない世帯に比べて、それぞれ約7千円、約5千円、約1.6万円支出金額が少ない。逆に、旅行消費についてはネット利用世帯の方が約6千円大きくなっている。また、計算に使用したネットを利用した世帯における平均消費額をみたのが第1-3-3図（2）である。第1-3-3図（1）の結果を、第1-3-3図（2）の金額で割ると、大きいものの順番に、家電、衣料、家具、旅行となることから、相対的に財においてネット利用による影響がみられる。

衣類、家具、家電といった財の購入においてネットを利用した世帯の支出金額が少なくなっている背景としては、比較的価格の安い商品がネット経由で購入されている可能性や、ネット上の販売価格が実店舗で買うより安い商品もあること等が影響していると考えられる。事実、ネットショッピング1回当たりの平均購入金額は少額なものが多いとの調査48や、同じ商品のオンライン価格と実店舗価格を比較した場合、両者の価格が異なる際にはオンライン価格の方が安いケースが多いとの調査49もある。また、旅行についてはその背景が必ずしも明確ではないものの、ネット利用者はより各自の嗜好にあった旅のプランを自由に作成することで価格が高くなる可能性等が考えられる50。

●高齢者世帯も他の年齢層と同程度のネット支出金額

これまではネット利用者と非利用者の対比で消費状況の分析を行ってきたが、最後に、ネット利用者のみに限ってみた際にどのような特徴があるのかについて整理しておきたい。

第1-3-4図（1）は、世帯主の年齢階級別に2015～2017年におけるネットを利用した消費額についてみたものである。第1-3-2図で指摘したように、ネット利用の有無には年齢が大きく影響しているため、全世帯の平均でみると世帯主の年齢が60歳以上になると支出金額が減少していくことがわかる。一方、ネットを使った消費を行った世帯の中での平均をとると、1か月の平均で39歳以下は約2.6万円、40代は約2.8万円、50代は約3.3万円と徐々に増加していき、60歳以上の支出金額では50代の支出金額と概ね同程度の3万円台となっている。ネット利用の有無については年齢による影響が非常に大きいが、使っている世帯のみに限定すると、高齢者世帯でも他の世帯と同程度かそれ以上の金額を支出していることがわかる。

ただし、上記は世帯単位でみたものであるため、世帯主が高齢者であっても、他の若い世帯員等がネット消費を行っている可能性が考えられる。そこで、世帯主本人のみがネット利用により使用した金額を、ネット購入の際に主に使用した機器別（パソコン、スマートフォン・タブレット等）にみたのが第1-3-4図（2）である51。これをみると、相対的に高齢である世帯主がネット利用により使った金額は、その他の年齢の世帯主が使う金額と同程度か、それ以上である。

主に使用した機器別では、60歳以上の世帯主を除き、パソコンによる使用金額の方がスマートフォン・タブレット等の金額より高くなる傾向があり、より高額な商品を購入する際には、パソコンが利用されていることがうかがえる。また、最も多く購入に用いた機器については、年齢による差が非常に大きく（第1-3-4図（3））、39歳以下では約55％の世帯主が主にスマートフォン・タブレット等を利用したと回答しているが、同割合は世帯主の年齢が上昇すると減少していき、60歳以上の世帯主では14.6％となっている。

年齢が若い世代ではネットショッピングの利用割合が高いが、主にスマートフォン等を利用して、比較的少額の消費活動を行っている傾向がある。年齢が高くなるにつれ、ネットショッピングの利用割合は減少していくが、利用している人や世帯に限れば、主にパソコンを利用して、若い年代以上に消費支出をしている様子がみられる。今後、高齢者のITスキルの向上や、ITスキルを職場等でも使ってきた現役世代の高齢化が進めば、高齢世帯でもオンライン利用率が上昇し、インターネットを利用した消費活動がより増加していく可能性が考えられる。

●ネット利用の拡大により、消費は保有からシェアへ

インターネットの利用の拡大は、ネットショッピングの拡大に寄与しただけでなく、インターネット上にあるプラットフォームを介して、モノ、空間、移動等を多くの人と共有して利用する仕組みであるシェアリングエコノミーといった新しいサービスの普及にもつながっている。シェアリングの対象となっているサービスについては、モノ、空間、スキル、移動、お金の5分類に整理することができる。それぞれの例として、モノはネット上で個人間の取引を行うフリマアプリや衣類等のレンタルサービス等、空間は住宅を活用した宿泊サービスを提供する民泊サービス等、スキルは家事代行・育児等、移動はカーシェアリング等、お金はネット上で不特定多数の人から資金を募るクラウドファンディング等が挙げられる（第1-3-5図（1））52。

上記のうち、モノと移動に注目してその現状を確認してみたい。まず、モノのシェアリングとして、ネットを介したリユースであるネットオークションやフリマアプリが挙げられる53。2017年市場規模の前年比伸び率は、ネットオークションが3.2％であるのに対し、フリマアプリは58.4％と非常に高く、2017年の市場規模はフリマアプリがネットオークションを上回る結果となっている（第1-3-5図（2））。フリマアプリは、利用方法が簡単なこともあり、特に若い世代や女性において利用率が高くなっていることが指摘されている54。また、若年層において中古品に対する抵抗感がなくなっていることや、フリマアプリの利用者はモノを永続的に所有することにこだわらない傾向があるとの調査もあり55、若年層を中心に消費行動が変化してきている可能性が考えられる。

モノの所有にこだわらないという傾向は、カーシェアリングの市場が急拡大していることからも確認できる（第1-3-5図（3））。2010年にはカーシェアリングの車両台数は1300台程度であったが、2018年では3万台弱と2010年比で約23倍の増加となっている。また、会員数についても大幅に増加しており、2018年では約132万人と2010年比では約83倍である。カーシェアリングは、レンタカーと比べ手続きの容易さや短時間利用の便利さが特徴であり、乗用車についても所有からシェアへといった変化がみられている。

シェアリングエコノミーは3章でもその動向を確認するが、今後さらなる拡大が見込まれている分野である。所有からシェアへの消費者の行動変化は、財の購入や既存のサービスを代替する可能性と補完する可能性が指摘されている56。例えば、新品を購入する代わりにフリマアプリ等で安価な中古品を購入した場合、消費が低下する可能性がある一方、フリマアプリ等で気軽に商品を試し、気に入れば次回以降は新品を購入するといった新規需要が創出されることで、消費が活性化する可能性も考えられる。シェアリングエコノミーが消費全体に与える影響は、今後も注視していく必要がある。

2　ビッグデータ・AIを活用した消費分析

以下では、小売のPOSデータ及び新聞記事のテキストデータを用いて、AI技術の一つである、コンピュータにデータを解析・予測させる手法（機械学習）を活用した消費動向の分析について、最近の内閣府における取組と暫定的な分析結果を紹介する57。

●POSデータは高頻度・早期の利用に強み

スーパーやコンビニ等の小売店では、購入する際に商品をバーコードで読み込み、各商品の販売時点・価格・数量等の情報を収取・記録している。このようなシステムはPOS（point-of-sale）と呼ばれ、売上や在庫管理に役立てられている。ここでは、全国のスーパーマーケット約1,200店舗から収集された日用品・食料品（除く生鮮品）の売上高と価格に関するPOSデータを対象とし、消費動向を試験的に分析する58。

POSデータを経済分析に利用することの利点としては、速報性が非常に高いことや、高頻度に観察が可能であることが指摘されているが59、マクロ分析に利用する際にはカバレッジが限定的である点等には留意する必要がある。今回分析に利用するPOSデータも、217品目分類が日次で利用できること（高頻度）や、その値が早期（数日後）に利用できること（速報性）に強みがある一方、POSデータの大部分を占める食料品等のシェアは消費の2割程度であり60、消費全体をカバーできるわけではない。

まず、日次データとしての強みを活かした分析例を紹介する。消費動向を把握する際には、天候がその重要な要因の一つであることが指摘されているが61、月次で消費と天候の分析を行うのは必ずしも容易ではない。そこで、日次で雨の日と晴れの日に分けてPOSデータの売上高・前年比62を平均すると（第1-3-6図（1））、合計で晴れの日は前年比＋1.6％に対し、雨の日は前年比▲1.0％となっている63。曜日別にみても、すべての曜日において雨の日は売上高がマイナスとなる一方64、晴れの日は売上高がプラスとなっており、天候により消費者が外出を控えること等のために、売上高（消費額）が左右されていると考えられる。

また、高い速報性は足下の動向を把握するのに非常に有効である。例えば、2017年6月1日にはビールの安売り規制が行われたが、ビールの日次売上高・前年比の推移をみると（第1-3-6図（2））、2017年5月末にかけて駆け込みがみられ、5月31日には前年比183％となっている。しかし、6月以降の推移をみると、明確な反動減はみられていない。このような動向がほぼリアルタイムで観察可能であるため、制度変更等のイベントの際には、足下の状況を把握するのに非常に有効である。

●POSデータを用いて足下のマクロ経済指標を予測する

次に、POSデータの強みを活かした分析例を紹介したい。通常、マクロ経済指標は、その月が終了してから1～2か月後に公表されるものが多いが、迅速な景気動向把握のためには、ある月が終わったら、すぐにその月のマクロ経済指標の値が予測できること（以下「ナウキャスト」という。）が望ましい。この点において、POSデータは速報性という強みをもっているが、カバレッジの低さもあり、単純にPOSデータの値を月次で比較しただけでは、ナウキャストを正確に行うことは困難である。

ただし、マクロ経済指標の動きと似通った動きを、POSデータの動きの中から抽出することができれば、カバレッジ等の問題を解消し、ナウキャストを行うことが可能となる。そこで、売上高のPOSデータを機械に学習させることで、特徴的な動きを抽出させ、経済産業省「商業動態統計」における「小売業計」の前年比をナウキャストできるかを試みた。また、小売業計には家電や衣類等の売上動向が気温等の天候により左右されやすい商品が含まれることや、天候データも速報性の高い情報であることを踏まえ、POSと天候データ65を併せて機械に学習させる分析も行った。機械学習の方法は、予測のパフォーマンスが高い学習方法の一つである「勾配ブースティング（gradient boosting）」と呼ばれる手法を用いている66。

2007年1月～2016年12月までの10年間の月次のデータを機械に学習させ、2017年1月～2018年3月の小売業計の前年比をナウキャストさせ評価したところ、POSデータのみでは相関係数0.63であったが、天候データを加えると相関係数0.78 に上昇した。天候データを使うことで、気温等に敏感な商品の売上高動向等を補正することができたと考えられ、ここでも天候が消費動向に影響を与えていることが確認できる。

このPOSと天候データの両方を使ってナウキャストを行った結果を示したのが、第1-3-7図である。前年比の水準には差がみられるものの、前年比前月差をみると、方向感は概ね似たような動きをしていることから、大まかではあるが、小売業計の前年比について一定程度のナウキャストを行うことができたと考えられる。ただし、今回の分析でも水準の差に加え、2018年以降等で動きが異なる部分もみられることから、精度向上に向けては更なる分析を進めていく必要性がある67。

●POSデータから需要・供給曲線のシフトが明らかに

また、POSデータの利点の一つとして、217品目分類別に数量と価格の双方の情報がセットで利用可能であることが指摘できる。この利点を生かして、POSデータの価格変化が、需要と供給のどちらのショックにより起こったものかについて簡易的に試算することが可能となる68。経済学における一般的な右下がりの需要曲線と右上がりの供給曲線を想定すると、価格上昇は、需要曲線の右方シフト、または供給曲線の左方シフトによって生じる69。その際、需要曲線のシフトであれば数量は増加するが、供給曲線のシフトであれば数量は減少する。つまり、POSデータの価格が上昇した際、同時に数量も増えていれば需要ショック（需要曲線のシフト）、数量が減少していれば供給ショック（供給曲線のシフト）とみなすことが可能となる。

POSデータにおける217品目分類の価格・数量の動向70を、<1>価格上昇かつ数量増加、<2>価格上昇かつ数量減少、<3>価格低下かつ数量増加、<4>価格低下かつ数量減少の4つのカテゴリーに分割し、それぞれの割合をみたのが第1-3-8図（1）である。例えば、2008～09年にかけての世界金融危機の際には、価格上昇かつ数量増加の割合が低下し、価格低下かつ数量減少の割合が増加しているなど、時期により特徴的な動きがみられる。

上記の4つのカテゴリーのうち価格上昇かつ数量増加、価格低下かつ数量減少は需要曲線のシフト（需要要因）、価格上昇かつ数量減少、価格低下かつ数量増加は供給曲線のシフト（供給要因）に対応しているとみなすことができる。そこで、各品目分類それぞれの価格変化率を、需要要因と供給要因のグループに分けて統合することで、POSデータ全体の価格変化に対して、需要要因と供給要因の寄与をそれぞれ算出することができる。

分析結果を確認すると（第1-3-8図（2））、POSデータの価格変化には需要要因と供給要因の両方が影響していることが確認できる71。例えば、2008～09年にかけての世界金融危機をみると、需要要因の押し下げ寄与が高まっているが、原材料価格の低下等を反映して供給要因も同時に物価を押し下げていることがわかる。また、2013年以降の動向をみると、供給要因は、2015年までは原材料価格や輸入物価の動向等を反映しておおむね押上げに寄与していたものの、2016年以降は押し下げに寄与した。需要要因については、2013～2014年初にかけて押上げに寄与した一方、2016年にはマイナスに寄与した。

このように価格変化と同時に数量変化も確認することで、価格変化の背景が、消費者の購買意欲の変化によるものか、原材料価格の変化によるものか等、POSデータから示唆を得ることが可能となる。ただし、ここで確認ができたのはPOSデータが対象とする日用品・食料品の動きに限られる点には留意が必要である。

●新聞記事のテキストデータは消費者マインドと連動

近年では、デジタル化されたテキストデータの利用が容易になったことから、テキストを用いた分析も活発化している72。定性的な情報を数値データに変換するため、分析手法によって結果が変わり得る等との課題があるものの、POS同様に速報性の高さ等から、既存の分析を補完する分析が可能となることが期待されている73。

ここでは試験的に、消費者マインドに影響を及ぼすことが指摘されているニュース記事のテキストデータを利用して74、消費者マインドとの相関を紙面別に確認するとともに、ニュース記事と消費行動の分析も行うことで、テキスト情報が上記のPOSデータ等の他の分析を補完できる可能性があるのかについて考察する。

具体的には、景気の現状と先行きに対する評価とコメントがセットで利用できる内閣府「景気ウォッチャー調査」を利用し、ディープラーニング（深層学習）の手法として知られるRNN（Recurrent Neural Network）を用いて75、機械にどのようなコメントが景気認識に対して良い・悪いコメントであるのかを学習させた76。なお、学習は現状と先行きで別々に行い、学習の結果、景気ウォッチャー調査の新規コメントに対して93～95％の確率で正しく分類できるようになった77。学習が完了した機械に、2013～17年における18万件以上の新聞記事78を読み込ませ、それぞれの記事がポジティブ（ネガティブ）である確率を算出させる。これにより新聞記事のテキストデータを数値化することが可能となり（以下、作成した指標を「新聞センチメント指数」という。）、消費者マインドとの相関をみることができる。

経済面、社会面、政治面などの紙面別に新聞センチメント指数を作成し、消費者態度指数との相関をみると（第1-3-9図）、景気ウォッチャー調査の先行きで学習させた「経済面」、「マーケット商品面79」の新聞センチメント指数との相関が0.6と高くなっている。同じ「経済面」でも景気ウォッチャー調査の現状で学習させると、相関が半分程度になることから、消費者マインドは見通しも踏まえて形成されていることが示唆される。また、対象記事全体では相関が低いことから、消費者マインドは経済面に掲載されるような全般的な経済情勢の変化や、マーケット商品面に多く見られる価格変化等、特定の情報に影響を受ける傾向があると考えられる。

●センチメントの改善より悪化が消費に大きな影響の可能性

POSデータ同様、上記で作成した新聞センチメント指数の強みとして高頻度であることが挙げられる。この強みを活かし、1週間程度の短期間内における新聞センチメントの変化と消費行動（POSの売上高の変化）の関係性について分析を行う。その際、ポジティブなニュースとネガティブなニュースとでは消費者マインドに対する影響は異なるとの研究結果もあることから80、新聞センチメント指数が前週と比較してプラス方向、マイナス方向に変化した際の影響を分けて（非対称性を考慮して）分析する。

まず、217品目分類のPOSデータ（売上高）のうち、消費者マインドの変化に敏感な品目を抽出すべく、新聞センチメント指数が利用可能な2013〜17年において、消費者態度指数と相関が高い上位10品目を選定した（第1-3-10図（1））。これら10品目のそれぞれの売上高変化と、非対称性を考慮した新聞センチメント指数の変化を週次ベースで回帰分析を行い81、新聞センチメント指数が改善した場合と悪化した場合とで、消費行動に与える影響が異なるかを検証する。新聞センチメント指数は、消費者態度指数との相関が高かった景気ウォッチャーの先行きコメントで学習させた経済面とマーケット商品面の2つを使用する。

10品目の推計結果のうち、新聞センチメント指数が1標準偏差変化した時のPOS売上高の変化が有意であった品目をプロットした（第1-3-10図（2）（3））。経済面では10品目のうち5品目、マーケット商品面では10品目のうち6品目で両者の間で有意な関係がみられた。プラスの方向とマイナスの方向を比較すると、両方が有意になったすべてのケースにおいて、マイナスの方向の係数が高くなっている。また、プラスの方向のみが有意になったケースは1つのみだが、マイナスの方向が有意になったケースは3つあり、総合すると新聞記事の内容がネガティブに変化した場合の方が購買行動に与える影響が高い可能性が示唆されている。

上記の分析を踏まえると、新聞等のテキストデータについても経済分析に対して有用な情報をもっている可能性がある。今後、POSデータに加え、こうしたテキスト情報も活用することで、ナウキャストの精度を向上させ、より迅速かつ的確な景気把握が可能となると考えられることから、引き続き、研究を進めていく必要がある。



（40）ここでのECとは「受発注がコンピュータネットワークシステム上で行われること」と定義されている。詳細は経済産業省（2018）を参照。

（41）総務省「通信利用動向調査」。また、藤田他（2018）は、2012年と2017年のサービス支出額を比較し、「通信料」の増加幅が最も大きく寄与しており、その要因として移動電話通信料やインターネット接続料の増加があることを指摘している。

（42）具体的には、13個の説明変数を利用して、サンプルの分割を繰り返し、分類目的（ネットショッピングの利用）の予測誤差を小さくしていく手法である。詳細は付注1-6を参照。

（43）総務省（2016）より、ネットショッピングを利用する理由やメリットの回答割合をみると、実店舗に出向かなくても買い物ができることが1位、24時間いつでも買物ができることが2位となっている。

（44）データは総務省「平成28年社会生活基本調査結果」を用いた。ここでは調査指定日において、ネットショッピングに使用した時間（商品やサービスを選んでいる時間を含む）があれば、ネットショッピングを利用したと解釈した。推計結果の詳細は付注1-6を参照。

（45）フルタイム・フレックスは、1週間のあらかじめ決められた労働時間が40時間程度の勤務。短時間勤務は、1週間のあらかじめ決められた労働時間がフルタイム・フレックスの人より短い勤務。

（46）総務省（2016）より、ネットショッピングを利用する理由やメリットの回答割合をみると、実店舗よりも安く買えることが3位、品揃えが豊富であることは4位となっている。

（47）支出金額の比較対象となる財・サービスと、ネット利用で購入した財・サービスとは、データの制約上、必ずしも対応していないことには留意する必要がある。例えば、家電であれば、支出金額の比較対象となるのは、冷蔵庫、エアコン、テレビ等の10品目であるが、ネット利用で購入した家電の有無はこの10品目に限らず、家電全般が対象となる。詳細は付注1-7を参照。

（48）GMOリサーチ（2017）「ネットショッピングに関する実態調査」（2016年12月調査）によると、ネットショッピング1回あたりの平均購入金額は、男女ともに「2,000～4,000円未満」が最多であり、比較的小さな金額の買物が多いことが指摘されている。

（49）Cavallo（2017）は、日本を含む10か国において、同じ商品のオンライン価格と実店舗価格を調査し、10か国合計で両者の価格が同じ商品割合は72％、オンライン価格の方が安い商品割合は18％、オンライン価格の方が高い商品割合は11％であったと報告している。調査時期は2014年12月～2016年3月。

（50）消費者庁（2016）は、オンラインで旅行予約する理由として、価格面よりもいつでも予約できるという利便性を評価する傾向があると指摘しており、ネット利用により旅行予約を行う動機は必ずしも価格ではないことが考えられる。

（51）サンプル数の関係から60～69歳と70歳以上の世帯主については統合して計算している。

（52）より具体的な事例は、総務省（2017）等を参照。

（53）ネットオークションは、オークション方式により入札完了期日になって最終的な価格が決定されるが、フリマアプリは、出品者が価格を提示し、買い手が応じれはその時点で取引が成立する等の相違点がある（経済産業省、2018）。

（54）リサイクル通信（2018）「（意識調査）フリマアプリ利用実態」によると、若い世代ほどフリマアプリの利用率が高く、10代女性の42.4％が現在利用していると回答しているほか、フリマアプリを使う理由としては、出品・購入共に「方法が簡単・シンプルだから」との回答が最も高い。

（55）メルカリ（2018）「「フリマアプリ利用者と非利用者の消費行動」に関する意識調査」によると、20代の半数以上は中古品に対して抵抗を感じていないほか、フリマアプリ利用者は非利用者と比較して「一時的に必要なものはレンタルなどで済ませたい」との回答割合が高い傾向にある。

（56）Van Welsum（2016）。

（57）本稿におけるビッグデータ・機械学習を利用した分析は概要のみを記載しているため、データや分析方法等の詳細は小寺他（2018）を参照されたい。

（58）日経メディアマーケティング株式会社が独自に収集しているPOSデータを利用している。1989年4月以降の日次データ。

（59）岡崎・敦賀（2015）を参照。

（60）内閣府「国民経済計算」によると、「食料・非アルコール飲料」及び「アルコール飲料・たばこ」が国内家計最終消費支出に占める割合は2016年で18％程度である。

（61）例えば、日本銀行（2016）のBOX4等。

（62）売上高は曜日により大きく金額が異なるため、POSデータの売上高・前年比の計算においては、同じ曜日で比較するために364日前比を用いている。

（63）雨の日の定義は第1-3-6図の備考2を参照。

（64）グラフからは判別しづらくなっているが、土曜日の雨の日の値は▲0.003％である。

（65）具体的には、平均気温、最高気温、最低気温、降雪量のデータを利用した。

（66）勾配ブースティングとは、目的変数の誤差に対して弱い予想モデル（ここでは線形モデル）の訓練を繰り返し行い、推定したモデルの結果を組み合わせることで最終的な予測モデルの推計精度を高める手法である。なお、分析においては、様々な機械学習の手法（ランダム・フォレスト等）を試したが、勾配ブースティングの精度が最も高かった。

（67）例えば、今回分析に利用したPOSデータは217品目分類の日次の前年比を単純平均により月次化したデータであるため、品目間や曜日間のウェイトが考慮できていない。

（68）分析に当たっては渡辺（2016）を参考にした。また、価格データは、購入価格の前年比（T指数）。指数の作成方法は、渡辺・渡辺（2013）を参照。

（69）ここでは簡素化のため、シフトするのは需要曲線か、供給曲線のどちらか一方のみと仮定する。

（70）価格・数量の変化は、3か月移動平均の前年比前月差により判断している。

（71）2005年1月～20018年3月の期間を通してみると供給要因の寄与が平均6割程度と相対的に大きくなっている。

（72）例えば、塩野（2018）、五島他（2017）等。

（73）岡崎・敦賀（2015）。また、Shapiro et al.（2018）は、ニュース記事から作成した指数をモデルに加えることで予測力が向上したと報告している。

（74）Doms and Morin（2004）等。

（75）具体的には、LSTM（Long Short Term Memory）層を導入したRNNを用いている。詳細は岡谷（2015）等を参照。

（76）景気ウォッチャー調査における「変わらない」を除き、「良い、良くなっている」をポジティブ、「悪い、やや悪くなっている」をネガティブとして学習させている。

（77）この正答率は山本・松尾（2016）による先行研究と同程度である。

（78）対象とした新聞記事は日本経済新聞（朝刊）である。ただし、消費者マインドに関係が薄いと考えられる分類の記事は除いている。

（79）例えば、肉の卸売値やチャーター料の変化等、価格変化の記事が多い。

（80）例えば、Soroka（2006）等。

（81）POSデータの売上高・前年比を被説明変数とし、説明変数に新聞センチメント指数、消費税ダミー等を使用して、1期までのラグ項も加味した回帰分析を行なっている。
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第4節　財政金融政策の動向

アベノミクスの3本の矢は、6年目を迎えた。これまでの取組により、デフレ脱却に向けた局面変化がみられる。ただし、再びデフレに戻るおそれがないという意味で、デフレ脱却には至っていない。ここでは、財政・金融政策の動向を概観することで、これまでの政策がどのように実体経済に影響を与えてきたのか分析するとともに、今後の課題について明らかにする。

1　金融政策の国際比較及び実体経済への波及

日本銀行は、2013年1月に消費者物価の前年比上昇率2％の「物価安定の目標」を導入し、政府と日本銀行の共同声明82にもあるように、この目標をできるだけ早期に実現することを目指している。そのもとで、日本銀行は、2013年4月に導入された「量的・質的金融緩和」において、累次の緩和強化策を行い、その後も2016年1月に「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」、同年9月に「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」を導入し、大規模な金融緩和の取組を続けている。一方、欧州やアメリカにおいても、世界金融危機以降、中央銀行による長期国債等の資産買入れやフォワードガイダンス等の政策を柱とする、いわゆる非伝統的金融政策がとられてきたが、物価上昇率が緩やかに高まりつつあるアメリカでは、いち早く金融緩和政策の転換が図られるようになっている。本項では、日米欧の最近の金融政策の動向を比較するとともに、実体経済への波及についてみていく。

●各中央銀行ともに非伝統的な金融政策を実施

我が国は1999年2月に「ゼロ金利政策」、2001年3月に「量的緩和政策」と世界に先駆けて非伝統的金融政策83を導入したが、リーマンショック以降、アメリカのFED（連邦準備制度）、欧州のECB（欧州中央銀行）等においても、短期金利の水準が0％近傍まで低下し、従来の短期金利をターゲットにした政策金利操作の余地がなくなる中で、資産買入れやフォワードガイダンスからなる非伝統的な金融政策がとられている（付表1-12）。

日本や欧米の中央銀行でとられている非伝統的金融政策手段は、国債を含む大規模な資産購入によって、長めの金利まで含めて資金調達コストの低下、国債など安全資産から貸出やリスク資産への運用のシフト（ポートフォリオ・リバランス効果）を促すとともに、「フォワードガイダンス」の実施によって、先行きの金融政策運営に対するコミットメントを明確にすることを通じて、経済活動の活性化と予想物価上昇率の引上げを図ることを目指していると考えられている。具体的には、中央銀行による資産購入について、国債に加え、FEDでは住宅公社債などのMBS、日本銀行はETF、J-REITなど幅広い資産の購入を行っている。こうしたことによって、長期資産を保有することに伴うプレミアム（タームプレミアム）を抑制し、企業や家計の資金調達コストを幅広く低下させるとともに、国債など安全資産から貸出やリスク資産への運用のシフトを促進し、経済活動を活性化することが期待される。

また、日本や欧州の中央銀行ではマイナス金利も導入されている。日本銀行の場合、2016年9月からはイールドカーブ・コントロールが導入されており、マイナス金利や国債の買入れと合わせて、より緻密にイールドカーブをコントロールすることが企図されている。

「フォワードガイダンス」は、人々の予想に働きかける手段として、先行きの金融政策運営に対するコミットメントを明確にすることで、将来の予想物価上昇率を引き上げ、実質金利を一段と低下させる効果が期待される。

日本銀行においては、2016年9月にオーバーシュート型コミットメントが採用され、消費者物価（コア）の前年比上昇率の実績値が安定的に2％を超えるまで、マネタリーベースの拡大方針を継続するとしている。また、アメリカのFEDにおいては、FOMCメンバーによる利上げ予想の状況を公表しているほか、ECBでも債券購入プログラムの継続期限や金融政策の今後の方針について公表している。

日米欧ともに非伝統的な金融政策を実施してきたが、FEDでは政策金利の引上げを2015年12月以降順次行っており、さらにバランスシートの縮小84を開始するなど、これまでの金融政策を転換しつつある。また、ECBにおいては資産購入プログラムを2018年10月以降、月額150億ユーロに減額の上、2018年12月末まで実施し、その後終了する予定であることが2018年6月に表明された。一方、日本銀行では依然として金融緩和政策が継続されているなど物価上昇の状況に応じて各地域間で金融政策のスタンスに違いもみられている。

●各中央銀行ともにバランスシートは拡大

日米欧ともにリーマンショック以降、中央銀行のバランスシートは拡大を続けた。日本銀行においては、2013年4月の「量的・質的金融緩和」の導入後、長期国債を中心に大幅に増加し、長期国債だけで400兆円近い規模となっている（第1-4-1図（1））。またFEDでも2008年11月の大規模資産買入れ（LSAP）以降、長期国債やMBSなどを中心にバランスシートは大きく増加したが、2014年1月以降は大規模資産買入れのペースを減額し、さらに2017年10月以降は、FEDが保有する米国債やMBSの償還に際して一部は再投資せずに、バランスシートを縮小させている（第1-4-1図（2））。ECBにおいては、2015年1月に資産買入れ政策導入を決定し、ユーロ圏の投資適格の国債などを中心にバランスシートが急速に拡大したが、2017年4月以降は資産購入を継続しつつも買入れ金額を減額させている（第1-4-1図（3））。

日米欧の中央銀行バランスシートの規模をみると、金額ベースではいずれも2008年の金融危機当時と比べて4倍から5倍程度に拡大しているが、FEDの場合は2015年以降バランスシートの規模がほぼ横ばいで推移しているのに対し、日本銀行、ECBの場合はともに規模が拡大を続けている。また、これら中央銀行のバランスシートの規模を対GDP比でみると、FEDやECBでは2008年の水準がそれぞれ9.1％、12.2％と比較的小さかったこともあり、2017年時点でも、それぞれ対GDP比23.2％、27.8％の規模にとどまっているのに対し、日本銀行は2008年時点で既にGDP比21.6％に達していたこともあり、2017年にはGDP比100％に迫る規模となっている（第1-4-1図（4））。

なお政策金利の推移をみると、各中央銀行ともに金融危機以降はいわゆるゼロ金利政策をとっていたが、FEDについては2015年12月に利上げを開始し、2018年6月時点でFF金利の誘導目標は1.75～2.00％となっている（第1-4-1図（5））。一方、日本銀行やECBにおいては市場の短期金利は0％近傍にあるほか、中央銀行にある超過準備額あるいはその一部にマイナス金利を導入するなど金利面でも違いがみられる85。

●アメリカに比べ、日本の賃金及びサービス物価の伸びは緩やか

リーマンショック後、日米欧ともに経済の低迷とともに物価についても伸びが一時マイナスとなった。各中央銀行の金融政策もあり、世界経済は緩やかに回復し、物価についても緩やかに上昇しているが、アメリカに比べ日欧の物価上昇率は低く、それが金融政策の動向の違いに現れている。

日米欧の物価の動向を財とサービスに分けてみると、財の物価については貿易を通じて途上国から安価な財を輸入できることもあり各地域ともに低い伸びとなっており、大きな差はない（第1-4-2図（1））。一方、サービス物価については、国内の需給要因や人件費の動向を強く反映するため、各地域で違いが出ており、日本のサービス物価上昇率が0％台半ばで推移しているのに比べて、アメリカは2％程度と高い伸びで推移しており、欧州ではその中間の1％程度で推移している。こうしたサービス物価の動向の違いが各地域の物価全体の動向の差にもつながっている。サービス物価の動向については人件費の動向に大きく影響されるため、各地域の賃金の動向をみると、日本は欧米に比べ賃金の伸びが緩やかなものにとどまっており、このことがサービス物価の伸びの低さ、ひいては物価全体の伸びの低さにつながっていると考えられる（第1-4-2図（2））。

このことからも今後の金融政策の動向をみるうえでも物価に加え、賃金の動向も重要であるといえよう。

●日本銀行の国債保有が大きく増加

日本銀行による金融緩和政策の効果は、予想物価上昇率の引上げに加え、資金調達コストの全体的な低下による貸出やリスク資産の増加等を通じて、経済活動を活性化することによって現れてくると考えられる。予想物価上昇率の動向については、第2節において詳細に分析されているので、ここでは、金融緩和政策によって民間金融機関のバランスシートがどのように変化したか、特に銀行の貸出が増えているかを分析するとともに、日欧におけるマイナス金利政策が貸出等に与える影響の違いに焦点を当てて分析する。

まず、民間金融機関のバランスシートの動向をみると、日本銀行の長期国債などの資産買入れの対象が、主に民間金融機関が保有する資産であったことから、民間金融機関の保有する国債を含む債務証券は2013年以降大きく減少している。この結果、日本全体の資金循環の中でみた国債保有の日本銀行の割合は2012年の1割程度から2017年には4割超となったのに対し、民間金融機関の割合は同時期に4割弱から2割弱まで低下しており、国債保有に占める両者の位置づけがこの5年間で逆となっている（第1-4-3図（1）（2））。

民間金融機関のバランスシートの動向に戻ると、民間金融機関は日銀当座預金を増加させており、日銀当座預金と現金等を合わせた残高は2017年で529兆円と全体の約27％となっている（第1-4-3図（3）（4））。同時に、民間金融機関は貸出についても緩やかに増加させており、2012年から2017年にかけて106.2兆円増えて貸出残高は778.7兆円となっている。その他のリスク資産については、対外証券投資の残高が2012年から2017年までで16.5兆円増加したほか、対外直接投資は5.9兆円増加した。

●中小企業の設備投資向けの貸出しが大きく増加

このように、民間金融機関の貸出しは緩やかながら着実に伸びているが、ここでは具体的にどの貸出先で伸びているかを民間金融機関の設備投資資金向け貸出残高の推移で確認する。

製造業向けの貸出は、規模としては全体の1割弱に過ぎないが、近年の設備投資の好調さを背景に輸送用機械、食料、電気機械など幅広い分野で貸出残高が増加している（第1-4-4図（1））。非製造業向けの貸出は全体の9割超と大きな割合を占めており、伸びとしても前年比6％程度で増加している。分野別にみると不動産業向けで大きく伸びているのが特徴であるが、自由化の影響を受けている電気・ガス、インバウンド需要が好調な飲食・宿泊や運輸なども増加している（第1-4-4図（2））。

企業規模別の動向を確認すると、大企業では製造業、非製造業ともに伸びが低迷しているが、中小企業では製造、非製造業問わず増加している（第1-4-4図（3）（4）（5）（6））。これは大企業では社債や株式などで調達できるのに対し、中小企業では銀行借入れへの依存度が高いことが背景にあると考えられる。なお中小企業の非製造業では、ほぼすべての業種で残高が増えているものの、伸びの多くが個人による貸家業を含む不動産業であることには留意が必要である。また、貸出残高の構成比をみると中小企業の非製造業が8割と圧倒的に高く、大企業の非製造業も1割程度と他に比べ高い（付図1-13）。

●日本は預金金利の低下幅が限られ預貸スプレッドが低下

最後に、日欧の中央銀行が導入しているマイナス金利の効果について確認する。マイナス金利政策とは、民間金融機関が中央銀行に預ける預金である当座預金に付与される金利の一部をマイナスとすることであり、短期金利のみならず長期金利も押し下げる効果86が期待される。

実際、日欧の銀行の貸出金利を見ると、日本ではマイナス金利が導入された2016年1月以降、ユーロ圏では同じく2014年6月以降、銀行の貸出金利が一段と低下し、マイナス金利政策は企業の資金調達コストの低下という効果を一定程度もたらしている（第1-4-5図（1）（2））。銀行の貸出残高の動向をみると、日欧ともに貸出残高は堅調に伸びている。貸出先の内訳をみると、ユーロ圏では非金融法人への貸出が伸びず個人向けに偏っているのに対し、日本では個人向けに加えて、中小企業向けについても堅調に貸出残高が伸びている（第1-4-5図（3）（4））。

ただし、マイナス金利の副作用として、金融機関の収益への懸念が指摘されることが多い。そこで、金融機関の収益への影響について日欧の状況を比較するために、貸出金利から預金金利を引いた預貸スプレッドをみると、預金金利の引下げ余地のあったユーロ圏では貸出金利の低下とともに預金金利も低下したため預貸スプレッドの低下はわずかにとどまり、水準としても依然として2％程度を保っている。一方、日本はマイナス金利導入前から預金金利が低位で推移したため、貸出金利の低下ほど預金金利を下げることができず、もともと低かった預貸スプレッドがさらに低下し、金融機関の収益を下押しすることとなっている87。（前掲第1-4-5図（1）（2））

現時点では、日本の金融機関は十分な資本基盤を有しており、ただちに問題となることはないと考えられるが、低金利環境が金融機関の経営体力に及ぼす影響は累積的なものであるため、こうしたリスクには注意が必要である。また、国内預貸業務の収益性は、趨勢的に低下しており、人口減少が続く中、金融機関の収益性の問題はより厳しくなると見込まれている。金融機関、特に地方金融機関においては、地域経済・企業への支援強化、FinTechを含む金融ビジネスでのITの活用などを通じて、他の金融機関が提供する金融サービスとの差別化を図るなどの収益力強化の取組を進めるとともに、経営効率化向上も進めていく必要がある。

2　経済・財政一体改革への取組

政府は「経済再生なくして財政健全化なし」を基本方針とし、経済と財政の一体的な再生を目指す「経済・財政一体改革」を推進している。本項では、「経済・財政一体改革」の取組の状況を国際比較も行いつつ概観する。

●2025年度のPB黒字化を目指す

我が国では2015年6月に「経済・財政再生計画」を閣議決定し、財政健全化目標とその達成シナリオ等を定め、主要分野の改革の方向性を具体化するとともに改革の時間軸を明確化するため、「改革工程表」を策定し、取組を進めてきた。「経済再生なくして財政健全化なし」を基本方針とし、「デフレ脱却・経済再生」、「歳出改革」、「歳入改革」の3本柱の改革を一体とした「経済・財政一体改革」を推進してきた。特に、財政の大宗を占める社会保障制度を持続可能なものとするため、政府はもとより広く国民全体が参画する社会改革として、国民や企業等の意識、行動を変えることを通じて、歳出抑制と歳入増加を目指してきた。

また、歳出改革については、公的ストックや民間資金の有効活用等により、供給面（潜在成長率）を強化し、需要面では、公共サービスと一体的に生み出される新たなサービスを創出することを通じて経済再生を強化することを狙いとするなど、「経済再生なくして財政健全化なし」の基本方針に基づいた取組を進めてきた。

こうした取組により、国・地方の税収は、2018年度見込みで102.5兆円と、2012年度本予算に比べ約24兆円増加し、過去最高の水準を更新する見込みである。2014年4月の消費税率の5％から8％への引上げによる消費税収の増加、過去最高の企業収益による法人関係税収の増加、雇用や賃金の改善、株主還元の強化が進む中での所得関係税収の増加が寄与している。

特に、2012年度から2015年度までは、世界金融危機からの経済の立ち直りの中で、法人の繰越欠損金額の縮小に伴う課税ベースの拡大、株価上昇に伴う譲渡所得の増加等から、国・地方の税収は（消費税率引上げによる影響を除いて）11.2％増加し、GDPの6.6％の伸びを大きく上回った。この税収増や歳出効率化の取組等を反映して、2013年度に安倍内閣で目標とした、「2015年度までに2010年度に比べPB赤字対GDP比を半減する」という目標は達成され、PB赤字対GDP比は2010年度▲6.3％から2015年度▲2.9％へと縮小した（第1-4-6図）。

その後、2016年度においては、世界経済の成長率の低下などによる税収の減少や「未来への投資を実現する経済対策」による歳出増等の影響から、PB赤字対GDP比は▲3.0％となり、2017年度も▲2.9％程度となる見込みである。さらに、2017年12月に閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」において、人づくり革命の安定的財源を確保するため、2019年10月に予定されている消費税率引上げ分の使い道を見直すこととした。こうした要因等により、国・地方のPBの黒字化の達成時期に影響が出ることから、2020年度のPB黒字化目標の達成は困難となった。

2018年3月の経済財政諮問会議で報告された「経済・財政一体改革の中間評価」では、集中改革期間における改革努力のメルクマールとして設定された目安である2018年度のPB赤字対GDP比▲1％程度に対して、2018年度の見込みは▲2.9％となっており、当初想定よりも進捗に遅れがみられるとした。「中間評価」では、こうした進捗の遅れの要因として、（1）世界経済の成長率の低下などもあって、日本経済の回復がこれまでの想定よりも緩やかになっていることから、税収の伸びが当初想定より緩やかだったこと、（2）消費税率引上げが2017年4月から2019年10月に延期されたこと、（3）過年度の補正予算による歳出増の影響を挙げている。

こうした状況の変化を踏まえ、「経済財政運営と改革の基本方針2018」、いわゆる「骨太方針2018」において「新経済・財政再生計画」を策定した。同計画においては、引き続き、「経済再生なくして財政健全化なし」との基本方針を堅持し、「デフレ脱却・経済再生」、「歳出改革」、「歳入改革」を加速・拡大することとしている。財政健全化目標については、「経済再生と財政健全化に着実に取り組み、2025年度の国・地方を合わせたPB黒字化を目指す。同時に債務残高対GDP比の安定的な引下げを目指すことを堅持する。」としている。

●主要国は財政健全化目標を設定し、進捗状況を評価

これまで見た通り、我が国では財政健全化目標を設定し、経済情勢等を踏まえながら目標の達成状況を点検し、新たな計画として「新経済・財政再生計画」を策定した。こうした財政健全化の目標設定や評価については我が国だけでなく、多くの主要先進国でも取組が行われている（第1-4-7表）。財政健全化目標の設定の仕方をみると、各国ともに毎年度のフローである財政収支について対GDP比で目標を設定するとともに、ストックにあたる債務残高についても対GDP比での目標を設定し、財政健全化に向けた取組を進めている。また、財政健全化計画の進捗状況の評価については、毎年1回ないし2回程度行われ、それが次年度以降の健全化計画や予算策定に反映されるような仕組みがとられている。

主要国の財政状況（一般政府ベース）をみると、世界金融危機後に基礎的財政収支が大きく悪化したが、その後は経済の回復もあり多くの主要国で改善している（第1-4-8図）。ただし、ドイツやイタリアでは基礎的財政収支が黒字であるのに対して、その他の主要国は依然として赤字で推移している。また債務残高の対GDP比率についてドイツは低下傾向にあるもののその他の国では高止まりしており、特に我が国の水準は主要先進国の中で非常に高い水準となっている。

●高齢化により社会保障費は上昇傾向

主要国の歳出の状況（一般政府ベース）を比較すると、世界金融危機直後に大きく増加したが、その後は低下しており、各国ともに世界金融危機前の水準に戻りつつある（第1-4-9図）。我が国は主要国の中では歳出の対GDP比はアメリカとともに低い水準にある。

主要項目別に歳出をみると、高齢化の進展もありドイツ88を除きほとんどの国で社会保障費の対GDP比は上昇傾向となっている。また公的固定資本形成の対GDP比については、各国ともに低下傾向にあり、1990年代に累次の経済対策で大きく上昇した我が国も近年では低下しているが、欧米諸国との比較で、引き続き高い水準にある。

なお、前項で見た通り、世界的な低金利環境もあり各国の利払い費の対GDP比は低下傾向で推移している。我が国も膨大な債務残高がありながら低金利のために利払い費は低位にとどまっており、国債の償還期間も長期化している。ただし、今後、景気回復によって物価上昇率が高まり、金利が上昇する局面に入る場合には、利払い費の増加リスクに対しては留意が必要である。

●我が国の税収総額の対GDPは上昇傾向にあるが、欧州の主要国に比べると低い水準

次に歳入の動向（一般政府ベース）を対GDP比でみてみよう（第1-4-10図）。我が国の税収総額の対GDP比は一時15％程度まで低下したものの、景気回復の効果や消費税率引上げの影響もありこのところは20％弱にまで上昇している。ただし、欧州の主要国に比べると税収総額の対GDP比は依然として低い水準にある。これは個人所得税収や消費税収が欧州に比べて低いことに加え、相対的に高かった法人税収も税率の引下げやバブル崩壊後の景気の低迷によって落ち込んできたことが主な要因である。

我が国の税収の動向を税別にみると、法人税収については、世界金融危機後に大きく落ち込んだが、その後は景気回復局面における一時的な繰越欠損金解消効果もあり、増加傾向にあった。また、消費税収については、消費税率を1997年と2014年に引き上げたこともあり傾向的には上昇している。個人所得税収については、2000年代以降横ばいで推移してきたが、近年は景気回復による勤労所得の増加や金融資産価格の上昇に伴う財産収入の増加もあり、増加傾向にある。

●財政健全化に向けた今後の取組

「経済財政運営と改革の基本方針2018」では、既に述べたように、2025年度のPB黒字化や債務残高対GDP比の安定的な引下げを目指すことが決められたが、こうした財政健全化目標の達成に向けた取組の進捗状況を確認するため、2025年度の目標年までの中間年である2021年度にPB赤字の対GDP比は1.5％程度、債務残高の対GDP比は180％台前半、財政収支赤字の対GDP比は3％以下という中間指標を設定し、進捗を管理するためのメルクマールとしている。こうした財政再建に向けては、潜在成長率を引き上げるとともに、実質2％程度、名目3％程度を上回る成長を実現することが必要である。また、費用対効果など客観的なデータに基づく予算のメリハリや予算の質の更なる向上を図るとともに、社会保障の質を高めつつムダを省き、給付と負担のバランスの取れた全世代型の社会保障制度の構築に向けた取組を進めていくことなどが重要である。



（82）2018年4月9日の黒田日銀総裁の再任にあたり、共同声明の堅持を確認した。

（83）伝統的な金融政策手段は金融市場調整による政策金利のコントロールを通じて行われるが、景気後退が長期化し政策金利が事実上0％に達したもとで、さらに金融緩和効果を追求する政策を非伝統的な金融政策という。

（84）満期の到来した債券の再投資を減少させることを通じて行っている。

（85）日本銀行の政策金利については、「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」のもと、金融機関が保有する日銀当座預金を3段階の階層構造に分割したうえで、それぞれの階層に応じてプラス金利、ゼロ金利、マイナス金利が適用されている。具体的には、日銀当座預金を、<1>2015年1～12月積み期間における当座預金の平均残高から所要準備額を控除した「基礎残高」、<2>所要準備額や貸出支援基金等の平均残高、マクロの当座預金増加を勘案したマクロ加算額などの合計額である「マクロ加算残高」、<3>当座預金残高のうち<1>と<2>の合計を上回る金額である「政策金利残高」の3段階に分割し、そのうえで、<1>に＋0.1％、<2>に0％、<3>に▲0.1％の金利を適用されている。またECBの政策金利については、<1>中銀預金金利、<2>メイン・リファイナンシング・オペレーション金利、<3>限界貸出金利の3つである。具体的には、<1>中銀預金金利は、民間銀行がユーロシステムに余剰資金を一時的に預ける際に適用される預金金利で、2014年6月に開催された欧州中央銀行政策理事会でマイナス金利の適用開始を決定（2018年6月時点では▲0.4％）、<2>メイン・リファイナンシング・オペレーション金利は、市場金利の誘導目安となっているほか、ユーロシステム（ECB及びユーロ圏内の中央銀行）が行う公開市場操作のための金利（同0.0％）、<3>限界貸出金利は、金融機関がユーロシステムから流動性供給として貸出を受ける場合に適用される貸出金利である（同0.25％）。

（86）理論的には例えば、マイナス金利が将来にわたり継続されると人々が予測する結果、現在から将来の短期金利の平均値である長期金利が押し下げられること、また短期の金利が低いため、少しでも利率がある長期の債券に買いが集まるために長期金利も下がることなどが考えられる。

（87）ただしユーロ圏においても預金金利が低位となっているため、さらなるマイナス金利の深堀などにより貸出金利が一層低下した際には金融機関の収益を大きく下押しする可能性がある点には留意する必要がある。

（88）ドイツでは、シュレーダー政権で2004年に少子高齢化の進行を加味する年金給付としたほか、診察費用の自己負担の拡大等を通じて医療費を抑制している。この結果、高齢化が進展する中でも社会保障支出を抑制している。



















第1章　景気回復の現状と課題　第5節








第5節　本章のまとめ：潜在成長率の向上へ

本章では、戦後最長に迫る今回の景気回復の特徴を概観するとともに、その持続性を家計部門、企業部門の様々な観点から確認した。また、GDPギャップの縮小と潜在成長率向上への課題について確認するとともに、デフレ脱却・経済再生に向けた進捗状況について、物価動向やその背景にある賃金動向をはじめとする諸要因の動向を分析した。さらに、第4次産業革命が進展する中で、消費行動の変化やビッグデータ・機械学習等を活用した新たな景気分析手法の可能性について考察した。その上で、財政・金融政策の動向について、国際比較を行いながら概観した。

今回の景気回復が長期化した背景には、世界経済の回復、国内における好循環の進展、技術革新や建設投資の波の到来といった3つの大きな要因が同時に寄与していると考えられる。

第一に、海外経済の動向については、世界金融危機後はじめて先進国及び新興国経済が同時に順調に回復しているとともに、第4次産業革命が進む中で、我が国が比較優位を持つ情報関連財の需要が世界的に伸びていることが、我が国経済にとって追い風になっている。今後についても、世界経済の緩やかな回復が続くことが見込まれているが、通商問題の先行き、アメリカの金利引上げが世界経済に及ぼす影響、英国のEU離脱交渉の動向等の影響、リスクには、十分留意していく必要がある。

第二に、国内における好循環については、少子高齢化により生産年齢人口が減少する中、女性や高齢者の活躍の促進により就業者数が大きく伸びるとともに、緩やかな賃上げが実現することで雇用・所得環境が着実に改善し消費が持ち直している。

第三に、技術革新と建設投資については、第4次産業革命という大きな技術革新の波の到来に対応し、新商品開発や新技術導入のための投資が進んでいることに加え、建設投資についても、都市の再開発、訪日外国人客の増加に対応した宿泊施設の増設、電子商取引の拡大による物流施設の拡大といった多方面にわたる投資需要が押し寄せている。こうした要因は、構造的な変化を反映した側面を持っており、今後も経済成長をけん引していく可能性が高いと考えられる。

今回の景気回復局面と戦後最長の景気回復であった2000年代の第14循環を比較すると、2000年代の回復は相対的に外需への依存が高く、住宅投資や公需がマイナスに寄与していたのに対し、今回の景気回復局面ではほぼ全ての需要項目がプラスに寄与し、バランスの取れた成長となっており、景気回復の頑健性は高いとみられる。また企業収益についても、2000年代の回復時と比較すると、今回の回復局面では大企業や製造業だけでなく、中小企業や非製造業を含め幅広く企業収益が改善している。また地方経済の動向を見ても、2000年代にはばらつきがみられたものの、今回の回復局面では、国内需要の回復やインバウンドの増加もあって、全ての地域で改善がみられ、景気回復の効果が中小企業や地方にも及んでいることがうかがえる。

経済の状況を把握する上で重要なポイントであるGDPギャップと潜在成長率の動向をみると、景気回復が長期化する中、GDPギャップはプラスに転じている。潜在成長率は、生産年齢人口の減少や設備投資の伸び悩みなどにより長期的に低下傾向であったが、今回の景気回復局面においては、女性や高齢者の労働参加が増加したことなどもあり上昇に転じている。今後は、一人ひとりの人材の質を高める「人づくり革命」や成長戦略の核となる「生産性革命」などの政策により、潜在成長率をさらに引き上げていくことが重要である。

景気回復の持続性を確認するために、家計部門の動向をみると、個人消費については、雇用・所得環境の改善に加え、消費税率引上げ後の駆け込み需要に伴う反動減や家電エコポイント時の需要の先食いに伴う耐久消費財の調整が終了したこともあり、持ち直している。ただし、所得の伸びに比べると、個人消費の伸びはやや力強さを欠いている面がある。この背景には、低金利環境下で住宅ローンの残高が上昇していることに加え、若年世帯においてモノを持たない傾向や将来に備えた貯蓄性向の高まりなどがみられていること等が影響していると考えられる。こうした観点からは、持続可能な社会保障制度を構築するとともに、若者が将来にわたって安心感を持てる環境を整えていくことが重要である。

また、ネットを通じた消費が年々増加してきているが、ネット消費を利用している世帯や個人の特徴をみると、現状では年齢が一定以下の層で、所得は一定以上あり、仕事のために日中の消費機会が限られている層においてネット消費が活発である傾向がみられる。ただし、ネット消費を利用している人に限れば、高齢者も含めて年齢に関わりなく一定の支出をしていることから、時間や場所を選ばず購入ができるネット消費の利便性がさらに認知されるに従い、ネット消費はさらに拡大していく可能性が考えられる。

分析手法の観点からは、小売のPOSデータといったビッグデータの利用が進んでおり、こうしたビッグデータや機械学習を活用することで、より迅速できめ細かい景気・消費動向の分析ができるようになる可能性が考えられる。

企業部門の回復の持続性については、企業の体質強化の取組もあって企業収益は過去最高となり、損益分岐点比率が大きく低下していることにより、外的ショックに対する頑健性も高まっていると考えられる。他方、人手不足への対応が大きな課題となっている。人手不足感の高い企業の多くは売上や収益が増加しているが、人手不足による事業規模の縮小といった企業経営への悪影響も一部の企業にはみられている。求人と求職のミスマッチが依然としてあることや今後さらに人手不足感が高まる可能性があることを考慮すると、人材育成や省力化投資などによって、企業の生産性を更に高めていくことが重要である。

デフレ脱却に向けた物価の動向については、食料品価格や人件費上昇を反映した個人サービス価格の上昇を背景に、消費者物価は緩やかに上昇しているが、再びデフレに戻るおそれがないという意味で、デフレ脱却には至っていない。国際比較によると、グローバル化が進む中、世界的に財の価格については輸入品との競合等によって上昇しにくいが、サービス価格についてはアメリカなどでは人件費上昇を反映して上昇している。より力強い賃上げを実現することによって、消費者の購買力を高め消費を拡大させつつ、サービス価格を中心に物価が上昇することが望まれる。

賃上げについては、2018年の春季労使交渉では月例賃金や一時金のみならず諸手当込みの総額で3％程度の賃上げを実現した企業もあるなど進展がみられた。他方、一部の企業では、一旦ベアを行うと将来的に引下げが困難になると考えていることや、固定費になりにくい一時金の引上げで対応する傾向もみられる。賃上げの動きをさらに続けていくためには、企業の労働生産性を着実に高めるとともに、技術革新を生産性向上につなげる未来投資を促すことで、賃上げの原資をしっかりと確保することが大きな課題である。

デフレ脱却の実現に向けて、日本銀行は強力な金融緩和策を継続している。国際的に金融政策の動向をみると、世界金融危機後には、日本のみならず欧米でも非伝統的な金融政策をとることで、景気の回復と物価の安定が図られてきた。ただし、米国では物価上昇率が目標とする2％に近づく中で、一足早く出口戦略に取りかかっており、今後の世界経済への影響には留意する必要がある。

財政運営については、国際的にも、世界金融危機によって悪化した財政再建への取組がみられる。我が国においても、経済再生と財政健全化に着実に取り組み、2025年度の基礎的財政収支の黒字化実現に向け経済・財政一体改革を進めていくことが重要である。

















[image: ]



第2章　人生100年時代の人材と働き方








我が国の労働市場は、人手不足への対応に加えて、技術革新や人口動態の変化といった構造的な課題への対応も同時に迫られている。具体的には、情報化の進展を背景に、あらゆるものがネットにつながり（IoT）、人工知能（AI）やロボット等がより高度な作業を担うことが可能となる中で、技術革新を担う高度な人材をいかに育成していくか、また、新技術の導入に対応して働き方を見直し、いかに生産性の向上につなげるかといった課題に対応することが求められている。同時に、少子高齢化が進み、平均寿命が延伸する中で、新技術の活用とワーク・ライフ・バランス（WLB）の促進等により、男女ともに年齢によらずに社会で活躍し、自分にあった仕事を長く続けていくことを可能にする多様な働き方を実現していくことが望まれている。

この章では、上記のような日本の労働市場が直面する技術革新への対応や少子高齢化・人生の延伸に対応した多様な人生設計や働き方の実現に向けて、現状の分析を行うとともに、課題を整理する。

第1節では、技術革新と少子高齢化がもたらす労働市場への影響について、現状の分析と論点の整理を行う。具体的には、新技術の導入による定型的な仕事の代替の可能性、テレワークなど柔軟な働き方の普及、オンラインの仲介で働くフリーランスなど雇用関係によらない働き手の増加といった技術革新による労働市場への影響について分析するとともに、少子高齢化が進む中で、女性・高齢者の就業の現状等について概観する。

第2節では、人生100年時代、技術革新に向けた人材育成に焦点を当てて分析する。今後需要がさらに高まることが見込まれる高いスキルを持った人材を育成するためには、大学等の教育内容、経営の見直し、より効果的な企業内訓練の実施、学び直しができる環境整備が求められるが、その現状や教育・訓練の効果について定量的な分析を行うとともに、それぞれの課題を整理する。

第3節では、少子高齢化を踏まえた多様な働き方の実現に向けて、どのような課題があるのかについて分析を行う。具体的には、柔軟な働き方やワーク・ライフ・バランス等の働き方の見直しが、女性や高齢者の労働参加を促し、いかに生産性を向上させるか等について定量的な分析を行うとともに、多様な働き方の実現に向けた課題を整理する。

最後に、第4節では本章の分析内容を整理し、技術革新・少子高齢化に対応した今後の労働市場の課題を示す。



















第2章　人生100年時代の人材と働き方　第1節








第1節　技術革新・少子高齢化を踏まえた労働市場の課題

本節では、技術革新と少子高齢化が労働市場に与える影響について分析する。まず、技術革新が労働市場に与える影響について、雇用の質（スキル）と量の変化、働き方・就業形態の変化に分けて分析した後、少子高齢化の影響について、女性や高齢者の労働参加が進んでいる状況とその背景について分析する。

1　技術革新が労働市場に与える影響

●技術革新が労働市場に与える影響

近年、情報化の更なる進展やAI・ロボット等の新技術の普及により、これまで機械化が困難であった業務についても機械・システムによる代替が可能となってきたことから、技術革新が雇用にどのような影響を与えるかに関心が高まっている。AI等の技術革新が労働市場に与える影響については様々なものが考えられるが、大きく分けると、<1>AI等の新技術の導入によって業務が機械に代替され雇用が減少する可能性や、定型的な業務を中心に機械による代替が進むことにより、中スキルの雇用が減少し、低スキルと高スキルの業務に二極化が進む可能性、<2>情報通信ネットワークの発達やクラウドの普及により、職場にいなくても仕事をこなすことが可能になり、フレックス勤務やテレワークなど柔軟な働き方が普及する可能性、<3>ネットを通じた労働市場の需給のマッチングの効率性が向上したため、企業が細分化した業務をネット上でマッチした労働者にアウトソーシングを行うことや、相乗りサービスのような役務提供と利用者の間のマッチングが容易に行われることになったこと等により、オンラインの仲介で働くフリーランスなどの雇用関係によらない働き方が普及する可能性が考えられる。

以下では、近年のAI等の技術革新が雇用や働き方にどのような影響を与えるかについて、上記の3つのポイントに焦点を当てて順に分析する。

●技術革新による労働の代替の可能性

技術革新により雇用が機械に代替される可能性については、産業革命以降の技術革新に伴って繰り返し議論がなされてきた問題であり、例えば、19世紀初頭には、機械化により失業することを恐れた労働者が機械打ち壊しを行った「ラッダイト運動」が起こったことは有名である。ただし、技術革新による失業は一時的な影響であり、産業革命により工場労働者等の新しい雇用が創出されたため、労働需要が高い産業に労働者が移動することで、こうした失業は解消されていったことが知られている。

近年のAI等の技術革新が雇用に与える影響についても、様々な研究が行われている。例えば、Frey and Osborne（2013）は、職業別にコンピュータに代替される確率を計算し、アメリカにおいて半数弱の雇用者が代替リスクにさらされていると試算した1。ただし、Arntz et al.（2016）は、各職業でコンピュータが代替できるタスクは一部であり、全てのタスクが代替可能ではないため、職業そのものが代替されると仮定するFrey and Osborne（2013）の推計は過大であると指摘している。

労働者が機械に代替される一方で、自動化に伴う生産性の向上により、新たな雇用が創出されるとの見方もある。例えば、Acemoglu and Restrepo（2018）は、自動化されていない分野について労働需要が増えることや、新しい労働集約的な業務が生まれる等の効果を指摘している2。Lorenz et al.（2015）は、モデルを用いた中期予測を行い、技術進歩による成長率の押上げやその普及状況に左右されるものの、新規創出される仕事が代替される仕事を上回るシナリオを提示している。

また、機械による代替が可能であることと、実際に代替されるかどうかは別問題であり、一つには、機械化のコストが労働者を雇うコストより高い場合、企業が機械化を行うインセンティブはないため、代替は行われない可能性もある。また、利用者の視点から、AIやロボット等によるサービスの提供を消費者が希望するかという点も重要である。森川（2017）の調査では、保育・教育・医療の分野では、ロボットではなく人間によるサービスを希望する割合が高くなっている。

ただし、今後、AI等の価格が大きく低下する可能性があることや、世代交代が進むにつれて人々の意識が変化しサービスも機械による代替が進んでいく可能性も考えられる。また、そもそも日本の場合、少子高齢化が進み、労働力人口が中長期的に減少していく可能性がある中で、機械による労働代替は、むしろ人手不足を補う可能性もある。

他方で、多くの研究が指摘していることは、AI等の新技術の導入により、定型的な業務が代替され、結果として、労働市場が低スキルと高スキルに二極化する可能性である。そこで、まず、1990年代半ば以降のIT技術の普及が、技能レベル別にみて、どのような影響を雇用にもたらしたのかについて整理する。

●IT技術の普及による労働市場のスキルの二極化

OECD諸国において、1995年から2015年のスキル別の雇用者シェアの変化をみると（第2-1-1図（1））、各国において中スキル層の雇用シェアが減少し、低スキル層と高スキル層での雇用シェアが増加するという「雇用の二極化」現象が実際に観察されている。日本においても中スキルの雇用シェアが5.2％ポイント減少しているが、その減少幅についてはOECD平均の9.5％ポイントと比べて小さくなっている。OECD（2017）は、こうした二極化の要因として、グローバル化の影響は明確ではない一方、技術進歩の要因が主に寄与している可能性があると分析している。IT技術により、中間層における定型業務（ルーティンタスク）を代替することが可能となったが、人手が必要な労働や知的労働の仕事は代替することができなかったため、中スキルの労働需要の減少、低・高スキルの労働需要の増加が起こり、労働市場の二極化が進んだと考えられている（山本、2017）。IMF（2017）は、技術進歩が企業に取り入れられてきた背景には、先進国においてIT関連機器や機械設備等の投資コストが低下してきたことを指摘している3。事実、日本、アメリカ、ドイツにおける投資の相対価格の推移をみると（第2-1-1図（2））、長期的には低下傾向で推移していることがわかる。

IT技術と定型業務との関係性については、各国において実証分析が行われており、IT技術が定型業務を代替したことを支持する結果が得られている。この分野における先駆的な研究であるAutor et al.（2003）は、アメリカにおけるIT技術と業務内容の関係性を分析し、IT技術により定型的な業務が減少し、非定型的な業務が増加したとの結果を示している4。日本を対象にした分析ではIkenaga and Kambayashi（2016）や野原（2016）が挙げられ、IT資本が定型業務を代替したことを示唆する結果が得られている。

●定型業務の国際比較

これまでの先行研究を踏まえると、日本においても新技術の影響により定型業務の代替が進んだと考えられる。ただし、どの程度代替が進んだのかについては、国による差異が大きい。第2-1-1図（1）で確認したように、日本はOECD平均と比較して中スキルシェアの低下幅が少ないことを踏まえれば、諸外国と比較して代替が進まなかった可能性が考えられる。この点を確認するために、各国においてITの活用状況と定型業務がどの程度残っているかを分析し、日本の相対的な位置を考察したい。

具体的には、De La Rica and Gortazar（2016）を参考に、OECDが各国の16～65歳の男女を対象に調査を行った「国際成人力調査（PIAAC）」のデータを用いて、仕事でITを使う頻度と定型業務の度合いとの関係性を分析する5。PIAACでは、現在の仕事において、どのような業務や作業を、どの程度の頻度で行っているのかを聞いているため、定型・非定型の業務や作業の頻度を数値化することが可能となる。Autor et al.（2003）を踏まえ、ここでは業務や作業内容を<1>非定型分析・対話型業務（Non-routine abstract（analytic and interactive）tasks）（図表やレポートの理解など認知的な仕事や交渉など他人と相互に関係する仕事）、<2>定型業務（仕事の順番や方法が決められ、新たな知識の吸収を必要としない仕事）、<3>非定型肉体労働業務（Non-routine manual tasks）（肉体労働を行う頻度が高い仕事）の3種類に集約し6、それぞれの業務内容に対応すると思われるPIAACの質問項目を使うことで、各業務内容の頻度が高いとプラスになり、低いとマイナスになるような点数化を行った7。その上で、各国における労働者の定型業務の相対的な大きさを示す指標として、定型業務集約度（RTI：Routine Task-Intensity）と呼ばれる指数を算出した。各個人は、通常、定型業務及び非定型業務の両方を行っていると考えられるが、ここでは、各個人が行う定型業務の頻度から、非定型業務（「分析・対話型業務」及び「非定型肉体労働業務」）の頻度を差し引くことにより、定型業務への相対的な特化度を示すものとしてRTIを計算し、各国におけるRTIを比較した（第2-1-2図（1））。RTIはより定型業務量が多い場合や、非定型業務量が少ない場合に高くなり、概念的には各国における定型業務量を示している。

仕事でITを使う頻度とこのRTIの関係をOECD諸国で比較すると（第2-1-2図（2））、両者の間には負の相関関係があることが示唆される8。仕事でITを使う頻度が高いほど、定型業務が少ないとの関係性が国際比較からも読み取れる形になっている。日本の値をみると、データが利用可能なOECD26か国中、RTIは8番目に高く、仕事でITを使う頻度は下位7番目となっている。日本はOECDの平均と比較して、仕事におけるITの使用頻度は低く、比較的定型業務が多く残っている国であるといえる。一方、アメリカやドイツでは、日本よりITを仕事で使う頻度が高く、定型業務も少ないとの結果となっている。

では、アメリカやドイツと比較した際の日本の定型業務の多さは具体的にはどの職業で生じているのであろうか。この点を確認するため、日本・アメリカ・ドイツの3か国において、職業別にRTIをみたのが第2-1-2図（3）である。いずれの国も職業別にみたRTIの傾向は似ており、管理職、専門職、技能工等の高度なスキルが必要とされる職業においてRTIが低く、運転・組立工、単純作業、事務補助員等でRTIが高くなっている。各国間で比較すると、日本においては、おおむねどの職業においても、定型業務の度合いがアメリカやドイツよりも高くなっており、技能工や管理職等の高スキルが必要とされる職業においても、比較的定型業務が残っている可能性が指摘できる。また、事務補助員のRTIをみると、日本は特に高い値となっており、ドイツ・アメリカの両国と比較しても、国内の他の職業と比較しても業務が定型的との結果が得られている。

アメリカやドイツでは、ITの活用を進めた結果、定型的な業務が減少し、非定型的な業務が多くなったが、日本においてはITの活用・代替はあまり進んでおらず、事務補助員等の職業を中心に定型的な業務が依然として多く残っていることが推察される。この背景として、山本（2017）は、長期雇用を前提とする日本的雇用慣行のある企業では解雇に伴う費用が高いことや、職務内容が明確でない雇用契約のため代替可能なタスクと労働者との対応が複雑になっていること等を指摘している。

さらに、定型業務の度合いは労働時間とも相関しており、スキルの二極化は、労働時間の二極化を引き起こしている可能性がある。日本の労働者を定型業務量（RTI）が低い順に4分割し、それぞれの区分における週当たりの労働時間をプロットすると（第2-1-3図（1））、定型業務が多い（少ない）人ほど、労働時間が短く（長く）なっている傾向があることがわかる。非定型業務は、複雑な問題解決を伴うことが多いため、定型的な業務を行う人と比較して、労働時間が長くなりやすいことがこの背景にあると考えられる。

また、各国においてRTIが1単位減少した（より非定型業務を行うようになった）際に、労働時間が何％増加するかという弾力性を推計すると（第2-1-3図（2））、日本は12.6％と、ドイツの11.6％やアメリカの7.1％と比較して、弾力性が高い傾向にあることがわかる。全般的に定型業務が多い日本では、業務がより非定型的なものになると、長時間労働につながりやすい環境にある可能性が考えられる。このことは、日本において業務の効率化を図るためには、ITの導入によって定型業務を代替すると同時に、マネジメントのあり方や組織の構造を同時に見直すことで、非定型業務の効率性を高める必要があることを示唆している。

●技術革新が労働市場に与える影響：企業からの視点

これまでの技術進歩は、定型業務の減少と非定型業務の増加という労働市場の変化をもたらしたと考えられるが、日本では相対的にIT活用が進んでおらず、この影響が限定的であった可能性について指摘した。では、AIの活用など今後の技術革新の影響について、日本の企業はどのように見ているだろうか。

AI等の高度な情報解析技術の発達は、既に述べたように、定型業務だけでなく、これまでITが代替できていなかった非定型の業務まで代替してしまうことを指摘する声もある9。そこで、日本経済研究センター（2017）の調査結果より、AI・IoTの導入が進んだ場合に雇用にどのような影響があると日本企業が考えているのかをみると（第2-1-4図（1））、専門性の高い職業やコミュニケーションを必要とする職業等の増加が見込まれている一方、一般事務や総務・人事・経理等の定型業務が多いと思われる職業の減少が予想されている。ただし、接客・対人サービスや事務系専門職については、増える・減る見込みの仕事の双方の上位に登場しているが、これらの仕事は非定型の業務であり、企業の間でもどこまで代替が進むのか明確なコンセンサスがない可能性が考えられる。

職業区分ではなく、業務区分でみた際に、企業がどのような仕事を代替したいと考えているのかを、内閣府が2月に実施した企業意識調査（以下、「企業意識調査」という。）10に基づき確認すると（第2-1-4図（2））、会計・財務・税務、定型的な書類作成、労務管理、スケジュール調整、製造・組立等、上記同様、定例的な業務を中心に代替希望が強いことがわかる。うち、定型的な書類作成、労務管理、スケジュール調整については、企業規模でみた際に大企業において代替希望割合がより高くなる傾向にある。一方、研究開発、警備、マーケティグ等の非定型業務については全般的に代替意向割合が小さいものの、同じく非定型業務である販売や電話対応等の接客業務については、大企業においては代替意向が比較的高くなるなど、企業規模による差異もみられている。

先端技術と雇用の関係についてまとめると、非定型業務の代替がどの程度進むのかについては企業間のばらつきがある程度存在すると考えられるが、大まかな方向性として定型業務の減少と非定型分析・対話型業務の増加という点については、差異が少ないと考えられる。前掲第2-1-2図でみたように、日本は定型業務が比較的残っている可能性もあり、定型業務が代替された場合の影響には留意する必要がある。

ここで問題となるのは、社会の変化に応じた適切な労働移動が起きるのかということであろう。専門家の中には、新しい雇用の創出と労働者の移動により技術と雇用の問題は一時的であると指摘する声もあるが、近年の技術進歩は従来のものより非常に速く、労働者の技能や組織変革等が技術進歩に追いつかないと指摘する声もある（Brynojolfsson and McAfee、2014）。これまでの先行研究では、先端技術の影響を特に受ける者は、相対的に教育年数の少ない層や非正社員として働いている層である可能性が高いことが指摘されており（付表2-2）、需要が減少する定型業務から、需要の増加が見込まれる非定型の業務への労働移動を迅速に行うことが非常に重要になってくると考えられる。

●技術進歩がもたらす柔軟な働き方

技術革新の影響は仕事の内容だけにとどまらず、情報通信網の拡大やクラウドの普及によってネットを通じたコミュニケーションや情報・データ処理を可能にすることで、仕事の進め方や働く場所・時間も変化させている。ここでは、技術革新が仕事の仕方に与える影響として、フレックス勤務やテレワークなど時間や場所によらない柔軟な働き方と、オンラインの仲介で働くフリーランスなど雇用関係によらない働き方の普及の2点に注目して以下考察する。

内閣府の企業意識調査では、技術革新の取組と働き方の変化について企業の意識を聞いている。まず、回答企業における新技術への取組の割合をみると（第2-1-5図（1））、11〜13％程度の企業がAI・ビックデータ・IoTの活用、6％程度の企業がICT専門官の設置やICTに対応した組織改編、14％程度の企業が新技術に関する中期計画の作成を実行している。この傾向は企業規模による差が顕著であり、企業の従業員数別に取組状況をみると（第2-1-5図（2））、従業員数が300人以上の企業では、AI等の活用や組織改編等の取組をしている企業割合がそれぞれ約35％弱あるが、100人未満の企業では11〜14％程度にとどまっている。

こうした新技術への対応の取組は、柔軟な働き方への取組を積極化させていることと相関している可能性がある。新技術への取組内容別に、フレックス制度やテレワークを積極的に推進している企業の割合をみると（第2-1-5図（3））、AI等を活用している企業や、新技術に対応した組織改編等を行っている企業において、柔軟な働き方を積極的に導入している傾向があることがわかる。AI等の活用と組織改編の両方を行っている企業のうち、37〜40％程度の企業では時間や場所によらない働き方の取組を積極的に行っている一方、新技術への対応を行っていない企業では、同割合は4〜11％にとどまっている。なお、このような新技術と柔軟な働き方の関係については、企業規模別にみても確認することができる（付図2-3）。

次に、柔軟な働き方としてテレワークに関する時系列的な変化をみることで、どの程度柔軟な働き方が浸透してきたのか整理したい。総務省の調査において、テレワークを導入している企業の時系列変化を従業員規模別にみると（第2-1-6図（1））、新技術への対応と同様に企業規模による差が大きいものの、傾向として2015～16年や2017年における導入割合が高くなっている。特に、300人以上の企業規模では2017年のテレワークの導入割合は、2011～12年と比較して導入企業の割合が10％ポイント程度高い。ただし、企業全体でみると2017年の導入企業の割合は14％程度であり、増加はしているものの、導入している企業割合は依然として限定的である。

テレワークを導入している企業の目的をみると（第2-1-6図（2））、移動時間の短縮、生産性向上等の回答割合が高いが、女性・高齢者への対応と答えている企業もあり、企業と雇用者の双方に利益がある可能性が考えられる。後述するが、実証分析の結果では、テレワークの導入は労働生産性の向上や女性活躍にも寄与する可能性が高いことが示唆されている11。

一方、導入していない企業を対象にその理由を尋ねたところ（第2-1-6図（3））、テレワークできる仕事がないとの回答が約74％と非常に高い。その他には、情報漏えいの恐れ、業務の進行が難しいと考えている企業が2割程度と続いている。国際的にみると、テレワーク等の柔軟な働き方に関する日本の取組は遅れている。柔軟な勤務形態を実施している人の割合をG7諸国で比較すると（第2-1-6図（4））、日本は20％であるが、日本以外の6か国の平均では63％となっており、日本のみ非常に低くなっている。この背景として、日本では仕事におけるITの使用頻度が低い等ITの利活用が不十分であることや、企業や労働者の間でテレワークに関する正確な理解が浸透していないこと12等が考えられる。

●技術革新により外部委託がより容易に

技術革新が変える仕事の仕方の2つ目として、企業のアウトソーシング・ビジネスと雇用関係を伴わない働き方の普及がある。IT技術の発達に伴い、アウトソーシングは拡大を続けており、日本でも、従来の製造委託に加え、財務・経理業務、コールセンター業務の委託や、中国・インドへIT関連業務を委託するなど、その対象領域に広がりがみられている（関口、2011）。

アウトソーシングを行っている企業割合の推移をみると（第2-1-7図（1））、2010年度の約66％から2015年度の約68％へと上昇しており、緩やかではあるが増加傾向にある。ただし、製造委託を行っている企業割合は過去5年間で約2％ポイント低下していることから、製造委託以外の業務委託が増えていることがうかがえる。金額ベースの推移をみると（第2-1-7図（2））、製造委託・製造委託以外ともに増加しているが、2010年度から2015年度の伸び率を確認すると、製造委託金額の伸びが17％程度になっているのに対し、製造委託以外の金額の伸びでは42％程度となっており、より製造委託以外のアウトソーシングが活発化している。

製造委託以外で具体的にはどのような業務がアウトソーシングされているのかについて確認すると（第2-1-7図（3））、20％以上の企業で環境・防犯関連、物流関係、情報処理関係、税務・会計等の専門的な企業向けのサービスが外部委託されている。その他にも、一般事務といった定型的な業務や、研究開発関連の高度な業務等幅広い分野で外部委託が進んでいることがわかる。

●ギグエコノミーと雇用関係の希薄化

上記のようなアウトソーシングの新しい形態として登場したのが、クラウドソーシングと呼ばれるインターネットを通じて単発の仕事を不特定多数の人（crowd）に委託する（sourcing）方法である。企業はプラットフォームとなっているサイトにアウトソーシングを行いたい業務の公募を行い、働き手は自身が請負を行いたい業務に応募することで両者のマッチングが成立する。このようなマッチングサイトの利用者数は、大手2社のサイトで2005～2015年の10年間で15倍に増加している13。

このようにインターネットを通じて単発の仕事の依頼・受注が行われる市場をギグエコノミー（Gig Economy）とも言うが、このオンラインでの労働需給の動向を指標化したものにオックスフォード大学のOnline Labor Indexが挙げられる。同指数は主要なプラットフォーム（英語）に掲載されている求人等のデータを定期的に自動収集することで作成されている14。このプラットフォームに公募される新規求人件数について、2016年5月を100とした際の推移をみると（第2-1-8図（1））、2017年の4～6月にかけておおむね130～140まで急増し、その後2017年の年末にかけて110まで低下した。2018年に入ってからは再び130～140近傍で推移し、直近の6月末では、やや水準を下げ、125程度となっている。

次に、プラットフォームでどのような仕事が募集されているのかについて、職業別に求人のシェアを確認すると（第2-1-8図（2））、ソフトウェア開発・技術（約39％）やクリエイティブ・マルチメディア（約23％）等の専門的なスキルを必要とさせるものも多いが、事務・データ入力（約12％）等の単純な仕事も一定程度の割合がある。このことから、プラットフォームを通して受注される内容も二極化している可能性が考えられる。

国別にみた労働の需給状況について、まず、労働の需要側（求人側）をみると（第2-1-8図（3））、対象となるプラットフォームが英語であることのバイアスはあるものの、半数以上の募集はアメリカから行われており、次に英国、オーストラリア、カナダと続いている。英語圏以外の上位ではドイツが1.9％と6位に入っている。一方、日本の求人割合は0.3％と非常に低く、日本企業は国境を越えたギグエコノミーにはほとんど参加していない可能性が高い。他方、労働の供給側（求職側）15をみると（第2-1-8図（4））、インド・バングラディシュ等で特にその割合が高い。また、アメリカ・英国は求人側でも上位に入っていたが、求職側でも上位に入っている。日本については、0.1％と求人数割合よりもさらに少ない。

このように、国境を超えたギグエコノミーに参加している日本の企業や働き手は非常に限定的である可能性がうかがわれるが、日本でプラットフォームを経由して仕事を受注・納品している人（クラウドワーカー）はどの程度存在し、どのような特徴があるのだろうか。

2017年において、クラウドソーシングの利用状況別に請負業務を行った人の割合をみると（第2-1-9図（1））、主な仕事が自営業等である者のうち、請負業務を行っている人16の割合は31％であるが、クラウドソーシングを利用したことがある人に限れば2％となる。また、自営業等の副業を行っている者のうち、請負業務を行っている人17の割合は32％であるが、クラウドソーシングの利用がある人に限れば6％となっている。

近年では一つの企業に就業するのではなく、プロジェクト単位で仕事を行う「フリーランス」としての働き方が注目されている。フリーランスでも、副次的に仕事を行う者や、独立したプロフェッショナルとして仕事を行う者等その形態も様々であるが、そのようなフリーランスとして働いている者のうち、クラウドソーシングの利用割合は12％、シェアリングサービスの利用割合は2％であり、半数以上の者（57％）は、人脈により仕事を獲得している（第2-1-9図（2））。フリーランスのオンライン化は、アメリカでは約6割と言われているが、日本では約15％であり、今後伸びる余地が大きいとも考えられる18。

日本のクラウドワーカーをより詳しくみてみると、文章・データ入力等の単純作業を行っている割合が23％と最も高くなっており、その後にライターやWEBサイト制作、システム設計・開発と続いている（第2-1-9図（3））。先述したグローバルなプラットフォームでの業種別求人割合ではソフトウェア開発・技術が上位であったことと比べると（前掲第2-1-8図（2））、日本でのクラウドワーカーは、より定型的な作業が多い可能性が示唆される。また、1週間の仕事日数でみると、1日との回答が最も多く、1～3日の合計で6割以上となることから、短期での仕事が多いことがわかる（第2-1-9図（4））。仕事をする日数が少ないこともあり、クラウドソーシングから得られる平均月収は最も高いシステム設計・開発でも7.4万円であり、最も仕事している人が多い文章・データ入力等の平均月収は1.9万円と最も低くなっている（第2-1-9図（5））。

クラウドワーカー等のオンラインの仲介で働くフリーランスは、自由な働き方が魅力的であるが、プラットフォーム提供企業は複雑なタスクを細分化して発注するため、個々の働き手が請け負う業務は安価で単純な業務となり、キャリア・アップにも弱くなる可能性が懸念されている（岩本・波多野、2017）。日本では特に事務作業等の単純作業をしているクラウドワーカーが多く、また単純作業のクラウドワーカーの給与水準は低いことを踏まえれば、今後このような雇用関係によらない働き方が増えてきた際には、働き手に対するサポートのあり方を見直していく必要があると考えられる19。

2　少子高齢化の下で求められる働き方の多様化

●人口減少と労働市場の課題

少子高齢化への対応は、今後の労働市場の動向を考える上で避けることのできない重要な課題である。前掲第1-2-1図（1）でみたように、生産年齢人口（15～64歳）は減少を続けている。生産年齢人口のピークは1997年の8,697万人であったが、その後緩やかに減少しており、2017年は7,604万人となっている。この減少トレンドは将来も続くことが見込まれており、2030年6,875万人、2040年5,978万人、2050年5,275万人となることが予想されている20。一方、高齢者人口（65歳以上）は増加トレンドにあり、1990年1,480万人、2005年2,546万人、2017年3,504万人と、おおむね15年間で1,000万人程度増加している。2050年頃までの高齢者人口は約3,600〜3,900万人の間で推移することが見込まれている。生産年齢人口は減少し、高齢者人口は高水準で推移するため、労働力人口を確保することが重要な課題となる可能性が高い。

生産年齢人口が減少している中、就業者数の水準が近年むしろ増加していることの背景には、高齢者と女性の労働参加が促進されたことが指摘できる（前掲第1-2-1図（2））。少子高齢化がさらに深刻になる日本経済においては、労働参加率が今以上に高まったとしても、中長期的には就業者数の減少は避けられないが、他方で、平均寿命が延びる中で、年齢や性別にかかわらず希望する人が就業できる多様な働き方を実現することは、個人の効用を高めるだけでなく、社会の活力を維持する上でも重要である。こうした観点から、以下では女性と高齢者の近年の労働参加の背景に焦点を当てて分析する。

●女性の労働参加の現状

まず、女性の労働参加とその課題について考察する。2000年時点では約60％であった15～64歳の女性の労働参加率は、2013年以降に特に伸びが高まり、2017年には70％近くに達している（第2-1-10図（1））。この背景には、結婚・出産期に離職し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するという所謂「M字カーブ」が解消しつつあることが指摘できる。2000年と比較すると、2017年の女性の年齢階級別労働参加率は全体的に上昇しており、子育て期の労働参加率の上昇によってカーブがよりフラットになっていることがわかる（第2-1-10図（2））。ただし、ドイツやスウェーデンと比べると子育て期の労働参加が依然として低い水準となっていることから、女性の労働参加率をさらに高める余地はあると考えられる。

他方、女性の労働参加率は上昇しているものの、女性の雇用形態についてみると半数以上の女性は非正社員として就業している（第2-1-10図（3）（4））。2005年と2015年を比較すると、正社員の人数はほとんど変化がないが、非正社員の人数は146万人増加しており、非正社員比率も上昇している。ただし、2015～2017年の動きをみると、非正社員の人数も増えてはいるが、それ以上に正社員が増加していることから、非正社員比率は低下している。

女性の正社員が増加している背景には、少子高齢化の中、人手不足が深刻になってきたことから、大企業を中心に非正社員の正社員登用を行うこと等の対応により、人数確保だけでなく労働時間確保へも人手不足対応が変化していることが考えられる。就業時間別に女性就業者の変化をみると（第2-1-10図（5））、500人以上の企業規模においては、2016年、17年ともに前年比で約5％女性就業者数が増加しているが、最も寄与しているのは、1か月に141～180時間働く就業者であり、その次に100時間以下の就業者となっている。2017年では181時間以上働く女性の寄与も高くなっていることから、フルタイムで活躍している女性が増えていることが示唆される。一方、5～29人の企業規模では、2017年の女性就業者の増加に寄与したのは、100時間以下の短時間就業者であり、141～180時間働く女性就業者は押下げに寄与している。

●女性が十分に能力を発揮して働く

女性の就業が促進され、正社員も増加していることは望ましいが、女性雇用者の半分以上は依然として非正社員として就業しており、女性の持っている能力が十分に活用されているとは言い難い。例えば、川口（2017）は、日本、アメリカ、英国の3か国の女性を比較し、日本の女性は、読解力や数的思考力の能力が英米より高いにもかかわらず、女性（特に子どものいる女性）がこれらの能力を仕事で使っていないことを示している。

近年の技術進歩を踏まえれば、ITのスキルを仕事で活用することが重要であるが、これに関しても男女の差が大きい。仕事でITを使う頻度と、ITを活用した問題解決能力の高い人の割合を性別に国際比較すると（第2-1-11図（1））、男女ともに両者には正の関係があり、ITを活用した問題解決能力の高い人が多い国では、仕事でITを使う頻度も高いことがわかる。ただし、日本においては、男性においては国際的な傾向線の近くに位置しているが、女性においては国際的な傾向線から大きく下方にはずれている。つまり、日本ではITを活用した問題解決能力が高い女性の割合はOECDの平均並みだが、仕事でITを使う頻度がOECD諸国の中で2番目に低い値となっており、女性が自身の能力を仕事で活用できていないことが示唆される。

また、前掲第2-1-2図で計算したRTI（定型業務集約度）を男女間で比較すると（第2-1-11図（2））、いずれの国も女性のRTIが高く、より定型業務が多い傾向があるが、日本はこの男女差が、データが利用可能な26か国中最も大きくなっている。すなわち、男性と比較して女性はより定型的な業務を多く担当しており、日本においてはその度合いは国際的にみて最も顕著であると言える。このことは、定型的な業務がAI等の技術進歩に代替された場合、女性がその影響を受ける可能性が高いことを示唆している。

以上を踏まえると、新技術の活用を女性の活躍に活かすためには、現状では非正社員を中心に定型業務に就いている割合が多い女性の就業者を、非定型の業務へと移行を促し、女性の持つ能力を十分に活用することが重要な課題であると考えられる。それと同時に、新技術の導入はテレワークやフレックス制度等の柔軟な働き方の導入につながる傾向がみられることから（前掲第2-1-4図）、新技術の導入を働き方の見直しにもつなげ、女性の労働参加や能力の発揮を促すことも重要な課題であると考えられる。

●高齢者の労働参加の現状・背景と課題

次に、高齢者の労働参加とその課題について考察する。65～69歳、70～74歳の労働参加率の推移を性別に確認すると（第2-1-12図（1））、2000年以降減少傾向であったが、2000年代中頃から上昇傾向に転じ、2012年以降上昇テンポが加速している。2017年の水準は、男女ともに2000年以降最も高い水準となっており、2005年と比較すると男女ともに65～69歳は10％ポイント程度、70～74歳で5％ポイント程度高くなっている。ただし、労働参加率の男女差は大きく、2017年における65～69歳、70～74歳の男性の労働参加率がそれぞれ56.5％、35.0％であるのに対し、女性の労働参加率はそれぞれ35.0％、21.2％となっている。

こうした日本における高齢者の労働参加率は、国際的にみても非常に高い水準となっており、2017年における65～74歳の労働参加率をG7及びOECD平均と比較すると（第2-1-12図（2））、日本の労働参加率は37.7％とG7中では最も高く、OECD平均（17.2％）を上回っていることがわかる。なお、データが利用可能なOECD34か国中では、日本は3番目に高い値となっている21。

次に、労働参加が増えた日本の高齢者がどのような働き方をしているのかについてみると、基本的には非正社員として働いている場合が多い（第2-1-12図（3））。65歳以上の非正社員は2005年では108万人であったが、2017年には316万人にまで増加している。ただし、非正社員に比べると伸び幅は小さいが、正社員の高齢者も2005年の52万人から2017年の109万人に増加しており、正社員として現役世代と同じように働いている高齢者も増えてきていることがうかがえる。

高齢者がどのような職業で増加しているのかについて2010年と2017年との2時点を比較すると（第2-1-12図（4））、農林漁業従事者が減少していることを除けば、おおむねどの職業でも増加傾向にあり、特に増加幅の大きい職業として、運搬・清掃・包装等、サービス職業、事務等が挙げられる。また、専門的・技術的職業等の高スキルを要する職業で働いている高齢者も一定程度増加している。

65歳以上の労働参加が進んでいる背景には、2006年に改正された高年齢者雇用安定法により60～64歳の雇用機会が確保された世代が65歳以降も働いていることや、人手不足により企業が高齢者の活用を積極化していることが指摘されている（近藤、2017）。

定年制度を導入している企業の動向をみると（第2-1-13図（1）・（2））、一律の定年制度を導入している企業のうち、65歳以上の定年制度を導入している企業の割合は2005年には6％程度であったが、2017年では18％程度まで増加している。定年後の制度をみると、再雇用制度を導入する企業の割合が増加しており、2017年では84％の企業が導入している。

また、人手不足との関係では、労働者の不足感が高い産業において、定年年齢を65歳以上に設定している企業の割合が高くなっている（第2-1-13図（3））。具体的には、医療・福祉、宿泊・飲食サービス、運輸・郵便等の産業では人手不足感が高まっているが、これらの産業では定年を65歳以上とする企業の割合が高く、積極的に高齢者の就業を推進している可能性が指摘できる。

人手不足が深刻となっている中、定年制度の見直しや再雇用制度等により、希望すれば65歳を超えて働くことができる環境になりつつある。60歳時点での日常生活に支障のない期間である「健康余命」の国際比較をみると（第2-1-13図（4））、日本は最も長くなっており、諸外国よりも健康面からも高齢者の労働参加を推進しやすい環境にある22。先端技術を活用することで、高齢者が行うタスクのサポートやフレックスタイム等の柔軟に働ける環境の整備を進めれば、さらに高齢者が労働参加しやすくなることが考えられる。

また、技術革新が急速に進む中では、高齢者であってもITの利用に関するスキルアップを図る必要がある。55～65歳におけるITを活用した問題解決能力の高い人の割合を国際比較すると（第2-1-13図（5））、日本の男性はOECD平均よりは高いものの、アメリカやドイツと比較するとその割合が低く、女性についてはOECD平均を大きく下回っている。高齢者がIT技術を使いこなせるためのスキルを身に付けていくことは重要な課題であり、そのためには、年齢にかかわらずに学び直しができる環境整備が必要である。



（1）内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2018）は、このFrey and Osborne（2013）の結果を日本の職業分類に対応させた浜口・近藤（2017）を用いて、職業大分類別に代替リスクの計算を行っているが、専門的・技術的職業や管理的職業でリスク確率は低く、事務、生産工程、販売等の職業ではリスク確率が高くなっている（付図2-1）。

（2）ただし、技術進歩と必要となるスキルのミスマッチから、移行プロセスは遅く、困難が伴うことも指摘している。

（3）IMF（2017）は、投資の相対価格等を技術進歩の代理変数とした実証分析を行い、先進国における中スキルシェア減少の主要因は技術進歩で説明できることを示している。

（4）Autor et al.（2003）は、アメリカの各職業が行う業務内容を「定型業務か、非定型業務か」、「知的作業か、身体的作業か」等の観点から5つに分類することで、IT技術と業務内容との関係性を分析した。なお、ヨーロッパを対象にした実証分析として、Goos et al.（2009）やAdermon and Gustavsson（2015）等がある。

（5）タスクの研究では、第2-1-1図のように、各職業で必要となるスキルを予め定義することで分析する場合もあるが、各職業で必要となるスキルは国により差異があると考えられる。PIAACでは、実際の仕事内容からタスクの分類を行うことができるため、職業毎にタスク内容を規定する必要がなく、国際比較には適したデータと考えられる。

（6）各業務の具体例として、内閣府（2013）は以下を挙げている。<1>非定型分析・対話型業務：研究、調査、設計、コンサルティング、経営・管理、教育、営業等。<2>定型業務：一般事務、会計事務、検査・監視、製造業等。<3>非定型肉体労働業務：輸送機械の運転、修理・修復、サービス等。なお、<1>は非定型分析・相互業務や非定型抽象業務、<3>は非定型手仕事業務とも言われる。

（7）詳細は付注2-1を参照。

（8）両者の相関係数は▲0.68となっている。

（9）例えば井上（2016）やFrey and Osborne（2013）等。

（10）調査の概要は付注1-2を参照。

（11）詳しくは第2章3節を参照。

（12）亀井・大澤（2017）は様々な調査結果を整理し、テレワークが普及していない背景に、メリットが明確でない一方、労務管理やセキュリティ等のデメリットに企業が目を向けていること、労働者の理解が十分でなく、実施に対する不安があることなどを指摘している。

（13）Upwork及びFreelancerのデータに基づくOECD（2016）の推計値。

（14）作成方法の詳細はKässi and Lehdonvirta（2016）を参照。

（15）求職は過去28日間にプロジェクトを完了させた者が対象。詳細はKässi（2017）を参照。

（16）例えば、校正者、グラフィックデザイナー、経理、ソフトウェア関連職等の職業。

（17）例えば、副業の仕事内容が、講演、執筆活動、システム開発、翻訳等である者。

（18）ランサーズ（2018）を参照。

（19）制度面の議論について第2章3節を参照。

（20）生産年齢人口及び高齢者人口の予測は、国立社会保険・人口問題研究所「日本の将来推計人口」の中位推計による。

（21）最も高い国は韓国（41.1％）であり、2番目に高い国はアイスランド（38.3％）である。

（22）ここでは国際比較の観点からWHOのデータを利用しているが、厚生労働省の審議会（第11回健康日本21（第二次）推進専門委員会）によると、2016年の健康寿命は男性72.14歳、女性74.79歳となっている。
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第2節　人生100年時代の人材育成

第1節で考察した技術革新等が労働市場へ与える影響を踏まえると、最新の技術革新を担う人材や新技術に代替されにくいスキルを持った人材を育てていくことが急務である。また、日本では長寿化がさらに進むことが予想されており、長い人生をより充実したものとするためには、性別や年齢にかかわらず高いスキルを身に付けられる環境を整備していくことが重要な課題である。こうした観点から、本節では人生100年時代、技術革新を見据えた人材育成の課題を探るために、学校・大学教育、企業内訓練、社会人の学び直しのそれぞれの場における教育・訓練の効果を定量的に分析し、論点を整理する。

1　技術革新に対応したスキル習得の推進

●デジタル時代に必要となるスキルとは

第1節でみたように、技術進歩によって必要性が高まる職業は、機械によって代替されることが困難な非定型の分析・対話型業務を行うものである可能性が高い。こうした業務には、単にITを使いこなす能力だけにとどまらず、機械には代替が困難な様々な能力も求められる。ここでは、具体的にどのようなスキルが必要とされるのかについて、より詳細に分析を行う。

まず、企業側がどのような能力を重視しているかについて、内閣府企業意識調査の結果をみてみよう。第2-2-1図（1）は、企業が今後重要になっていくと考える能力について、新技術活用へ向けた取組を行っている企業と行っていない企業別にみたものである23。傾向的には両者は類似しており、マネジメント能力、専門的な知識・技能、コミュニケーション能力、アイディア力等が上位にきている。新技術活用に積極的な企業がどのような能力をより重視しているか確認するため、両者の差分をとると（第2-2-1図（2））、創造力、ITを使いこなす能力、マネジメント能力、分析力・思考力、コミュニケーション能力等をより求める傾向があり、営業力・接客スキルや、定型的な業務を効率的にこなす能力等の需要が低い傾向があることがわかる。

次に、PIAACのデータを使い、ITを仕事で使う頻度の高い人は、他にどのようなスキルを使う頻度が高いのかをみたのが第2-2-2図である24。これによると、読解、書く、算術といった基礎的な能力のほか、複雑な問題解決、他者との交渉や説得等といった、分析や伝達を行うスキルの使用頻度との相関が高いとの結果が得られており、企業アンケートと概ね整合的な結果になっている。また、日本とOECD平均とを比較しても、両者に明確な違いは見られないことから、相関の高いスキルはおおむね世界共通であると考えられる。

読解や伝達等の意味を理解し柔軟な対応を行う頻度が、ITを使う頻度と相関が高いことの背景には、これらがAIやIT技術では代替できない能力であることが指摘できる25。AI等の新技術が発達するにつれ、今後そのような能力の重要性は増していくことが考えられる。例えば、第1章3節では、新聞記事の内容が景気の良さと悪さのどちらを示しているかを機械に判断させる分析を行ったが、機械は記事の内容を一切理解してはおらず、出てくる単語や文章の構造等が景気の良い内容である確率を過去のデータに照らして統計的に算出しているに過ぎない。その計算結果が適切か、計算結果をどう解釈・説明するかについては、因果関係や文脈等を考慮した人間による判断が必要となる。

●不足するIT人材

技術革新に対応した人づくりを行うためには、機械では代替が困難な能力を伸ばすとともに、そもそものAI等の先端技術を開発し専門に扱える高度なIT人材の育成を行うことも併せて重要な課題である。情報処理・通信に携わる人材（IT人材）26の割合をG7諸国で比較すると（第2-2-3図（1））、就業者に占める割合は日本では1.8％であるが、英国5.2％、アメリカ3.0％など、他の6か国は日本よりもその割合が高く、IT人材が諸外国と比較して少ない可能性が考えられる。

また、IT人材の所属している企業についても日本は諸外国と比較して特徴的な傾向がみられる（第2-2-3図（2））。日本ではIT人材の7割程度がIT企業27に勤務しているが、諸外国ではその割合が3割強から5割弱であり、IT企業以外の企業にもIT人材が勤務していることがわかる。諸外国では幅広い産業にITの専門家が存在しており、ITを積極的に活用していることが考えられるが、日本ではIT企業以外の企業にITの専門家が少なく、企業経営におけるITの活用の阻害要因になっている可能性がある。例えば、23か国の企業幹部を対象に実施したアンケート結果をみると（第2-2-3図（3））、ビッグデータやアナリティクスを用いた意思決定割合は、他のG7諸国や調査対象国平均の割合を下回り、日本が最下位となっている。

●技術革新と学校教育の課題

上記を踏まえれば、今後は、読解力等の基礎的な能力に加え、適切な分析・伝達ができる能力や、ITの専門人材の育成等がより重要になってくると考えられる。では、このような能力や人材を育成していくために、現在の日本の学校教育にはどのような課題があるだろうか。

OECD（2017）はデジタル時代に必要なスキルとして、科学的・数学的リテラシーを挙げているが、各国の15歳におけるこの能力が高い生徒の割合をみると日本はOECDトップであり（第2-2-4図（1））、デジタル時代に対応するための基礎的な能力は高いことが示唆される。ただし、近年改善傾向ではあるが、理科や数学が日常生活で役に立つと考えている生徒の割合が国際平均よりも低いことから（第2-2-4図（2））、学校教育で学んだことをどのように活用していくか、いわば、スキルの活用に弱点がある可能性が考えられる。

IT技術との関係では、より積極的にITを学校教育でも活用していくことで、ITを使う能力を高めていくことも求められる。中学校におけるコンピューター1台当たりの生徒数ではOECD平均（4.7人）を下回り3.6人であり、国際平均と比較してコンピューターが不足しているわけではない28。しかし、中学校でITを利用した生徒の割合をOECD諸国と比較すると（第2-2-4図（3））、日本はOECD平均や諸外国を大きく下回り、最も利用割合が少ない国の一つとなっており、学校教育におけるITの利活用ができていない可能性が示唆されている。

IT技術で代替が難しい問題解決能力や分析能力を鍛えるためには、受動的に与えられたことをこなすだけではなく、生徒が能動的に考えることや、批判的思考を促すこと等が重要であると考えられる。ただし、日本の教員はこのような生徒の主体性を引き出せるという自信が、調査国平均と比較して低くなっている（第2-2-4図（4））。また、新井（2018）は、このような能動的な学習の前提条件となる読解力を有している学生が少ないため、教科書を正確に読める能力を高めることが重要であることを指摘している。

企業が学校・大学に期待する教育内容という観点からは、企業は中学校・高校では基礎学力や一般教養等の基礎的な教育を求め、大学・大学院ではより専門的な教育を求める傾向がある（第2-2-4図（5））。ただし、現状ではこのような企業の期待に教育が十分に応えているとは言い難く、経営者による教育体系の評価を国際比較すると（第2-2-4図（6））、OECD平均並みとなっていることから、今後の更なる改善の余地があると考えられる。

●IT人材育成に向けた大学教育の課題

不足している高度なIT技術を有した人材の育成に対しては、大学教育が果たす役割が特に重要であろう。日本のIT人材が諸外国と比較して少ないことの背景の一つには、高度なIT関係分野を専攻する学生が少ないことが考えられる。大学等の高等教育機関入学者のうち理工学系29を専攻する学生の割合をみると（第2-2-5図（1））、日本はOECDの平均よりも低く、ドイツの半分程度の割合となっていることがわかる30。また、理学部・工学部に在籍する学生数の推移をみると（第2-2-5図（2））、少子化の影響もあり2000年の56万人から2017年の46万人へと減少しているが、大学生の総数に占める割合でみても2000年の23％から2017年18％へ低下していることが確認できる31。

こうした中、大学で専攻した分野と、企業が必要としている知識分野のギャップが生じている。第2-2-5図（3）は、技術系の職業に就いている者に対し、現在の業務で必要としている分野と大学で学んだ分野を調査し、それぞれの回答割合の差分からギャップを確認したものである。企業で必要とされているにもかかわらず、大学で学習している者が少ない分野として、「ハード・ソフト、プログラム系」、「機械工学」、「通信、ネットワーク、セキュリティ系」、「データベース・検索系」が指摘できる。

また、各国でIT関連の仕事に就いている者の最終学歴における専攻分野をみると（第2-2-5図（4））、日本は情報工学・情報科学を専攻した者の割合が23％であり、中国の62％、韓国の58％、アメリカの44％と比較すると非常に低くなっている。このような専攻分野と職務内容のミスマッチの結果、現在の業務で必要な専門知識を学んだ場所を調査した結果では（第2-2-5図（5））、「大学等32で学んだ」と回答した者の割合は情報系で33％と最も低い値となっている。逆に、大学等で学んだ割合が高いのは人文科学系であり、8割以上が大学等と回答している。情報系で回答割合が多い項目は、企業内研修や自主学習であり、この2つを合計した割合は40％程度と、全体（25％）を上回り、最も高い値になっている。

こうした現状を踏まえれば、IT分野等で高い専門性を持つ学生を大学等が輩出していくことは、技術革新に対応するための急務である。例えば、工学系学部の卒業生の就職先は多様化しているにもかかわらず、工学系学部の入学者の分野割合は過去25年間で大きな変化がないとの指摘もある33。第4次産業革命に求められるIT人材は、従来のIT人材に求められる資質とは異なるとの指摘もあり34、より社会的なニーズに応えるためには、大学等における専攻分野の定数やカリキュラムを柔軟に見直していくことが必要である。さらに、IT分野以外を専攻している学生においても、当該分野の知識を有する学生は相当程度存在しているとの指摘もあるが35、このように専攻分野にかかわらず、データ分析やプログラミング等の一定程度のITリテラシーを持つ人材を育成していくことも成長の鍵となる。

2　企業における人的資本投資の効果

次に、企業サイドからみた人材育成について考察する。ここでは内閣府の企業意識調査の結果を活用しながら、企業の社員が訓練に費やした時間から機会費用を求めることで、OFF－JT（職場の外部で行われる訓練）だけではなく、OJT（職場内の業務を通じた訓練）も含めた各企業の人的資本（能力開発）投資額を推計し、人的資本投資が生産性等にどのような効果を持っているのかについて定量的な分析を行う。

●企業の高スキル人材育成

これまでみてきたように、今後は高スキルの人材がより必要とされると考えられるが、企業がそのような人材を補強するためにどのような方法を使っているのかについてみてみよう。ここでは、高スキル人材として、管理職、研究開発人材、先端IT人材の3つのカテゴリーに注目する。

第2-2-6図は3種類の人材のそれぞれの補強手段について、回答企業総数、上場企業36、非上場企業の区分でみたものである。まず、管理職についてみると、自社の従業員の教育訓練によるとの回答が圧倒的に多く、上場・非上場にかかわらず、8割程度の企業が自社での人材育成を選んでいる。日本企業は、アメリカ企業と比較して内部昇進でトップに登りつめるケースが多いとの調査もあり37、こうした人事慣習が社内での管理職育成を重視する企業が多い背景となっていることが考えられる。

一方、研究開発人材や先端IT人材については、管理職と異なりその補強方法にばらつきがみられる。研究開発人材では、上場・非上場ともに中途採用や他社との共同研究で補強すると回答した企業が一定程度あり、管理職の場合と比べると外部人材も活用している様子がみられる。また、企業間で差がみられるのは自社での育成の重視度についてであり、上場企業においては自社での教育訓練との回答割合が43％と非上場の33％よりも高い。

先端IT人材では、自社での教育訓練で補強するとの回答割合は2割程度まで減少し、上場企業では中途採用（43％）、非上場企業では外部委託（27％）が最も多い補強方法となっている。先端IT人材は企業内の訓練で育成するにはコストが高くなるため、外部人材の活用やそもそもの業務を委託するケースが多いと考えられる38。

●人的資本投資額の推計

企業が高度人材の補強を行う手段は、補強したい人材によりその方法は異なるものの、社内での教育訓練は、人材補強の手段として広く採用されている方法である。以下では、この社内での教育訓練の効果について分析する。

企業が人材育成のために行う教育投資は、外部講師への謝金や訓練施設の運営費など訓練を行う際に直接必要となる「直接費用」と、訓練に参加する間労働者が仕事に従事できないことから生じる「機会費用」の2種類から構成される（大木、2003）。また、企業が行う訓練はOFF－JTとOJTの2種類あるが、前者については直接費用と機会費用、後者については機会費用が発生している。厚生労働省の調査によると、正社員に対する教育訓練についてOJTを重視する、または、それに近いと回答した企業は71.2％に上ることから39、企業の人材育成を考える際にはOJTの機会費用も含めて考えることが重要であろう。

そこで、企業意識調査の結果を利用し、2016年度において個々の企業が常用労働者育成のためにOJT・OFF－JTにかけた時間が総労働時間に占める割合40を計算した（第2-2-7図（1））。総計では5％未満と回答する企業割合と15％以上と回答する企業の割合が4分の1程度あり、企業による差が大きいことが読み取れる。上場企業では、15％以上と回答する企業割合が36％と最も多い一方、非上場企業では5％未満と回答する企業割合が32％と最も多いことから企業規模による差もみられる。なお、企業当たりの単純平均では総労働時間の12％がOJT・OFF－JTに割かれている41。

次に、OJT、OFF－JTに費やした時間を賃金（時給）により金額換算した値（機会費用）と教育研修費（直接費用）を合計することで、企業が行った包括的な人的資本投資額の推計を行った42。推計結果をみると（第2-2-7図（2））、2016年度における1人当たりの平均的な人的資本投資額は約28万円であり、上場企業では約36万円、非上場企業では約25万円が投資されている。内訳をみると、人的資本投資額の64％程度がOJTの機会費用であり、OJTの占める割合が非常に高いことがわかる。また、直接投資は企業によってはゼロのところもあり、1人当たりの平均でみると人的資本投資額に占める割合は3％程度と非常に少ない。

人的資本投資額について産業別にみると（第2-2-7図（3））、電気・ガス・水道で最も多く、約74万円が投資されており、他の業種よりも相対的に直接費用の額が大きい点が特徴である。一方、運輸・通信業では、約18万円となっており、業種によっても人的資本投資額の差が非常に大きいことがわかる43。また、どの業種でみてもOJTの機会費用の割合が最も大きいという点では共通しており、特にその割合が大きい業種としては、不動産業、製造業などが挙げられる。

●企業属性別にみた人的資本投資の特徴

上記で試算した人的資本投資の時間割合について、様々な企業の属性別に集計することで、どのような企業がより訓練について積極的なのかを分析する（第2-2-8図）。

まず、各企業で働く正社員の平均年齢別に人的資本投資の時間をみると、39歳以下の企業において投資時間割合が高く、平均年齢が上がると投資割合が低くなる特徴がみられる。働いている社員に若い人が多い場合、企業はより積極的に訓練を実施する傾向があると考えられる。

次に、離職率別に投資時間割合をみると、離職率44が高い企業において訓練時間が少ない傾向がみられる。離職する人が多い場合、企業にとっては人的投資に対するリターンが低くなるため、消極的になる可能性が考えられる。ただし、2％未満と2～5％未満の企業では投資時間割合が同程度であるので、離職率が低ければ低いほど投資をしているわけではない。

また、人手不足感別に投資割合をみると、人手が不足している企業ほど、人的資本投資割合が高くなっており、人手が適正になるほどその割合が低くなる。人手不足が深刻な企業においては常用労働者の教育訓練を積極的に行うことで、人手不足をカバーしようとしている可能性が考えられる。

最後に、新技術への取組状況別、企業が重視する能力別に投資時間割合を確認する。新技術への取組に関しては、何らかの取組を行っている企業においては、特に取組を行っていない企業と比べると、投資時間割合が高くなっている。新技術の導入に伴い、それに対応をするための教育訓練をより積極的に行っている可能性が考えられる。また、企業が重視する能力別では、マネジメント能力、アイディア力、分析力等で投資時間割合が高く、営業力等では投資時間割合が低くなっている。このような傾向は、前掲第2-2-1図でみたITを活用している企業が今後より重視すると回答した能力とおおむね一致しており、IT活用対応のために人的資本投資を積極的にしている可能性が示唆される。

●人的資本投資は労働生産性を高めるか

企業が行う訓練が生産性を高めるのかという点については様々な実証研究が行われているが45、今回推計した人的資本投資額についても、生産性に対してどのような効果をもっているのかを定量的に分析することによって確認した。

具体的には、企業規模、業種、資本金等の企業属性をコントロールした上で、1人当たりの人的資本投資額が1％増加した場合に、労働生産性46が何％上昇するかという弾力性を推計した。また、人的資本投資額と労働生産性の弾力性は、企業の労働生産性が高い企業と低い企業とで異なることが考えられるため、企業間の労働生産性の相対的な高低も考慮した推計を行った47。

推計結果をみると（第2-2-9図（1））、平均的には1人当たり人的資本投資額の1％の増加は、0.6％程度労働生産性を増加させる可能性が示唆される。この弾力性は各企業の労働生産性の水準に応じて異なっており、例えば労働生産性が低い企業（下位10％に当たる企業）では弾力性が0.7％程度であるが、労働生産性が高い企業（上位10％に当たる企業）では弾力性が0.5％程度となっている48。このように、労働生産性の水準が高くなると人的資本投資の効果は逓減する傾向にあるものの、人的資本投資額の労働生産性に対する弾力性は水準（分位点）にかかわらず、すべて有意にプラスとなっている。人的資本投資を積極化させることは、労働生産性の水準によらず、生産性に対しプラスに働く可能性が高いことが示唆される。

また、人的資本投資額と労働生産性の弾力性が高まる企業属性について調査したところ、自己啓発を支援する制度49があり、活用されている企業において弾力性が高いことが示唆された（第2-2-9図（2））。従業員の自主的な学習を支援する制度があり、その制度が活用されている企業においては、そうでない企業と比較して弾力性が有意に0.14程度高くなっている50。従業員の自己啓発は、企業内訓練の効果を高める効果がある可能性が指摘できる。内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2018）では、OFF－JTを実施している企業の方が、正社員の自己啓発の実施割合が高いことを指摘しているが、企業が自己啓発を援助する制度を整備し、従業員の自己啓発を促進するような訓練を行うことができれば、人的資本投資の収益性は非常に高いものになることが考えられる。

3　社会人の学び直し（リカレント教育）とキャリア・アップ

企業が行う人的資本投資額のうち直接費用に関しては90年代以降減少傾向にあり51、今後の技術進歩や職業生活の長期化を踏まえれば、人材育成を企業のみで行うことには限界があるため、働き手が年齢にとらわれずに学び直しを行い、自らが主体的にキャリアを形成していくことの重要性は高まっている。ここでは、社会人が自己啓発・学び直しを行うことの効果と課題について分析する。

●自己啓発・学び直しにはどのような効果があるか

まず、自己啓発を行った社会人にとって、どのような効果をもたらすのかについて、同一の人物に関するデータを時系列で記録した追跡調査を用いて検証する52。

自己啓発が労働者に与える効果として、労働者の生産性が上昇することで、賃金が上昇する効果や、非就業者の就業確率が上昇する効果等が考えられる53。また、自己啓発を行うことで、AI等の技術革新に伴い必要とされる専門性の高い職業（非定型の分析・対話型業務54）に就業できる確率が、どの程度高まるかを確認することも重要である。以下では、社会人の自己啓発の効果として、就業者の年収変化、専門性の高い職業につく確率の変化、非就業者が就業する確率の変化、の3つに絞って、自己啓発の効果分析を行う。

ここでは、より正確に自己啓発とその効果の因果関係を把握するため、30歳以上の男女を対象に、学歴・年齢・世帯年収・世帯構成・就業形態等の個々人の属性から、自己啓発を行った人と、同様の属性をもっているが自己啓発を行わなかった人をマッチングさせ、1〜3年後に両者にどの程度の差が生じているかを分析した（第2-2-10図（1））55。まず、年収に与える効果の推計結果をみると、自己啓発を実施した人と実施しなかった人の年収変化の差額は、1年後には有意な差はみられないが、2年後では約10万円、3年後では約16万円でそれぞれ有意な差がみられている。自己啓発の効果はすぐには年収には現れないが、ある程度のラグを伴いつつ効果が現れると考えられる。

次に、就業確率を高める効果をみると、非就業者が自己啓発を実施すると、就職できる確率が、10～14％ポイント程度増加することが示唆されている。年収の場合と異なり1年後から有意な関係がみられることから、現在労働市場に参加していない人は、自己啓発を行うことで就職できる確率をすぐにでも高めることができると考えられる。また、技術革新に伴い必要性が高まる分析・対話型業務の職業への移動に関しても、自己啓発は1年後から有意に就業確率を高める効果を持っていることが示唆される。現在の職業が定型的な仕事であっても、自己啓発を行うことで非定型の仕事に就ける可能性が2～4％ポイント増加する結果となっている。

推計に使用したサンプルを対象に自己啓発のコスト（時間・費用）の平均56をみると（第2-2-10図（2））、非就業者においては1か月で31時間・1.8万円程度となっており、就業者においては1か月で18時間・1.6万円程度となっている。個々人による差も大きいため、一概に費用対効果について論じることは難しいものの、年収の増加幅、高スキルな職業への転換、非就業から就業への変化を踏まえると、直接費用（金額）の観点からは、費用対効果が高い可能性がある。ただし、機会費用（時間）の観点からは、自己啓発にある程度の時間を割く必要があるため、労働時間や家庭等の個々人の状況によっては、コストの高いものとなる可能性もある。このため、ワーク・ライフ・バランスの推進等により、自己啓発にかける時間的なコストを低下させる取組が重要であると考えられる。

●自己啓発の内容別の効果

次に、具体的な自己啓発の内容別に、上記の3つの効果がどのように異なっているのかを分析する。ここでは自己啓発の内容として、<1>通学（大学・大学院、専門学校、公共職業訓練等）、<2>通信講座（通信制大学を含む）の受講、<3>その他（書籍での学習、講演会・セミナー、社内の勉強会等）の3つを取り上げる（第2-2-11図（1））。

まず、これら内容別の自己啓発が年収に与える影響について、2年後における効果をみると（第2-2-11図（2））、自己啓発の内容によらず有意な結果となっており、通学が約30万円と最も高く、通信講座が約16万円、その他が約7万円と続く。次に、就業確率に与える影響（1年後）については、通学とその他が有意でプラスとなっている。特に通学においては就業確率が約36％ポイント高くなるとの結果であり、非常に効果が高いことがうかがえる。最後に、専門性の高い職業に移動できる確率を高める効果（1年後）では、通学で約7％ポイント、その他で約3％ポイント有意で高くなっている。こうしてみると、通学はすべての項目において有意であり、かつ効果も大きいことがわかる。

自己啓発の内容別にコスト（時間・金額）の平均値をみると（第2-2-11図（3））、通学は効果が大きいが、通信講座やその他と比較してコストが高くなる傾向がある。通学の場合、就業者では1か月48時間・6万円程度、非就業者では1か月73時間・4万円程度を費やしており、就業者はより金額を支払い、非就業者はより時間を費やしている傾向がみられている。一方、その他の自己啓発手段については、効果は相対的に小さいものの、特に金額面でのコストは低く済む傾向がある。技術革新の進展が激しい環境下では、迅速な労働移動の促進が非常に重要であり、その際、通学等の効果が高い学び直しを行いやすい環境を整備することが重要な課題である。


コラム2-1　学び直しを行っている社会人学生の特徴

大学等で実際に学び直しを行っている社会人学生の特徴がどうなっているか、文部科学省の調査からみてみましょう。まず、学び直しを行っている人がどのような分野を専攻しているのか調べてみると（図（1））、保健（医学、歯学、薬学）、社会科学、工学の分野が15％以上の高い割合を占めています。また、その他57の割合が19％にのぼっていることから、幅広い分野において学び直しが行われていることがわかります。

次に、学び直しを通して習得したい知識・技能・資格等について調査すると（図（2））、専門的な知識を得たいとする回答割合が7割程度あり最も高くなっています。それに続き、思考能力、解決能力、分析能力、プレゼンテーション等の能力が高くなっていますが、これらの能力は、技術革新に伴って必要とされる能力でもあります58。こうしたスキルを身に付けることで、より非定型の機械に代替されにくい業務への労働移動が容易になるわけで、多くの社会人学生は幅広い社会のニーズや技術革新の動向に注目して、専攻分野やコース内容を選んでいることがわかります。



●学び直し促進のために大学等に求められることは何か

日本においては、様々な効果が期待されるのにもかかわらず、通学等での学び直しを行っている人の割合は、他国と比べても少ない。25～64歳のうち大学等の機関で教育を受けている者の割合をOECD諸国で比較すると（第2-2-12図）、日本の割合は2.4％と、英国の16％、アメリカの14％、OECD平均の11％と比較して大きく下回っており、データが利用可能な28か国中で最も低い水準になっている59。現状としては、他国と比較して大学等に戻って学び直すという習慣が定着していないことが示唆される。

では、日本では学び直しが進んでいない背景にはどのようなことが考えられるだろうか。学び直しを行ったことのない社会人に対してのアンケート結果において60、学び直しを行わない理由のうち回答割合の高い上位5項目をみると、費用が高すぎることが37.7％、勤務時間が長くて十分な時間がないことが22.5％、関心がない・必要性を感じないが22.2％、自分の要求に適合した教育課程がないことが11.1％、受講場所が遠いことが11.1％となっている。

社会人が学び直しに対してこのような障害を感じる要因の一つには、学び直しに対応した授業科目の開設を行っている大学が少ないことが挙げられる61。学び直しに対応したコースが少なければ、需要とのマッチングが難しく、通学を行うことが時間的・距離的な面からも困難となる可能性も高くなる。また、供給が少なければ、費用は高くなるためますます通いづらくなることが考えられる。

就業者が学び直しの目的で通う動機が高いと思われるビジネススクールの質についてWorld Economic Forumによる経営者の評価をみると、日本の評価はOECD平均を下回っている（第2-2-13図（1））。諸外国と比較して質の良いリカレント教育を提供している教育機関が少ないこともリカレント教育が進まない背景の一つであると考えられる。また、同じアンケート調査から、高度な専門訓練の受けやすさをみると、日本はOECD平均並であり、こちらについても今後さらなる改善の余地があると考えられる（第2-2-13図（2））。

大学、社会人（社会人教育未経験）、企業62の3者にどのようなカリキュラムを重視しているかについて尋ねた回答結果の分布をみると（第2-2-13図（3））、企業や社会人の重視する割合が大学の重視する割合よりも高くなっている項目として、最先端にテーマを置いた内容や、幅広い仕事に活用できる知識・技能を習得できる内容等が挙げられる。また、特に社会人においては、比較的どの項目も広く重視されているのに対し、大学等はより専門的な知識・技能や研究に力を入れている点も特徴的である。こうしたことを踏まえると、社会人の学び直しを促進するためには、大学におけるコース設定において、より最先端の内容を扱う科目を入れることや、幅広く実務的な内容を取り入れることが重要であると考えられる。

●学び直しは企業から適切に評価されているか

学び直しの促進は、大学等の供給側の問題だけではなく、需要側にも問題がある。社会人がより学び直しを積極的に行わなければ、講座が拡充されても供給過剰となってしまう。学び直しの需要を高めるためには、学び直しの成果が企業において適切に評価される制度も重要であると考えられる。学び直しが適切に評価されなければ、学び直しは高過ぎる、必要性がないと社会人が感じても不思議ではない。

そこで、自己啓発を実施した労働者の処遇がどの程度変化するか企業に調査したところ（第2-2-14図（1））、大きく処遇に反映する方針の企業は6％、ある程度反映する方針の企業は53％であり、6割程度の企業は何らかの考慮を行っている。ただし、残り4割程度の企業については自己啓発を実施しても処遇を変化させないと回答していることから、こうした企業で働いている就業者にとっては、学び直しを行うインセンティブは非常に小さいことが推察される。

また、自己啓発に対する処遇変化は、自己啓発をサポートする制度と相関が高いことが指摘できる（第2-2-14図（2）（3））。自己啓発をサポートする制度があり、活用されている企業は約半分であるが、これらの企業では処遇について考慮すると回答する企業の割合が高い。また、自己啓発をサポートする制度はないが、導入を検討している企業においても、処遇についても考慮するとの回答割合が高い。逆に、制度はあっても活用されていない企業や、そもそも制度がなく、導入予定もない企業においては、処遇を考慮する企業の割合が低くなる傾向がみられている。

前掲の第2-2-9図（2）では、自己啓発を支援する制度があり・活用されている企業では人的資本投資の効果が高くなる可能性を指摘したが、この背景には、学び直しが処遇に反映されることで、労働者が自己啓発を行うインセンティブが高められていることも関係している可能性がある。自己啓発に対する処遇改善とサポート体制を強化することは、企業にとっても、労働者にとってもメリットが大きいことから、自己啓発促進の取組が広がっていくことが期待される。

●大学改革の必要性

本節で述べてきた人材育成や学び直しも含め、大学は知の基盤であり、イノベーションを創出し、国の競争力を高める原動力である。人生100年時代の人づくり革命をけん引する重要な主体の一つとして、時代に合ったかたちに大学改革を進めていくことが求められている。

大学教育の質の向上を図るためには、各大学の役割や特色・強みの明確化を一層進めることが必要である。大学の経営力の強化に向けては、大学の連携・統合等に向けた制度改革、環境整備を進めることも重要な課題である。また、社会の現実のニーズに対応したカリキュラム編成が行えるよう、外部の意見を反映する仕組みづくりも重要と考えられる。このため、実務経験のある教員を増やし、教授会の運営にも参画することなどによって社会の新たなニーズに柔軟に対応できる教育プログラムを実現することが求められている。

さらに、学生が在学中に身に付けた能力・付加価値の見える化を図り、企業も採用プロセスに当たり、「求める人材」のイメージや技能を具体的に示していくことや、大学が示す可視化された学修成果の情報を選考活動において積極的に活用していくことが「求められる教育内容」、「求める人材育成」につながっていくと考えられる。


白書の注目点<2>：人生100年時代には学び直しが大切

[image: キャラクター]

●人生100年時代を見据えた人づくり

◇我が国は、健康寿命が世界有数の長寿社会を迎えていて（図1）、若者から高齢者まで全ての国民に活躍の場があり、全ての人が元気に活躍し続ける社会を構築することが重要な課題になっています。

◇こうした人生100年時代を見据え、年齢にかかわりなく学び直し（リカレント教育等）を行い、能力を高めることには、2つの大きな意義があります。一つは、これまでのような新卒で就職した企業に定年まで働くという単線的な職業キャリアではなく、学び直しによって、転職や起業を行うなどの多様なキャリア形成、「人生の再設計」が可能となることです。二つめには、第4次産業革命の技術革新が進む中で、学び直しによって、新技術に対応したスキルや、AI等の機械に代替されにくい能力を身に付けることが可能になることです。

●学び直しの効果

◇学び直しと聞くとハードルが高いように思うかもしれませんが、大学等で勉学に専念する場合はもちろん、通信教育・オンライン講座を受けることや、セミナーへの参加、書籍による独学等その方法は様々です。いずれの場合も、学び直しを行うことでその効果がみられます。

◇学び直しを行った人と行っていない人の動向を数年間にわたって追跡調査した結果を分析すると、学び直しを行った人は、そうでない人と比べて、年収が10万円～16万円近く上昇する効果がみられます（図2<1>）。また、職業に就いていない人が学び直しを行った場合には、そうでない人と比べて就業する確率が10％～14％程度上昇する効果がみられます（図2<2>）。

●今後の人材育成に向けた課題

◇学び直しは大きな効果を持ちますが、特に効果が大きい学び直しは、大学等で再教育を行うことです。しかし、残念なことに、国際比較をすると、25歳から64歳のうち教育機関で学び直し（リカレント教育）をしている人の割合は、日本では2.4％しかおらず、OECD平均の11％を大きく下回っています（図3）。

◇学び直しに向けた課題の一つには、日本では労働時間が長く学習時間が確保できないことがあります。労働時間の短縮は、学習時間の増加につながることがデータからも示されており（図4）、ワーク・ライフ・バランスを促進することが重要です。また、学び直しが適切に評価されていない企業も多いため、学び直しの成果を処遇に反映させることも重要です。

◇さらに、大学等においては、各大学の役割や特色・強みの明確化を進め、社会のニーズに対応したカリキュラム編成を工夫するなど、社会人が求めるより実践的で質の高い学びの機会を提供することが求められています。





（23）新技術の活用をしている企業とは、AI・ビッグデータ・IoTの活用、ICT統括責任者の設置、ICTに対応した組織間編、新技術導入・活用に関する中期計画の作成のうち、少なくとも一つ以上の取組を行っている企業を指す。

（24）OECD（2016）は、PIAACのデータを用いて国別・職業別にITの利用頻度と相関の高いタスクを計算している。日本の値については、総務省「国勢調査」の2015年における職業の人数ウェイトでそれらを統合することで算出した。

（25）新井（2018）はAIが代替できない分野として高度な読解力と常識、人間らしい柔軟な判断が要求される分野を指摘している。

（26）ここでは「情報処理・通信に携わる人材」を便宜的にIT人材と呼んでいる。各国における同人材の定義は情報処理推進機構（2017）によるが、日本では国勢調査におけるシステムコンサルタント・設計者、ソフトウェア作成者、その他の情報処理・通信技術者である。

（27）日本ではソフトウェア業、情報処理・提供サービス業、インターネット付随サービス業がIT企業と定義されている。詳しくは情報処理推進機構（2017）を参照。

（28）OECD（2015）を参照。

（29）ここでの理工学系は「自然科学・数学・統計学」、「情報通信技術」、「工学・生産・建築」の合計を指している。

（30）逆にOECD平均と比較して日本の割合が高くなっている分野は人文学や保健福祉等である。

（31）この他にも、第26回・産業競争力会議「文部科学大臣提出資料」（参考資料2）では、第4次産業革命に向けた人材育成の課題として、アメリカと比較して、理数科学を専攻する学生や、応用数学や統計を専門分野とする数学者が少ないことを指摘している。

（32）大学・大学院の他、高等専門学校を含む。

（33）第2回・第4次産業革命人材育成推進会議「文部科学省提出資料」（資料6）。

（34）情報処理推進機構（2018）によると、従来はIT業務の全般的な知識・業務ノウハウや、IT業務の着実さ・正確さ等が求められていたが、今後は独創性・創造性や、新しい技術への好奇心や適用力等が求められると指摘している。

（35）大学成績センター（2017）「2018年卒採用におけるIT系スキル保有者調査の結果発表」 によると、文系学科の学生の中にもIT系科目を取得している学生が多いことが指摘されている。具体的には、文系の比率が高い科目として、データマイニング（29.3％）、ネットワークセキュリティ（18.6％）、ネットワーク（18.3％）、データベース（15.4％）、プログラミング（15.3％）等が挙げられている。

（36）国内の証券取引所に上場している企業であり、新興市場も含む。

（37）ボストンコンサルティンググループ（2017）の調査によると、自社グループで30年以上勤続している社長の割合を日米の大企業で比較すると、日本は82％、アメリカは27％となっている。

（38）日本政策投資銀行（2017）の調査によると、人材不足はIT人材で特に深刻であり、社外リソースをいかに活用するかが課題として認識されている。

（39）厚生労働省「能力開発基本調査」（2017年調査）。

（40）概念的には、一人当たりの労働時間×常用労働者数で計算される総労働時間のうち、OJT・OFF－JTに利用されている時間の割合となる。

（41）内閣府（2007）では、正社員・上場企業を対象に、同様の訓練時間割合を計算しているが、企業当たりの単純平均は12％程度である。今回の調査において、正社員・上場企業を対象に計算すると、企業当たりの単純平均は14％程度である。調査内容が異なるため単純比較はできないものの、訓練時間の観点からは10年間で大きな変化はない可能性がある。

（42）推計に際しては、深尾他（2008）を参考にした。詳細は付注2-2を参照。

（43）このように業種間で投資額に差が生じる背景の一つとして、専門的・技術的な仕事を行う従業員割合の違いが考えられる。例えば、労働政策研究・研修機構（2017）の調査によると、人材育成・能力開発の対象となる従業員がしている仕事として、「専門的・技術的な仕事」の回答割合が「電気・ガス・熱供給・水道業」等で高く「運輸業，郵便業」等で低くなっている。

（44）離職率は正社員のみ。定年退職者は除く。

（45）例えば、原（2014）の分析では、企業内訓練が正社員・非正社員を問わず個々人の生産性を向上させることを示唆する結果が得られている。また、内閣府（2017）は、企業レベルで能力開発費と生産性の関係を分析し、能力開発の実施が生産性を高める効果があることを指摘している。さらに、権他（2012）は、事業所データを用いた分析を行い、計画的なOJTを実施している事業所の相対的な労働生産性が高いことを示している。

（46）財務省「法人企業統計調査」を参考に、付加価値額（＝人件費＋賃借料・地代家賃＋租税公課＋営業利益）を常用労働者数で除したものを労働生産性と定義している。

（47）具体的には分位点回帰（Quantile Regression）を行った。分位点回帰の詳細は、Davino et al.（2014）等を参照のこと。

（48）平均（OLS）と分位点回帰の係数は、おおむね70％パーセンタイル以降では有意に異なるとの結果が得られている。

（49）教育訓練休暇制度、資格取得等への金銭的な補助などの制度。

（50）両者の差は、5％水準で有意である。

（51）内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2018）は、企業の直接費用（教育訓練費）が減少傾向にあるだけでなく、諸外国と比較しても低い水準となっているとしている。

（52）具体的には「慶應義塾家計パネル調査」（2005～2016年）を利用している。

（53）吉田（2004）は、自己啓発の効果として、賃金が上昇する効果、失業の確率を低下させる効果、再就職の確率の上げる効果の3点を指摘している。

（54）前掲第2-1-2図を参照。ここでは小林他（2018）による分類を参考に、非定型の分析・対話型業務の職業を、管理的職種、情報処理技術者、専門的・技術的職業従事者、保安職業従事者と定義した。

（55）分析に際しては、吉田（2004）、小林・佐藤（2013）、小林（2015）を参考にした。推計の詳細は付注2-4を参照。

（56）時間、費用に関する回答があったサンプルのみ。第2-2-11図（3）も同様。

（57）経営／技術経営、公共政策、国際関係、看護／社会福祉などが含まれる。

（58）前掲第2-2-1図、第2-2-2図を参照。

（59）諸外国において大学等で学び直しを行っている社会人（25～64歳）の専攻分野の分布をみると、英国では保健福祉（21.3％）、経営学・法学（20.3％）等、ドイツでは経営学・法学（19.5％）、工学・製造・建築（19.0％）等、フランスでは経営学・法学（25.3％）、保健福祉（19.2％）等が多い（Eurostat “Adult Education Survey”、2016年）。

（60）文部科学省（2016）「社会人の大学等の学び直しの実態把握に関する調査研究」

（61）文部科学省（2017）「平成27年度の大学における教育内容等の改革状況について」によると、大学の教育課程内でのキャリア教育で取り組んでいることとして、社会人等に対するリカレント教育を目的とした授業科目の開設と回答した大学は10％程度にとどまっている。

（62）過去5年において従業員を大学等に送りだした実績があると回答した企業が対象。
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第3節　働き方の多様化が進む中で求められる雇用制度の改革

少子高齢化の一層の進展が見込まれる中で、性別・年齢に関わりなく、希望する人が能力を十分に発揮して働ける環境を整備することは非常に重要な課題である。また、平均寿命が延伸する中で、長く自分にあった仕事を続けていくためには、ライフステージに合わせて就業と学び直しの行き来ができる環境を整備し、技術進歩に合わせてスキルアップを図ることが必要である。こうした変化を踏まえると、今後の労働市場には、個々の働き手が自分にあった働き方を選択できるような多様性が求められる。そこで、本節では働き方の多様化がもたらす効果と、そのために求められる制度変化について分析を行う。

1　多様な働き方の導入とその効果

ここでは、働く時間や場所によらない柔軟な働き方の導入、ワーク・ライフ・バランス（WLB）の促進、雇用の流動化に焦点を当てて、多様な働き方の導入状況やその背景をみるとともに、そうした働き方の変化が企業や労働者に与える影響について定量的な分析を行う。

●柔軟な働き方・WLBの導入状況

企業における働き方の見直しの動向をみるために、まず、柔軟な働き方やWLBの取組状況の現状について内閣府の企業意識調査によって確認する。柔軟な働き方として、フレックス制度とテレワークの2種類、WLBの取組として、有給休暇取得促進、長時間労働の是正の2種類に焦点を当てる。

過去5年程度におけるこれらの取組状況の変化をみると（第2-3-1図（1））、主にWLBの取組を積極化させている企業の割合が高く、特に長時間労働是正については、65％程度の企業が積極的に進めている。一方、柔軟な働き方制度の取組を積極的に行っている企業の割合は低く、特にテレワークについては取組を行っていないと回答している企業は7割近くある。また、働き方の見直しは、企業規模と相関が高く、従業員規模が大きいほど柔軟な働き方やWLBの取組をより積極化させている傾向がある（第2-3-1図（2））。

次に、それぞれの取組を積極化させている背景について確認する。柔軟な働き方やWLBの取組を積極化させたと回答した企業にその理由を尋ねたところ（第2-3-1図（3））、全般的には、従業員の意欲向上・健康維持、従業員の離職の防止等を主な理由として回答する割合が高い。取組の動機として、従業員の福利厚生を高めることで、離職を防止しようとする狙いがあることがわかる。また、テレワークやフレックス制度の取組を積極化している企業においては、生産性向上や競争力強化、女性の活躍推進を理由に挙げている割合が高くなっている。女性活躍と働き方の関係性については後述するが、より柔軟な働き方を推進することで、女性の正社員比率が高まり、企業収益も上昇する可能性がある63。

●働き方の見直しは生産性を高める可能性が高い

では、こうした働き方の見直しはどのような効果を上げているのであろうか。積極的に取組んでいる内容別に、過去1年前と比較した労働時間の変化をみると（第2-3-2図（1））、おおむね半分程度の企業において総労働時間を削減できたと回答している。特に、テレワークを積極化させている企業においては6割以上の企業で労働時間が減少している。一方、働き方の見直しを行っていない企業においては、労働時間が減少したと回答した企業の割合は20％程度にとどまっていることから、取組を積極化させている企業においては従業員のWLBが促進されている可能性が指摘できる。

次に、働き方の見直しが生産性に与える効果について分析する。WLBと企業の経営パフォーマンスとの関係はいくつかの参考文献があるが、国内外の先行研究の結論を踏まえれば、中長期的にWLBの取組は生産性等にプラスの影響をもたらす可能性が高いことが指摘されている（姉崎、2010）64。ただし、山本・黒田（2014）で指摘されているように、企業業績で余裕がある企業でWLB施策が導入されているという逆の因果関係が存在している点には留意が必要となる。内閣府（2017）では、企業の属性の近い企業同士を比較することで、逆の因果関係をコントロールした推計を行い、テレワークと長時間労働是正を併せて実施する場合に、生産性に対し有意にプラスの影響を与えていることを指摘している。

ここでは内閣府（2017）を発展させる形での分析を行う。まず、過去5年程度において、各種働き方の見直しを積極化させていた企業を選び、その企業と属性（企業規模・売上・業種・雇用制度等）が近く、かつ取組を積極化させてこなかった企業とマッチングさせる。その上で、両企業群における2012年度から2016年度の4年間の労働生産性の伸び率の差を計算し、取組を積極化させていた企業の方が生産性の伸びが高くなっていたのではないかとの仮説を検証する。

第2-3-2図（2）は、定義が若干異なる2種類の労働生産性を用いて推計した結果をプロットしたものであるが65、値がゼロより高ければ、取組を積極化させた場合の方が、そのプラス分だけ労働生産性の伸び率が高かったことを示している。フレックス勤務、有給取得促進、長時間労働においては、それぞれ単独では有意な結果ではなく、労働生産性に対する影響は不明である。一方、有意になっている取組をみると、テレワーク単体（＋13～14％ポイント程度）、テレワークと長時間労働是正の組み合わせ（＋18％ポイント程度）、テレワークとフレックス勤務の組み合わせ（＋16％ポイント程度）となっており、これらの取組を積極化させた企業においては、生産性が向上していたと考えられる。

すなわち、テレワーク等の取組について積極化させてきた企業と、同じような企業属性を持つが取組を積極化させてこなかった企業を比較すると、積極化させた企業においては労働生産性の伸び率が年平均で3～4％ポイント程度高くなっていることが示唆される。また、テレワーク単体でも効果があることが見込まれるが、テレワークとフレックス勤務や長時間労働是正の取組を組み合わせることで、さらにその効果が高まることが示唆される。このように、逆の因果関係をコントロールしても、柔軟な働き方の促進は、生産性を向上させる可能性が高いと考えられる。

●WLBの促進は育児・自己啓発・趣味・買い物時間に影響

働き方の見直しにより労働時間が削減できる可能性について述べたが、より効率的に働き、労働時間を短縮させることは、労働者自身にとってはどのようなメリットをもたらすだろうか。例えば、労働時間が短縮され、自由時間が増えることで、平日でも趣味や自己啓発などを行いやすくなることが考えられる66。

ここでは、労働時間と他の生活時間の関係性を確認するために、労働時間が1％減少した際に、育児、自己啓発、趣味、買い物を平日に行うようになる確率67がどの程度変化するかについて正社員として働いている人を対象に推計を行った。推計結果によると（第2-3-3図（1））、労働時間が減少することは、すべての項目に対してプラスかつ有意な影響を与えていることが示唆されており、特に育児をする確率の変化が大きくなっている。

次に、育児、自己啓発、趣味、買い物を平日に行っている正社員を対象に、労働時間が1％減少した場合に、各項目を行う時間がどの程度変化するかの弾力性を推計した。推計結果をみると（第2-3-3図（2））、労働時間の1％の減少は、各項目を行う時間を0.34 ～0.37％程度増加させるとの関係性がみられている。労働時間の短縮は、各項目を行うようになる確率を高めるだけでなく、行っていた場合には、その実施時間も高める可能性が高いと考えられる。

以上の結果を総括すると、WLBを促進することで労働時間の短縮を図ることは、様々なメリットを労働者にもたらす可能性が高いと考えられる。育児時間については、男性の参加率が低いことが指摘されているが68、労働時間について男女間の格差を縮小させることで、家庭や育児の負担をより平等にしていくことにつながる可能性がある。また、自己啓発の時間を確保することは、第2節の分析でみたように、今後の技術革新への対応という観点からも重要である。さらに、買い物時間が増加すれば消費拡大に、趣味の時間を確保できることは生活の質を向上させることにつながる可能性があると考えられる。

●雇用の流動化は企業業績を高めるか

多様な働き方を実現し、職業人生を長く続けることができる環境を整備するためには、就業と学び直しの間の移動をより容易にすることが必要となるが、このことは、ある程度の雇用の流動性が必要となることも意味する。労働市場にとって、どの程度の雇用の流動化が最適かは、各国企業の戦略やそれに伴う人材育成方法等によって異なり、企業特殊的訓練を重視してきた日本企業においては、雇用の流動性が低いことが均衡点であったと考えられる（Morita、2001）。しかし、山本・黒田（2016）は、少子高齢化や技術革新等の環境変化により、長期雇用慣行等の企業戦略が最適とは言えなくなってきた結果、最適な雇用の流動性の水準も変化している可能性を指摘している。事実、彼らの雇用の流動性と企業業績に関する実証分析の結果によると、多くの企業の流動性は最適な流動性の水準を下回っていることが確認されている。

第2-3-4図（1）は、企業の雇用の流動性（ここでは離入職率69）の階級別に企業業績（ROA70、または、付加価値率71）との関係をみたものである。離入職率の4分位のうち、もっとも低いグループに属する企業のROAの平均は3.8％であるが、もっとも高いグループに属する企業のROAは4.4％であり、より流動性が高い企業の方が、業績が高いという関係性がみられる。また、ROAの代わりに、付加価値率を使っても同様の関係性がみられており、第I分位では12.7％であるが、第IV分位では19.5％となっている。

また、山本・黒田（2016）では、雇用の流動性が一定程度高まると企業業績も改善するものの、あまりにも流動性が高い企業では逆に業績も低下する傾向（逆U字の関係）がみられることが指摘されている。ここでは、同様に、雇用の流動化と企業業績の関係に逆U字の関係がみられるのか検証した。推計結果をみると（第2-3-4図（2））、ROA・付加価値率ともに、離入職率の2乗項はマイナスであるが、ROAでは係数が有意でないものの、付加価値率は有意となっており、雇用の流動化と企業業績の間に逆U字の関係性が存在する可能性が弱いながらも示唆されている。また、推計に使用した企業の多くは、流動性と企業業績が正の関係にあることが確認される。

こうした推計結果を踏まえると、急速な技術革新が進むとともに、働き手の職業キャリアが伸びる中では、多様な働き方を実現し、ある程度の流動性の高まりを許容することは企業業績の観点からは望ましい可能性があると考えられる。

2　多様な働き方に向けた制度面の課題

多様な働き方の実現に向けては、どのような環境整備が必要であろうか。雇用の円滑な移動を高めるためには、終身雇用制度や管理職のあり方の改革、マッチング機能の強化等が必要である。また、女性・高齢者の活躍に向けて必要な制度、フリーランサーに関する制度上の整備についても指摘を行う。

●日本的雇用慣行はどこまで変わったか

長期雇用を前提とする日本的雇用慣行が最適となるには、環境変化が緩やかなことと、利害対立の少ない同質的な構成員のいることが必要であると指摘されているが72、技術進歩等の変化が早い環境下や、多様なキャリア形成が求められる社会では、日本的な雇用慣行が十分適応しなくなってきている可能性も考えられる。では、日本的な雇用慣行がどこまで変化したのか、長期雇用慣行制度の変容に注目してその動向を確認する。

性別・年齢階級別に平均勤続年数の推移をみると（第2-3-5図（1））、全般的に緩やかな減少傾向がみられる。男性の40代、30代、20代の平均勤続年数について2000年と2017年との差をみると、それぞれ1.8年、1.2年、0.6年少ない。女性の40代、30代、20代の平均勤続年について同様に17年間の変化をみると、それぞれ0.6年、1.2年、0.8年減少している。Kawaguchi and Ueno（2013）による実証研究では、教育年数等をコントロールしても、より若い世代においては勤続年数の低下が観測されており、企業規模や産業によらず長期雇用が減少していることを指摘している。

しかし、国際的にみると日本の長期雇用は依然として維持されていることが考えられる。日本・ドイツ・英国・アメリカの4か国を対象に25～54歳の労働者における勤続年数の分布を性別にみると（第2-3-5図（2））、特に男性において日本は企業の定着率が高くなっていることがわかる。勤続年数が10年以上の男性の割合は、日本では半数以上と4か国の中では最も高く、日本の次に高いドイツと10％ポイント程度、最も低いアメリカとは20％ポイント程度の差が生じている。一方、女性では、勤続年数が1年未満の割合は日本が最も低いものの、勤続年数10年以上の割合はドイツが最も高くなっている。女性に対する長期雇用の慣行は、国際比較からは明確には読み取れない。Kambayashi and Kato（2016）は、日米を比較した実証分析を行い、日本では勤続年数を重ねた男性における雇用の安定性は、アメリカと比較して高く、両者の雇用安定性の差は過去10年でさらに広がったと指摘している。

長期雇用慣行については、全般的に減少している可能性が高いと考えられるものの、国際的にみれば男性を中心に流動性は低く、依然として長期雇用の慣行が強く残っていることが考えられる。

●変化が求められる平均的管理職

多様なキャリア形成が実現するにつれて、従業員の働き方も多様化すると、長期雇用慣行や画一的な正社員を前提とした人事制度では、生産性が上がらない等の問題が発生する可能性が考えられる。キャリア形成が複線化する中、個々人に対応したマネジメントが重要となると考えられることから、企業における管理職の役割が非常に重要になってくる。

そこで、企業意識調査の結果から、管理職に昇進させる際に重視する項目について点数化を行い、企業の雇用方針別にみた際に違いがみられるかを分析した。まず、女性正社員を積極的に活用している企業と、活用していない企業とで管理職に重視する項目に違いがあるかをみると（第2-3-6図（1））、女性正社員を積極的に活用している企業では年齢・勤続年数等の年功的な項目の点数が低く、マネジメントの点数が高い傾向がある。また、正社員の中途採用を推進している企業と、推進していない企業とを比較すると（第2-3-6図（2））、中途採用を推進している企業では年功的な点数が低く、逆に専門性の点数が高くなっている傾向がある。従業員の多様化に対応するべく、年齢や勤続年数にこだわらず、より適切なマネジメントができる人や専門性の高い人を管理職に昇進させていることが推察される。

また、日本の昇進制度の問題点として、入社年次により一律に昇進し、実際の昇進に差がつく年齢が欧米と比較すると遅いという制度が、グローバル化や女性活躍推進といった側面からも弊害が大きいことが指摘されている（大湾・佐藤、2017）。そこで、昇進の現状を確認するために、ここでは課長級及び部長級を管理職として、その役職についている労働者割合を性別・年齢階級別に2015～17年、2005～07年（10年前）の2時点で比較を行った（第2-3-7図）。

まず、男性においては、40～44歳における課長級割合が減少する一方、50～59歳における課長級割合が増加している。部長級割合でも、45～49歳の割合が減少し、55～59歳の割合が増加している。全般的に40代の管理職割合が減少し、50代での管理職割合が上昇するなど、昇進がさらに遅くなっている傾向が確認できる。女性においては、課長級では45歳以降、部長級では50歳以降で割合が増加している。ただし、女性の場合、昇進速度が変化したというよりも、全般的に管理職に就く割合が増加したと考えられる。

多様な従業員が存在する中では、管理職の役割が非常に重要であることは前述した通りだが、昇進が遅い場合、その管理職としての経験が年を取らないと得られないため、若い世代における人材育成機会の損失につながることが指摘されている73。多様な働き方を推進していく上では、入社年次により一律に昇進を管理するような制度についても変更が迫られていると言えよう。

●マッチングの効果、効率性を高める必要

多様な働き方ができるようになり、雇用が流動化した際には、より効率的に労働需給のマッチングを行うことが重要となってくる。特に、技術進歩に伴い、定型業務から非定型業務の職業へと労働移動を促進する際には、非定型の高スキルを必要とする職業のマッチングを効果的に行うことが必要不可欠である74。

この点の考察を深めるため、現在の職業をどのようにみつけたかについて、回答者を転職後の職業別に集計した上で、各職業の中におけるハローワーク、インターネットの転職情報サイト、家族や知人の紹介、求人情報誌・広告、人材派遣会社等の5種類の転職経路の割合を確認した（第2-3-8図）。なお、これらの転職経路は、転職の際に利用が多い上位5経路でもある（付図2-4）。

ハローワークでは、介護サービス関係の求人・求職が多いこともあり75、社会福祉専門職が多く入職しているほか、事務職や生産工程・労務職等の割合が高い。次に、転職情報サイト経由では、技術職、サービス職、営業・商品販売職の入職割合が多くなっている。ハローワークでは11％であったIT技術・専門職の割合は転職情報サイト経由では20％にまで増加している。ハローワークでも転職情報サイトでも割合が低かった管理職は、家族や知人の紹介で転職している割合が33％と他の職業より高い点が特徴である。人材派遣会社経由では事務職が多く派遣されており、求人情報・広告等では生産工程・労務職、サービス職、運輸通信関連職の転職割合が高い。

これらの大まかな傾向をまとめると、事務職や生産工程・労務職等の比較的定型的業務が多いと思われる職業は、ハローワーク、求人情報・広告等、人材派遣会社でマッチングしている場合が多く、技術職や管理職等の非定型の専門的な職業では、転職情報サイトや家族や知人の紹介等の経路で転職している割合が高い。

一般に、職業紹介業務は、幅広い候補者を対象にすることで、求人・求職側の双方にとってより適切なマッチングが実現する可能性がある。例えば、ハローワークにおける人材不足分野に係る就職支援の拡充やマッチング機能の充実等を行い、転職や再就職を支援していく取組が重要である。また、職業情報を総合的に提供する職業情報提供サイトの構築やジョブ・カードの更なる活用の促進等により労働市場の「見える化」を進めることも必要である。こうした取組を進める際には、AI等の新技術を活用し、サービスの利便性やマッチングの精度を上げていくことも検討すべきであろう。

●女性が一層活躍できる環境整備

第1節でも指摘したように、女性活躍を推進することは少子高齢化が進展する日本経済にとって非常に重要な課題である。女性活躍は企業業績にもプラスの効果を与える可能性が指摘されており、例えば、女性活躍等のダイバーシティを推進することで、女性の視点を活かしたイノベーションや、働き手のモチベーション向上等の経営効果が見込める可能性がある76。また、女性活躍推進のため、女性が働きやすい制度の導入や女性の能力が発揮できる環境を整備することで、企業業績がさらに向上する効果も考えられる。そこで、女性正社員比率、女性管理職割合の階級別に企業のROAを比較すると（第2-3-9図（1）（2））、女性正社員比率では必ずしもその傾向は明確ではないが、女性管理職割合では、0％の企業では4.0％であるが、5％以上の企業では4.3％であるなど、若干ではあるがROAが高い傾向にある。また、企業属性等も加味した過去の実証分析の結果をみると、女性活用を進めている企業ほど利益率が高くなるといった結果が報告されている77。

次に、どのような特徴をもっている企業が、企業方針として女性正社員を積極的に活用する確率が高くなるのかについて、プロビットモデルを用いた分析を行った（第2-3-9図（3））。結果をみると、育児支援制度や介護支援制度を活用している企業や、テレワークやフレックス勤務等のより柔軟な働き方の取組を積極的に行っている企業では、女性正社員の活躍を推進するとの方針を掲げる確率が高くなっている。

また、女性正社員を積極的に活用する方針の企業では、実際に女性の正社員や管理職の割合が高い。企業の属性等をコントロールしても、女性正社員を積極的に活用する方針の企業では、女性正社員比率が6.6％ポイント、女性管理職割合が5.4％ポイント高いとの結果が得られている（第2-3-9図（4））。育児支援制度や介護支援制度の活用が進んでいる企業でも、同様の傾向がみられており、女性正社員比率が3.5～5％ポイント、女性管理職割合が2.5％ポイント高くなっている78。

育児支援制度や柔軟な働き方が女性正社員や管理職割合を引き上げる背景には、出産等によりキャリアが中断されないことがあると考えられる。妊娠前に正社員であった女性が出産前後1年経過後にどのような雇用形態についているかをみると（第2-3-10図（1））、2000年代前半では育児休業制度を利用して引き続き正社員として働いていた女性は36％にすぎなかったが、2010～2014年では半数以上の女性が育児休業制度を利用して引き続き正社員で働いている。妊娠前にパートタイム労働者等であった女性についても、出産後に働いている割合は近年増加している。このように育児休業制度の活用等により労働市場から退出しない女性が増加したことが、前掲第2-1-10図（2）でみたように、M字カーブが解消されつつあることの背景にある。しかし、依然として3割の女性正社員、7割強のパートタイム労働者等の女性は出産を契機に労働市場から退出しており79、人的資本の蓄積が活かされなくなっている。人材を外部ではなく内部から登用する傾向がある日本型の雇用慣行においては、一度就業を中断した女性は、正社員として希望する仕事に再就職できる機会に恵まれづらくなることが指摘されており80、こうした出産や育児が不利になる労働市場の構造には見直すべき課題が多い。

労働市場からの退出を防ぐためにも、育児休業取得率を最大限に高めることが重要である。出産・育児に関わる負担は女性だけでなく、男性も負うべきものであるが、育児休業取得率の推移を性別に確認すると（第2-3-10図（2））、女性は80～90％の間でおおむね横ばいで推移しているのに対し、男性の取得率は徐々に増えてはきているが、2017年でも5.1％の水準に過ぎない。さらに、育児休業の取得期間についても男女差が非常に大きく、女性では約65％の人が10か月以上の期間を取得しているが、男性では5日未満が約57％、1か月未満が約83％となっている81。

また、第1節で確認したように、女性の半数以上がパートタイム労働者等の非正社員として働いているが、こうした背景に、正社員として働く負担が大きいため、より柔軟に働けることをその理由としている割合が高い（第2-3-10図（3））。また、現時点ではパートタイム労働者として働いているが、正社員になりたいと考えている女性では、勤務地、勤務時間、職種を限定した正社員として働くことを希望している割合が多い（第2-3-10図（4））。多様な正社員制度の普及や技術革新等を活用した柔軟な働き方の導入により、正社員を希望する女性が正社員になりやすい環境を整備していくことが重要である82。

以上を総括すると、女性活躍の促進は企業業績を向上させる可能性があり、そのために、育児・介護支援制度の積極的活用や柔軟な働き方の促進を後押しすることが重要である。特に、育児休業の取得を男女ともに促進することで、女性の離職を防ぐことや、多様な正社員制度の普及や柔軟な働き方の導入等により、女性がその能力を十分に発揮できる環境整備を行うことが求められる。

●高齢者が働きやすい環境整備

労働意欲もある元気な高齢者が労働市場で一層活躍できる環境整備は、少子高齢化がより進行する日本経済にとって重要である。ここでは、60代の就業選択にどのような要因が関係しているのかを分析した研究結果を基に、今後必要な制度改革を考察する。

内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2018）は、2005年に50～59歳かつ雇用者であった男性を対象に、2015年までの10年間にわたって追跡調査を行った個票データを用いて、60代の就業選択モデルを推計した83。このモデルを用いると、各種病気を原因とした通院や親族への介護、在職老齢年金制度や継続雇用制度等の有無、学歴や職種などといった様々な要素が、60代の就業選択行動にどのように影響するかに関してシミュレーションを行うことが可能となる。こうした諸要因の中でも、高年齢者の就業意欲の高まりを背景として、在職老齢年金制度や継続雇用制度等の有無に焦点を当てたシミュレーション結果を示した。

まず、在職老齢年金制度から概観する。在職老齢年金制度とは、60歳以降に厚生年金保険に加入しつつ老齢厚生年金を受給する場合において、基本月額84と総報酬月額相当額85に応じ、老齢厚生年金の受給額の一部あるいは全部が支給停止される制度である。この制度は、現役世代の負担に配慮し、一定の賃金を有する高齢者については年金給付を制限すべきとの観点で導入されている一方、就業意欲が抑制される影響があることが既存研究の中で指摘されてきた86。そのため、在職老齢年金制度の改正が行われており、就業意欲の抑制効果は緩和されてきたことも指摘されている87。仮に、この在職老齢年金制度が存在しなかった場合、現状と比較して就業選択確率がどのように変化するかをシミュレーションした結果によると（第2-3-11図（1））、フルタイム就業を選択する確率が上昇し、パートタイム就業および非就業を選択する確率が低下することが示されている。年齢別にみると、60～64歳では年齢が上がるにつれて影響が大きくなる傾向がある。なお、このシミュレーションでは財政への影響を考慮していないことに留意する必要がある。

次に、すべての企業に継続雇用制度等が存在していた場合についてのシミュレーション結果をみてみよう（第2-3-11図（2））。実線はモデルから推計される現行制度におけるフルタイムの就業選択確率であるが、仮にすべての企業に継続雇用制度等が存在していたと仮定すると、点線で示された就業選択確率へ上方にシフトする。年齢が上がるとシフト幅は縮小していく傾向があるものの、平均的には25％ポイント程度、就業選択確率が上昇しており、この上昇幅は上記でみた在職老齢年金制度の影響を大きく上回っている。

内閣府の企業意識調査によると、65歳を超える定年延長・継続雇用制度があり・活用されている企業は40％、定年制度がない企業は3％と、65歳を超える雇用に積極的な企業は4割程度となっている（付図2-5）。しかし、65歳を超える定年延長や継続雇用制度の導入を検討している企業も26％程度あることから、このような動きがより活発になれば、高齢者の就業が拡大する効果は大きい可能性が考えられる。

高齢者の活躍を促すためには、個々人の健康を増進することに加え、年金制度の設計や企業の人事制度が重要となると考えられる。企業での定年年齢の引上げや継続雇用制度等を整備することは、高齢者の就業状況を大きく左右するため、より年齢に縛られない働き方が可能となる。年金制度や企業の人事制度の設計については様々な選択肢を比較衡量し、就業意欲のある人々の就業を促すようなバランスの取れた制度設計を行うことが必要である。

●雇用関係によらない柔軟な働き方へのサポート

ネットを通じたジョブ・マッチング機能の向上等もあり、今後はフリーランス等の雇用関係によらない柔軟な働き方が増える可能性が考えられるが、このような働き方にはどのような制度的な課題があるのかについて最後に考察する。ただし、フリーランスといってもその形態は様々であり、2018年の調査によると88、副業としてフリーランスを行う割合が41％と最も多く、次に個人事業主等の自営業系（29％）、複数の企業と契約ベースで仕事を行う複業系（26％）がある。

割合が最も多い副業についてより詳細にみると、正社員の副業を認めている企業の割合は12％であり、8割弱の企業では認められていない（第2-3-12図（1））。ただし、認めていない企業の中でも、懸念が解消されれば認める企業と、今後も認める予定がない企業とに二分されている。許可されていない背景について確認すると（第2-3-12図（2））、本業への支障を懸念する回答が多く、特に従業員数の少ない企業でその傾向が強い。また、従業員規模が多い企業では労働時間の管理・把握が困難になるとの懸念が高くなっている。日本型雇用システムでは、正社員は労働時間が長く、組織への忠誠も含めて評価がなされた結果、副業を制約する傾向にあったと考えられるが89、今後多様な働き方を推進していく中で、日本型雇用システムの変化していくことにより、副業がより一般的になってくる可能性もある。また、副業を認めることは、企業にとってもメリットにもつながると指摘する声もある90。

このような副業を含めこれまでの働き方が変化するに伴い、これまでは少なかったトラブルや問題点が表面化してくると考えられるため、制度面の見直しが必要とされてくる。フリーランス・クラウドワーカー等の独立自営業者に対するアンケートでは、作業内容・範囲、一方的な仕様・作業期間等の変更、報酬の遅延等がトラブルになったことが多いとの結果となっている（第2-3-12図（3））。こうしたことを踏まえ、独立自営業者の間では、契約内容等でトラブルが起きた際の制度の充実や報酬に関する取り決めの明確化等を求める声が多くなっている（第2-3-12図（4））91。雇用関係によらない働き方をする者の中には、病気・出産等による休業、受注状況の悪化、廃業等の際に公的な支援が十分に得られず、収入が途絶するリスクがあることも指摘されている92。こうした指摘も踏まえながら、実態把握と並行して法的保護の必要性を含めて検討を行っていくことが必要である。

また、制度面の整備という観点からは働き手の保護に加え、労働需要側である企業にとってもフリーランス等の外部人材が活用しやすい環境整備を行うことも必要である。企業側に対するアンケート調査では、フリーランス人材の活用の障壁として費用対効果が不明との回答割合が高い93。企業が今後充実してほしい分野を確認すると（第2-3-12図（5））、現在活用している企業では、能力資格等の整備、教育訓練に対する支援・助成を挙げる割合が高く、今後の活用を検討している企業では能力資格等の整備に加え、活用にあたってのセミナーや適切な市場ルールの整備を挙げる割合が高くなっている。このような分野を整備していくことで、フリーランス活用に係る不透明性が低下していくことが期待される。



（63）後述する第2-3-9図を参照。

（64）姉崎（2010）は、WLBが企業業績に影響するメカニズムとして、優秀な人材の確保、従業員の定着率の向上、従業員の働く意欲の向上、業務運営の効率化、の4つの経路を指摘している。

（65）付加価値額を雇用者数で割ったものを労働生産性と定義しているが、ここでは雇用者数に常用労働者を用いた場合と、正社員数を用いた場合の2種類の推計を行っている。詳細については、付注2-5を参照。

（66）例えば、内閣府「平成29年度 国民生活に関する世論調査」では、自由時間が増えた場合にしたいこととして、旅行、趣味・娯楽、スポーツ、教養・自己啓発等の希望が多い。

（67）ここでの確率とは、各項目を平日に15分以上行う確率を指す。なお、育児時間については、世帯員に10歳未満の子どもがいる者のみを対象にしている。

（68）例えば、内閣府（2017）を参照。

（69）離入職率＝（離職者数＋入職者数）÷雇用者数。正社員のみ。定年退職や再雇用は離入職者数には含まない。

（70）ROA（総資本利益率）＝利益÷総資本。利益は営業利益を用いた。

（71）付加価値率＝付加価値額÷売上高。付加価値率が高い場合、企業が新しく創造した価値の割合が大きいと考えられる。

（72）大湾・佐藤（2017）を参照。

（73）大湾（2017）では、この他にも高齢化と企業家率の間には国際的に相関関係があるとの研究を紹介しており、高齢層が管理職を占拠することで、若い世代が管理職のスキルを取得できる機会を奪うことがこの背景にあると述べている。

（74）技術進歩の影響を分析したBrynjolfsson and McAfee（2014）でも、政策提言の一つとして、労働市場におけるマッチングの強化を指摘している。

（75）厚生労働省「職業安定業務統計」を参照。

（76）経済産業省（2012）では、事例研究等の結果、女性活躍推進が多面的な経営効果を持たすことを確認している。

（77）山本（2014a）、Siegel・児玉（2011）等。

（78）この他にも、山本（2014b）による実証分析では、労働時間の短い企業、雇用の流動性の高い企業、賃金カーブが緩く賃金のばらつきの大きい企業、WLB施策の充実している企業で、女性正社員比率や女性管理職割合が高くなっている。

（79）リクルートワークス「全国就業実態パネル調査2018」によると、2017年末に1～5歳の子どもがいる女性で、一番下の子どもの妊娠がわかった時には就業していたが、2017年末では非就業になっている女性の割合は3割程度となっている。

（80）原（2017）を参照。

（81）厚生労働省「平成27年度雇用均等基本調査」を参照。

（82）鶴・久米（2016）は、実証分析の結果を踏まえ、職務や勤務地等を限定した働き方を、男性も選択できるようにすることで、夫が家事・育児負担を担うようになり、女性就業が促進されることを指摘している。

（83）個票データは厚生労働省「中高年者縦断調査」を使用した。60代の就業選択モデルには、構造型の就業選択関数（多項ロジットモデル）を用いた。データの定義および分析の詳細は、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2018）を参照。

（84）加給年金額及び繰下げ受給による増額を除いた老齢厚生年金の月額。

（85）毎月の賃金（標準報酬月額）と直近1年間の賞与（標準賞与額）の総額を12で割った額とを合計した額。

（86）例えば、樋口・山本（2002）、石井・黒澤（2009）等。他方、山田（2012）では、60代については、一部の年齢を除き、在職老齢年金制度による就業抑制効果が確認できないとされている。

（87）浜田（2010）を参照。

（88）ランサーズ（2018）を参照。

（89）紺屋（2016）を参照。

（90）萩原・戸田（2016）では、企業が副業を認めた際の利益として、人材育成、人材求心力、柔軟な組織体制、生産性向上、ビジネスの情報と人脈の5つを指摘している。

（91）連合総合生活開発研究所（2017）のクラウドワーカーを対象とした調査では、最も受けたい保護として、最低報酬額が27.5％で最も多く、一方的な理由による解約の制限（11.3％）、危険・健康障害の防止措置（11.3％）と続いている。

（92）経済産業省（2017）を参照。

（93）経済産業省（2017）「平成28年度産業経済研究委託事業（働き方改革に関する企業の実態調査）報告書」を参照。



















第2章　人生100年時代の人材と働き方　第4節








第4節　本章のまとめ：人生100年時代の社会へ

●技術革新・少子高齢化は労働市場の変化を迫る

AI等の技術革新が労働市場に与える影響としては、定型的な業務が機械に代替される可能性、情報通信技術の発達によりテレワーク等の柔軟な働き方やオンラインの仲介で働くフリーランス等が拡大する可能性がある。どの程度の雇用者が代替されるかは議論が分かれているものの、これまでのIT技術が労働市場に与えた影響を踏まえると、特に、定型業務の代替がこれまで以上に進む可能性が非常に高い。日本では諸外国と比較して、事務職を中心にまだ定型業務が多く残っており、ITの利用頻度も少ない企業が多いことから、そうした企業については、まずはITをうまく活用して働き方を見直し効率性を高める必要がある。同時に、スキルの二極化への対応を考えることが重要である。さらに、技術革新は、労働を代替するだけでなく、新しい仕事を創出することや、機械では代替できない非定型の専門的な仕事の需要を高めることが指摘されており、定型業務の職場から非定型業務の仕事への労働移動を円滑なものにすることも重要である。

テレワーク、フレックス制度等の導入や、クラウドワーカー等の雇用関係によらない働き方の普及状況については、現状の日本では、そのような柔軟な働き方を実施している企業や、オンラインの仲介で働くフリーランスの割合が、諸外国と比較して限定的である。

また、少子高齢化が進み、人手不足が深刻化している日本経済では、新技術を活用することで、女性や高齢者の就業をより促進することが重要である。近年、正社員女性が増えているものの、女性雇用者の半分以上は非正社員であり、男性に比べて女性が定型業務を行う傾向が国際的にみても日本は非常に顕著である。また、高齢者については、高い健康寿命と人手不足を背景に、労働参加が進んでいるが、ITスキルには課題を抱えている。新技術の活用とITスキルを向上させる取組により、柔軟に無理なく働ける環境を整備することで、年齢・性別によらず、それぞれが持つ能力を十分に発揮できる形での労働参加が進展すると考えられる。

●人生100年時代・技術革新に対応したスキルの育成が重要

第4次産業革命に対応するためには、先端技術を専門に扱うIT人材を育成するとともに、専門家以外の働き手も、学び直しによって基礎的なIT技術を身に付け、機械では代替できない読解、分析、伝達等のスキルを伸ばしていくことが重要である。

先端技術を専門に扱うIT人材については、日本は先進諸国と比べて就業者に占める割合が少なく、また、大学等の高等教育機関で理工学系を専攻する学生の割合も低い。加えて、企業が必要とする知識分野としてプログラム系や通信ネットワーク系を多く挙げているのに対して、該当する専攻分野で学ぶ人材は不足しており、ギャップが生じている。このため、企業に勤めるIT人材の多くが企業に入ってから必要な専門知識を学んだとしている。こうしたことから、大学等が社会のニーズに応じてカリキュラム編成などを柔軟に見直していくことが重要である。

また、専門人材の育成以外にも、学校教育においてITの活用を進めるとともに、IT技術で代替が困難な読解力や分析能力といった技能を伸ばしていくことや、大学において専攻分野に関わらず一定程度のITリテラシーを育成することも重要である。

技術革新に対応した社会人のスキルアップについては、現在の日本では、主に企業の教育訓練によるところが大きく、新技術の導入を積極的に行っている企業ほど教育訓練にも力を入れている。また人材育成方針としては、管理職になる人材については自社内での育成が重視されている一方、研究開発人材やIT人材は、比較的中途採用で補強する傾向もみられる。教育訓練への投資は企業の生産性を高めることが実証的にも示されており、同時に、社員の自己啓発の支援を行っている企業の生産性はさらに高まることから、企業内訓練と企業外での自己啓発の双方をうまく活用することが重要である。

他方、大学等で学び直しを行う社会人の割合は、日本では国際的にみて低く、その背景としては、勤務時間が長く学び直しの時間がとれないことに加え、学び直しに適した教育訓練コースを設定している大学や質の高いリカレント教育を提供している大学が少ないことがあると考えられる。こうした点を踏まえると、社会人の学び直しを促進するためにも、大学改革等を進め、より実践的で質の高い教育機会を提供することが重要である。また、企業側においても、従業員の自己啓発を適正に評価し、支援する姿勢が求められる。

●働き方を見直すことは企業・労働者の双方にプラスになる

技術革新によって時間や場所によらない柔軟な働き方が可能となる中で、WLBを促進し、女性や高齢者の就業を促進することについては、多くのメリットがある。テレワーク等の柔軟な働き方を促進することは、企業の生産性にプラスの影響をもたらす可能性が高い。また、柔軟な働き方の導入による労働時間の削減は、自己啓発、趣味、買い物、育児を行う機会を増やすことから、労働者の生活の質の向上にもつながる。

女性や高齢者が働きやすい多様な働き方を実現するためには、制度面を含めた環境整備を行う必要がある。技術革新の進展や高齢化による就業年数の延伸によって就業と学び直し等の行き来が盛んになると、長期雇用を前提とする流動性の低い日本的雇用慣行は、技術進歩等の環境変化が激しい中では最適とは言えなくなってきている。また、働き手が多様化すれば、個々人の働き方に応じたマネジメントを行う管理職の役割はこれまで以上に重要になり、従来のような入社年次により昇進を管理するような制度を見直し、適切な人材を管理職へ昇進させていくことも大切である。

女性活躍の促進はダイバーシティによる効果等によって企業業績に対してプラスの効果をもたらすと示唆される。このため、男女の育児休業の取得、柔軟な働き方の促進、限定的正社員制度の導入などの取組を促進し、女性の離職を防ぎ、十分に能力を発揮できる環境整備を進めることが求められる。また、高齢者の活躍を促すためには、年金制度や企業の人事制度の設計について様々な選択肢を比較衡量し、就業意欲のある人々の就業を促すようなバランスの取れた制度設計を行うことが必要である。

多様な働き方の普及や就業と学び直しの広がり等による雇用の流動化や技術進歩に対応した労働移動を円滑なものとするためにも、労働市場のマッチング機能を強化することや、フリーランスなど雇用関係によらない働き手に対するセーフティーネットのあり方等についても検討を続けていくことが必要である。
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第3章　「Society 5.0」に向けた行動変化








我が国の景気は緩やかに回復しており、経済の好循環は着実に進展しているものの、今後の少子高齢化の進展等を考慮すると、中長期的な経済活力を維持・向上させていくためには、第4次産業革命と呼ばれる近年のイノベーションを加速し、社会実装を進め、その成果を経済成長や国民生活の豊かさにつなげる「Society 5.0」の実現が求められている。

本章では、第4次産業革命の世界的な動向と、それが経済社会に与える影響について整理するとともに、我が国経済が国際的にみて競争力とイノベーションの優位性を保つための課題を探るために、知識・人的資本・技術力などの「イノベーションの基礎力」と、組織の柔軟性・起業家精神などの「イノベーションへの適合力」の2つの大きな要素に分けて、国際比較を交えながら日本の強みと弱みを整理する。その上で、第4次産業革命が進展する中で、企業の労働分配率や生産性がどのように変化しているかについても、企業レベルのデータを用いた実証的な分析を行い、我が国経済が持続的成長を実現するための課題を考察する。



















第3章　「Society 5.0」に向けた行動変化　第1節








第1節　第4次産業革命の社会実装

AI、ロボット、ビッグデータなど近年急速に進展している第4次産業革命のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取り入れることにより、様々な社会課題を解決するのが「Society 5.0」1。本節では、こうした第4次産業革命がもたらす様々な変化と、それが経済社会へどのような影響をもたらし得るかについて、他国との比較も交えながら、整理する。

1　第4次産業革命の進展と経済構造への影響

●第4次産業革命がもたらす変化、新たな展開

近年の情報通信ネットワークの発達やIoT、AI、ビッグデータ、ロボットの発展等により、第4次産業革命とも呼ばれる大きなイノベーションが生まれている2。具体的には、相互接続されたスマートな機械やシステムを通じて、これまでデータ化されていなかった情報、例えば、人間や機械の位置や活動状況などの情報がデータ化され、ネットワークを通じて集積されてビッグデータとなり、それが解析・利用されることで、新たな付加価値が生まれている。これまでデータ化されてこなかった情報も含めてビッグデータが利用可能となったことで、AIによる機械学習の技術が一層発展するとともに、データ解析の結果をロボットにフィードバックすることで、機械による自動化の範囲が飛躍的に拡大しようとしている3。

第4次産業革命の新たな技術革新は、人間の能力を飛躍的に拡張する技術（頭脳としてのAI、筋肉としてのロボット、神経としてのIoT等）であり、豊富なリアルデータを活用して、従来の大量生産・大量消費型のモノ・サービスの提供ではない、個別化された製品やサービスの提供により、個々のニーズに応え、様々な社会課題を解決し、大きな付加価値を生み出していく。

まず、AIやロボットによって、様々な分野で自動化が進む。例えば、これが自動車の運転、物流の局面で成し遂げられれば、交通事故の削減や地域における移動弱者の激減につなげられるほか、人手不足に直面する物流現場の効率化につながり、過度な業務負担も大幅に軽減される。自動翻訳によるコミュニケーションの進化は、国際的な知見を獲得したり、我が国の知見を海外に発信したりするに当たり、これまで大きなハードルであった言葉の壁をバイパスすることができる可能性を秘めている。このようにAIやロボットがもたらす自動化・効率化、代替力によって、人間の活動の重点は、五感をフルに活用した頭脳労働や、チームワークの下で互いに知恵を出し合うコミュニケーションなどにシフトしていくこととなる。

次に、画質や音質が飛躍的に進歩したIoT技術により、これまで地理的な制約で提供することができなかった新しいサービスの提供が可能になる。例えば、交通の便が悪い地方の住民や子育てに忙しい都市部の住民が、大きなコストを払うことなく必要な医療や教育のサービスの提供を受けることができる。わざわざ商店やコンビニエンスストアに買い物に行かなくてもスマートフォンのアプリで商品を注文し、これをタイムリーに受け取ることも可能となる。

20世紀までの経済活動の代表的な基盤は、安定的な「エネルギー」と「ファイナンス」の供給であった。天然資源の乏しい日本にとって、エネルギー供給は日本経済の潜在的な「弱み」であり、金融面でも、日本は世界的な競争から遅れを取っているのが現状である。こうした「弱み」を、ブロックチェーン技術等を活用した集中から分散型によるセキュリティの確保や、新しい決済手法、スマートエネルギーマネジメントなど、最新の技術革新を取り入れることにより、国際競争で十分互角に戦える「強み」に変えることが可能となる。

さらに、21世紀のデータ駆動型社会では、経済活動の最も重要な「糧」は、良質、最新で豊富な「リアルデータ」になってくる。データ領域を制することが事業の優劣を決すると言っても過言ではない状況が生まれつつあり、これまで世の中に分散し眠っていたデータを一気に収集・分析・活用する（ビッグデータ化）ことにより、生産・サービスの現場やマーケティングの劇的な精緻化・効率化が図られ、個別のニーズにきめ細かく、かつリアルタイムで対応できる商品やサービス提供が可能になる。例えば、個人の健康状態に応じた健康・医療・介護サービスや、時間や季節の変化に応じた消費者のニーズの変化を的確に捉えた商品、農産品の提供などが可能となる。ものづくり、医療、小売・物流など、現場にあるリアルデータの豊富さは、日本の最大の強みであり、サイバーセキュリティ対策に万全を期しながら、そのデータ利活用基盤を世界に先駆けて整備することにより、新デジタル革命時代のフロントランナーとなることを目指すべきと考える。

●第4次産業革命による日本の経済構造への影響

第4次産業革命の進展は、日本の経済構造にも大きな影響を与えると考えられる。一つは雇用や働き方への影響である。第2章で詳しくみたように、AIやロボットによる労働の代替が進む場合、中スキルの労働者が減少し、労働の二極化が進展する可能性が考えられるものの、働き方の見直しや人材育成をしっかりと行うことができれば、少子高齢化によって人手不足感が高まる日本においては、むしろ人手不足を補うポジティブな効果が得られる可能性も高い。

他方、産業面に与える影響については、第4次産業革命・イノベーションの社会実装が進むにつれて、業種の壁が限りなく低くなり、産業構造が変わる可能性が指摘されている4。こうした産業構造への影響が考えられる背景の一つとしては、第4次産業革命により生み出される新たな商品やサービスは、従来のバリューチェーンとは大きく異なるプロセスで生産・流通されるものであることが指摘できる。例えば、従来の典型的なバリューチェーンでは、素材購入、製造、卸売、配送、小売といった各段階を経て消費者に商品が渡ることが一般的であり、消費者はこうしたバリューチェーンのうち最終段階の小売についてしか企業を選択する余地がなかった（第3-1-1図（1））。

これに対し、電子コンテンツなどのサービスを消費者が購入する場合には、まずは、携帯電話・タブレットないしはパソコンといったハードの機器を選択し、それら端末において契約している通信ネットワークを用い、端末にインストールされたOS及びその上で作動するアプリを用いて、代金決済の可能なコンテンツストアにアクセスし、電子コンテンツを購入するというプロセスになる。これらはバリューチェーンとして統合されたものではなく、消費者は端末、通信契約、OS及びアプリ、コンテンツストアといったそれぞれの段階で複数の選択肢から好みの機器やサービスを選ぶことができることから、その意味で従来のバリューチェーンに対して「レイヤー構造」になっていると呼ぶことができる5（第3-1-1図（2））。こうしたレイヤー構造においては、各レイヤーの企業は常に消費者による選択にさらされるため競争が激しくなるとともに、その時々のイノベーションの進展によってレイヤー間の補完性が変化し、優位性が逆転する場合もある。例えば、パソコンのOSにおいて支配的な競争力を持っていたとしても、下位レイヤーである通信手段やハードの機器がパソコンからスマートフォンに移行することにより、スマートフォンと補完性の高いOSの優位性が急に高まり、パソコンと補完性の高いOSの優位性が急激に失われることもある。こうしたレイヤー構造化は、デジタルコンテンツの分野だけでなく、第4次産業革命によって従来の産業へも広がりつつある。例えば、自動車産業の場合も、自動車の運転によって収集された走行履歴や道路情報、位置情報などがネットワークにつながりビッグデータとして集積され、無人自動走行等に活用されるようになった場合、自動車そのものは下位レイヤーとなり、その上位レイヤーとして、データ通信のための車載機器、通信サービス、データ集積・解析サービスといった様々なレイヤーが誕生する可能性がある。このように、様々な物がインターネットにつながるIoTの進展は、産業構造を大きく変え、日本の産業の競争力にも大きな影響を与える可能性がある。

以下では、こうした問題意識の下に、第4次産業革命による新技術の経済社会への実装化の状況について、eコマースやシェアリング、IoTやロボットなど生産面の動向、FinTech、無人自動走行に向けた取組状況に焦点を当てて概観する。

2　集中化が進むプラットフォーム・ビジネスとデータ獲得競争

●プラットフォーム・ビジネスにおいて、我が国は大きく出遅れ

eコマースやイノベーションの進展とともに、そうした技術や付随するデータを活用し、企業や消費者を相互に連結する、オンライン・プラットフォームの役割が重要となっている。オンライン・プラットフォームには様々なものがあり、一般にはインターネットでの販売・取引市場、検索エンジン、SNS等、広範なインターネット上の取引を仲介する場やシステムを指す。こうしたオンライン・プラットフォームの存在は、ユーザーやサービス提供者にとって、<1>開業の容易さ、注文・配送の一括化等の取引費用の節約、<2>店を渡り歩く必要がない等の包括的な閲覧性、<3>一つのウェブサイトで買い物、動画・音楽鑑賞、ゲームなどを楽しめる等の範囲の経済性、<4>売り手と買い手のマッチング効率の向上といった利点を持つとともに、プラットフォームの提供者（プラットフォーマー）には膨大なビッグデータの収集とその活用によって広告・宣伝、マーケティング等を通じ大きな利益がもたらされると考えられる。

オンライン・プラットフォームには上記のような経済的な特性のほか、ネットワークに連結される利用者の規模が大きくなるほど、個々のユーザーのメリットが拡大する「ネットワーク効果」（規模の経済性）が存在することが指摘されている6。具体的には、より多くのユーザーがプラットフォームを利用すれば、そこで提供されるサービスの質や量が増加し、それがユーザーにとってさらに当該プラットフォームを利用する魅力を高めるという効果が働く。ネットワーク効果が大きい場合には、ユーザーを拡大するためにサービスが無料となることも多く、それが規模の拡大を一層加速する傾向がみられている。また、一度利用すると他のプラットフォームに切り替えるためのスイッチングコストが存在するため、先行事業者が有利になることが多く、プラットフォーム・ビジネスへの新規参入が限定される傾向もみられる。

以上のようなプラットフォーム・ビジネスの特性を踏まえて、主要な国について、オンライン・プラットフォームを有する企業の規模をみるために、2018年3月末時点の時価総額を比較すると、こうしたプラットフォーム・ビジネスの先駆者であるアメリカでは、主要4社の合計で2.7兆ドル（約287兆円）と圧倒的な規模を有しているほか、中国では、外国企業のアクセスを制限していることもあり、自国内の企業が大規模な国内需要を取り込んでおり、主要2社で9千億ドル（約96兆円）と相応の規模を有している。一方、我が国は、両国と比べて、先行者利益の獲得ができておらず、国内主要企業の株価時価総額はわずか4兆円程度にとどまっており、アメリカ、中国に比べて大きく出遅れている様子がうかがえる（第3-1-2図）。

ただし、前述のとおり、プラットフォーム・ビジネスではネットワーク効果やスイッチングコストの存在のために、既存企業の寡占による競争の阻害、データの囲い込みといった問題（「データ覇権主義」）が生じたり、新規企業の参入が難しくなることでイノベーションを阻害する可能性もあることから、長期的にみると、巨大なプラットフォーマーの存在には一長一短があることには注意する必要がある。

●インターネット販売の利用は拡大

オンライン・プラットフォームの発展・普及に伴って、オンラインでの財やサービスの商取引（eコマース）が急速に拡大している。主要な国について、BtoCのeコマースの市場規模をみると、近年はとりわけ中国での規模の拡大が著しく、2017年におけるBtoCのeコマースの規模では、中国が1兆1千億ドル（約125兆円）と最も大きくなっており、世界第二位の市場であるアメリカの5千億ドル（約50兆円）を大きく上回っている（第3-1-3図（1））。

中国におけるBtoCのeコマースの規模が急拡大した要因としては、<1>もともと人口規模が大きいことに加え、<2>農村部を含めて所得が上昇し消費支出が増加する余地が拡大したこと、<3>小売の店舗網の発達が不十分であった一方でスマートフォンの普及等により通信施設や決済システムの整備が進んだこと、<4>電子商取引を扱う大型の企業の台頭や政府による発展支援や規制緩和が行われたこと、<5>製造業の生産能力余剰の解消のため潜在的な消費需要を顕在化する手段として電子商取引が注目されたこと等が影響していると指摘されている。

他方で、我が国のeコマース市場規模は、英国やドイツと同程度の規模にとどまっている。ただし、近年では、我が国のeコマース市場は財・サービスともに市場規模が拡大してきており、2017年における市場規模は全体で16.5兆円となっている（前掲第3-1-3図（1））。

また、1年間にインターネット販売を利用した人の割合を国際比較すると、英国、デンマーク、ドイツなど欧州諸国で利用者割合が高い傾向がみられるが、我が国の利用率については、諸外国やOECD加盟国の平均と比べてやや低い（第3-1-3図（2））。こうしたことを踏まえると、我が国においては、今後、eコマースの利用率が上昇し、市場が拡大していく余地は大きいものと考えられる。

●シェアリングエコノミーは今後拡大が見込まれている

オンライン・プラットフォームを利用して行われるビジネスとして、eコマースのほかに、シェアリングやマッチングといったビジネスも拡大している。民間機関の調査をみると、近年のシェアリングエコノミー産業の市場規模は、これまでのレンタル産業の市場規模の1割未満の150億ドル（約1兆5千億円）にとどまっている（第3-1-4図）。

ただし、シェアリングエコノミーの市場規模は今後10年程度の間に大幅な拡大が見込まれており、民間機関の予測では、貸出やクラウドファンディング、オンラインでの派遣やクラウドソーシング7、民泊などの宿泊サービス、カーシェアリング等、多岐に亘るサービスで拡大が見込まれている。

こうした売り手と買い手を直接結び付けるマッチング機能の向上は、潜在需要の喚起や、新ビジネスとイノベーション創出を促すと考えられる。ただし、労働のシェアリング、民泊、衣服などのモノのシェアリングといった様々なシェアリングエコノミーに対する認知度や利用意向を、日米独で国際比較すると、日本ではいずれの分野でも米独に比べて認知度・利用意向とも低くなっている（第3-1-5図）。

この背景としては、従来型のサービス提供では、業法規制によって品質確保が図られることが多く、サービスを提供する事業者が品質の責任を負っているが、シェアリングエコノミーにおいては、サービスを提供する個人が責任を負っていることから、サービス品質にばらつきがあり、業法規制によるサービス品質管理は行われないことが通常であるため、利用者が安全性や信頼性の面で慎重になっている可能性が考えられる。今後、我が国においてシェアリングサービスが普及するためには、認知度を上げることと同時に、「シェアリングエコノミー推進プログラム」に基づき、民間団体等による自主的ルールの普及展開により、安全性・信頼性を一層高めていくことが重要な課題であると考えられる8。

3　生産面・サービス供給面の改革：AI、IoTとロボティクスの普及

●様々な産業において、新技術の導入や検討

我が国では、これまでも生産や流通の現場で、様々なデータを基に生産・流通の管理が行われ、また、生産現場でのロボット等の活用も広く行われてきた。しかしながら、第4次産業革命により、センサー等を通じた設備の稼働状況の把握や、インターネットの閲覧履歴を利用した詳細な顧客情報などが入手可能となり、これまでデータ化されることがなかった情報がビッグデータとして集積されることで、そうした情報を解析することにより新たなサービスが生み出されるとともに、工場の自動化率の引上げ、単純事務の機械化、農作物育成や建設工程管理の適正化、物流の効率化、飲食・宿泊・介護サービス等の一部機械化などが可能になっている。

我が国の産業においても、IoTやAI、ロボットなどの新技術を用いて生産面・サービス供給面の効率改善や顧客へのきめ細かな対応を図る動きが広がっている。2018年に実施した内閣府の企業意識調査をみると、IoT・ビッグデータ、AIなどの新技術の導入・活用や、それに向けた中期計画の策定が進みつつあることが分かる（前掲第2-1-5図（1））。

こうした新技術の導入状況の詳細について、2017年に実施した内閣府の企業意識調査をみると、ロボットについては、我が国のモノづくりの強さを反映して、製造業を中心に既に導入がなされているほか、クラウドについても、製造業のみならず、サービス業でも導入が進んでいる。一方、IoTやAIは導入を検討している産業は多いものの、既に導入済みであるのは、IoTについては電気・ガスや金融・保険業9、AIについては金融・保険業や一部の製造業に限られており、今後の導入の進展が期待される10（第3-1-6図）。

●産業用ロボットの市場規模は拡大、日本はIoTの導入で後れ

次に、こうした新技術の活用状況について、国際的な動向を確認する。日本はロボット技術においては国際的にも比較優位を有していると考えられるが、産業用ロボットの市場規模について民間機関の調査をみると、世界の市場規模は2016年の114億ドル（約1.2兆円）から2020年には233億ドルまで急激に拡大することが見込まれており、我が国についても、2016年の17億ドル（約0.2兆円）から2020年には30億ドルに拡大していくことが見込まれている（第3-1-7図）。

他方、IoTの導入状況と今後の導入意向について国際比較すると、導入状況については、アメリカは40％を超えているのに対し、日本は20％程度となっているほか、今後の導入意向については、アメリカ、ドイツともに70％～80％程度となる一方で、日本は40％程度にとどまっており、日本企業の取組はやや慎重になっている面がみられる（第3-1-8図）。この背景について、企業における産業データの取扱い・利活用における課題・障壁に関する調査結果をみると、日本の企業では、他国と比較して、「収集されたデータの利活用方法の欠如、費用対効果が不明瞭」と「データを取り扱う人材の不足」を懸念していると答える企業の割合が高いため、こうしたことが日本でのIoTの導入率や導入意向の低さに影響している可能性が考えられる11。


コラム3－1　新技術を利用した「クラウド」サービス

最近、「クラウド」という言葉をよく耳にするようになりました。このクラウド、明確な定義がある訳ではありませんが、一言でいえば「ユーザーがインフラやソフトウェアを持たなくても、インターネットを通じて、雲（クラウド）の中にあるコンピュータを地上から利用するイメージで、必要な時に必要な分だけサービスを利用する」という考え方です。今まではハードウェアを自前で購入したり、ソフトウェアをパソコンにインストールしなければサービスが使えなかったのが、クラウドの出現によってハードウェアの購入やソフトウェアのインストールなしに利用できるサービスがたくさん生まれているのです。

このクラウドについては、産業用の用途のみならず、スマートフォンなどを活用した個人によるサービス利用も多いことから、世界の市場規模は2015年実績で932億ドル（約11兆円）とかなり大きく、今後も2020年にかけて3倍程度に拡大することが見込まれています（図（1））。

また、クラウドサービスを利用する企業の割合を国際比較してみると、フィンランド、スウェーデンといった北欧諸国の割合が最も高くなっていますが、我が国はそれらに次いで3番目に高く、主要国の中でも利用が進んでいることが分かります（図（2））。

さらに、民だけでなく官の側にも、様々な分野で多量のデータが蓄積されています。この行政が保有する膨大なデータをオープン化（誰もが利活用できるインフラ化）することにより、新たなクラウドサービス、ビッグデータを活用したイノベーションや新ビジネス創出、次世代ヘルスケア・システムの構築などが可能となっていくと考えられます。



4　金融面の変化：FinTech／キャッシュレス化の進展

●新しい情報技術でFinTechが進展

近年、AIやビッグデータ、オンライン・プラットフォームの活用に加え、ブロックチェーンや分散型台帳技術12といった新しい情報技術を、支払決済サービスをはじめとする様々な金融サービスに応用していく、FinTech（フィンテック）と呼ばれる金融イノベーションが、先進国や新興・途上国を含め、グローバルに進行している。このような動きが世界的に進んでいる背景としては、需要面・供給面の両方の要因を指摘することができる13。

まず、需要面の要因としては、経済のグローバル化や人々のライフスタイルの多様化に伴い、金融サービスに対する需要が複雑化かつ多様化していることが指摘できる。すなわち、経済のグローバル化に伴い、新興国や途上国においても、様々な金融サービスへの需要が拡大しているほか、安価なクロスボーダー送金などへのニーズも高まっている。また、eコマースやシェアリングエコノミーなどの拡大に伴い、新しい金融サービスへのニーズも生まれている（第3-1-9図（1））。

また、供給面では、<1>スマートフォンでの取引、<2>AIとビッグデータ分析、<3>ブロックチェーンと分散型台帳技術といった、金融サービスに大きなインパクトを及ぼし得るいくつかの新しい情報技術が、ほぼ同時期に登場してきたことも指摘できる。

●日本はキャッシュレス化で遅れ

こうした先端的な金融サービスを使った決済送金・資産管理・融資に関する利用動向を国際比較すると、我が国はアメリカや英国と比べて、利用の意向のみならず、利用率も相対的に低い（第3-1-9図（2））。

また、電子決済を用いた取引動向をみても、我が国は諸外国と比べて、家計最終消費支出に対する電子決済の取引額の割合が極めて低い（第3-1-9図（3）、（4））。具体的には、カードの一人当たり年間取引額でみると、日本は4千ドル程度（約50万円弱）と、アメリカや英国の1万8千ドル程度（約200万円）と比べると4分の1程度にとどまっており、特に短期で決済されるデビットカードの利用が極端に少ないのが特徴である。プリペイドカードなどを含む電子マネーについては、日本はイタリアに次いで相対的に利用金額は大きいもの、金額自体は370ドル程度（約4万円）と、カード決済に比べて少額である。このため、カード及び電子マネーを合わせた電子決済の割合は、日本では消費額の2割程度にとどまっており、国際的にみても、最も割合の高い韓国の96％は例外的としても、英国の69％、中国の60％14、アメリカの46％等と比べて、かなり低い割合となっている。こうした背景には、日本では偽造紙幣が少なく現金への信頼が高いことや、ATMの利便性が高いために現金の入手が容易なことに加え、店舗側からみると電子決済に必要な端末導入コストや支払サービス事業者の手数料が高いこと等が指摘されている15。

これまでみてきたような各種金融商品へのインターネットを通じたアクセスの容易化や電子決済の普及は、利用者の取引費用を大きく低下させるとともに、eコマースなどをはじめとする各種サービスの利便性を高めると考えられ、今後の進展が期待される。

5　次世代モビリティ・システム、次世代ヘルスケア・システムの動き

●自動車の無人自動走行や環境対応に向けた動きが見込まれている

自動車産業は、単独の産業としては最も大きな市場規模を持ち、日本が比較優位を持つ産業の代表例であるが、近年、電気自動車（EV）をはじめとする環境対応車の普及に加え、第4次産業革命の進展によって、テレマティクスサービス（車両の運行状況や位置情報などをインターネットでつなぐことで、車両の保守管理、燃費削減、運転支援、運転関連情報などのサービスを提供するもの）や無人自動走行に向けた取組が広がりつつある。こうした構造変化は、これまでのバリューチェーンを大きく変え、日本の競争力にも影響が及ぶ可能性があることから、その動向が注目されている。

具体的には、電気自動車の普及は、これまでのように蓄積されたノウハウや工作技術が必要とされてきた内燃機関や機械系の制御部品へのニーズが減少し、より汎用性の高い電子モーターや電子系制御部品に置き換わることで、自動車のモジュール化が進むとともに、テレマティクスの普及や無人自動走行化に向けた技術開発が進む過程で、これまでハードに一体化された車両単位から、車両制御OS、車載情報端末、通信などが新たなレイヤーとして分離する可能性が高い。実際に、車両制御OS、車載情報端末、通信などの新たなレイヤーには、自動車関連企業だけでなく、IT関連企業など異業種が参入しつつある状況にあり、今後、自動車のEV化、スマート化が進むことが見込まれる中で、これまで熟練の技術や生産効率性などに依存してきた既存の自動車メーカーの競争優位は、ソフトに優位性を持つ上位レイヤーを担う企業との組合せによっても大きく影響を受ける可能性が高い16。

最後に、こうした動きが今後どのようなペースで進展していく可能性があるかについて確認する。我が国や欧米では自動運転システムの定義をレベル0からレベル5の6段階に分けて定義しているが17、現在では、自動運転システムが操舵や加減速のどちらか（レベル1）、ないし両方をサポート（レベル2）するところまでしか実用化されていない。また、本格的な自動運転といえるレベル3（特定の場所で緊急時を除き自動運転）については、一部対応した車種が導入されている状況である。なお、民間機関の調査をみると、世界市場で完全自動運転システムといえるレベル4（特定の場所で完全自動運転）、レベル5（場所の限定なく完全自動運転）の本格的な実用化は2025年以降と予測されているが、2035年には世界の新車販売台数（乗用車）の2割を超えるとの見方もある（第3-1-10図（1））。

また、環境対応車について、民間機関の調査をみると、2015年の実績で世界市場では214万台、日本市場では89万台となっているが、2020年には世界市場では2倍の450万台程度、2030年には6倍の1200万台程度に拡大するとの見方もある（第3-1-10図（2））。

●次世代ヘルスケア・システムの構築に向けた動きが進んでいる

医療・介護分野でも、データや技術革新の積極的な導入や活用を行い、個人・患者本位の新しい「健康・医療・介護システム」を構築することで、医療機関や介護事業所による個人に最適なサービスの提供や、保険者や個人による予防・健康づくりを進めるなど、次世代ヘルスケア・システムの構築に向けた動きが進んでいる。

具体的には、政府が2018年6月に決定した「未来投資戦略2018」において、個人の健診・診療・投薬情報が医療機関等の間で共有できる全国的な保健医療情報ネットワークについて2020年度からの本格稼働を目指すこととされた。また、ICT化や現場ニーズを踏まえたロボット・センサー、AI等の開発・導入を推進し、医療・介護現場の生産性向上を図ること、住み慣れた地域・我が家において安心して在宅で医療やケアを受けられるよう、服薬指導を含めた「オンラインでの医療」全体の充実に向けた所要の制度的対応を進めることなどが挙げられている。



（1）この点、政府が2018年6月に決定した「未来投資戦略2018」では、「Society 5.0」を構築する原動力として、新しい技術やアイデアをビジネスに活かす民間のダイナミズムの重要性を指摘しており、産業界は様々なつながりにより付加価値を創出するConnected Industriesに自らを変革し、イノベーションをけん引することが期待される、としている。

（2）第4次産業革命は、18世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の機械化である第1次産業革命、20世紀初頭の分業に基づく電力を用いた大量生産である第2次産業革命、1970年代初頭からの電子工学や情報技術を用いた一層のオートメーション化である第3次産業革命に続くものとされている。

（3）AIには、正式な定義があるわけではなく、人間の頭脳のように「知的にみえる」アプリケーションの総称として用いられることが多いため、その中のロジックやアルゴリズムがどうなっているかは問われていないが、最近の実装例をみると、大量なデータに対して統計的な分析やシミュレーションを組み合わせることで、対象となる物事をコンピュータが自動的に分析・予測する、「機械学習」と呼ばれるアルゴリズムが用いられることが多い。

（4）詳細は、経済産業省・産業構造審議会（2017）を参照。

（5）詳細は、根来・浜屋（2016）を参照。

（6）詳細は、経済産業省（2016）を参照。

（7）インターネットを通じて単発の仕事を不特定多数の人に委託する方法。詳細は第2章・第1節を参照。

（8）この点、多くのシェア事業者において、提供者と利用者のプロフィールや評判の可視化（本人確認、相互レビューの仕組み等）、エスクロー決済（信頼の置ける第三者を仲介させて取引の安全を担保する決済の仕組み）の提供、トラブルに対応した賠償責任保険の提供など様々な取組が実施されており、今後の安全性・信頼性の一層の向上が期待される。詳細は、内閣官房・情報通信技術（IT）総合戦略室／シェアリングエコノミー促進室（2017）を参照。

（9）既にIoTを導入している具体的な事例としては、<1>電気・ガスではスマートメーターの活用、<2>保険業では、コネクテッドカーから運転データを収集・分析し、運転方法に対するフィードバックや、運転の安全度に応じた適切な保険料の設定を行うサービスの提供などがある。

（10）既にAIを導入している具体的な事例としては、<1>金融業では、個人向け融資において、AIが入出金履歴や利用料金の支払い状況などから信用力を判定する例、<2>保険業では、膨大な過去の保険金支払データをAIにより分析することで、不正の疑いがある保険金請求を効率的に検知する例、<3>製造業では、工場内の様々なデータ（温度、圧力、流量等）の関係性をAIにより分析することで、運転の安定化や異常の予兆の早期検知を実現している例などがある。

（11）詳細は、総務省（2017）を参照。

（12）ブロックチェーンは、仮想通貨（ビットコイン等）の技術基盤を狭義に指す用語として使われる一方、分散型台帳技術は、ブロックチェーンを含めて、帳簿を分散的に管理することを可能にする技術全般を表す用語として使われることが多い（詳細は、日本銀行（2018）を参照）。

（13）本項の整理は、日本銀行（2018）に基づく。

（14）中国については、BIS（国際決済銀行）の統計ではデータが把握できないため、「Better Than Cash Alliance」（国際連合の資本開発基金（UNCDF：United Nations Capital Development Fund）が推進している電子マネーによる支払いの促進プログラム）の調査結果を参照している。同調査によれば、中国の2015年のリテール取引のうち約60％が、スマートフォンなどを活用した非現金手段による決済であると試算されている。

（15）詳細は、経済産業省（2018）を参照。

（16）詳細は、中村・根来（2016）を参照。

（17）我が国の「官民ITS構想・ロードマップ2018」や欧米では、「SAE International J3016」の自動運転システムの定義を採用している。



















第3章　「Society 5.0」に向けた行動変化　第2節








第2節　イノベーションの進展と日本の競争力

前節では、近年進展している第4次産業革命の世界的な動向と、それが経済社会に与え得る影響について整理した。

本節では、こうした第4次産業革命に関するイノベーションが進展する中、我が国経済が国際的にみて優位性を保つため、日本企業やそれを取り巻くビジネス環境にはどのような変化が求められるかについて考察する。

具体的には、第4次産業革命に向けたイノベーションを実現する力について、<1>知識、人的資本、技術力、研究開発などの「イノベーションの基礎力」と、<2>組織の柔軟性、起業家精神、ルール・制度などの「イノベーションへの適合力」の2つの大きな要素に分けて、国際比較を交えながら日本の強みと弱みを整理する。

1　企業レベルでみたイノベーションの現状とグローバル競争力

●イノベーションをどう捉えるか

まず、詳細な比較に入る前に、「イノベーション」の概念を整理する。我が国では、「イノベーション」は「技術革新」という言葉の置き換えとして用いられることが多いが、イノベーションという言葉を経済学で最初に用いたシュンペーターは、これをより広義で捉えていた。すなわち、経済発展の原動力として、イノベーションの役割を特に重視し、これを、企業における「新しい商品の創出」、「新しい生産方法の導入」、「新しい市場の開拓」、「新しい資源の獲得」、「新しい組織の実現」という5つのタイプに分類している。このように、イノベーションとは、企業が新たな需要を獲得するために行う様々な新しい取組であり、技術という要素に限定されない、非常に広い概念である。

イノベーションのアウトプットをどのように捕捉するかについては、世界的に共通する方法論はいまだ確立していないものの、現在有力な指針となっているのがOECDのオスロ・マニュアル（Oslo Manual：イノベーションに関するデータ収集と解釈のためのガイドライン）である18。オスロ・マニュアルの定義によれば、イノベーションとは「自社にとって新しいものや方法の導入」であり、たとえ他社が先に導入していても自社にとって新しければイノベーションにカウントされる。ここでのイノベーションは技術的なものと非技術的なものに分類され、技術的イノベーションとしては、製品・サービスを刷新する「プロダクトイノベーション」と、生産工程、配送方法、それらを支援する活動等からなる「プロセスイノベーション」がある。また、非技術イノベーションとしては、業務慣行、職場編成、対外関係に関する方法としての「組織イノベーション」に加え、製品・サービスのデザインの変更、販売・価格設定方法、販路などに関する「マーケティングイノベーション」が含まれる。このように、オスロ・マニュアルのイノベーションは技術的イノベーションが2種類（プロダクト、プロセス）と非技術的イノベーションが2種類（組織、マーケティング）、合わせて4種類からなる。

以下では、OECDによる調査結果（OECD Science, Technology and Industry Scoreboard）を基に、オスロ・マニュアルの定義に沿ったイノベーションの実現状況を国際比較する。まず、我が国のイノベーション活動について、企業規模別にみると、大企業が67％、中小企業が47％となっており、欧州の主要国が大企業で80％台から90％台、中小企業で60％台から70％台となっていることと比較すると、日本は大企業、中小企業ともに相対的に実現割合が低いことが分かる（第3-2-1図（1））。イノベーションの内訳についてみると、日本企業は、大企業では、技術的イノベーションと非技術的イノベーションの両方を実現している企業の割合が36％と最も高く、他の先進国と同様の傾向がみられるが、中小企業では、非技術的イノベーションのみを実現している企業の割合が21％と最も高くなっている。

次に、業種別にみると、どの国も概して製造業の方がサービス業よりイノベーションを行っている企業の比率が高く、日本では、製造業が50％、サービス業が47％となっている（第3-2-1図（2））。また、イノベーションの内訳についてみると、日本企業は、製造業では、技術的イノベーション、非技術イノベーション、あるいはその両方を実現している企業の割合がおおむね同程度となっている一方、サービス業では、非技術的イノベーションのみを実現している企業の比率が最も高くなっている。

なお、この調査では、イノベーションとその成果（業績の向上等）が結び付けられていないため、国全体のイノベーションの実現度や経済的効果を推し量ることはできないことには注意が必要である。また、企業へのアンケート調査であるため、イノベーションを実現したという判断が回答者によって大きく異なる可能性もあるため、調査結果の解釈は幅をもってみる必要がある19。

●第4次産業革命を支えるイノベーションの基礎力と適合力

近年の第4次産業革命と呼ばれるイノベーションの進展も、プロダクト、プロセス、マーケティング、組織の4つの類型を併せ持っていると考えられる。

具体的には、プロダクトイノベーションについては、インターネットとつながった様々なスマート製品（携帯電話、家電、コネクテッドカー等）や電子コンテンツ、シェアリングなどの新たなサービス形態が出現しつつあり、さらに無人自動走行による自動車などの開発が進んでいる。

プロセスイノベーションについては、IoT、ビッグデータの解析、AI、ロボットの導入等によって、工場やオフィスの作業効率や稼働率が向上するなど、大きな進展がみられている。

マーケティングイノベーションについては、インターネットの閲覧履歴やPOSデータなどのビッグデータの活用によって、BtoCにおいて顧客と商品・サービスのマッチング効率が改善するなど、この面でも既に進展がみられている。

組織イノベーションについては、通信機器やAI等の導入あるいはクラウドサービスの活用等によって、意思決定プロセスの短縮化、権限の分散化、バックオフィス業務の機械化・アウトソーシング化などの動きがみられている。

第4次産業革命が進行する中で、日本がイノベーションにおける国際競争力を保つためには、こうしたイノベーションの4つの類型（プロダクト、プロセス、マーケティング、組織）のそれぞれにおいて、優位性を確立していく必要がある。そこで、以下では、イノベーションの多元的要素を考慮して、日本のイノベーションにおける強み、弱みを様々な側面から国際比較することで確認する。

具体的には、分析のフレームワークとして、第4次産業革命に向けたイノベーションを実現する力を、「イノベーションの基礎力」と「イノベーションへの適合力」の2つの大きな要素に分けて整理する20。まず、「イノベーションの基礎力」とは、研究を担う人的資本、論文数や特許件数などで表される知識の創出、第4次産業革命の核となるIoT、AI、ロボットなどの技術、研究開発の効率性を指す。これらは、主にプロダクトイノベーションを推進する源泉となるものと考えられる。次に、「イノベーションへの適合力」とは、新技術導入に向けた組織の柔軟性やイノベーションに対応した人材育成のあり方、ICT（情報通信技術）投資を含む無形固定資本への投資、新たな技術や商品を生み出す起業家精神やリスクマネーの供給、規制や電子政府の進展度など主に第4次産業革命の進展を促す制度面を指す。これらは、プロダクトイノベーションのみならず、プロセス、マーケティング、組織のイノベーションに幅広く関連するものと考えられる。

2　イノベーションの基礎力：人的資本、知識、技術力、研究開発の課題

ここでは、「イノベーションの基礎力」として、研究を担う人的資本、論文数や特許件数などで表される知識の創出、第4次産業革命の核となるIoT、AI、ロボットなどの技術、研究開発の効率性について国際比較を行う。

●日本は研究者の割合は多いが、国際的な流動性が低い

まず、技術的イノベーションの源泉となる基礎研究や応用研究、開発などに携わる研究者の数について確認する。雇用者千人あたりの研究者数をみると、我が国は2015年で10人となっており、OECD加盟国の平均である8人より多く、OECD諸国の中では11番目の高さとなっており、英国やアメリカ、ドイツといった国よりも多い（第3-2-2図（1））。また、研究者の活動の場について、企業もしくは政府・学術研究機関等に分けてみると、我が国の企業研究者の割合は73％となっており、イスラエル、韓国に次いで、世界第3位となっている（第3-2-2図（2））。

ただし、日本の研究者の大きな特徴として、国際間での流動性が極めて低いことが挙げられる。海外からの流入者が研究者全体に占める割合（2016年中）は、日本は1％であり、主要国の中では、英国の7％、ドイツの4％、アメリカの4％と比べて極端に低い。同様に、海外への流出者が研究者全体に占める割合についても、日本は3％となっており、英国の9％、ドイツの7％、アメリカの5％と比べて、やはり低くなっている（第3-2-2図（3））。

●日本は科学分野における論文被引用の割合が低い

次に、基礎研究や応用研究などの成果（技術的イノベーションのための中間アウトカム）である論文被引用数について、我が国の立ち位置を確認する。

過去15年間に、科学分野全般において最も多く引用された論文（論文被引用数上位10％のもの）について、各国のシェアをみると、アメリカが25％、次いで中国が14％を占めている。この2か国に次いで欧州主要国の占める割合が高い一方、我が国は3％と低く全体では7位となっている（第3-2-3図（1））。

また、例えば、AIの技術として用いられる機械学習に関する論文についてみると、論文発表数ではアメリカがトップであるが、次いで、中国、インドが続いている（第3-2-3図（2））。なお、機械学習の分野において最も多く引用された論文（論文被引用数上位10％のもの）に占める各国・地域の論文数をみると、アメリカ、中国、英国、インドの順となっている（第3-2-3図（3））。

このように、アメリカや欧州主要国のみならず、中国やインドなどの新興国も、影響力の強い科学分野での取組を積極化させている一方で、我が国は、欧米の主要国や中国などと比べて、相対的に低い立ち位置にとどまっている。

●日本のICT関連の特許件数のシェアは高い

さらに、技術的イノベーションの中間アウトカム指標として、特許件数を比較する。ICT（情報通信技術）に関連するものとして、音響・映像技術、コンピュータテクノロジー、半導体、デジタル通信、近距離通信技術（無線LAN、Bluetooth等）、決済プロトコルについて、2012年～15年の間の特許件数のシェアをみると、中国、台湾、韓国、日本、アメリカの5つの国・地域で全体の7割以上を占めており、特に、日本と韓国は、ICTの様々な領域においてイノベーションを進めている状況がみられる（第3-2-4図（1））。

また、世界で上位5つの国・機関の特許庁（IP5）で特許認定された発明数をみると、AIに関する特許件数は、2010年～15年にかけて毎年平均6％程度増加しており、全特許の年間平均増加率の約2倍の増加率となっている。このAI関連の特許件数の国・地域別のシェアをみると、日本が33％とトップであり、次いで韓国が20％、アメリカが18％となっている（第3-2-4図（2））。

以上を踏まえると、企業で働く研究者の割合が高いこともあり、ICTやAIの特許シェアが国際的に高く、我が国の新技術の実用化の能力は高いと考えられる反面、国際的に引用される論文の少なさや国際的な研究者の交流の少なさについては、革新的なアイデアを創出する上での課題であると考えられる。

●日本のICT関連産業の割合やインターネット利用率は高い

ここでは、第4次産業革命を支えるインフラともいえるICT関連産業の付加価値やインターネットの利用率について確認する。

コンピュータや光学機器などのICT関連財は、情報通信業などをはじめとする様々な業種で活用されるため、ICT関連財を生産する業種とそれを活用する業種を合わせたベースで、付加価値がGDPに占める割合をみると、我が国は10％強となっており、アジアNIEs（台湾、シンガポール、韓国）や欧州の技術先進国（アイルランド、スイス）に次いで、高い割合となっている（第3-2-5図）。

また、インターネットの利用者の割合をみると、日本は98％となっており、アイスランドに次いで世界第2位となっている（第3-2-6図）。このように、第4次産業革命のインフラとなるICT産業やインターネットへのアクセスについては、日本は国際的にも十分な基盤を持っていると考えられる。

●日本は製造業におけるロボット化が進んでおり、それを活用するスキルも高い

第4次産業革命の技術的イノベーションを進展させる技術として、ロボット化の度合いと、それを効果的に活用するための労働者のスキルを比較してみたい。

まず、製造業の付加価値額に対する産業用ロボット（ストック額）の比率をみると、我が国は、韓国に次いで世界第2位となっており、製造業におけるロボット化が進んでいることが分かる（第3-2-7図（1））。

次に、労働者千人当たりのロボット数と、労働者のICT関連技術を有効活用するスキルを示すICTタスク集積度21の相関関係について、国・地域ごとのプロットをみると、日本や韓国、ドイツ、アメリカなど製造業の活動が活発な国においては、双方の指標が高くなっており、ロボット化の進展とともに、それを有効活用するためのスキルも高くなっているという、補完性があることが分かる（第3-2-7図（2））。

●日本の研究開発支出は大企業を中心に多いが、自前主義の傾向

次に、イノベーション活動そのものともいえる研究開発費の動向を確認する。数多くの先行研究22が指摘するように、研究開発活動はマクロ経済でみた生産性や経済成長にも大きな影響を与えるものである。

国全体の研究開発支出の大部分を占める、企業の研究開発支出の対名目GDP比率をみると、日本は2016年で2.5％となっており、アメリカの2.0％、ドイツの2.0％といった他の主要先進国と比べて水準が高めとなっている23（第3-2-8図（1））。また、企業規模別にみると、各国とも大企業が中心となっているが、我が国の大企業が占める割合は約9割と、他国と比べても高いことが特徴である（第3-2-8図（2））。

一方、研究開発資金の調達元をみると、日本企業は他の先進国企業と異なり、海外や政府からほとんど調達していない（第3-2-8図（3）、（4））。これは、日本企業が自社内での技術開発を重視する「自前主義」の傾向が強い可能性を示唆している24。

また、産業別にみると、各国で差があるものの、自動車やコンピュータ・電子製品等のICT関連分野、医薬品などの割合が大きい（第3-2-8図（5））。

研究開発支出の担い手をみると、各国とも、一部の企業が大部分を担っている。我が国は、研究開発費上位50社が全体の6割程度、上位100社が全体の7割程度を占めており、研究開発活動が一部の企業に集約されていることがうかがえる（第3-2-9図）。

●研究開発活動が企業内での漸進的なものにとどまっている

我が国企業の研究開発活動の特徴をみると、企業内での研究開発が漸進的なものにとどまり、革新的な製品開発に慎重な可能性がある。

民間機関による企業アンケート調査によると、「既存の製品やソリューションを改良する漸進的イノベーション」と「新しく市場に対する破壊力を持った製品を投入する革新的イノベーション」のどちらのアプローチが当てはまるかを聴取したところ、漸進的なアプローチと回答した企業の割合は日本では7割超にのぼり、他の国と比べても相対的に高くなっている（第3-2-10図（1））。また、研究開発の進め方に関して、他企業や大学との技術協力やオープンソース技術の利活用ではなく、自社内での技術開発を重視する企業が多い（第3-2-10図（2））。さらに、自社内で事業化されなかった技術やアイデアについては、検討の継続や他の組織での活用が行われることなく、そのまま消滅してしまうことが多い（第3-2-10図（3））。

これらの点を踏まえると、我が国の研究開発活動は、どちらかというと漸進的なものにとどまっており、大きな変革を主導したり、外部からのアイデアを受け入れる力が弱い可能性が示唆される。

●日本は研究開発における国際連携の度合いが低い

画期的なイノベーションを生み出すためには、多様な視点から物事をみたり考えたりすることが重要となるが、そうした点では、研究開発の国際連携は重要性を持っていると考えられる。そこで、我が国の研究開発について、国際的な連携の動向を確認する。

既に前掲第3-2-2図（3）でみたように、我が国の研究者数に占める海外への流出者や海外からの流入者の割合は、どちらも国際的にみて極めて低い。こうしたことも背景にあり、全体の論文数に占める国際連携によって行われたものの割合25をみると、日本は約14％と、諸外国と比べて非常に低い水準となっている（第3-2-11図（1））。

さらに、ICT関連分野の発明に関して、世界で上位5つの国・機関の特許庁（IP5）で特許認定された発明数に占める国際連携を伴うものの割合をみると、日本は最下位となっている（第3-2-11図（2））。

以上のことから、我が国の研究開発における国際連携は、非常に限定的なものにとどまっていることがうかがえる。

3　イノベーションへの適合力：組織、人材投資、起業、ルール・制度面の課題

前項でみたように、我が国におけるイノベーションの源泉となる「イノベーションの基礎力」は、諸外国と比較しても、相応に存在していると考えられる。こうした「イノベーションの基礎力」を有効に活用し、プロダクトイノベーションや生産性向上につなげていくためには、組織の見直しや教育訓練、起業家精神の発揮、イノベーションを促す制度的な枠組みなど、イノベーションに適合するための対応が必要となる。

そこで、以下では、我が国の「イノベーションへの適合力」をみるために、新技術導入に向けた組織の柔軟性や人材育成のあり方、ICT投資を含む無形固定資本への投資、新たな技術や商品を生み出す起業家精神やリスクマネーの供給、規制や電子政府の進展度など、第4次産業革命の進展を促す制度面に焦点を当てて、国際比較を通じて現状を概観する。

●日本のICT戦略や組織体制は、アメリカと比べると向上の余地

イノベーションを生産性向上につなげていくためには、企業組織の柔軟性も重要な要素となり得る。例えば、高度な技術を持つ企業でも、研究開発投資や組織変更などといった意思決定がある程度柔軟に行われなければ、先進的なビジネスモデルを創造することは難しくなるだろう。また、企業の研究開発の進め方や人的資本投資のスタンスによっては、新たな技術が生まれていても、それを製品・サービスの開発につなげられず、労働者の技能を高められなければ、企業の成長が阻害される可能性がある。

企業組織の柔軟性という観点では、ICTに関する取組が今後も重要であると考えられる。この点に関して、Brynjolfsson and McAfee（2011, 2014）は、ICTは電気や内燃機関と同じ「汎用技術（General Purpose Technology）」であり、その恩恵は特定の分野や産業にとどまらず、経済社会全体に及ぶことを強調している。また、Jorgenson（2001）は、ICT投資の拡大は、省人化や作業効率の改善を通じて、ICTを利用する全ての産業の生産性向上に資すると指摘している。

ここで、日本とアメリカの企業の取組に関して、JEITA（電子情報技術産業協会）による企業アンケートの結果をみると、ICTに期待する効果として、「顧客の嗜好やニーズの把握」、「将来の市場動向・トレンド予測」といった新たなビジネスモデルの創出につながる効果や、「意思決定の迅速化」、「人件費の削減」といった業務効率化・コスト削減等につながる効果を挙げる企業が多い（第3-2-12図（1））。この調査は、日本については2017年、アメリカについては2013年時点の情報であることには注意が必要であるが、特に、日本企業は、アメリカ企業と比較して、「意思決定の迅速化」や「人件費の削減」など、プロセスイノベーションに資する効果をより期待している点も特徴である。

また、ICTの利活用に関する戦略について、アメリカ企業では、最高情報責任者（CIO：Chief Information Officer）26を設置している企業が多く、専任のCIOを設置している先の割合は、2013年時点でも、全体の7割程度と高い。一方で、日本企業において専任のCIOを設置している企業は、2017年時点でも、全体の2割程度にとどまっており、意思決定の分権度を高め、企業組織の柔軟性を高める余地がいまだ残されている（第3-2-12図（2））。

こうした中、ICT予算の増減見通しをみると、アメリカ企業は2013年時点でも全体の8割程度がICT支出を増やす計画にある一方、日本企業は2017年時点でもICT支出の増加を見込んでいる企業は全体の半分程度にとどまっている（第3-2-12図（3））。

●日本は人的資本投資の水準が低い

第4次産業革命によるイノベーションをプロセスイノベーションにつなげて生産性を向上させていくためには、企業の人材の再訓練や働き方の見直しが重要になる。

そこで、企業の人的資本投資が粗付加価値に占める割合を国際比較すると、日本では、製造業で4％程度、非製造業で3％程度となっており、欧州諸国（製造業で6％～8％程度、非製造業で8％～10％）やアメリカ（製造業で4％程度、非製造業で6％程度）と比較すると、かなり低い水準にとどまっている。人的資本投資の割合を製造業、非製造業別にみると、日本の場合、特に非製造業において人的資本投資が相対的に低い水準にとどまっていることが分かる（第3-2-13図（1））。

また、人的資本投資の種類別にみると、日本では、国際的にみても職場におけるOJT（On-the-Job Training）の比率が比較的高い点が特徴となっているが、職場外でのフォーマルな研修については、国際的にみてかなり低い水準となっている27（第3-2-13図（2））。

こうした中、日本のICTを仕事で使う頻度（ICTタスクの集積度）は、OECD加盟国の中間程度に位置しており、日本国内でのばらつきは相対的に小さくなっている（第3-2-13図（3））。

以上の事実を踏まえると、日本では、ICTタスクは仕事の中で相応に大きな比重を占めている中で、人的資本への投資については、職場外でのフォーマルな研修を中心に投資不足となっている。このため、今後さらに加速すると見込まれるIoTやAIの職場への導入に対して、適切にスキルを引き上げて対応することができるかが課題となると考えられる。

●日本の無形資産投資の割合は低い

新しい技術を有効に活用するためには、それを既存の技術やアイデアと適切に組み合わせたうえで、仕事の進め方や組織のあり方を見直す必要がある28。このように、資本や労働などの経営資源を有効に活用するための組織としての仕事の進め方や仕組み、労働者の習熟度や技能度、そして研究開発によって蓄積された技術やアイデアといったものを総称したものが、無形資産と呼ばれる29。こうした無形資産は、生産設備など有形資産への投資や労働投入を補完することで、企業のパフォーマンスを向上させると考えられる。

無形資産は、これまでみてきた人的資本への投資や研究開発投資、ソフトウェア投資などが含まれる包括的な概念であるが、一部の項目以外では、基礎データの制約が大きいため、その計測が難しい。ここでは、一定の仮定を置いたうえで主要先進国の無形資産を包括的に推計した宮川ほか（2015）の結果をもとに、無形資産投資の国際比較を行う。

名目GDP対比でみた無形資産投資は、各国とも増加傾向にあるが、2000年代の日本は、アメリカ、英国と比べて、低い水準にとどまっている（第3-2-14図）。各国の産業構造や推計に使用している基礎データの定義が異なることを踏まえると、幅をもって解釈する必要があるが、こうした結果は、我が国では、特に2000年代において厳しいリストラが行われる中で、ソフトウェアや組織・人的資産などへの投資が十分に行われてこなかった可能性を示唆している。

●日本は既存企業の“企業年齢”が高く、参入・退出が不活発

イノベーションを生産性向上につなげていくための経路や効率性の追求という観点では、資本や労働といった経営資源を再配分するメカニズムが有効に機能することも重要である。Baily et al.（1992）やFoster et al.（2001）によれば、高度な技術あるいは先進的なビジネスモデルを持つ企業が新たに市場に参入する、あるいは技術の陳腐化等により生産性が低下した企業が市場から退出することにより、経済全体のTFP（Total Factor Productivity：全要素生産性）成長率は高まると考えられる。

中小企業の企業年齢別の割合をみると、日本は、企業年齢10年以上の企業が全体の7割程度を占めており、設立後2年以内のスタートアップ企業の割合は、諸外国の中で最下位となっている（第3-2-15図（1））。

また、開業率や廃業率をみると、日本はそれぞれ4％から5％程度の水準であり、アメリカ、英国、ドイツと比べて低い水準となっており、企業の参入・退出が相対的に不活発であることが分かる（第3-2-15図（2））。

直近の動向について、日本の開業率はやや上昇しているものの、廃業率が低下している点には留意が必要である。OECD（2017）が指摘するように、仮に、　需要構造の変化に十分に適応できない企業や、技術の陳腐化を食い止められない企業の退出が行われていない場合、そうした生産性成長率の低い企業に、資本や労働が固定化してしまう可能性がある。この場合、新しい技術やアイデアを持っており、高い生産性を実現しうる新規参入企業などへと、経営資源が適切に再配分されず、経済全体の平均的な生産性が低下する可能性が考えられる30。

●日本で企業の新規参入を妨げている要因

日本で新規参入企業が少ないことの背景としては、諸外国と比べて、起業家精神が低いことがあると考えられる。

Global Entrepreneurship Monitorの調査31によると、日本では起業する意思のある人の割合が極端に低いが、その背景をみるために起業に関連した質問の回答状況をみると、失敗に対する恐れが大きいこと、成功した企業家に対する尊敬度合いが低いこと、起業家の女性比率が低いことなどが示されている（第3-2-16図（1））。

こうしたリスク回避的な姿勢の背景の一つとして、OECDの調査をみると、「学校教育において事業経営のスキルやノウハウを提供していると考えるか」という質問に対する回答状況は、日本でそう思うと回答した人の割合は対象国の中で最も低く、これまでの日本の教育において起業家精神を養うという観点が薄かったことが影響している可能性が考えられる（第3-2-16図（2））。

また、日本で起業する際に苦労した点について、日本政策金融公庫のアンケート調査をみると、「顧客・販路の開拓」に次いで、「資金繰り、資金調達」といった金融面の問題や経営面の問題が多く挙げられている（第3-2-16図（3））。こうした事実の背景としても、起業にあたって資金や経営ノウハウをどのように確保するのかといったことに関する教育や支援が十分になされていないことや、ロールモデルとなり得る起業家が少ないことなどが影響している可能性が考えられる。

●日本はリスクマネーの供給が少ない

資本や労働などの経営資源の再配分の観点では、銀行部門や金融市場が果たしている金融仲介機能も重要な役割を担っている。こうした金融仲介機能が不活発である場合、資本移動が妨げられ、新しい投資案件が実施されなくなってしまい、革新的な技術やビジネスモデルを持つ企業の成長が阻害される可能性が考えられる32。

我が国の金融仲介の構造について、資金循環統計を用いて確認すると、家計、企業ともに、アメリカやユーロ圏と比べて、資金余剰の度合いが大きくなっている（第3-2-17図（1））。家計の金融資産については、規模は大きいものの、現預金比率が高く、欧米と比較して投資信託やファンド等リスク性資産の割合が少ないことが特徴である（第3-2-17図（2））。また、企業の負債構成をみると、間接金融とりわけ銀行等による負債性資金が相対的に多く、資本性の資金の割合がアメリカと比べて低くなっている（第3-2-17図（3））33。

また、研究開発の動向が先鋭的に現れやすいベンチャーキャピタル投資の動向をみても、我が国の投資規模は、諸外国と比べて低い水準に止まっている（第3-2-17図（4））。なお、投資分野をみると、日本は、インターネット、モバイル通信などのIT関連が最も多く、次いでヘルスケアなどの医療関連が多く、特に医療関連はアメリカと比べて相対的に割合が高いことが分かる（第3-2-17図（5））。

●イノベーションを促す規制の見直しや電子政府の推進

イノベーションが進展する中で、これまでの規制の枠組みでは念頭になかった新たな商品やサービスが提供されるようになっており、そうしたイノベーションに合わせて規制のあり方をスピード感を持って見直していくことは、イノベーションを促進する上で極めて重要である。

具体的な事例として、近年急速に増加している民泊については、多様化するニーズに対応した宿泊手段の一つとして定着しつつある半面、公衆衛生の確保や地域住民とのトラブル防止、無許可で旅館業を営む違法民泊への対応などが課題となったことから、2018年6月から住宅宿泊事業法が施行され、住宅宿泊管理業者の事前届け出制などが導入された。また、現在開発が進む自動運転についても、事故が起きた時の法的責任の所在など多くの法制面での課題が存在している。加えて、プラットフォーム・ビジネスの巨大化に伴い、プラットフォーム上で収集された個人データのポータビリティの問題や、プラットフォームの取引上の有利な立場を濫用するような行為の問題など、諸外国においては、競争政策等の観点からも多くの論点が指摘されている。

このように、新技術の社会実装による効果を十分に生かしつつも、安全性の確保、外部不経済の適正な抑制、公正な競争条件の維持などを図るための法制度の見直し等を同時に進めていく必要がある。イノベーションは世界中で予測困難なスピードと経路で進化するため、社会を巻き込んで試行錯誤をしながら、失敗しても再び挑戦できるプロセスが有効であり、完全なデータと証明がないと導入できない従来の硬直的一律の制度設計では世界に後れを取る可能性がある。こうしたことから、参加者や期間を限定することにより試行錯誤を許容する、規制の「サンドボックス」制度の導入が進められている。

また、第4次産業革命の成果を行政に活かし、規制改革、行政手続の簡素化、オンライン化などを一体的に推進することも重要である。こうした観点から、行政サービスのインターネット化について国際比較をすると、日本は、行政サービスをインターネット経由で利用する人の割合が、OECD加盟国を中心とする34か国の中で最下位となっている（第3-2-18図）。この背景としては、個人情報などをインターネット経由でやり取りする際のセキュリティに対する不安や、ワンストップ化の遅れ・添付書類の多さ・押印の必要性など本人確認手段の問題といった手続上の問題、一部のオンライン行政サービス利用に必要な初期コストの存在（例えば、ICカードリーダーの購入等）などが影響している可能性が高い。こうした点を踏まえ、子育て、引越し、相続などライフイベントに係るサービスのオンライン化、ワンストップ化などを「フラッグシップ・プロジェクト」として進めるなど、行政サービスの利便性の一層の向上が求められているところである。

4　第4次産業革命の加速への挑戦

●日本の強み・弱み

本節では、第4次産業革命を進める上での日本の強みと弱みについて、イノベーションの源泉となる知識や人的資本、技術力、研究開発などの「イノベーションの基礎力」と、組織の柔軟性、起業家精神、ルール・制度などの「イノベーションへの適応力」の2つの観点から整理した。

まず、「イノベーションの基礎力」の観点では、我が国は、研究者数が多く、ICT関連の特許件数のシェアが高いほか、製造業におけるロボット化が進んでおり、それを活用するスキルも高いなど、諸外国と比較しても相応の競争力を有しているといえる。一方で、研究開発の進め方をみると、自前主義の傾向がみられるほか、革新的イノベーションよりも漸進的イノベーションを志向する企業の割合が高いこと、研究開発における国際連携の度合いが低いことなどが指摘できる。

一方、「イノベーションへの適応力」の観点では、ICT戦略を進める上での企業内での組織体制に向上の余地があること、人的資本投資をはじめとする無形資産投資の水準が低いこと、企業の参入・退出が不活発であり、起業家精神の低さや起業家教育の不十分さが企業の新規参入を妨げている可能性があること、リスクマネーの供給が少ないことなど、様々な点で弱みが存在することが確認できる。

●日本のイノベーション能力の総合ランキングは最近数年間で低下

最後に、イノベーションについて、代表的な機関が提示している総合ランキングを確認する。

世界経済フォーラムの最新調査をみると34、日本の総合ランキングは世界第8位と、アメリカやドイツなどの主要先進国と比べて、やや低い順位となっている。内訳をみると、「特許協力条約に基づいた特許申請」や「企業の研究開発投資」といった項目における順位は相対的に高い一方で、「研究開発における産学連携」や「先進技術に対する政府調達」といった項目では順位が低くなっており、これまで確認してきた我が国の特徴点と同様の傾向が確認される（第3-2-19図（1））。また、総合ランキング及び、多くの内訳項目の順位は、5年前の調査と比べて低下している（第3-2-19図（2））。

また、IMD「デジタル競争力ランキング」をみても35、我が国の順位は調査対象国・地域の中で27位と低く、中でも将来に向けた準備度の不足が順位を押し下げており、具体的には、「適応力」、「ビジネスでの臨機応変さ」、「ITの利活用」といった項目で課題がみられている（第3-2-19図（3））。


白書の注目点<3>：新たなイノベーションでの日本の強みと弱みは
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●「Society 5.0」に向けたイノベーションの進展

◇AI、IoT、ビッグデータなど第4次産業革命と呼ばれるイノベーションが急速に進展しています。例えば、人間や機械の位置・活動状況など、これまでデータ化されていなかった情報を、センサー等を通じてデータ化し、AIで解析することによって、新たなサービスが次々と生まれており、国民生活も大きく変わり始めています。

◇こうした新技術の経済社会への実装を進め、人口減少・高齢化、エネルギー・環境制約などの様々な社会課題を解決できる新しい経済社会である「Society 5.0」の実現を進めていくことが期待されています。そうした中、自動車の無人自動走行といった次世代モビリティ・システムや、医療・介護分野における次世代ヘルスケア・システムなどの実現に向けた動きが始まっています。

●イノベーションにおける日本の強みと弱み

◇第4次産業革命を進めるためには、単に研究人材・知識・技術力・開発力といったイノベーションの「基礎力」だけでなく、新しいイノベーションに対応した「適合力」も重要になります。

◇「イノベーションの基礎力」でみると、日本は、AI関連の特許件数、ロボット等の技術力といった面では、国際的にみても高い水準にあります（図1）。

◇他方で、「イノベーションへの適合力」をみると、相対的に弱い面があります。具体的には、IT化に対応した企業組織の体制面に向上の余地があること、人材への投資の水準が国際的にみて低いこと、新規事業を起こす起業家の割合が少ないことなどが挙げられます（図2）。イノベーション力を強化するには、こうした課題にスピード感を持って対応していくことが重要です。

●イノベーションがもたらす効果・影響と日本の立ち位置

◇イノベーションの進展は、これまでもコンピュータや通信機器などをはじめとする資本財の価格を低下させ、新技術の急速な普及をもたらしており、今後も新技術の普及によって企業の生産性が大きく高まることが期待されます。

◇その反面で、こうした機械化の動きが一部の定型的な労働を代替してきた可能性には留意する必要があります。具体的には、企業の生み出す付加価値のうち、賃金に回る割合を示す労働分配率が、日本やアメリカ、ドイツなどの主要先進国で低下する傾向がみられます（図3）。

◇ただし、日本は、今、雇用環境が大幅に改善し、人手不足感が多くの業種で生まれており、第4次産業革命の技術革新を一気に取り入れていく大きなチャンスでもあります。同時に、イノベーションによる生産性向上の成果を、賃金や教育訓練の形で人材への投資に還元していくことが重要です。





（18）最新の第3版（2005年版）は、OECDとEurostatとの共同作成となっている。このオスロ・マニュアルに準拠して、約80か国が民間企業のイノベーションに関するデータを収集している。

（19）例えば、ある企業は大きな技術的改良を伴うものをイノベーションに該当すると認識する一方、別の企業では小規模なものであってもイノベーションであると認識する可能性がある。

（20）こうした分類は、IMD（International Institute for Management Development：スイスのローザンヌに本部を置く著名なビジネススクール）が公表している、国際的な競争力に関するランキング（Digital Competitiveness Indicators）などの考え方を援用したものである。

（21）Grundke et al.（2017）が作成した指標であり、数値が高いほど、労働者のICT関連技術を有効活用するスキルが高いことを表す（当該指標は、OECDのSurvey of Adult Skills（PIAAC）において調査されている、インターネット利用、WordやExcel、プログラミング言語の使用などのスキル習熟度を用いて作成されている）。

（22）例えば、Romer（1990）やBarro and Sala-i-Martin（2004）などを参照。

（23）なお、企業及び政府を合わせた国全体の研究開発支出（対名目GDP比率）でみても、日本は2016年で3.1％と、アメリカの2.7％や、ドイツの2.9％を上回っている。

（24）「日本再興戦略2016」では、「第4次産業革命を実現する鍵は、オープンイノベーションと人材である。技術の予見が難しい中、もはや『自前主義』に限界があることは明白である。」と指摘している。

（25）共著者の割合に応じて国に論文数を割り振る計算方法（fractional count）による。

（26）CIOは、情報や情報技術に関する役員レベルの責任者を指す。通常、経営戦略に沿って、ICTに関する戦略や投資計画の策定などの意思決定を行うほか、情報セキュリティ面でのチェック機能を持ち、情報の漏洩を防ぐ役割を持つ。

（27）加藤・永沼（2013）は、2000年代に人的資本投資が低迷した背景として、不況期における厳しいリストラ圧力のもと外部研修等の支出が削減されたほか、主に製造業における正規雇用の縮小トレンドのもとで、新卒一括採用・終身雇用を前提とした企業内部での人材育成の機会が抑制されてきた可能性を指摘している。

（28）Gordon（2012, 2016）は、18世紀後半の第1次産業革命において、単に蒸気機関を導入しただけでは生産性の向上が図られず、蒸気機関の性質に合わせて、工場のレイアウトが大幅に変更され、そこで働く人々が新しい労働環境に慣れた後に、生産性の劇的な向上が生じた、と指摘している。このほか、Allen（2009）は、新しい技術が生産性向上につながるためには、そうした技術を用いることにより経済的利益を生み出せる環境が整っている必要がある、と指摘している。

（29）無形資産の定義に関する代表的な研究としては、Corrado et al.（2005, 2009）がある。

（30）この点、ドイツでは、企業経営者が債務超過を知りつつ企業経営を継続した場合、刑事あるいは民事訴訟の対象となる可能性があるなど、法制度全体として企業の新陳代謝を促す仕組みになっている（木下（2014））。また、欧州委員会は、経営困難に直面した企業が早期に事業再構築に着手できるよう、加盟国に対して適切な法改正を促している（European Commission（2014））。

（31）アメリカのバブソン大学と英国のロンドン大学ビジネススクールの起業研究者による、「正確な起業活動の実態把握」、「各国比較の追求」、「起業の国家経済に及ぼす影響把握」を目指した調査。

（32）金融仲介機能の低下が非効率的な資本の蓄積を通じて先進国の労働生産性を下押ししている、という点については、いくつかの実証分析事例が存在する。Levine and Warusawitharana（2014）は、金融危機により資金調達面の制約が厳しくなると、高収益が見込めてもリスクが大きい企業のプロジェクトが実行されなくなるため、経済全体の生産性成長率が低下する可能性があるという結果を得ている。また、Ferrando and Ruggieri（2015）はユーロ圏を対象とした実証分析により、資金調達面の制約が各国の労働生産性を下押しする傾向があり、特に中小企業へのインパクトは大企業に比べて有意に高いことを示している。こうした先行研究のサーベイに関する詳細は、中島・西崎・久光（2016）を参照。

（33）この点、経済産業省「第四次産業革命に向けたリスクマネー供給に関する研究会」の中間取りまとめ（2017）では、投資家から金融仲介、企業、事業へという資金の流れを考えると、このような我が国の資金全体の流れを、経済成長に必要なハイリスク・ハイリターンの事業への投資にもっと向けられるように、金融仲介のあり方、企業のインセンティブを変えていく必要がある、との指摘がなされている。

（34）最新の2017～2018年調査では、137の国・地域を対象にしている。

（35）最新の2017年調査では、63の国・地域を対象にしている。



















第3章　「Society 5.0」に向けた行動変化　第3節








第3節　イノベーションの進展による労働分配率と生産性への影響

前節までにおいて、第4次産業革命の世界的な動向とそれが経済社会に与え得る影響について整理した上で、我が国経済が国際的にみて第4次産業革命に向けたイノベーションの優位性を維持・向上させるための課題について検討を加えるため、「イノベーションの基礎力」と「イノベーションへの適応力」の観点から、日本の強みと弱みを考察した。

こうした第4次産業革命に向けたイノベーションの進展は、企業の行動に様々な影響をもたらすと考えられる。第一に、第4次産業革命に向けたイノベーションは、情報通信やデータ処理などに係る資本財価格を大幅に低下させ、第2章で詳しくみたように、ルーティンに係る労働を機械で代替する動きを促進し、労働分配率を低下させる可能性が指摘されている。第二に、第4次産業革命に向けたイノベーションは、新たな製品やサービスの開発等を通じて企業の付加価値を高めるとともに、生産や業務プロセスを効率化し、さらにインターネットを通じた消費者と企業のマッチングを迅速化することなどによって、生産性を大幅に高める効果があると考えられる。

本節では、こうしたイノベーションの進展による労働分配率と生産性への影響について、先行研究をサーベイするとともに、企業レベルのデータを用いた実証的な分析を行うことで、我が国経済の今後の課題を考察する。

1　イノベーションの進展による労働分配率の変化

●イノベーションは労働分配率にどのように影響するか

イノベーションの進展の企業行動への影響の中でも、近年とりわけ注目されているのは、第4次産業革命が労働分配率を低下させる影響を持つ可能性がある点である36。労働分配率低下の経済的要因については、アメリカを中心にこれまで主に以下のような点が指摘されてきた。

第一の要因は、ICT関連機器の急速な価格低下を背景にした資本財価格の相対的低下である（Karabarbounis and Neiman（2013））。一般に、企業は労働と資本（機械設備やソフトウェア等）を用いて生産やサービスの提供を行っていると考えられるが、資本財の価格が賃金に対して相対的に低下した場合は、企業は労働を節約してより多くの資本を用いるインセンティブが高まる。その際、資本財価格の相対的な低下の程度以上に、労働が資本に代替された場合（代替の弾力性が1よりも大きい場合）、賃金に労働者数を乗じて求められる総人件費は低下し、企業が生み出す付加価値が一定であれば労働分配率は低下することになる。

第二の要因は、貿易や低賃金国へのアウトソーシング（海外移転）の影響である。自国内の労働集約的な財・サービスの生産・提供をより賃金の低い国に移転することや、低賃金国からの労働集約的な財が多く輸入される場合には、自国内の労働集約的な産業の規模が縮小し、相対的に資本集約的な産業の比率が高まることによって、経済全体としてみたときに労働分配率が低下する可能性が考えられる。これまでの実証研究によれば、アメリカについて、中国などからの輸入の増大の影響を強く受けた産業ほど労働分配率が低下していることが示されている（Elsby et al.（2013））。

第三の要因は、労働組合の組織率の低下や短時間労働及び非正規労働の増加など、労働市場や制度の変化による影響である。

第四の要因は、規模が大きく生産性の高い一部の企業群（スーパースター企業）の経済活動に占める比率が高まることによって、労働分配率が低下する可能性である（Autor et al.（2017））。関税や輸送コストの低下、ICTの発達による遠距離での売買マッチングの効率化、第1節でみたネットワークの外部経済効果などによって、規模の経済性が高まり、特にインターネット関連企業を中心に世界規模で活躍する巨大企業が出現している（例えば、第1節でみたプラットフォーム・ビジネスを行う企業等）。こうした巨大企業では、市場の寡占化による利幅の拡大などによって付加価値一単位当たりの労働コストの低下が生じ、企業単位でみた労働分配率が相対的に低い水準にあるが、こうした巨大企業の市場シェアが増加することにより、経済全体でみた労働分配率も低下する可能性が考えられる。

ここでは、まず、一国経済全体について、国民所得に対する雇用者報酬の割合でみた労働分配率の動向を確認する。OECD加盟国を中心とする33か国について、1995年～2015年までの労働分配率の変化をみると、単純平均値では65.0％から64.8％まで0.2％ポイント低下している（第3-3-1図）。国別にみると、約半数の19か国において低下している一方、残り半数の14か国では上昇している。この中で、とりわけ、日本、ドイツ、アメリカなどイノベーションが進展している先進国において、労働分配率が低下していることが特徴として挙げられる。ただし、労働分配率の定義や計測方法には様々なものが存在するため、上記のデータは一定の幅をもってみる必要がある37, 38。

●労働分配率の低下は主に賃金の低下による

以下では、先に紹介した労働分配率低下に関する諸仮説を踏まえ、日本の労働分配率の低下の背景について、経済産業省「経済産業省企業活動基本調査」の個票データを用いて、実証的に分析する。

はじめに、この企業レベルデータを用いて、Autor et al.（2017）が提唱する「スーパースター仮説」を検証する。具体的には、マクロでみた労働分配率が低下していることを、労働分配率が相対的に低い一部の高生産性企業（スーパースター企業）のシェアが高まったことによってどの程度説明できるかを確認する39。

まず、我が国企業の労働分配率の変化を、<1>個別企業の労働分配率の変化に基づく「個社効果」、<2>既存企業のシェアの変化による「構成変化効果」、<3>新規参入・退出などを映じた「その他要因」に分解すると40、労働分配率が低い一部のトップ企業のシェアが高まることによって生じる構成変化効果だけでなく、個社効果も、労働分配率の低下に大きく寄与していることが分かる41（第3-3-2図）。また、その他要因はほぼ一貫してプラス寄与していることから、新規参入企業が分配率を押し下げているという仮説も否定される42。時系列的にみると、2000年代に労働分配率が低下した際には、個社効果と構成変化効果がほぼ半分ずつ程度寄与していたことがみてとれるが、2013年以降の労働分配率の低下についても、構成変化効果と個社効果がともに労働分配率低下に寄与している。したがって、日本においては、労働分配率の低下の要因が、一部の労働分配率の低い企業のシェアが拡大したことによるものとまでは言えない結果となっている。

上記の分析では、マクロの観点から、既存企業のシェアの変化が経済全体の労働分配率に与える影響を確認したが、実際に、高生産性企業の労働分配率の動向は、その他の企業のそれと比べてどの程度異なるものであるかを確認する。ここでは、TFP（Total Factor Productivity：全要素生産性）43でみて上位5％以内の高生産性企業を近似的にスーパースター企業とみなして44、それらの企業の労働分配率の動向を詳しくみてみよう。その際、労働分配率の動向は、定義上、一人当たり賃金の伸びが労働生産性を上回ると上昇し、前者が後者を下回ると低下する関係にあることから、ここでは、一人当たり賃金と労働生産性の動向に分けて分析する。

高生産性企業の労働分配率の動向を、1995年から2015年までの平均でみると、労働者一人当たりの賃金がほとんど変化しない中で、専ら労働生産性の上昇によって労働分配率が低下していることが確認できる（第3-3-3図（1）左図）。期間を分けて高生産性企業の労働分配率の動向をみると、1990年代後半と2010年以降については、賃金が上昇する中で、それを大きく上回って労働生産性が上昇する形で労働分配率が低下しているが、2000年代前半には専ら賃金の低下によって労働分配率が低下するという違いがみられる（第3-3-3図（2）上図）。なお、2000年代後半に労働生産性が低下して労働分配率が上昇しているのは世界金融危機による不況のためである。

こうした高生産性企業に加えて、その他企業を含む全企業でみた場合、1995年から2015年までの平均では、労働生産性は若干低下し、労働分配率をむしろ押し上げる方向に寄与している一方、一人当たり賃金の低下が専ら労働分配率の低下に寄与している（第3-3-3図（1）右図）。期間別に動向を詳しくみると、1990年代後半においては、全企業でも賃金が若干低下したことに加え、労働生産性が高まる形で労働分配率が低下している。また、2000年～05年代前半には、賃金の大幅な低下によって労働分配率が低下していたが、2010年～15年については、労働分配率はおおむね横ばいとなっている（第3-3-3図（2）下図）。

以上を踏まえると、日本においても、一部の高生産性企業では賃金の伸びを大きく上回って労働生産性を高めているために労働分配率が低下しているものの、企業部門全体でみると、全体としての生産性は上がっておらず、専ら賃金の低下が特に2000年～05年に顕著であったこともあり、労働分配率が低下したと考えられる。

●資本コストの低下やグローバル化の影響等により、日本の労働分配率が低下

以上でみたように、我が国の労働分配率は、一部の企業の労働生産性の急激な上昇の影響というよりも、企業部門全体として賃金が低下してきたことが大きいと考えられる。先に述べたように、人件費を抑制し労働分配率を低下させる方向に働く要因として、ICT関連機器等の資本財の価格の相対的低下を背景にした、労働の機械による代替の影響や、労働集約的な生産やサービスを海外に移転させる動き、さらに短時間労働及び非正規労働の増加といった要因が考えられる。ここでは、経済産業省「経済産業省企業活動基本調査」の個票データを用いて、労働分配率の変化を被説明変数とし、<1>資本財価格の変化、<2>企業の海外売上高比率の変化（グローバル化の代理変数）、<3>パートタイム労働者比率の変化（労働者の構成変化の要因）を説明変数としたモデルを推計することにより、それぞれの要因による影響の大きさを定量的に分析する。

なお、資本財の種類とその相対価格の低下によって労働がどの程度代替されるかを詳細に把握するために、内閣府「国民経済計算」の固定資本マトリックスから、5種類の分類で資本財（<1>機械・設備及び知的財産生産物＜全体＞、<2>機械・設備のみ＜<1>の内訳＞、<3>機械・設備のうち情報通信機器＜<2>の内訳＞、<4>知的財産生産物のみ＜<1>の内訳＞、<5>知的財産生産物のうちコンピュータソフトウェア＜<4>の内訳＞）を選定し、それぞれの分類ごとに5つのモデルを推計した（なお、海外売上高比率及びパートタイム労働者比率は、どのモデルでも共通のものを用いた）45。

資本財価格について機械・設備及び知的財産生産物を用いたモデルの推計結果をみると、資本財価格は有意にプラスとなっており、また、その絶対値は、海外売上高比率やパートタイム労働者比率の係数より大きいことが分かる（第3-3-4図（1））。このことから、労働分配率の低下の大部分は、資本財の相対価格の低下に影響されていることが示唆される。特に、資本財の種類別でみると、コンピュータソフトウェアの相対価格の低下による影響が、他の資本財に比べて極めて大きくなっている（第3-3-4図（2））。このことからは、企業において、ソフトウェア等の価格低下によって、経理・人事給与・販売・物流管理など幅広い業務でIT化が進む中で、一部の労働が代替され、労働分配率の低下につながった可能性が示唆される。

次に、企業のグローバル化の度合いの影響についても、海外売上高比率の係数が有意にマイナスになっていることから、企業のグローバル化の度合いが高いほど、労働分配率が低下することが示唆される（前掲第3-3-4図（1））。また、パートタイム労働者比率の係数が有意にマイナスとなっていることから、労働者の構成においてパートタイム労働者の比率が高まることによっても、労働分配率が低下することが示唆される（前掲第3-3-4図（1））。

以上を踏まえると、日本においても、資本財の価格の相対的低下、企業のグローバル化の動き、さらに短時間労働者の増加といった要因が労働分配率の低下に寄与した可能性が示唆されるが、その中でも、影響の大きさとしては、資本財価格の低下の寄与が大きく、特にソフトウェア価格の低下の影響が大きいことから、IT化の進展といったイノベーションが一定程度労働分配率の低下をもたらしてきた可能性が考えられる。

2　イノベーションの進展と生産性成長率

前項では、イノベーションの進展に伴う資本コストの低下が、労働分配率の低下に一定程度寄与していることを確認したが、ここでは、経済成長の源泉となるイノベーションが、我が国の生産性上昇率の向上にいかに貢献しているかを、企業レベルデータを用いた分析によって確認する46。

具体的には、IoTやAIといった第4次産業革命に関連した技術の導入や社員の教育訓練の取組の状況が企業の生産性に与える影響を分析するとともに、経済全体でみたマクロの生産性を考える上で、イノベーションを担うスタートアップ企業など新規企業の参入がどの程度生産性に影響を与えているかを分析する。

●新技術と教育訓練の組合せにより、生産性が向上

はじめに、IoTやAIといった第4次産業革命に関連する技術の導入が企業レベルの生産性にどのように影響するか、また企業における教育訓練など人材育成の取組が新技術の導入と補完性を持って生産性をさらに高める効果があるかを検証する。

推計に使用するデータは、内閣府による企業アンケート調査の個票データである。具体的には、2018年調査（働き方や教育訓練に関するアンケート調査）と2017年調査（第4次産業革命に関連する新技術の導入に関するアンケート調査）の双方に回答した企業をマッチングしたパネルデータを構築し、分析に用いている。

推計方法については、新技術と教育訓練の組合せが生産性に与える因果関係を把握するため、IoT及びAIを「導入済み」または「導入を検討している」と回答した企業（処置群）と、そうでない企業（対照群）を、傾向スコアマッチング法により対応させ、TFP成長率の差を推計している47。

推計結果をみると、平均処置効果はいずれの技術でも有意にプラスとなっており、IoTやAIを導入した企業では、その他の条件がほぼ同じで、かつ、これらの新技術を導入していない企業と比べて、生産性の伸びが高い傾向があることが示唆される（第3-3-5図）。また、そうした新技術を有効に活用するための教育訓練について、「正社員・非正社員関係なく、広く教育訓練を行う」と回答した企業に限定したサンプルにおける平均処置効果をみると、有意にプラスとなっており、その値は全サンプルにおいて推計した場合のものより大きくなっている。このことから、新技術を導入し、適切な人的投資と組み合わせている企業では、着実に生産性が高まっていることが示唆される。

●企業の参入・退出の不活発さが生産性上昇を鈍化させている可能性

次に、日本企業の参入・退出の不活発さによって、資本や労働といった経営資源が適切に配分されず、日本企業全体の生産性が停滞している可能性について検証する。第2節で指摘したように、需要構造の変化に十分に適応できない企業、あるいは技術の陳腐化を食い止められない企業の生産性は中長期的に低下傾向を辿る可能性が高い。こうした企業から、新しい技術やアイデアを持ち高い生産性を実現し得る企業へと経営資源が適切に再配分されない場合、経済全体の平均的な生産性は低下すると考えられる。

ここでは、こうした個別企業の生産性の違いが、日本企業全体の集計された生産性にどのような影響を与えるかについて分析するため、<1>前期以前から存続している企業の生産性変動による要因（既存企業要因）、<2>前期に参入した企業の生産性変動による要因（参入企業要因）、<3>当期に退出した企業の生産性変動による要因（退出企業要因）、の3つの要因に分解する48。

分解結果をみると、参入企業要因は想定通り一貫して全体の生産性を押し上げる方向に寄与している一方、退出企業要因は逆に押下げに働いており、平均よりも生産性が相対的に高い企業が退出し、平均よりも生産性が低い企業が残ってしまっている可能性が示唆される。こうした中で、既存企業要因については、2001年～05年の期間や2011年～15年の期間ではプラスに寄与している一方、世界金融危機時を含む2006年～10年の期間ではマイナスに寄与していることから、主に景気動向に従って推移しているものと考えられる（第3-3-6図（1））。

退出企業要因に関してより詳細にみるために、生産性の低い企業が、時間とともにどの程度生き残るのかという割合（低生産性企業の存続率）を計算すると、低生産性企業は時間とともに生存確率が低下（＝市場から退出、もしくは生産性向上により低生産性サンプルから離脱）しているが、その低下スピードはさほど速くなく、例えば、2010年を起点としてみて、5年後でも約半数近くが残っている（第3-3-6図（2））。また、同様にアメリカの低生産性企業の存続率を算出した先行研究をみると、アメリカの上場企業の存続率が30％程度であることを考慮すると、日本では低生産性企業の存続率が相対的に高いことが分かる49。

以上の分析結果を踏まえると、<1>企業の新規参入は生産性を押し上げる方向に寄与はしているものの、2000年代初めと比べると2011年以降については寄与が小さくなっていること、<2>生産性の低い企業が退出せずに存続していることが生産性を押し下げている可能性があること（退出企業要因がマイナスに働いていること）が示唆される。



（36）例えば、IMF（2017）やOECD（2018）においても、先進諸国の労働分配率の低下の背景について詳細な分析がなされるなど、国際的にも大きな関心が寄せられている。

（37）労働分配率の定義については、例えば、マクロ経済を対象として国民経済計算における「雇用者報酬／国民所得」を算出する場合と、本節のように民間法人企業部門の労働分配率を分析の対象として、企業の財務諸表等のデータを用いて「人件費／（人件費＋営業利益等）」を算出する場合とでは、概念範囲が異なっており、当然のことながら指標の動向も異なり得る。

（38）労働分配率の計測方法については、そもそも技術革新の成果が統計で十分に捕捉できておらず、労働分配率の分母となる付加価値が過小評価されており、実際の労働分配率はより低くなるのではないかという可能性も指摘されている。統計上の計測が困難である例としては、Oliner et al.（2017）やGoodridge et al.（2013）、Barnett et al.（2014）等は、無形固定資産投資の計測について、組織資本がGDP統計の投資項目に計上されないため、情報関連投資の初期段階において生産性が過小評価される傾向にあり、過去の無形固定資産投資の効果が統計に計上されるのが遅れる可能性を指摘している。もっとも、こうした計測の問題の深刻さを巡っては、識者の見解にばらつきが大きい状況にある点には留意が必要である。

（39）アメリカについて分析したAutor et al.（2017）の結果をみると、生産性が高く、労働分配率が低い一部のトップ企業のシェアが高まることにより、マクロでみた労働分配率が低下していることが示唆されている。

（40）分解方法の詳細は、第3-3-2図の備考を参照。

（41）日本銀行（2018）でも、異なるデータセットを用いて、おおむね同様の結論を得ている。

（42）なお、経済産業省「経済産業省企業活動基本調査」は、産業構造の変化に応じて、調査対象範囲の業種を順次拡大させてきているため、こうしたサンプルの拡大も「その他要因」に反映される点には留意が必要。また、同調査は、足下でも、農林水産業や建設業を調査対象としていないため、集計された労働分配率の動向は、財務省「法人企業統計」や内閣府「国民経済計算」を用いて算出した場合とは異なる動きとなり得る点にも注意。

（43）TFPの算出方法については、付注3-1を参照。

（44）今回の分析に用いた経済産業省「経済産業省企業活動基本調査」の個票データでは、例えば、電子部品・デバイス、生産用機械、卸売業（商社等）、情報通信業などに属する企業が該当する。

（45）このほか、ルーティン業務は機械による代替が起こりやすいとの仮説を検証するため、推計モデルの説明変数に、資本財価格の変化と各企業が持つ労働のルーティン度合いの交差項を加えている。この交差項については、知的財産物のみが有意にマイナスとなっており、労働のルーティン度合いが低い企業においては、知的財産物によって完全に労働が代替され労働分配率が低下する訳ではないことが分かる（詳細は付注3-2を参照）。

（46）成長会計の枠組みで考えると、労働生産性の成長率は、資本装備率とTFP成長率に要因分解できること、また、長期的な定常状態において、産出量と資本投入量が等速で成長する均斉成長経路が実現すると仮定すると、資本装備率の成長率はTFP成長率に依存して決定されることから、以下では、TFP成長率を対象に分析を行う。

（47）詳細は付注3-3を参照。

（48）分解方法の詳細は、第3-3-6図の備考を参照。

（49）中村・開発・八木（2017）は、日本とアメリカの上場企業を対象に、1998年～2009年の個社別TFPを計測し、同様に低生産性企業の存続率を算出している。彼らは、経年に伴った低生産性企業の存続率（T=5年時点）について、日本企業では約50％程度であるのに対し、アメリカ企業では約30％との算出結果を得ており、その背景として、<1>アメリカでは生産性が低下傾向にある場合、金融機関や機関投資家等の株主からのプレッシャーによって、速やかに市場から退出するか、経営状況を改善する一方、<2>日本では収益悪化や生産性低下が生じても、しばらくの間は、金融機関等が支援を行うことで市場にとどまり、経営状況がさらに悪化することが少なくない、と指摘している。



















第3章　「Society 5.0」に向けた行動変化　第4節








第4節　本章のまとめ：「Society 5.0」の経済へ

本章では、第4次産業革命の世界的な動向と、それが経済社会に与え得る影響について整理した上で、我が国経済が国際的にみてイノベーションの優位性を保つための課題について考察するとともに、イノベーションが労働分配率や生産性に与える影響を分析した。

第1節では、第4次産業革命の進展度について世界的な動向を概観した。我が国の場合、情報通信ネットワークの発達やAI・ロボット等の新技術の導入といったインフラや技術面では各国と遜色ないか、むしろリードしている面もあると考えられるが、そうしたインフラを利用したeコマースの利用割合やIoTの利用意向は低く、電子決済の利用も極めて限定的となっている点が特徴的である。今後、AIや機械・システムによるサービスの自動提供、自動車の無人自動走行の実用化などが進展していくと予想され、これまで我が国では新技術の社会実装が遅れがちであった点には留意する必要がある。その背景には、企業において新技術に対応する人材が不足していることや雇用の流動性が低く従来のシステムの切り替えが進んでいないといったことが考えられ、安全面、人材育成、雇用面等での対応を十分に図りつつ、実用化に向けた動きを加速していくことが課題である。

第2節では、第4次産業革命に向けたイノベーションにおける日本の競争力について、知識・人的資本・技術力などの「イノベーションの基礎力」と、組織の柔軟性・起業家精神などの「イノベーションへの適合力」の2つの大きな要素に分けて、国際比較を交えながら日本の強みと弱みを整理した。「イノベーションの基礎力」の観点では、我が国は、研究者数が多く、ICT関連の特許件数のシェアが高いほか、製造業におけるロボット化が進んでおり、それを活用するスキルも高いなど、諸外国と比較しても相応の競争力を有しているといえる。一方で、研究開発の進め方をみると、自前主義の傾向がみられるほか、革新的イノベーションよりも漸進的イノベーションを志向する企業の割合が高いこと、研究開発における国際連携の度合いが低いことなどが課題である。

一方、「イノベーションへの適応力」の観点では、ICT戦略を進める上での組織体制に向上の余地があり、人的資本投資をはじめとする無形資産投資の水準も低い。また、企業の参入・退出が不活発であり、起業家精神の低さや起業家教育の不十分さが企業の新規参入を妨げている可能性があること、リスクマネーの供給が少ないこと、電子政府の利用が進んでいないことなど、様々な点で弱みが存在することが確認された。

さらに、第3節の実証分析によると、経済全体の生産性は、企業の新規参入によって押し上げられる一方、非効率な企業が残存することによって押し下げられている可能性が示唆された。

これらの点を踏まえると、イノベーションの競争力をさらに高めていくためには、<1>研究開発において国際連携も含めたオープンイノベーションを促進し、革新的なイノベーションの能力を強化すること、<2>イノベーションに対応した組織の見直しを行うなど柔軟性を高めるとともに、人的資本やICTなど無形資産の蓄積や利用を促すこと、<3>労働市場や金融資本市場の効率性を高め、また起業を促進することにより、経済全体としての経営資源や労働資源の再配分機能を強化すること、<4>時代の変化に対応した制度・規制の速やかな見直しや電子政府の利便性を大きく高めることが重要な課題である。

第3節では、イノベーションによって労働が機械に代替されたり、一部の巨大IT関連企業など人件費比率の低い企業（スーパースター企業）の出現によって労働分配率が低下しているのではないかという疑問に対して分析を行った。企業レベルのデータを用いた今回の実証分析の結果からは、日本ではスーパースター企業による労働分配率への影響は限定的であるものの、イノベーションの進展は、ICT関連財など資本財価格の相対的な低下等を通じて、労働分配率を低下させている可能性が示唆された。他方で、企業がIoTやAIなどの新技術を導入することは生産性を高め、併せて教育訓練を強化し人材育成を行うことで、新技術導入に伴う生産性上昇効果がさらに高まることも示唆された。

このように、イノベーションは生産性を高める一方で、一部の労働を代替することで労働分配率を低下させる可能性もあることを考慮すると、まずは、第2章で論じたように、イノベーションに対応した人材を強化し、労働が新技術によって代替されるのではなく、むしろ人材を新技術が補完する形にしていくことが重要である。その上で、イノベーションや生産性向上の成果を、賃金や教育訓練等の形で人材育成に還元することで、イノベーションを促しつつ、労働分配率の低下にも歯止めをかける効果が期待される。

日本は前人未到の「Society 5.0」の経済へ足を踏み入れていく。この新しい世界での日本の強みと弱みは何なのか正しく理解し、日本が今後、国際競争力とイノベーションの優位性を保つための課題にスピード感を持って対応していくことが何より重要である。



















おわりに








本報告では、日本経済の現状と課題について分析するとともに、人生100年時代に対応するための人づくりや多様な働き方の実現、「Society 5.0」のイノベーションにおける競争力強化に向けた課題等について論じた。ここでは、本報告で論じたこれらの課題について、あらためて整理するとともに、主要な分析結果とそれを踏まえた対応の方向性について述べる。

●現下の日本経済の課題

我が国経済は、アベノミクスの取組の下、2012年末から緩やかな回復を続けており、名目GDPも過去最大を記録している。雇用・所得環境が着実に改善する中で、消費や投資といった国内需要が堅調に推移する一方、潜在成長率が実際のGDPの伸びに追いつかずGDPギャップがプラスとなっており、生産性の向上と労働参加の促進が喫緊の課題となっている。こうした課題に対応し、持続的な経済成長を実現するためには、世界的に進む第4次産業革命の成果を、生産性の向上、多様な働き方の実現、国民生活の豊かさにつなげることができるかどうかが大きな鍵を握っている。こうした現状認識を踏まえ、今後の持続的な経済成長の実現を展望する上での重要課題としては、短期及び中長期の観点から以下の3点が挙げられる。

第一は、経済再生をより確かなものとし、景気回復の持続性を高めるため、家計や企業のデフレマインドを払しょくし、所得・収益の増加が消費や投資につながる好循環をさらに進展させることである。こうした観点からは、家計の所得・消費の動向、企業の収益・投資の動向、デフレ脱却・経済再生に向けた物価・賃金の動向において、それぞれプラスの動きが進展することが重要である。また、人手不足への対応や、各国の通商政策・海外経済の動向、為替レートなど金融資本市場の動向等が景気回復の持続性に与える影響にも留意する必要がある。

第二は、技術革新や人生100年時代に対応した人づくりや多様な働き方を進めていくことである。人手不足や少子高齢化が進む中で、技術革新を生産性の向上や働き方の見直しにつなげるためには、技術革新を担う高度人材の育成に加え、IT等新技術に対応できる人材、機械に代替されにくいスキルを身に付けた人材を育成することが重要である。同時に、技術革新によって時間や場所にとらわれない柔軟な働き方が可能となる中で、女性や高齢者が働きやすい多様な働き方の環境整備を行うことも重要である。

第三は、第4次産業革命というイノベーションの大きな波を確実に捉え、日本経済の競争力を高めるとともに、様々な社会課題を解決する「Society 5.0」の実現を世界に先駆けて進めていくことである。そのためには、知識・人的資本・技術力などの「イノベーションの基礎力」を強化するだけでなく、組織の柔軟性・起業家精神などの「イノベーションへの適合力」を高めていくことが重要である。同時に、イノベーションの成果が人材にも還元されることが必要である。

こうした3つの課題についての本報告の主な分析結果とそれを踏まえた対応の方向性は以下のとおりである。

●景気回復の持続性と経済再生に向けた展望

今回の景気回復が長期化した背景には、世界経済の回復、国内における好循環の進展、技術革新や建設投資の波の到来といった3つの大きな要因が同時に寄与していると考えられる。

第一に、海外経済の動向については、世界金融危機後はじめて先進国及び新興国経済が同時に順調に回復しているとともに、第4次産業革命が進む中で、我が国が比較優位を持つ情報関連財の需要が世界的に伸びていることが、我が国経済にとって追い風になっている。今後についても、世界経済の緩やかな回復が続くことが見込まれているが、各国の通商政策の動向、アメリカの金利引上げが世界経済に及ぼす影響、英国のEU離脱交渉の行方等の影響、リスクにも留意する必要がある。

第二に、国内における好循環については、少子高齢化という人口制約を跳ね返し、女性や高齢者を中心に就業者数が大きく増加するとともに、緩やかな賃上げが実現することで個人消費は持ち直している。加えて、訪日外国人客による日本国内での消費の拡大も、地方にまで景気回復の動きが波及するのに大きく貢献している。

第三に、技術革新と建設投資については、第4次産業革命という大きなイノベーションの波の到来に対応し、新商品開発や新技術導入のための投資が進んでいることに加え、建設投資についても、都市の再開発、訪日外国人客の増加に対応した運輸・宿泊施設の増設、電子商取引の拡大による物流施設の拡大といった多方面にわたる投資需要が押し寄せている。こうした要因は、構造的な変化を反映した側面を持っており、今後も経済成長をけん引していく可能性が高いと考えられる。

●家計部門、企業部門、物価の動向からみた課題

他方、景気回復の持続性の観点から、家計部門、企業部門、物価の動向をみると、いくつかの課題も残っている。

家計部門については、雇用・所得環境の改善に加え、消費税率引上げ後の駆け込み需要に伴う反動減や家電エコポイント時の需要の先食いに伴う耐久消費財の調整が終了したこともあり、個人消費は持ち直している。ただし、所得の伸びに比べて個人消費の伸びはやや力強さを欠いている面があり、特に、若い世代においてモノを持たない傾向や将来に備えた消費の手控えなどがみられている点には留意する必要がある。こうした観点からは、持続可能な社会保障制度を構築するとともに、若者が将来にわたって安心して働ける環境を整えていくことが重要である。また、共働き世帯や単身世帯の増加といった世帯構造の変化に合わせた消費スタイルの変化に対応することも重要であり、時間や場所を選ばず購入ができるネット消費のさらなる活用などが期待される。

企業部門の回復の持続性については、企業の体質強化の取組もあって企業収益は過去最高となり、損益分岐点比率が大きく低下したことにより、売上高の急な変動に対する頑健性も高まっていると考えられる。他方、為替レートの動向については、企業の海外活動の拡大もあり、一部の企業の収益には影響を与える可能性がある点には留意する必要がある。また、人手不足感の高い企業の多くは売上や収益が増加しているが、人手不足による事業規模の縮小といった企業経営への悪影響も一部の企業にはみられている。今後さらに人手不足感が高まる可能性があることを考慮すると、人づくり革命や生産性革命を進め、企業の生産性を高めていくことが重要である。

デフレ脱却に向けた物価の動向については、食料品価格や人件費上昇を反映した個人サービス価格の上昇を背景に、消費者物価は緩やかに上昇しているが、デフレに後戻りしないという意味でデフレ脱却の状況までには至っていない。グローバル化が進む中で、財の価格については輸入品との競合等によって上昇しにくいが、サービス価格についてはアメリカなどでは人件費上昇を反映して上昇している。このため、より力強い賃上げを実現することによって、消費者の購買力を高め消費需要を拡大させつつ、サービス価格を中心に物価が上昇することが望まれる。

賃上げについては、2018年の春季労使交渉では月例賃金や一時金のみならず諸手当込みの総額で3％程度の賃上げを実現した企業もあるなど進展がみられた。他方、一部の企業では、一旦ベアを行うと将来的に引下げが困難になると考えていることや、固定費になりにくい一時金の引上げで対応する傾向もみられる。賃上げの動きをさらに続けていくためには、企業の労働生産性を着実に高めるとともに、技術革新の波を活かして将来の成長につながる未来投資を促すことで、賃上げの原資をしっかりと確保することが大きな課題である。

●人生100年時代に向けた人づくりと多様な働き方の実現

技術革新や少子高齢化が進展する中で、技術革新に対応したスキルを身に付けた人材を育成するとともに、技術革新の成果を活用して、時間や場所にとらわれず、女性や高齢者が働きやすい多様な働き方を実現することが、持続的な経済成長と国民生活の向上のために重要な課題である。

第4次産業革命に対応するためには、先端技術を専門に扱うIT人材を育成するとともに、専門家以外の労働者も、人生100年時代を見据えた学び直しによって基礎的なIT技術を身に付け、機械では代替できない読解、分析、伝達等のスキルを伸ばしていくことが重要である。

先端技術を専門に扱うIT人材については、日本は先進諸国と比べて就業者に占める割合が少なく、また、大学等の高等教育機関における理工学系を専攻する学生の割合も低い。加えて、企業が必要とする知識分野として、コンピュータ・プログラムや通信ネットワーク関連の知識を多く挙げているのに対して、該当する専攻分野で学んだ人材は不足しており、ギャップが生じている。このため、企業に勤めるIT人材のうち多くが企業に入ってから必要な専門知識を学んだとしている。こうしたことから、大学等において実務経験のある専門人材を活用したり、社会のニーズに応じてカリキュラム等も柔軟に見直していくことが重要である。

技術革新に対応した社会人のスキルアップについては、現在の日本では、主に企業の教育訓練によるところが大きく、新技術の導入を積極的に行っている企業ほど教育訓練にも力を入れている。人材育成方針としては、管理職になる人材については自社内での育成が重視されている一方、研究開発人材やIT人材は、比較的中途採用で補強する傾向もみられる。実証分析によれば、社内での訓練に加えて、社員の自己啓発の支援を行っている企業の生産性はさらに高まることが示されており、企業内訓練と企業外での自己啓発の双方をうまく活用することが重要である。

他方、大学で学び直しを行う社会人の割合は、日本は国際的にみても低く、その背景としては、勤務時間が長く学び直しの時間がとれないことに加え、学び直しに適した教育訓練コースを設定している大学や質の高いリカレント教育を提供している大学が少ないことがあると考えられる。こうした点を踏まえると、社会人の学び直しを促進するためにも、大学改革を進め、より実践的で質の高い学び直しの機会を提供することが重要である。また、企業側においても、従業員の自己啓発を適正に評価し、支援する姿勢が必要である。

また、技術革新によって時間や場所にとらわれない柔軟な働き方が可能となる中で、WLBを促進し、女性や高齢者の就業を促進することについては、多くのメリットがある。テレワークや長時間労働の是正などのWLBの取組は、労働生産性を向上させるとともに、買物・自己啓発・育児等の時間を増やす効果がある。また、女性の活躍はダイバーシティによる効果を通じて企業業績を改善させる効果があることが実証的に示されている。女性活躍の促進のためには、男女の育児休業の取得、柔軟な働き方の促進、限定的正社員制度の導入などの取組を促進することで、女性の離職を防ぎ能力を十分発揮できる環境を整備することが重要である。また、高齢者の活躍を促すためには、年金制度や企業の人事制度の設計について様々な選択肢を比較衡量し、就業意欲のある人々の就業を促すようなバランスの取れた制度設計を行うことが必要である。

技術革新の進展や就業年数の延伸によって就業と学び直し等の行き来が盛んになると、雇用の流動化が進む可能性がある。円滑な労働移動を促進するための労働市場のマッチング機能の強化や、フリーランスなど雇用関係によらない働き手に対するセーフティーネットのあり方等についても検討する必要がある。

●「Society 5.0」に向けた日本経済の競争力と今後の課題

第4次産業革命に向けて世界各国の企業がしのぎを削る中で、イノベーションの大きな波を確実に捉え、日本経済の競争力を高めるとともに、新技術の社会実装により、人口減少・高齢化、エネルギー・環境制約などの様々な社会問題を解決できる「Society 5.0」の実現を進めていくことが重要である。

まず、第4次産業革命の進展度という観点からは、我が国の場合、情報通信ネットワークの発達やAI・ロボット等の新技術の導入といったインフラや技術面では各国と遜色ないか、むしろリードしている面もあると考えられるが、そうしたインフラを利用したeコマースの利用割合やIoTの利用意向は低く、電子決済の利用も極めて限定的となっている。今後、AIや機械・システムによるサービスの自動提供、自動車の無人自動走行の実用化などが進展していくと予想されるが、我が国では、少なくともこれまでは新技術の社会実装が遅れがちであった点は否めない。その背景には、企業において新技術に対応する人材が不足していることや雇用の流動性が低く従来のシステムの切り替えが進んでいないといったことが考えられ、安全面、人材育成、雇用面等での対応を十分に図りつつ、実用化に向けた動きを加速していくことが課題である。

次に、国際的にみたイノベーションにおける日本の強みと弱みについて、知識・人的資本・技術力などの「イノベーションの基礎力」と、組織の柔軟性・起業家精神などの「イノベーションへの適合力」の2つの大きな要素に分けて整理すると、以下のような課題が浮かんでくる。

第一に、「イノベーションの基礎力」という観点からは、我が国は、研究者数が多く、ICT関連の特許件数のシェアが高いほか、製造業におけるロボット化が進んでおり、それを活用するスキルも高いなど、諸外国と比較しても相応の競争力を有しているといえる。他方で、研究開発の進め方をみると、自前主義の傾向がみられるほか、革新的イノベーションよりも漸進的イノベーションを志向する企業の割合が高いこと、研究開発における国際連携の度合いが低いことなどが課題として挙げられる。

第二に、「イノベーションへの適応力」という観点からは、ICT戦略を進める上での組織体制に向上の余地があり、人的資本投資をはじめとする無形資産投資の水準も低い。また、企業の参入・退出が不活発であり、起業家精神の低さや起業家教育の不十分さが企業の新規参入を妨げている可能性があること、リスクマネーの供給が少ないこと、電子政府の利用が進んでいないことなど、様々な点で弱みが存在することが確認された。さらに、企業レベルのデータを活用した実証分析でも、経済全体の生産性は、企業の新規参入によって押し上げられる一方、非効率な企業が残存することによって押し下げられている可能性が示唆された。

これらの点を踏まえると、イノベーションの競争力をさらに高めていくためには、<1>研究開発において国際連携も含めたオープンイノベーションを促進し、革新的なイノベーションの能力を強化すること、<2>イノベーションに対応した組織の見直しを行うなど柔軟性を高めるとともに、人的資本やICTなど無形資産の蓄積や利用を促すこと、<3>労働市場や金融資本市場の効率性を高め、また起業を促進することにより、経済全体としての経営資源や労働資源の再配分機能を強化すること、<4>時代の変化に対応した制度・規制の速やかな見直しや電子政府の利便性を大きく高めることが重要な課題である。

イノベーションによって労働が機械に代替されたり、一部の巨大IT関連企業など人件費比率の低い企業（スーパースター企業）の出現によって労働分配率が低下しているのではないかという懸念が指摘されている。企業レベルのデータを用いた今回の実証分析の結果からは、日本ではスーパースター企業による労働分配率への影響は限定的であるものの、イノベーションの進展は、ICT関連財など資本財価格の相対的な低下等を通じて、労働分配率を低下させている可能性が示唆された。他方で、企業がIoTやAIなどの新技術を導入することは生産性を高め、併せて教育訓練を強化し人材育成を行うことで、新技術導入に伴う生産性上昇効果がさらに高まることも示唆された。

このように、イノベーションは生産性を高める一方で、一部の労働を代替することで労働分配率を低下させる可能性もあることを考慮すると、イノベーションに対応した人材を強化し、労働が新技術によって代替されるのではなく、むしろ人材を新技術が補完する形とすることが重要である。その上で、イノベーションや生産性向上の成果を、賃金や教育訓練等の形で人材育成に還元することで、イノベーションを促しつつ、労働分配率の低下にも歯止めをかける効果が期待される。

日本は前人未到の「Society 5.0」の経済へ足を踏み入れていく。この新しい世界での日本の強みと弱みは何なのか正しく理解し、日本が今後、国際競争力とイノベーションの優位性を保つための課題にスピード感を持って対応していくことが何より重要である。



















コラム目次









第1章


	コラム1-1　インバウンド消費の変化

	コラム1-2　ボリューム減による実質値上げ

	コラム1-3　ネット消費と物価




第2章


	コラム2-1　学び直しを行っている社会人学生の特徴




第3章


	コラム3－1　新技術を利用した「クラウド」サービス




















図表目次








第1章


	第1-1-1図　景気の現状

	第1-1-2図　世界各国の企業の景況感、日本の輸出

	第1-1-3図　個人消費の動向

	第1-1-4図　設備投資の動向

	第1-1-5図　日米の金融資本市場の動向

	第1-1-6図　GDP成長率、実質GNI成長率の比較

	第1-1-7図　世界の貿易量、交易条件

	第1-1-8図　総雇用者所得、就業者数、企業収益、損益分岐点

	第1-1-9図　地域経済の動向

	第1-1-10図　地域別の消費動向

	第1-1-11図　地域別の公共投資の動向

	第1-1-12図　地域別鉱工業指数の動向

	第1-1-13図　地域別のばらつき縮小の背景

	第1-1-14図　GDPギャップの動向

	第1-1-15図　潜在成長率の動向

	第1-2-1図　生産年齢人口と就業者数の推移

	第1-2-2図　消費の動向

	第1-2-3図　最近の個人消費の増加要因

	第1-2-4図　耐久財消費の動向

	第1-2-5図　サービス消費の動向

	第1-2-6図　若者の消費動向

	第1-2-7図　高齢化の進展と個人消費

	第1-2-8図　住宅建設の動向

	第1-2-9図　世界貿易の動向、日本の輸出

	第1-2-10図　鉱工業生産の動向

	第1-2-11図　為替の企業収益への影響

	第1-2-12図　設備投資の動向

	第1-2-13図　建設投資の動向

	第1-2-14図　公共投資の動向

	第1-2-15図　企業の人手不足の状況

	第1-2-16図　アンケート調査を利用した人手不足の状況分析

	第1-2-17図　人手不足感別の経常利益上昇率

	第1-2-18図　失業率に与える就業・失業・非労働力状態間の移動の寄与

	第1-2-19図　消費者物価の動向

	第1-2-20図　GDPデフレーターの動向

	第1-2-21図　企業物価と消費者物価の関係

	第1-2-22図　GDPギャップ、ULCの動向

	第1-2-23図　消費者物価における品目別価格上昇率の頻度分布

	第1-2-24図　家計の予想物価上昇率と消費者物価

	第1-2-25図　日米の予想物価上昇率の反応

	第1-2-26図　一般労働者とパートタイム労働者の賃金動向

	第1-2-27図　ベースアップの実施状況（内閣府アンケート）

	第1-2-28図　疑似パネルデータを用いた賃金の分析

	白書の注目点<1>図

	第1-3-1図　EC市場の動向

	第1-3-2図　ネットショッピングを利用する人の特徴

	第1-3-3図　ネット消費利用者と非利用者の消費額の違い

	第1-3-4図　インターネットを利用した支出がある世帯の特徴

	第1-3-5図　シェアリングエコノミーの現状

	第1-3-6図　日次データによる分析例

	第1-3-7図　POSデータによるナウキャスト

	第1-3-8図　POSデータによる価格変化の要因分解

	第1-3-9図　新聞センチメント指数（紙面別）と消費者マインドの関係

	第1-3-10図　新聞センチメント指数がPOSデータに与える影響

	第1-4-1図　日米欧のバランスシートと政策金利の推移

	第1-4-2図　物価の国際比較

	第1-4-3図　国債保有主体の残高と割合、金融機関のポートフォリオ推移

	第1-4-4図　銀行の設備資金向け貸出残高（対前年同期比、％）

	第1-4-5図　マイナス金利の日欧比較

	第1-4-6図　基礎的財政収支の動向

	第1-4-7表　財政再建の取組

	第1-4-8図　主要国の基礎的財政収支と債務残高

	第1-4-9図　歳出の国際比較

	第1-4-10図　歳入の国際比較




第2章


	第2-1-1図　労働市場の二極化

	第2-1-2図　定型業務集約度とIT使用頻度の国際比較

	第2-1-3図　定型業務集約度と労働時間

	第2-1-4図　AI等の新技術による雇用への影響

	第2-1-5図　新技術と柔軟な働き方の関係

	第2-1-6図　テレワークの現状

	第2-1-7図　アウトソーシングの現状

	第2-1-8図　Global Gig Economyの現状

	第2-1-9図　日本におけるクラウドソーシング

	第2-1-10図　女性の雇用状況の変化

	第2-1-11図　スキルが生かされていない女性の就業

	第2-1-12図　高齢者の労働状況の変化

	第2-1-13図　高齢者を取り巻く雇用環境と課題

	第2-2-1図　企業が今後重視する能力

	第2-2-2図　ITの利用頻度と相関の高いスキル

	第2-2-3図　IT人材の国際比較

	第2-2-4図　日本の学校教育の課題

	第2-2-5図　高度なIT人材の育成と大学教育

	第2-2-6図　企業における人材の補強方法

	第2-2-7図　人的資本投資の推計

	第2-2-8図　企業属性別にみた人的資本投資時間割合

	第2-2-9図　人的資本投資と労働生産性

	第2-2-10図　自己啓発とその効果

	第2-2-11図　自己啓発の種類別にみた効果

	第2-2-12図　学び直しの国際比較

	第2-2-13図　リカレント教育の課題

	第2-2-14図　自己啓発のサポート

	白書の注目点<2>図

	第2-3-1図　柔軟な働き方・WLBの取組状況とその理由

	第2-3-2図　働き方の見直しがもたらす効果

	第2-3-3図　労働時間の削減がもたらす効果

	第2-3-4図　雇用の流動性と企業業績の関係

	第2-3-5図　勤続年数の変化と国際比較

	第2-3-6図　昇進に重視される項目

	第2-3-7図　年齢階級別の管理職割合の時系列的変化

	第2-3-8図　転職経路別にみた職業

	第2-3-9図　働き方の見直しと女性活躍

	第2-3-10図　出産による女性の就業形態の変化

	第2-3-11図　高齢者就業を促進させる要因

	第2-3-12図　雇用関係によらない柔軟な働き方に向けての課題




第3章


	第3-1-1図　バリューチェーンとレイヤー構造の概念

	第3-1-2図　プラットフォーム・ビジネスの規模と概要

	第3-1-3図　インターネット経由の製品・サービスの世界市場規模と利用率

	第3-1-4図　シェアリングエコノミーの市場規模

	第3-1-5図　シェアリングエコノミーの認知度と利用意向

	第3-1-6図　日本企業における新技術の導入状況

	第3-1-7図　産業用ロボットの世界市場規模

	第3-1-8図　企業のIoT導入状況と今後の導入意向

	第3-1-9図　FinTechサービスの概要と利用動向

	第3-1-10図　自動運転システム及び環境対応車の世界市場予測

	第3-2-1図　イノベーションの実現状況の国際比較

	第3-2-2図　研究者の数と国際的な流動性

	第3-2-3図　科学分野における論文被引用の状況

	第3-2-4図　ICT関連の特許件数

	第3-2-5図　ICT関連産業の付加価値がGDPに占める割合

	第3-2-6図　インターネット利用率

	第3-2-7図　産業用ロボット集積度とICTタスク集積度

	第3-2-8図　研究開発費の国際比較

	第3-2-9図　企業の研究開発支出に占める上位企業の割合

	第3-2-10図　日本企業の研究開発の進め方

	第3-2-11図　研究開発における国際連携

	第3-2-12図　企業のIT戦略の日米比較

	第3-2-13図　人的資本投資の動向

	第3-2-14図　無形資産投資の国際比較

	第3-2-15図　企業の新陳代謝に関する国際比較

	第3-2-16図　日本で企業の新規参入を妨げている要因

	第3-2-17図　第4次産業革命に向けたリスクマネーの必要性

	第3-2-18図　行政サービスをインターネット経由で利用する人の割合

	第3-2-19図　イノベーション能力の総合ランキング

	白書の注目点<3>図

	第3-3-1図　OECD加盟国の労働分配率の変化

	第3-3-2図　我が国企業の労働分配率の変化

	第3-3-3図　生産性水準ごとにみた我が国企業の労働分配率の変化要因

	第3-3-4図　労働分配率の変化に与える影響

	第3-3-5図　新技術と教育訓練の組合せによる生産性上昇効果

	第3-3-6図　企業の参入・退出と生産性





















白書の注目点<1>図
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白書の注目点<2>図
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白書の注目点<3>図
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第1-1-1図　景気の現状
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第1-1-2図　世界各国の企業の景況感、日本の輸出
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第1-1-3図　個人消費の動向
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第1-1-4図　設備投資の動向
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第1-1-5図　日米の金融資本市場の動向
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第1-1-6図　GDP成長率、実質GNI成長率の比較
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第1-1-7図　世界の貿易量、交易条件
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第1-1-8図　総雇用者所得、就業者数、企業収益、損益分岐点
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第1-1-9図　地域経済の動向
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第1-1-10図　地域別の消費動向
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第1-1-11図　地域別の公共投資の動向
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第1-1-12図　地域別鉱工業指数の動向
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第1-1-13図　地域別のばらつき縮小の背景
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第1-1-14図　GDPギャップの動向
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第1-1-15図　潜在成長率の動向
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第1-2-1図　生産年齢人口と就業者数の推移
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第1-2-2図　消費の動向
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第1-2-3図　最近の個人消費の増加要因
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第1-2-4図　耐久財消費の動向
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第1-2-5図　サービス消費の動向
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第1-2-6図　若者の消費動向
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第1-2-7図　高齢化の進展と個人消費
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第1-2-8図　住宅建設の動向
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第1-2-9図　世界貿易の動向、日本の輸出
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第1-2-10図　鉱工業生産の動向
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第1-2-11図　為替の企業収益への影響
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第1-2-12図　設備投資の動向
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第1-2-13図　建設投資の動向
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第1-2-14図　公共投資の動向
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第1-2-15図　企業の人手不足の状況
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第1-2-16図　アンケート調査を利用した人手不足の状況分析
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第1-2-17図　人手不足感別の経常利益上昇率
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第1-2-18図　失業率に与える就業・失業・非労働力状態間の移動の寄与
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第1-2-19図　消費者物価の動向
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第1-2-20図　GDPデフレーターの動向
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第1-2-21図　企業物価と消費者物価の関係
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第1-2-22図　GDPギャップ、ULCの動向
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第1-2-23図　消費者物価における品目別価格上昇率の頻度分布
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第1-2-24図　家計の予想物価上昇率と消費者物価
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第1-2-25図　日米の予想物価上昇率の反応
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第1-2-26図　一般労働者とパートタイム労働者の賃金動向
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第1-2-27図　ベースアップの実施状況（内閣府アンケート）
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第1-2-28図　疑似パネルデータを用いた賃金の分析
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第1-3-1図　EC市場の動向
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第1-3-2図　ネットショッピングを利用する人の特徴
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第1-3-3図　ネット消費利用者と非利用者の消費額の違い
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第1-3-4図　インターネットを利用した支出がある世帯の特徴
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第1-3-5図　シェアリングエコノミーの現状








[image: 第1-3-5図　シェアリングエコノミーの現状]



















第1-3-6図　日次データによる分析例
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第1-3-7図　POSデータによるナウキャスト
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第1-3-8図　POSデータによる価格変化の要因分解
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第1-3-9図　新聞センチメント指数（紙面別）と消費者マインドの関係
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第1-3-10図　新聞センチメント指数がPOSデータに与える影響
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第1-4-1図　日米欧のバランスシートと政策金利の推移
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第1-4-2図　物価の国際比較
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第1-4-3図　国債保有主体の残高と割合、金融機関のポートフォリオ推移
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第1-4-4図　銀行の設備資金向け貸出残高（対前年同期比、％）
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第1-4-5図　マイナス金利の日欧比較








[image: 第1-4-5図　マイナス金利の日欧比較]



















第1-4-6図　基礎的財政収支の動向
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第1-4-7表　財政再建の取組








[image: 第1-4-7表　財政再建の取組]


















第1-4-8図　主要国の基礎的財政収支と債務残高
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第1-4-9図　歳出の国際比較
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第1-4-10図　歳入の国際比較
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第2-1-1図　労働市場の二極化
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第2-1-2図　定型業務集約度とIT使用頻度の国際比較
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第2-1-3図　定型業務集約度と労働時間
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第2-1-4図　AI等の新技術による雇用への影響
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第2-1-5図　新技術と柔軟な働き方の関係
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第2-1-6図　テレワークの現状
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第2-1-7図　アウトソーシングの現状
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第2-1-8図　Global Gig Economyの現状
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第2-1-9図　日本におけるクラウドソーシング
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第2-1-10図　女性の雇用状況の変化
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第2-1-11図　スキルが生かされていない女性の就業
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第2-1-12図　高齢者の労働状況の変化
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第2-1-13図　高齢者を取り巻く雇用環境と課題
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第2-2-1図　企業が今後重視する能力
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第2-2-2図　ITの利用頻度と相関の高いスキル
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第2-2-3図　IT人材の国際比較
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第2-2-4図　日本の学校教育の課題
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第2-2-5図　高度なIT人材の育成と大学教育
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第2-2-6図　企業における人材の補強方法








[image: 第2-2-6図　企業における人材の補強方法]



















第2-2-7図　人的資本投資の推計
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第2-2-8図　企業属性別にみた人的資本投資時間割合
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第2-2-9図　人的資本投資と労働生産性
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第2-2-10図　自己啓発とその効果
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第2-2-11図　自己啓発の種類別にみた効果
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第2-2-12図　学び直しの国際比較
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第2-2-13図　リカレント教育の課題
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第2-2-14図　自己啓発のサポート
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第2-3-1図　柔軟な働き方・WLBの取組状況とその理由
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第2-3-2図　働き方の見直しがもたらす効果
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第2-3-3図　労働時間の削減がもたらす効果
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第2-3-4図　雇用の流動性と企業業績の関係
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第2-3-5図　勤続年数の変化と国際比較
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第2-3-6図　昇進に重視される項目
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第2-3-7図　年齢階級別の管理職割合の時系列的変化
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第2-3-8図　転職経路別にみた職業
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第2-3-9図　働き方の見直しと女性活躍
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第2-3-10図　出産による女性の就業形態の変化
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第2-3-11図　高齢者就業を促進させる要因
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（備考）


	内閣府「国民経済計算」により作成。季節調整値。

	1955年第3四半期から1980年第1四半期は、68SNA、平成2年基準、固定方式。
1980年第2四半期以降は、08SNA、平成23年基準、連鎖方式。

	四捨五入の関係上、各項目の寄与度の合計は必ずしもGDP成長率に一致しない。

	「その他」の項目は、民間住宅、民間在庫品増加、輸入の合計。
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